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寄稿

ウィズコロナ時代に考えておきたいこと
―災害ボランティアを参照点として

大阪大学大学院人間科学研究科　（認特）日本災害救援ボランティアネットワーク　渥美　公秀

　感染症の蔓延，気候変動を一因とする激甚災害，
そして戦禍。これまで築き上げてきた世界があちら
こちらで綻びを見せている。新型コロナウイルス感
染症が完全になくなるわけではないとすれば，そろ
そろウィズコロナ時代を見据え，どのように生き延
びていくかを真剣に考えなければならない局面に来
ている。ウィズコロナ時代には，対人関係のあり方
が大きく変化すると予想するのは妥当であろう。実
際，新型コロナウイルス感染症が蔓延する中で，「三
密」や「ソーシャルディスタンス」という言葉に象
徴されるように対人関係には大きな変化があった。
ウィズコロナ時代の対人関係はどのようなあり方を
しているだろうか。おそらくコロナ禍以前の対人関
係に戻ることはないだろう。しかし，かといって，
一切の対人的な接触がなくなるというわけでももち
ろんない。だとすればどのような対人関係が展開さ
れるだろうか。現状では，確かにこのようになると
いう予測を立てることは困難である。そこで，コロ
ナ禍以前の対人関係と，それが綻んで問い直された
場面を参照しながら，対人関係のどのような要素を
検討していけばよいか，ある程度の道筋を得たいと
思う。
　対人関係が綻び，問い直される場面として，ここ
では，災害ボランティアに注目する。著者は，神戸
大学の教員として阪神・淡路大震災を経験して以来，
災害ボランティア活動について現場に参加しながら
実践と研究を積み重ねてきた。振り返れば，20 世
紀の末に大きなうねりとなって現れ定着した災害ボ
ランティアの現場には，当時の社会で支配的だった
対人関係のあり方が綻んで問い直される場面が多々
あった。それらは，ウィズコロナ時代という新しい
局面において考えるべき事柄を示唆してくれている。
そこで，本稿では，災害ボランティアの経緯を紹介
し，参照しながら，ウィズコロナ時代に考えておく
べき対人関係の要素を課題として抽出してみたい。
　以下では，災害対応を救援，復興，防災の 3 つの

場面に分け，これまで筆者自身が整理してきたこと
を参照し，それぞれの場面で災害ボランティアの活
動を紹介し課題と展望を整理する。それをもとにウィ
ズコロナ時代における対人関係について検討してお
くべき論点を抽出する。

1．災害ボランティア活動の変遷

　災害時のボランティア活動は，来年 100 年を迎え
る関東大震災の時にも見られたが，阪神・淡路大震
災（ 1995 年）では，100 万人を超える多様な人々
が被災地に救援に駆けつけたことが注目され，1995
年が災害ボランティアの元年とされることが多い。
タンカーが座礁して日本海沿岸に重油が流れた
1997 年を経て，各地の水害等でボランティアの姿
が見られるようになっていった。1998 年には特定
非営利活動促進法が成立施行された。そこには，介
護保険制度の運用などとともに災害ボランティア団
体の社会への位置づけも視野に入っていた。被災地
に駆けつける災害ボランティアをコーディネートし
て支援活動を確実に被災者に届けるという触れ込み
で，社会福祉協議会を中心とした災害ボランティア
センターが慣例化しだしたのもこの頃である。
　救援場面での活動に注目が集まっていた災害ボラ
ンティアであったが，2004年の新潟県中越地震では，
災害前から過疎高齢化に悩んでいた中山間地が被災
したこともあって，災害ボランティアとして駆けつ
けた人々が，被災地の復興過程に至るまで長期間の
活動を展開した。これを機に日本災害復興学会が発
足し，災害ボランティアを含む復興支援活動に関す
る議論が活性化した。
　また，従来の専門家，行政，地域防災計画などに
則った避難訓練に代表される防災活動に加え，災害
ボランティアや災害 NPO が様々な防災ツールを開
発し，より多様な地域防災活動も展開されてきてい
る。今では，コミュニティの力が減衰していること
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を承けて，地域での既存の多様な活動（例えば，祭
り）を活用したユニークな防災活動が展開され，災
害ボランティアが蓄積してきた知見を取り入れた地
区防災計画の策定へと繋がる事例も見いだされてき
ている（渥美・石塚，2021）。順調に社会に定着し
てきた災害ボランティアではあるが，活動には様々
な問題が見え始めてきているのも事実である。

2．�災害救援から得られるウィズコロナ時代
への示唆

2－1　災害救援時の災害ボランティア
現状
　1995 年の阪神・淡路大震災は，被災地で大規模
なボランティア活動が展開された。事前に活動マニュ
アルや災害ボランティアセンターという仕組みが準
備されていたわけではなく，その場その場で被災者
のニーズを汲み取りながら，臨機応変に活動するこ
とになった。災害ボランティア活動に大学生をはじ
めとする若者が多く参加したこともあって，災害ボ
ランティアは閉塞感の漂っていた当時の社会を変革
する起爆剤になるのではないかと注目され，「ボラ
ンティア革命」という言葉さえ見られた。一方，市
民が臨機応変に対応していたのでは，活動に参加す
る人々の被災者への想いを効率的に被災者に届けら
れないことがあるとみて，災害ボランティアのコー
ディネートが必要だという議論が出てきた。以後の
災害において，両者は，それぞれ強度を高めていく。
ここで，前者を「遊動化のドライブ」，後者を「秩
序化のドライブ」と呼んで区別しておこう（渥美，
2014）。ドライブという言葉は，社会の動向といっ
た意味で使っており，特定の個人や団体を指すもの
ではない。
　事例を挙げてみる。まず，2016 年熊本地震のあ
る被災地で，本来の被災者救援よりも，ボランティ
アの秩序を優先してしまうような事態が発生してし
まった。ある朝，災害ボランティアセンターの運営
者と，災害ボランティアとしてセンターに駆けつけ
長蛇の列に並んでいたボランティアとの間の出来事
である。災害ボランティアセンターでは，前日まで
に把握したニーズに基づいて，列に並んでいるボラ
ンティアをコーディネートしていく。ニーズの対応

に必要な人数のボランティアが確保されると，並ん
で待っていたボランティアにニーズ対応が完結した
から帰ってほしいと告げる。並んでいたボランティ
アから不満の声は聞かれるが，多くのボランティア
が粛々と帰っていく。しかし，この日は，ついにボ
ランティアの不満が爆発し，センターの運営者と衝
突が生じた。曰く「ボランティアに来ているのに，
ニーズがないとはどういうことか！被災者の気持ち
がわかっているのか！」というわけである。ここには，
センターをめぐる秩序化のドライブの弊害が露骨に
現れている。まず，災害ボランティアセンターの運
営者は地元社会福祉協議会の職員であり，被災者の
気持ちがわからないどころか，職員自身が被災者な
のである。次に，帰るように言われたボランティアは，
なぜ粛々と帰ることになるのだろうか。ニーズが無
くなったからと説明を受けているが，センターを一
歩出れば，あちらこちらに被災した方々の掃除する
姿が見られる。最後に，災害ボランティアセンター
と災害ボランティアという発想のなかから最も肝腎
な事柄がすっぽりと抜け落ちているという大きな問
題がある。抜けているのは，なんと被災者である。
これではまるで「被災者抜きの災害救援」である。
　一方，遊動化のドライブに親和的な災害ボラン
ティアは，災害ボランティアセンターを介さずに，
被災地で活動を行うことが多い。例えば，2018 年
の西日本豪雨災害で駆けつけた地域でたまたま出
会った方の家を片付ける。1 日では終わらないから，
また翌日，また次の機会（メンバーは入れ替わるか
も知れないが）に同じ方の家を手伝う。その方から

「あそこの家も手伝えないかなぁ」と相談されれば，
可能な限り対応していく。こうしていわば口伝てで
活動が拡がる。その方々が仮設住宅に入居されれば，
そこを訪れてお茶会や足湯など入居者相互のコミュ
ニケーションが進むような活動を展開する。そして，
復興に向けて悩んでおられればじっくりと話を聴く。
1 人 1 人の住民との関係が着実に深まり，信頼感も
醸成される。しかし，こうした臨機応変に個別の対
応を展開していく活動は，災害ボランティアセンター
を介した多数のボランティアによる活動と比べて圧
倒的に規模が小さくなることも事実である。



2022 総研リポート Vol. 21

— 3 —

課題と展望
　災害救援過程における災害ボランティアの課題は，
秩序化のドライブの席巻である。本来，秩序化のド
ライブは，遊動化のドライブとの拮抗を保ちながら
作用してこそ意味があろう。災害ボランティアセン
ターに代表される秩序化の動きは，災害ボランティ
アセンターを一方的に称揚するのではなく，被災者
について，じっくりと考え直すことが必要であろう。
一方，遊動化のボランティアは，少数の住民にしか
対応できないからといって，そこで活動を終えてい
ては結局多くの被災者には対応できないままである。
同様の活動に賛同するボランティアをどのように
募っていくかを改めて考える必要がある。
　いかにして，秩序化のドライブと遊動化のドライ
ブのバランスを回復すればいいだろうか。例えば，
必ずしも災害ボランティアセンターを介さずに独自
に多数のボランティアを交えて，しかも臨機応変に
個別の対応を展開している団体として様々な宗教団
体を挙げることができる。実践的には，こうした遊
動性の高い活動を展開する諸団体がお互いの活動を
尊重しつつ，ゆるやかに連携することが展望される。

2－2　ウィズコロナ時代への示唆：効率性の彼方へ
　災害救援では，できるだけ多くの人々にできるだ
け早く苦痛から逃れて頂きたいと願う。その結果，
効率が求められる。そこで効率を上げようとして秩
序化のドライブが働き，例えば災害ボランティアセ
ンターといったシステムが構築され，遊動化のドラ
イブが抑圧されていく。ウィズコロナの時代もその
苦痛からの解放という場面では同様の動きが生じる
だろう。その時，遊動化のドライブをいかに駆動す
るかが問われる。災害ボランティア活動に何らかの
ヒントは見いだせないものだろうか。
　そもそも消防や警察，自衛隊があるというのに市
民がボランティアとして駆けつけるのはなぜだろう
か。多くの自治会が自主防災組織を設立して活動し
ている。いわば自力での救援や復興を考えている。
そんなところに，域外から市民がボランティアとし
て駆けつけるのはなぜだろうか。効率を上げよう，
人手が不足しているという回路に入らないことが大
切である。言い換えれば，ボランティアを単なる労
力とみないことこそ大切である。では，なぜボラン

ティアは被災者の傍に駆けつけたのだろうか。それ
は，かけがえのない“いのち”がそこにあるからで
はないだろうか。居ても立ってもいられないから，
放っておけないからではないだろうか。被災者の「た
だ傍にいたい」からではなかろうか。
　何も奇妙なことではない。入院している知り合い
を見舞うとき，死の床にある身内にふれあうとき，
われわれは「ただ傍にいる」のではなかろうか。逆
に，自分が入院しているときに見舞客が来る。ベッ
ドの角度を変えましょうか，水を持ってきましょう
か，花を飾りましょうか……むしろ「ただ傍にいて」
くれるだけでいいのではなかろうか。
　筆者は，「ただ傍にいる」ことこそが災害ボランティ
アの本質であると様々な場面で強調してきた（例え
ば，渥美，2014）。災害ボランティアは，遠くから
でも，時間をかけてでも被災地を訪れ，いわば無根
拠に，被災者の傍にいて，長らく関わる。そこには
金銭のやりとりが生じないばかりか，金銭のやりと
りでは味わうことのない充実感がお互いの間に漂う。
このように，災害ボランティアは，不特定多数の人々
に無根拠で贈与していく存在なのである。このこと
を象徴的に示す言葉が「ただ傍にいる」である。
　もちろん，われわれの日常生活においては，通常は，
何かをするために人と接触する。「ただ傍にいる」と
いったことは，日々忙しく効率を高めることに邁進
する中で，あまり起こらないし，好ましくもなかろう。
だからこそ，災害ボランティアが「ただ傍にいる」
ということは，効率や利得といったことに縛られな
い別の人間関係の可能性を示唆する契機となる。
　ウィズコロナの時代にも，当然ながら効率や利得
が優先される場面が多々あるだろう。しかし，効率
優先の社会だからこそ，救援場面の災害ボランティ
アが示唆するように，そこに別の人間関係の可能性
を選択肢として残しておくことが必要ではなかろう
か。ウィズコロナの時代に求められるのは，かけが
えのない“いのち”に向き合うこと，「ただ傍にいる」
ことに象徴される人間関係を選択肢としてもってい
るということではないかと考えたい。
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3．災害復興からウィズコロナ時代への示唆

3－1　災害復興における災害ボランティア
現状
　災害復興過程に災害ボランティアが関わり始めた
のが 2004 年の中越地震であった。筆者もその 1 人
として，現在も新潟県小千谷市の塩谷集落で活動を
継続している。2004 年 10 月 23 日夕刻に地震発生
の報を受けた筆者は，翌日，災害 NPO の一員とし
て現地を訪れた。最初のうちは，長岡市内に避難さ
れた方々に対し，避難所および仮設住宅での支援活
動に従事した。中越復興市民会議の設立にも立ち
会った。当時は，緊急期を過ぎれば被災地を去るこ
とを想定していた。ところが，避難している方々と
話し，甚大な被害を受けた中山間地集落を訪問して
いると，避難者の集落復興への想いと，集落が直面
していた高齢過疎問題がいわば身に染みるようにわ
かってきた。そこで，ご縁のあった塩谷集落への関
わりが始まった。地震前 49 軒あった集落も，地震
の被害によって集落を離れざるを得ないと判断され
た 29 軒と集落へ戻ることを決断された 20 軒とに分
かれることになった。
　筆者は，災害 NPO を通じたボランティアや勤務
先の大学生ボランティアらとともに塩谷集落に通う
ことになった。文字通り集落に足繁く通った。集落
内に宿泊できる場所（倉庫の 2 階）をお借りするこ
ともでき，数日程度の滞在を繰り返すことで，「集
落にいつもいる人」という風に認めてもらい，日々
の対話や手伝いを通じて信頼関係を築いていった。
田植えや盆踊り，稲刈りや小正月の伝統行事などに
は，学生達にも参加してもらい，断続的ではあるが，
賑やかな集落になっていった。
　住民ワークショップを開催させてもらって，集落
の復興について一緒に考えていく場ができた時，筆
者が集落を訪れるようになってから 3 年が過ぎてい
た。ワークショップは，多くの葛藤や紆余曲折を経
て，2008年秋に「塩谷分校」の開校へと結実していっ
た。夏は住民から農業を中心に実地に学び，冬は我々
のネットワークを通じて雪や錦鯉，闘牛といった現
地特有の事柄を雪氷学や民俗学の視点から改めて学
び，集落の復興を一緒に考える場が動き出した。
　塩谷分校は，分校という学校なのだから，日直が

あり，給食当番があって，クラブ活動もあってよい
のではないかということになって，住民が自らそれ
ぞれの役割を担って運営していくツールとなった。
例えば，楽器を演奏する住民や学生ボランティアら
は，軽音楽部を結成し，塩谷分校卒業式で演奏する
ことが恒例となっている。

課題と展望
　災害ボランティアが長期にわたって，特定の集落
の復興のために，じっくりと住民との関わりを進め
ている事例を紹介した。当然ながら，こうした災害
ボランティアの動きには様々な課題が存在する。こ
こでは 3 点指摘しておきたい。
　まず第 1 に，復興過程に関わる災害ボランティア
に関する社会的な認識がまだ十分に拡がっていない。
大きな災害が発生すると，メディアを通じて全国か
ら注目が集まり，災害ボランティアが現地に駆けつ
ける。しかし，報道量は日々少なくなっていき，そ
れに伴って社会の関心は如実に低下する。実は，復
興過程に関わる災害ボランティアが活動を始めるの
はこの時期である。第 2 に，復興過程に関わる災害
ボランティアの活動内容に関する学術的な議論が不
足している。災害復興に関する本格的な議論は，日
本災害復興学会を中心に緒に就いたばかりではある。
第 3 に，復興過程に関わる災害ボランティア活動は
いつ終わるのか，それは誰が決めるのかという問題
がある。集落の人々と一緒に決めていくというのが，
現時点で示すことのできる応えであろう。

3－2　ウィズコロナ時代への示唆：対話的構築へ
　災害復興には，大小様々な制度や施策が次々と関
係する。被災地の住民は，ともすればその変遷に翻
弄されていく。新型コロナウイルス感染症の発生以
来，様々な施策が展開され，制度も次々と変わって
いったことを思えば，住民が翻弄されないような対
応が必要であろう。長期にわたって被災地との関わ
りを続ける災害ボランティアから，何らかのヒント
は見いだせないだろうか。ここでは，住民の“想い”
という言葉を用いて考えておこう。住んでいる土地
に対する想い，将来の地域のあり方に対する想い，
災害の教訓を活かしていく事への想いなど多様に存
在する。住民の想いを探ればよいということであれ
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ば，アンケート調査も有力であるし，丁寧な聞き取
り調査も実際に行われてきている。ただ，住民の想
いはこれで理解されたとしてよいだろうか？ 
　唐突であるが，住民の想いはいったいどこにある
のかと問うてみたい。気分によって変わったり，直
前に接した情報によって影響を受けたりして変化す
ることは織り込み済みとしても，そもそも想いは住
民の中にあると考えてはいないだろうか。その証拠
に，住民の中にあるからこそアンケートで聞き出そ
うとするのだし，聞き取り調査で聞き出そうとする
のである。
　実は，筆者の専門分野は，グループ・ダイナミッ
クス（集団力学）である。社会心理，対人関係の動
きを捉え，そのメカニズムを明らかにして，改善を
図ろうとする分野である。その基礎の基礎に「心は
どこにあるか」という問いがある（渥美，2014 ）。
早速，図 1に「心」を書き込んで頂きたい。
　多くの場合，3 タイプの回答が寄せられる。まず，
胸のあたりに心を描く人々。確かに，悲しみに胸が
張り裂けそうになったり，相手と腹を割って話した
りするのだから胸のあたりにありそうである。次に，
頭のあたりに心と描く人々。脳が感情や意志を司っ
ていることは常識だし，近頃の脳科学の発展を踏ま
えれば脳こそが心ではないかというわけである。最
後に，並んでいる 2 人の間に心を描く人々がいる。
確かに，自分の意志で色々考えているようだけれど
も，相手によってそれが変わるということは，上司
を前にしたとき，恋人を前にしたとき，などいった
いどれが本当の自分かなどと考えたことは誰にでも
あろう。むろん，どれも正解なのだが，グループ・
ダイナミックスでは，人と人との間に心があるとい
う立場をとる。図 1の場面では，2 人の間に 1 つの

心があって，それを共同で動かしているというイメー
ジをもってもらえればよい。胸のあたりに描いた人
も，頭のあたりに描いた人も，図の中には 2 人いて，
心を 2 つ描いているはずであるから，いわばグルー
プ・ダイナミックスとは心の数が違うわけである。
　グループ・ダイナミックスは，人と人との間に心
があると考えて，極端に言えば，「人の内面に心が
内蔵されている」という常識的な考え方を捨てる。
グループ・ダイナミックスでは，いかに人の内面か
らほとばしり出ていると思われる事柄であっても，
それは決してその人が単独になしたことではなく，
眼前の，あるいは，過去の，さらにあるいは，未来
の他の人々との関係によって紡ぎ出されていると考
える。
　ここまで準備すると，住民の想いをアンケート調
査で捉えきることは少し無理に思えてくる。もちろ
んアンケート調査は，全体的な趨勢を把握するには
もってこいであろう。しかし，グループ・ダイナミッ
クスによれば，住民の想いをじっくりと捉えるには
不向きのようである。住民の中に想いがあるわけで
はなく，住民と他の人との間に想いがあるからであ
る。もっと言えば，住民の想いは，住民と対話する
相手との間で共同で構築されるからである。
　では聞き取り調査はどうか。今度は，調査者と住
民との間に心が生まれそうである。ただ，人と人と
の間で育まれる心は，出会ったときに瞬時に生まれ
ることもあれば，何年も付き合ってきてようやく生
まれてくる心もある。筆者自身の中山間集落での体
験からすれば，住民の想いというものが筆者を相手
に見いだされるときは，著者と出会った途端に生ま
れるのではなく，住民ワークショップの開催まで数
年を要したように，長年一緒に過ごす中で，じんわ
り滲み出すように見えてくるように思う。
　復興場面での災害ボランティアがウィズコロナ時
代に与えてくれる示唆とは，人々の様々な事柄に対
する想いを簡単に処理せず，じっくりと向き合って
共同で育んでいくことである。ウィズコロナ時代に
は，これまでに増して人々が様々なニーズをもち，
考えを育んで，行動していくだろう。混乱を来すこ
ともあろうが，その際に，人々がどのような想いを
もって生活しているのかと問いたくなる場面に遭遇
するだろう。そんな時，決して，簡単にアンケート図 1　こころを書き込んでください
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を採ればわかるとか，何人かに聞き取り調査をすれ
ばわかると考えずに，丁寧に対話を重ねていってこ
そ理解できると考えることが必要ではなかろうか。

4．地域防災

4－1　地域防災活動と災害ボランティア
現状 
　地域コミュニティでは，これまで様々な地域防災
活動が展開されてきた。しかし，いざ災害が発生す
ると，配慮や支援が必要だった人々に被害が集中す
る現実は変わらない。例えば，2011 年の東日本大
震災では，犠牲者のうち高齢者・障害者の割合がそ
の他の人々の 2 倍であった。また，2018 年の西日
本豪雨災害では，犠牲になった人々のうち，高齢者・
障害者が 8 割を超えるという地域があった。そもそ
も地域防災活動とは，災害時に，多様な住民の誰も
が 1 人残らず「あぁ，助かった」と言えるような地
域を作ることを目指して行われる活動のはずである。
しかし，現状は，およそそのようになっていない。
いったい，どこに原因があるのだろうか。
　これまでの地域防災活動は大別して 2 つのタイプ
があった。まず，専門家が主導して実施される防災
活動である。例えば，自治会に自主防災会が組織さ
れ，消防（専門家）を交えて避難訓練を実施すると
いった活動である。こうした防災活動を防災第 1 世
代と名付けておこう。もう一つのタイプは，災害
NPO などが新しく開発した防災ツールやプログラ
ムを地域コミュニティに持ち込んで，災害ボランティ
アとして防災活動を運営するといった活動である。
例えば，子ども達がまちを探検して，その成果を地
図として描くプログラムでは，子ども達を支える地
域の大人達が避難場所や備蓄倉庫を予め調べておい
て子ども達を（探検と称して）案内するといった防
災活動が展開される。こうした防災活動を防災第 2
世代と名付けておきたい。
　両世代には，どのような問題があったのだろうか。
まず第 1 に，これまでの防災活動は，地域コミュニ
ティにとって負担になっているという問題がある。
防災第 1 世代も第 2 世代も脆弱化した地域コミュニ
ティの日常生活に専門家や市民団体が防災活動を付
加して実施するようになっていて負担が大きい。第

2 に，両世代とも，防災を専門家や市民団体に任せ
てしまうことに問題がある。防災は専門家や市民団
体に任せておけば何とかしてくれると考えるように
なるのも不自然ではない。

問題と課題
　これからの地域コミュニティでは，地域の負担に
ならず，専門家任せにせず，多様な住民＝当事者が
企画し，主体的に参加するような防災活動が開発さ
れなければならない。ところが，超高齢化，人口減
少による地域コミュニティの脆弱化，人間関係の希
薄化による地域コミュニティの崩壊という現実があ
る。どうすればいいだろうか？
　実は，地域コミュニティが脆弱になったとはいえ，
住民は無為に日々を過ごしているわけではもちろん
ない。実際には，それぞれの地域コミュニティなり
の活動（例えば，自然環境の保全，高齢者の見守り，
交通安全や，祭の実行委員会など）が行われている。
このような現に行われているまちづくり活動に防災・
減災を織り込んでいくことは可能ではなかろうか。
すなわち，防災第 1 世代や防災第 2 世代のように防
災活動という特別な活動を地域コミュニティに追加
するのではなく，既に住民が主体的に取り組んでい
る広義のまちづくり活動に防災をそっと織り込んで
みてはどうだろうか。まちづくりに織り込まれた防
災活動を防災第 3 世代と呼ぶことにしよう（渥美・
石塚，2021）。防災第 3 世代は，あくまで住民が主
体的に（既に）取り組んでいる活動に注目する。専
門家や災害ボランティアが発するのは，例えば，「参
加したい高齢者（障害者……）は，もっといらっしゃ
るのでは？」という問いだけである。災害ボランティ
アは，あくまで住民と一緒にそこにいるだけであっ
て，主体的に参画するのは住民であることを決して
忘れることはない。

4－2　�ウィズコロナ時代への示唆：誰もが参画で
きる社会へ

　ウィズコロナ時代でも，主導権を握る人々と，そ
うではない人々に別れてしまうことだろう。そして，
何かあれば必ずそこに含まれる人々と，そうではな
い人々とに別れてしまうのも残念ながら現実ではな
かろうか。いやむしろウィズコロナ時代をうまく乗
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り切る人々と，そうではない人々は峻別され，さら
に言えば，その差を固定するための心ない言説が広
がることも予想される。自粛警察などといわれた事
態を思い起こすまでもなかろう。地域防災の場面で
災害ボランティアが示唆するのは，専門家に任せる
ことではなく，また，特定のテーマで動く NPO な
どに任せるのでもなく，地域の住民が主体的に動く
ことである。しかし，これは言われなくてもわかっ
ているし，言われてもなかなかできないことである。
災害ボランティアが示唆していたのは，既に地域の
人々が熱心に取り組んでいること（例えば，まちづ
くり）に防災を織り込んでいくことであった。ウィ
ズコロナ時代でもそれは変わらないだろう。地域の
動きにウィズコロナ時代への対応を織り込んでいく。
その場面で，あの人は入っているか，この人は入っ
ているかと問うことが求められる。そして，さらに
進めば，あの人もこの人も最初の企画段階から主体
的に参加していたという風になれば理想ではある。
まずは，日頃の活動を振り返り，そこに誰もが包摂
されているかどうかを点検していくことから初めて
みてはどうだろうか。

5．展望：ウィズコロナ時代の人間関係

　本稿では，ウィズコロナ時代の人間関係のあり方
について，人間関係に綻びが生じ，改めて問い直さ
れる場面として災害ボランティアが活動する場面を
参照しながら，いくつかの示唆を得ることができた。
具体的には，災害救援に効率が求められる場面では，
一旦立ち止まって「ただ傍にいる」ということ，人々
のかけがえのない“いのち”に想いを馳せることが
必要だとの示唆を得て「効率性の彼方へ」というキー
ワードに整理した。次に，災害復興の制度や施策が
運用される場面では，グループ・ダイナミックスを
参考にして，住民の想いが住民の内部に存在すると
いうよりも，復興場面に関わる人々とのあいだにお
いて共同で構築されるとの示唆を得て「対話的構築
へ」というキーワードに整理した。最後に，地域防
災に関わる災害ボランティアからは，誰もが助かる
ように地域の活動に防災を織り込んでいくという示
唆を得て「誰もが参画できる社会へ」というキーワー
ドに整理した。

　最終章では，こうしたウィズコロナ時代の人間関
係のキーワードを探り，活かしていくための考え方
を少し述べておきたい。これは，他のキーワードを
も探り当てるための考え方のコツのようなものだと
捉えて頂ければと願う。

現状への疎外から脱するために：原選択への回帰
　こうしたウィズコロナ時代へのキーワードを見い
だすには，まず，現状への疎外を脱することである
と主張しておきたい。例えば，われわれの多くは，
富が一部に集中していることを知っており，自分が
とんでもなく裕福ではないことを体感している。と
なれば，市場から疎外されていると感じるのも自然
である。こうした人々ばかりになると，いわば頭の
中が市場で満たされていたり，出会うもの触れるも
のなんであっても市場という文脈で考えてしまう。
そうなれば，市場から疎外されているというよりも，
市場という舞台へと疎外されてしまい，他にあった
であろう選択肢（例えば，売り買いではなく贈与す
るという贈与経済）が見えてこない。広くいえば，
現状から疎外されていると感じるだけでなく，実は
現状へと疎外されているということに気づくのが第
一歩である。
　どうすれば気づけるだろうか。それは原選択にま
で遡って現状を疑ってみることと言えるが，ここで
は，具体的に見てみたい。卑近な例ではあるが，昼
食時に，うどん，サンドイッチという選択肢で議論
がなされている。そこにパスタという選択肢を思い
つく。そのことは，新たな選択肢を得たという意味
で重要であろう。また，同じうどんでもトッピング
を変えてみたり，サンドイッチに挟む食材を変えて
みたりなどそれぞれの選択肢を磨き上げる工夫も必
要なことである。ただ，そもそも昼食は摂らないと
いう選択はどうだろうか。これまで選択肢として立
ち現れていたメニュー群を一括して，それ以外の選
択を出すことになる。この選択が原選択である。
　ウィズコロナの時代の人間関係を考えるとき，経
済に力を入れるのか，健康に力を入れるのかといっ
たことから，経済が動くような人間関係と，健康が
保てるような人間関係をそれぞれに工夫することは
極めて重要だろう。しかし，そもそも人間関係とは
何かと拘ってみたり，経済でも健康でもない何かを
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見つけたりすることはできないだろうか。ここにウィ
ズコロナ時代の人間関係を考えるきっかけがありそ
うである。
　災害ボランティアは，被災者を救援や復興や防災
の場面で支援するのであるが，支援という選択肢を
磨くことはもちろんであるが，支援するという選択
肢群の外側にある原選択にまで立ち返って人間関係
を眺めたとき，そこに新たなキーワードとして，「効
率性の彼方へ」，「対話的構築へ」，そして「誰もが
参画できる社会へ」が見いだされたのであった。本
稿を通じて，ウィズコロナ時代の人間関係という難
題に切り込むためのキーワードをお示しし，さらに

は，新たなキーワードを探り出して頂くコツをお伝
えすることができていれば幸いである。今後は，こ
うしたキーワードをもとにどのような具体的な人間
関係を築いていくのか，その実践に真摯に取り組み
たいと思う。

参考文献
渥美公秀（2014）　災害ボランティア―新しい社会へのグルー

プ・ダイナミックス　弘文堂
渥美公秀・石塚裕子（2021）　『誰もが＜助かる＞社会：まち

づくりに織り込む防災・減災』新曜社
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寄稿

コロナ禍と建設業
―コロナ禍の避難にも対処できる新たなまちづくりの提案

特定非営利活動法人防災推進機構　理事長（山梨大学名誉教授，日本工学アカデミー会員）　鈴木　猛康

1．はじめに

　2020 年の春，新型コロナ感染が拡大するにつれ，
災害対策，とりわけ避難計画に暗雲が立ち込め始め
た。得体の知れないウイルス感染の広がりに対して，
出水期までに対策を講じるため，内閣府，消防庁，
厚生労働省は，都道府県，保健所設置市，特別区の
関係部（局）長に対して，感染症対策に万全を期す
よう通知した。発生した災害や被災者の状況等に
よっては，避難所の収容人数を考慮し，あらかじめ
指定した指定避難所以外の避難所を開設するなど，
通常の災害発生時よりも可能な限り多くの避難所の
開設を図るとともに，ホテルや旅館の活用等も検討
することが求められた。避難者に対する手洗い，ア
ルコール消毒，咳エチケット等の基本的な感染対策
の徹底とともに，避難所内においては，十分な換気
に努め，避難者が十分なスペースを確保できるよう
留意することを求めた。
　戦後のベビーブームとその後の高度経済成長に
よって，市街地の拡大と無秩序なスプロール現象が
顕在化し，住宅地とともに学校も建設ラッシュを迎
えた。その結果，それまでの災害リスクの比較的低
い旧市街地から，郊外，とくに河川に近い低地や土
砂災害のリスクの高い斜面での宅地開発が進んだ。
広い土地を必要とする学校は，その中でもとくに自
然災害のリスクの高い場所に建設されることとなっ
た。我が国では多くの場合，学校の体育館が避難所
として指定されているのである。
　ハザードマップの作成は，土砂災害防止法の制定
によって土砂災害は 2001 年から，水防法改定によっ
て洪水は 2005 年から義務づけられ，さらに 2015 年
からは水防法改定により洪水ハザードマップは，そ
れまでの計画規模から想定最大規模の降雨に対する
浸水想定区域図に基づいて作成されるようになっ
た 1）。浸水想定区域内にある学校の体育館は，避難
者が孤立することになるので，避難所としては認め

られず，緊急時の避難場所と位置づけられた。写真
1は2016年熊本地震における益城町の避難所である。
そもそも大災害に対して多くの市町村では，指定避
難所の収容可能人数が想定避難者数に対して不足し
ていたが，新型コロナ感染症対策によって収容可能
人数を大幅に減らすことを余儀なくされた。
　そもそも体育館は避難のための施設として設計さ
れていないので，滞在型の避難所としての機能は整っ
ていない。玄関，球技等の運動のためのオープンス
ペース（滞在スペース），水道（シャワー），トイレ
等で構成されており，シャワー室が完備されている
わけではない。滞在スペースと水道，トイレへの動
線をよほど工夫しないと，衛生状態を保つことがで
きず，感染症のまん延防止は物理的に難しい。新型
コロナ感染症がなくとも，インフルエンザやノロウ
イルス等の感染により，これまで幾度となく問題が
顕在化していながら，適切な感染症対策の徹底はさ
れてこなかった。その理由は，スペースの不足と構
造上の課題にあり，避難所における感染症対策には
おのずと限界があった。
　本稿では，これまでの避難所における感染症対策
について紹介した後，災害時の避難，とりわけ避難
者数の多くなる大規模河川氾濫に伴う避難に照準を
合わせ，感染症にも対処できる新たなまちづくりの
あり方について，地域防災，まちづくりに関する筆

写真 1　避難所（益城町総合体育館）の様子
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者の取組みを紹介しながら考察したい。

2．大災害と感染症

2．1　避難所における新型コロナ対策
　コロナ禍の中で自然災害発生を想定すると，避難
所の確保ならびに避難所の感染症対策が大きな課題
として浮かびあがった。内閣府では出水期を前に，
避難所の開設・運営について確認すべき事項を示し
た 2），3）。これに対応して各都道府県は避難所運営
マニュアル作成指針に新型コロナウイルス感染症対
応編を追加し，多くの市区町村も避難所開設・運営
マニュアルに新型コロナウイルス予防対策を追記し
た。しかし，避難所から 3 密を回避するためには，
大幅な収容能力不足が発生する。その解決策として，
指定避難所ではない親戚・知人宅への避難や車中泊
避難といった分散避難が注目されることとなった 4）。
　大災害においては，避難所における避難者収容可
能人数が不足することは明らかである。滞在型の避
難所における 1 人当たり必要としている面積は，都
道府県によっても，市町村によっても異なるが，少
ない必要面積を定める自治体で 2m2，多いところで
も 3.6m2 程度である。2020 年 4 月には，秋の総合
防災訓練計画を前に，内閣府，消防庁，厚生労働省，
環境省は，都道府県，保健所設置市，特別区の関係
部（局）長に対して，新型コロナウイルス感染症対
策に配慮した避難所開設・運営訓練ガイドラインを
通知した 3）。同ガイドラインでは，1 家族，1 区画
の占有面積を 3m × 3m としたうえで，家族間の距
離を 1m 空けること，できれば個人間の距離は 2m

（最低 1m）あけること，としている。例えば岐阜
県では，1 人当たりの専有面積を 3.5m2 以上を推奨
している。これはほぼ畳 2 畳分の面積である。

2．2　阪神淡路大震災と感染症
　感染症の疫学や病態を規定する重要な要因として，
微生物側の因子，宿主因子，環境因子という 3 つの
因子があるとされている 5）。これら 3 つの因子のう
ち，災害後の感染症の発生リスクにもっとも大きな
影響を与えるのは環境因子である。とくに被災地で
は衛生状態が悪化すること，避難所などでは狭い空
間に多くの被災者が密集して生活せざるを得ないこ

となどが，感染症のリスクを高める要因となる。災
害後の感染症の流行はほとんどの場合，衛生状態の
悪化などによって二次的に起こり，このような感染
症の流行は被災後数日から数カ月以上経ってから発
生するとされている 5）。
　阪神・淡路大震災では，大量の避難所生活者のし
尿処理をはじめ，ライフラインの寸断により手洗い
ができなくなるなど最悪の衛生状況となった。また，
冬期であったことからインフルエンザの蔓延や赤痢
等の伝染病の発生が懸念され，防疫活動が緊急課題
となった。とくに高齢者の衰弱や脱水症状より高血
圧，糖尿病など慢性疾患の悪化が目立つようになり，
インフルエンザが蔓延するようになった。
　神戸市は，避難所等の防疫対策として，各避難所
にクレゾール石鹸液及び噴射器や手指消毒用逆性石
鹸液の備蓄分を配布するとともに，使い方を指導し
た。また宝塚市は，被災者の風邪対策の一環として，
予防接種法に基づく予防接種とは別に，個人の発症
予防，重症化防止を目的として，避難所に避難され
ている 65 歳以上の高齢者で希望する者を対象にイ
ンフルエンザワクチン接種を実施した 6）。

2．3　東日本大震災と感染症
　前述したように，避難所でもっとも懸念されるの
は，水系感染症の流行である。下痢症の流行は，安
全な飲料水や食物が確保できなくなること，トイレ
の衛生状態の悪化，手洗いなどができなくなり個人
レベルでの衛生状態が悪化することなど，主に環境
因子の悪化によって発生する 5）。
　福島県に接した山元町の避難所では，とくにイン
フルエンザの流行が見られた。山元町で流行の調査
が行われた結果，5 つの避難所で総計 105 名の感染
者が確認された。流行は 3 月 18 日から始まり，次々
と異なる避難所へと波及していった。ほとんどの避
難所で初発例は比較的若い成人男性であった。支援
者など外部の人との接触の機会が多かった成人男性
がまず感染し，その後，感染が避難所内に広がって
いった可能性があった 5）。
　阪神・淡路大震災の経験に基づき，大規模自然災
害の際の緊急医療支援に関する体制はかなりの程度
整備されており，東日本大震災ではこの体制が有効
に機能し，緊急医療支援は早期の段階から広い地域
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で行われていた。しかし，地震による家屋の倒壊な
どが被害の主体であった阪神・淡路大震災とは異な
り，津波がその被害のほとんどを引き起こした東日
本大震災では，外傷などの救急医療を必要とする被
災者はそれほど多くなく，津波による低体温症が中
心であった。避難所での高齢者への対応や衛生状態
の悪化など公衆衛生上の課題が早期の段階から大き
な問題となった。しかし，このような公衆衛生上の
課題に対応するシステムは十分に整備されておらず，
学校の体育館を避難所として利用した場合，公衆衛
生上の問題は解決されることがなかった 7）。

2．4　熊本水害と新型コロナ感染症 8）

　令和 2 年 7 月豪雨により 7 月 3 日～ 4 日にかけて
球磨川が氾濫し，甚大な被害が発生した。人吉保健
所は，7 月 6 日に開催予定の避難所における新型コ
ロナ対策のための市町村会議に備えて，資料を準備
していた。したがって，発災時にはこの資料をファッ
クスとメールで送る対応ができたという。
　避難所受付では，アクリル板の設置，検温，手指
消毒，マスク着用の掲示が行われた。また，行動歴
と接触歴，発熱，呼吸器症状（咳・咽頭痛など），
胃腸症状（下痢・嘔吐など），発疹の有無などのス
クリーニングが行われ，日々の避難生活では健康
チェック，環境衛生管理（トイレ掃除，換気，ソー
シャルディスタンスをとること）が行われた。また，
感染症が疑われる患者用の隔離スペース，新型コロ
ナ濃厚接触者用スペース，新型コロナが疑われる患
者用スペース，新型コロナ患者用スペースが設けら
れた。
　人吉保健所の剣氏は，長期にわたる避難所運営に
おいては，住民自身による環境衛生管理（コロナ感
染症対策）の必要性を訴えている。しかし，断水や
停電の発生する災害に対して，住民自身でできる環
境衛生管理には自ずと限界があろう。避難所として
市町村が指定する学校，会館等では，そもそも非常
用の電源と水の供給が不可欠であり，また感染症対
策が可能な施設の充実・配置，とくにトイレ，水道
などの水回り施設を避難者の動線に配慮して設計す
る必要がある。

3．広域避難と新型コロナ対策

3.1　広域避難
　国直轄や都道府県の管理する洪水予報河川のみな
らず，県管理の中小河川が水位周知河川として指定
されるたびに，ハザードマップの浸水想定区域が拡
大されている。したがって，市町村が区域内に避難
対象の住民のために避難所を確保できなくなり，市
町村境界を跨いだ市外への避難を余儀なくされる。
さらに新型コロナ対策を講じることが求められるた
め，避難所収容能力が大幅に低下している現状につ
いては，既に述べたとおりである。本章では，筆者
が山梨県をフィールドとして取り組んだ実証的研究
の紹介を通して，広域避難について概説した後，中
央市リバーサイド地区の広域避難計画について紹介
する。
　筆者は 2015 年より 3 年間にわたって，国土交通
省の河川砂防技術研究開発公募制度の助成を受け，
リニア新幹線開業を契機とした新たなまちづくりの
構想をまとめるための産官学民によるリスクコミュ
ニケーションの研究に取組んだ。リニア新幹線の新
駅は，図 1に示す甲府盆地の南部，甲府市大津に
建設される。図 1には令和 4 年 8 月時点の浸水想
定区域，リニア新幹線の予定ルート，さらにこれか
ら紹介する中央市リバーサイド地区の位置を示して
いる。また，過去に河川氾濫を経験した熊本県人吉
盆地ならびに岡山県倉敷市真備町の洪水ハザード
マップを重ねて示している。甲府盆地南部には想定
浸水深 3m 以上の危険区域が広がっていることがわ
かる。
　研究のフィールドとした地区は，甲府市大津を含
む大里地区と中央市リバーサイド地区（中央市山の
神）であった。大里地区では地区内で設立された
NPO が中心母体となり，大里連合自治会のまちづ
くりについて，シンポジウム，ワークショップを開
催して議論した。しかし，残念ながら，まちづくり
の具体的な姿を描くまでには至らなかった。一方，
リバーサイド地区では，2015 年関東・東北豪雨の
際に鬼怒川が決壊することによる常総市の水害を教
訓として，広域避難計画を地区防災計画としてまと
めた。
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3.2　広域避難のためのリスクコミュニケーション
　2 つの地区の住民の広域避難計画策定支援と同時
並行で，広域避難計画に関するリスクコミュニケー
ションを，国土交通省，山梨県，中央市，そして中
央市リバーサイド地区住民を対象として進めた。国
土交通省甲府河川国道事務所長，山梨県防災局長，
中央市市長と個別に意見交換を行った上で，広域避
難においてそれぞれの果たす役割について整理した。
その結果を意思表明する形で上記 4 つのステークホ
ルダーが登壇する関係者と県民約 80 名が参加する
シンポジウムを開催し，各自が図 2に示す自らの
役割を説明した。また，①いかなる土地改変におい
ても人の生命・身体の保全を最優先すること，②ソ
フト対策によって水害に強いまちづくりに取り組む
こと，③グリーンインフラの推進に配慮し，観光資
源としての甲府盆地の魅力を損なわないこと，をま
とめた水害に強い甲府盆地推進のための基本理念を

確認した 9）。

3.3　リバーサイド地区の広域避難計画 10）

　山梨県中央市のリバーサイド地区は，図 1に示
す通り，釜無川の左岸堤防に隣接している。かつて
ここに存在した臼井沼が，昭和 50 年代はじめに埋
め立てられ，宅地開発が行われたこの新興住宅地・
リバーサイド地区には，現在約 1400 戸の住宅が整
然と建ちならび，約 4000 人の住民の生活が営まれ
ている。明治 40 年の洪水で決壊した箇所のすぐ下
流に位置し，洪水ハザードマップでは地区の北半分
が家屋倒壊等氾濫想定区域に分類されている。
　リバーサイド地区は第一～第三の 3 つの自治会で
構成される。宅地分譲は第一，第二，第三の順で北
から行われ，もっとも南の下流域に位置する第三自
治会では，現在でも宅地分譲が行われている。した
がって，入居者の世帯主の平均年齢は，第一自治会
がもっとも高く，第三自治会がもっとも低い。
　筆者は 2015 年に第三自治会より依頼を受け，一
人の犠牲者も出さない広域避難計画策定を支援する
ためのリスクコミュニケーションを開始した。気づ
き（Awareness），理解（Understanding），賛同と
解決（Satisfaction & Solution），実行（Enactment）
というリスクコミュニケーション・プロセス CAUSE
モデルを設計し，アンケート調査やワークショップ
を実施した。その結果，向こう三軒両隣による連絡
体制，避難行動要支援者の支援体制が整い，避難行
動要支援者の避難を支援した後，地区住民が地区外
へ避難を開始する広域避難計画が，第三自治会の地図 2　広域避難における各ステークホルダーの役割

図 1　甲府盆地の洪水ハザードマップとリニア新幹線予定ルートならびにリバーサイド地区の位置
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区防災計画としてまとめられた。また，この活動に
第一，第二自治会が追随した。
　2018 年にもう一度 CAUSE モデルのプロセスを
設計・適用し，リバーサイド地区全体（第一～第三
自治会）の地区防災計画策定を支援した。図 3に
リバーサイド地区の広域避難計画の模式図を示す。
避難の際，自家用車による一斉避難が起こす交通渋
滞を防ぐため，地区をブロックに分割して時間差避
難を行うことも盛り込まれている。このようにして，
山梨県中央市のリバーサイド地区では，2019 年 3
月にリバーサイド地区全体（第一～第三自治会の
1400 世帯，4000 人）を対象とした「一人の犠牲者
も出さない広域避難計画」が策定された。

3.4　コロナ禍の広域避難訓練 11）

　リバーサイド地区では，タイムラインに相当する
「避難行動と準備」を作成し，2018 年より印刷し，
各世帯へ配布している。「避難行動と準備」は毎年
見直しを行い，枠のカラーを変えて配布し，毎年各
世帯で記入している。図4に示す 2020 年度版の「避
難行動と準備」では，コロナ感染対策が新たに加わっ
た。また，備え，前日の広域避難行動，そして避難
しそびれた住民用の避難行動を，時系列で区別した
タイムラインへと大きく変わった。
　地区防災計画の実効性を高めるため，リバーサイ
ド自治会では広域避難訓練を実施している。2019
年度は韮崎市の扇状地のぶどう園に行くだけであっ
たが，2020 年度は中央市の防災訓練の一環として，
韮崎市の高台にある県の施設へと避難する訓練を実
施することとなった。バスは中央市が協定を締結し
た山都交通から 2 台が手配され，要支援者役と支援
者役の 2 名が選定された。新型コロナ感染防止対策
として，マスク着用，参加者の体温測定，手指のア
ルコール消毒は各自が持参し，1.5 ｍの間隔を確保
することとなった。体温計は役員が手配し，手指消
毒用のアルコールは地区で 5ℓ購入し，訓練参加者
に小型容器に小分けして提供することとなった。と
くに新型コロナ感染予防対策として，住民自ら準備
したものは，①非接触型体温計，②ラインマーカー

（ソーシャルディスタンスの表示用），③メジャー
（ソーシャルディスタンスの測定用），④消毒用アル
コール（5ℓ＋小分け容器（150ml）＋ティッシュ

ペーパー）であった。
　広域避難訓練の参加者 45 名は，一部は自家用車
で事前に訓練会場へ向かい，その他は山都交通のバ
スに乗車した。バス乗車前には住民の担当者がアル
コール消毒，検温を実施し，問診票を手渡して，体
調不良がないかを確認した。山都交通は事前にバス
内の消毒を終えており，むやみにアルコールを散布
することは，座席の損傷を招くなど悪影響があるの
で行わないことを，避難者は理解していた。バスの
中では，あらかじめ準備されたバス車内マニュアル
に従って，窓が開放されていること，座席間の距離
が適切に確保されていることが確認された。また，
車内では大声で話さないように，マイクで呼びかけ
られた。
　担当役員約 15 名は広域避難訓練の施設へ自家用
車で向かい，訓練会場の設営を行った。休憩所（テ

図 3　一人の犠牲者も出さない広域避難計画

図 4　避難行動と準備（2020 年度版）
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ント，椅子）と受付の設営を 10 分程度で終え，避
難者の受け入れ態勢が整った。その後，間もなく避
難者を乗せて 2 台のバスが施設の駐車場に到着した。
バスが到着すると，避難者は下車した参加者はアル
コール消毒を行い，受付で問診票を提出し，アルコー
ル消毒液の 150ml 容器を受け取った。3 つの自治会
ごとに点呼を行い，参加者数の報告を行った。つぎ
に第二自治会長による広域避難の趣旨説明が行われ，
ついで第三自治会長より当日の訓練スケジュール，
施設内のトイレの利用方法が説明された（写真 2）。
また，市職員の指導の下，段ボールベッド組み立て
訓練を行った。最高齢者 82 歳の女性がベッドに横
になり，寝心地は決してよろしくないことを確認し
た。市職員による簡易トイレの説明が行われたが，
市の所有するトイレの数の少なさに，避難者一同は
避難施設のトイレが不可欠であることを実感した。

この広域避難訓練の様子を，新聞社 2 社と NHK が
取材した。NHK は 9 月 1 日の時論公論で，住民の
自発的なコロナ禍の防災活動を，ボトムアップ型の
広域避難訓練として紹介してくれた。

4．水害に強いまちづくりと感染症対策

4.1　研究会の設立，運営
　2018 年度の河川砂防研究開発助成公募研究の後，
2019 年に「水害に強い甲府盆地推進研究会」を山
梨大学に設立した。我が国では 2005 年に水害を河
川施設の強化による（守る）ハード対策には限界が
あることから，水防法改定によって避難によって命
を守る（逃げる）ソフト対策へと，大きく舵を切っ
た。しかし，今や異常気象はこのソフト対策では太
刀打ちできないレベルになり，計画規模のみならず
想定最大規模レベルの水害が現実に発生し，社会シ
ステムが崩壊するような事態が起こり始めている。
したがって，「守る」，「逃げる」に加え，「かわす」
ことのできるまちづくりが必要となってきた。
　2018 年西日本豪雨による岡山県真備町の水害は，
図 1に示した通り甲府盆地の水害の縮図であり，山
梨県にとって浸水区域からの広域避難計画の早期策
定が喫緊の課題であることを示した。一方，2019
年台風 19 号による被害の様相は，河川が氾濫して
もまちの機能と県民の資産の被害を最小限にし，水
害をかわして早期に立ち直ることのできるレジリエ
ントなまちを構築することが，つぎの水害対策であ

図 5　水害に強い甲府盆地の概念を示すパース

写真 2　広域避難訓練での役員による説明
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ることを暗示することとなった。
　研究会には防災工学，河川工学，生態学，都市計
画，スマートシティの研究者や，国土交通省，山梨
県，県内市町村の職員，ゼネコンや建設コンサルタ
ントの技術者，そして建築家，県会議員，建設・設
計・造園等の協会から約 30 名が参加した。なお，
行政職員の自由な発言を促すため，研究会は非公開
としたが，年度末にシンポジウムを開催して成果を
公表することとした。2019 年度から 2021 年度まで
の 3 年間にわたって研究会活動を実施したが，初年
度の終わりには新型コロナ感染が始まり，研究会，
シンポジウムともにオンラインあるいは対面とオン
ラインのハイブリッドでの開催が多くなった。

4.2　水害に強いまちの構想
　図 5に初年度の研究会成果を代表するパースを
示す。パースは甲府盆地を北から南を向いて，富士
山を眺望できるアングルで描いてある。水害の発生
リスクの高い盆地の南には人は居住させず，自然
ミュージアムとして水生生物や動植物と触れ合い，
釣り・ボート・カヌー・バードウォッチング・自然
観察・昆虫採集など体験型教育・レジャー空間とし
ている。ヨシやアシの茂る遊水地とはまったく異な
る遊水地の空間（自然ミュージアム）を提示したと
ころが，本構想の一番目の特徴となっている。ここ
に将来移転対象となる約 2.1 万人が居住する。
　図の中央に描かれているのは，嵩上げ地盤上に構
築する教育・研究ゾーンと居住ゾーンである。想定
水深 3m よりやや浅く，表層に氾濫による軟弱地盤
の堆積の少ないこの場所であれば，嵩上げ盛土が可
能と判断した。さらに南側は河川氾濫による砂や泥
が厚く堆積し，嵩上げには適さない。一方，図の左
側に描いた産業ゾーンであるリニア新駅とその周辺
エリアは，地盤が軟弱なために嵩上げには適さず，
地下約 10m の深さの砂礫層を基礎とする人工地盤

（デッキ）構造とし，その上に中層建物を建設する
こととした。このように，浸水想定区域に洪水をか
わすことのできる嵩上げ地盤と人工地盤を構築し，
甲府盆地南部に水害に強い新しいまちをつくること
を提案したのが，本構想の二番目の特徴である。
　これらの地盤データに基づいた施工検討には，ゼ
ネコンや建設コンサルタントを含む技術者が加わっ

た。この段階ではパースの元となる地形図を，故意
に現実とは少し変えて架空の甲府盆地とし，現居住
者を刺激しないようにした上で，50 年後の甲府盆
地として公開した。
　2 年目の 2020 年度は新型コロナ感染がまん延し
たため，研究会はオンラインのみの開催となった。
したがって，筆者が中心となって産業ゾーンの地震
対策の検討に注力した。
　2021 年度には，架空の 50 年後の甲府盆地ではな
く，実際の甲府盆地の地図上に教育・研究ゾーン，
居住ゾーンを配置し，20 年後のスマートシティを
描くことにした。そのため，都市建築家ならびにス
マートシティの研究者もメンバーに加わった。まず，
釜無川氾濫による氾濫流が，円滑に自然ミュージア
ムへ誘導され，嵩上げ地盤がその障害とならないこ
とを，河川の専門家のチームに検討してもらった。
嵩上げ地盤は，かつての扇状地の地形に沿った台形
と設定したが，この検討結果を反映させて，最終的
に図 6に示すような位置に決定した。図 6には産
業ゾーンも描いている。
　ここで重要になるのが，嵩上げ地盤と人工地盤の
避難場所としての役割である。嵩上げ地盤の予定地
には 1.4 万人が居住している。嵩上げ地盤に構築す
る国際研究学園都市には，この居住者は優先的に居
住できるとする。さらに嵩上げ地盤より南，ならび
にその周辺に居住する浸水想定区域の居住者 4.1 万
人は，一時的に緊急避難場所として嵩上げ地盤を利

図 6　国際研究学園都市と産業ゾーンの配置
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用できるとともに，やはり将来は優先的に居住可能
とする。その結果，甲府盆地南部に居住する合計5.5
万人が居住でき，さらにリニア新駅の開業によって
嵩上げ地盤につくる国際研究学園都市の大学や研究
機関の学生や研究者，また産業ゾーンへ進出する新
たな企業の職員やその家族を含め，10 万人程度の
人口の新たなまちが形成されることになる。

4.3　国際研究学園都市
　図 7に研究会の最終成果として作成した甲府盆地
南部のパースを示す。このパースは南から北を俯瞰
する構図で描いており，釜無川，笛吹川，荒川の位
置をほぼ正確に描いている。盆地南部は自然ミュー
ジアムとすることは既に述べたが，国際研究学園都
市の西側にも遊水地の役割を担わせている。ここに
は洪水を遊水地へと導き，破堤を防ぐ中世の治水技
術である霞提を再現しており，平常時は体験農業の
ための田畑として活用することを提案している。
　嵩上げ地盤につくる国際研究学園都市をクローズ
アップしたのが図 8である。この国際研究学園都
市の提案が，この構想の三番目の特徴である。富士
山の眺望を軸線とする80m×80mのグリッドパター

ンの街区を基調とし，グリーンインフラを取り入れ，
建物の屋上や壁面の緑化，幅 70m の緑のベルト，
レインガーデンやバイオスウェルによる地下水の涵
養・浸透・浄化，広い公園，せせらぎをめぐらし，
若者が集い，子育てがしやすい，魅力的な街並みを
形成している。また，環状道路を設け，内側と外側
を分離している。
　環状道路の内側の常永駅前の約 800m × 800m の
区域は中心市街地 A を形成する。中心市街地 A に

図 8　国際研究学園都市のイメージパース

図 7　水害に強い甲府盆地南部のパース
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は，ショッピングセンター，滞在型リゾートコンベ
ンションホテル，産業交流センター，インキュベー
ションセンター，大学，研究所，オフィス，住宅な
どが立地する。
　北側の約 480m × 480m の区域は中心市街地 B を
形成する。メディカル・コンプレックスとエネルギー
センターが立地し，病院，老健施設，リハビリテー
ション・センター（温泉利用），CCRC（リタイア
メント・センター），宿泊施設などが立地する。エ
ネルギーセンターには，バイオマス発電所などあり，
余熱を利用できる仕組みとする。
　環状道路の内側の中心市街地 A，B 以外の残地区
域（C） は，山梨らしい住宅地，オフィス街とする。
木造のマンション，テラスハウス，セミデタッチハ
ウス，塀のない戸建住宅地などを設ける。環状道路
の外側（D）は，戸建て住宅を設ける他，将来の拡
張用地としてリザーブする。C あるいは D に建築
する建設する施設には，水害時に避難所として利活
用できるような工夫を義務化する。オープンスペー
スにも，水道，トイレ，休憩室となる公共施設を設
け，車中避難も可能とする。

4.4　スマートシティと新型コロナ対策
　国土交通省はスマートシティを，先進的技術の活
用により，都市や地域の機能やサービスを効率化・
高度化し，各種の課題の解決を図るとともに，快適
性や利便性を含めた新たな価値を創出する取組であ
り，Society 5.0 の先行的な実現の場，と定義して
いる。これに対して，我が国のスマートシティ研究
の第一人者である亜細亜大学の岡村久和教授は，国
際的にはスマートシティはより良いまちづくりの産
業と解釈されていると説明する。「smart」を表す
のにぴったりの単語は日本語にはなく，本来は「賢
くてより良い」という意味であるのに，日本では
IT を駆使した先端医療や自動運転をふんだんに取
り込んだ先端的な取組みというイメージが先行して
いると指摘している 12）。
　筆者は，リニア新幹線の新駅が水害リスクの極め
て高い場所に建設され，その開業が迫っているにも
かかわらず，地域にとって重要な交通結節点を活か
した都市計画の構想が示されていない現状を鑑みて，
前述のまちづくり構想を提示するに至った。水害に

強い嵩上げした国際研究学園都市と人工地盤上に建
設する産業ゾーンは，災害時には水害をかわし，平
常時には生活しやすい空間や快適なビジネス環境を
提供するものである。そのために必要な先端技術を
取り入れるのは当然であるが，時代遅れと思えるよ
うな環境も共存させている。
　例えば国際研究学園都市は，リタイアした優秀な
研究者や起業家や，起業を目指す若者たちが，世界
中から集まって自由に議論できるまちづくりを目指
している。したがって，最先端の通信環境が整備さ
れ，情報システムが利用でき，また AI を用いた多
国語翻訳システムが導入されているが，一方では居
酒屋やカフェで老若男女がフランクに話せる路地裏
の空間も提供する。自動走行車両によってオンデマ
ンドで移動できる一方で，広い緑の回廊を設けて自
然の中でゆったりと過ごせる。自然ミュージアムと
称する広大な湖沼で自然と触れ合えるが，豪雨の際
は最先端技術を駆使したセキュリティをもって管理
する。もちろん，豪雨によって自然ミュージアムで
氾濫が発生した場合，研究者も居住者もその復旧作
業に加わり，環境研究者はその作業を通して子供た
ちに生物多様性の大切さを教える。
　嵩上げした居住ゾーンでは，移転が行われる前の
周辺のまちの中の施設には避難所としての機能を持
たせており，もちろん感染症対策は居住地にあるメ
ディカル・コンプレックスとの連携によって実施さ
れる。避難所ならびに避難場所は周辺居住地の基礎
自治体に指定されるので，その基礎自治体は施設建
設に対して資金的な補助を行うとともに，避難所開
設時には職員を派遣して避難所運営に当たらせる。
　このように感染症対策を施した新たな避難所を，
まちづくりの中に位置づけることが望ましい。この
ようにすれば，水害に強いまちをつくることによっ
て，感染症にも対応できる避難施設を確保すること
ができる。筆者は研究会において，亜細亜大学の岡
村教授にまちづくりにいかにスマート化を取り込む
べきかを相談したのであるが，岡村教授から回答は，
筆者の構想する水害に強いまちこそがスマートシ
ティであった。
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5．おわりに

　私たちは河道を固定し，低地や里山を開発して居
住してきた。これらの人為的なまちづくりは非可逆
的であり，元に戻すことはできない。これから必要
とされるのは，コンパクトシティ，スマートシティ，
スーパーシティとともに，レジリエントシティであ
ろう。新たなまちには，自然災害をかわすのみなら
ず，周囲の危険な地域からの避難者を受け入れる機
能を持たせる。そこには，感染症対策が可能な避難
所となる建物とともに，感染症対策にも対応できる
医療施設を置く必要がある。このようなコンセプト
で，持続可能なまちが形成されることを期待する。
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寄稿

ウィズコロナ時代の到来と新たな空間整備

筑波大学 システム情報系 社会工学域 教授 谷口 守

1．はじめに

 2020 年以降，COVID－19 の感染拡大が繰り返し
発生し，建設業をはじめとする産業全体が大きなダ
メージを受けている。パンデミックはこれからも繰
り返し発生することが予見されており，その意味で
ウィズコロナという視点からこれからの我々の生活
を再構築していく事が求められている。さらに，こ
れから本格化していく人口減少，脱炭素化など環境
対策の必要性，資材価格の高騰などといった初課題
も念頭に置き，あるべき国土や都市の形を検討して
いく事が求められている。これら今までには無い不
透明な社会状況の中で，本稿では最新のデータや筆
者が関わったヒアリングや調査を中心に，その結果
からいくつかの方向性を示したい。

2．専門家の集合知から

 まず，2020 年の COVID－19 感染拡大直後に，国

土交通省はまちづくりに関連する専門家に今後のま
ちづくりの方向性に関するヒアリングを実施してお
り，筆者もそのヒアリングを受けることとなった。
表－1 にヒアリング対象者一覧を示す。また，これ
ら専門家の意見を集約した結果は速やかに HP で公
表され，その知見を集約した 1 枚の図が図－1 にし
めす内容である。都心，郊外，地方とそれぞれのエ
リアで目指すべき豊か未来図が描かれており，その
実現が期待されるところである。
 一方で，この方向性自体はたいへん素晴らしいの
だが，大切なことはこの目標に応じた投資が公共な
り民間なりからなされているかどうかである。社会
の変化に応じて政策の方向を変えたり，また加速し
たりするのであれば，それに見合った投資がなされ
なければ意味を持たないことは言うまでもない。特
に COVID－19 感染拡大以前は東京一極集中が課題
であったこともあり，図－1 では郊外および地方都
市への言及が明確である点について，以下で確認を
進めていきたい。

表－1　ヒアリング対象の専門家リスト
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3．郊外への分散

 COVID－19 の感染拡大当初はその感染経路など
もよくわかっておらず，その恐怖感からか様々な言
説が流れていた。ちなみに 2020 年 6 月 18 日に，当
時の安倍首相は「集中から分散へ，日本列島の姿，
国土のあり方を，今回の感染症は根本から変えてい
く，その大きなきっかけであると考えています。」
というコメントを出している。これは当時の世の中
の風向きをうまく見た政治性の高いコメントであっ
たといえるが，2 つの点で大きな課題を残した。ま
ず一つは事実に基づいていないということである。
分散すれば感染から逃れられるかもしれない，密度
が高い都市が危ないし，公共交通を利用するのが危
険なんじゃないか，という根拠の無い思い込みを加
速させることになった。その後，統計的・学術的な
分析がなされると，都市密度の最も低いアメリカ合
衆国での感染が世界で一番ひどいなど，都市居住の
密度の高さはむしろ安全側に有意であることが示さ
れていった2）。「都市の密度」と感染の原因となる「接
触の密」はそもそも異なる概念であるということが
大前提の事実である。
 もう一つの課題は，日本のほとんどの地域ともい

える，人口減少が進む地域にとって，分散というこ
とで自分のところの人口が増えるかもしれないとい
う甘い幻想を与えたことである。政治というのはそ
もそも幻想を与えるものなので，受ける側もそれだ
け賢くならねばならず，このような言説に簡単に喜
んでしまったとすれば反省が必要である。少し考え
ればわかることだが，分散は何も地方への分散だけ
ではなく，下記のような 3 種類の分散が存在する。
このうち 1 ）と 2 ）は実空間上の分散であり，3 ）
はサイバー空間への分散である。
1）地方への分散
2）郊外への分散
3）オンラインへの分散
 以下では COVID－19 の感染拡大を通じ，期待さ
れたような地方への分散が実空間上でそもそも生じ
たのか，実際のデータをもとに実態を明らかにして
おく。表－2 は 2020 年の 1 年間において，対東京都
で転入超過となった上位 5 位までの都道府県である。
また，表－3 は 2021 年 1 年間における同様の情報で
ある。これらの結果から COVID－19 によって東京
から地方への人口分散が生じているわけでは全く無
く，埼玉・神奈川・千葉の東京郊外へと分散してい
るのが実態であることがわかる。何のことはない，

図－1　期待される国土構造 1）
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東京はさらに郊外に向かって拡大しており，地方か
らは東京へ人口が流出している状況が続いている。

4．サイバー空間への分散

 一方で，COVID－19 の感染拡大に伴い，オンラ
インワークが推奨され，通勤トリップ自体が大きく
減少したことが知られている。これは活動が都心か
ら住宅のある郊外に分散しただけでなく，そこから
サイバー空間へと活動の分散が生じていると見るこ
とができる。ここではそのようなオンラインへの分
散実態を確認するため，筆者がアドバイザーとなり，
国土交通省が感染拡大以来 2 回に渡り，5 時点を対
象に都市住民を対象に実施してきたコロナ生活行動
調査の結果を例示する 3）。具体的な調査対象時点を
図－2 に示す。
 この調査では各調査対象時点における各個人のオ
ンラインワーク（＝テレワーク）の実施状況につい
て尋ねており，その集計結果を図－3 に示す。この
図から明らかなとおり，最初の緊急事態宣言時の

表－2　2020 年の対東京都の転入超過数上位 5 道府県
出所：住民基本台帳人口移動報告より作成

表－3　2021 年の対東京都の転入超過数上位 5 道府県
出所：住民基本台帳人口移動報告より作成

都道府県名 対東京都転入超過数(人)
埼玉県 11,431
神奈川県 6,874
千葉県 4,539
沖縄県 475
島根県 -143

都道府県名 対東京都転入超過数(人)
埼玉県 17,663
神奈川県 13,896
千葉県 9,375
沖縄県 397
茨城県 115

図－2　コロナ生活行動調査の調査対象時期と感染者数の推移
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新型コロナ感染症の影響下における生活行動調査（第二弾） 
～テレワークや自宅周辺の活動が定着してきていることを確認～ 

 

国土交通省では、新型コロナ危機を踏まえた今後のまちづくりを検討するため、前回調
査（令和 2年８月）に続き、感染者数が比較的落ち着いた時期及びオミクロン株が流行し
ている時期の 2時点で、市民の日常的な行動や意識がどのように変化してきているのか、
全国の大都市を中心としたアンケート調査を実施しました（サンプル数約 13,000）。 
調査の結果、新型コロナ感染者数の増減に関わらず「テレワークや自宅周辺の活動が定
着」してきていることや、人々の求める都市施策として、「ゆとりある屋外空間の充実」
や「自転車や徒歩で回遊できる空間の充実」へのニーズが引き続き高いことが確認されま
した。 

 

〇調査対象時期について 

   ：前回調査    ：今回調査 

① 流行前    ：新型コロナ感染症流行前 

② 令和 2年 4月 ：第１回緊急事態宣言発令中 

③ 令和 2年 8月 ：第１回緊急事態宣言解除後 

④ 令和 3年 12月：感染者数が比較的落ち着いた時 

⑤ 令和 4年 3月 ：オミクロン株流行時 
 
１． 調査結果 
（１）テレワーク実施層の割合が安定傾向に 
・週 1日以上テレワークを実施する層については、最初の緊急事態宣言中に大きく割合が
増加、緊急事態宣言解除後に減少するものの、新型コロナ流行前と比較して増加し定着
（図２） 
・週 1日以上テレワークを実施する層は、デメリットを感じる人の割合が低下（別紙４
頁） 
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2020 年 4 月においてオンラインワーク実施者は一
気に増え，その後緊急事態宣言の解除③や感染者の
落ち着き④に伴って若干減少はしているが，現在に
至るまで過去の COVID－19 感染拡大前に比較し，
高止まりしたままの状況であることが読み取れる。
つまり，業務活動の多くはサイバー空間に分散した
まま，その後戻ってきていないということが可能で
ある。オンラインショッピングに至ってはコロナ前
よりその実施割合は大きく増加し，かつ将来的にも
継続したいという要望が図－4 に示す通り高止まり
している。

5．15minute city へ

 この 5 時点に渡って生活行動の変化を追った調査
から，他にも様々な情報提供がなされている。たと
えば，下記の図－5 では，業務以外でも人々の生活
行動が中心市街地から離れ，自宅周辺へとシフトし
てきていることが読み取れる。コロナ禍も期間が短
ければこのような行動変化も弾力的に元に戻ったこ
とが予想されるが，現時点で 3 年に及び状況となっ
ており，一部の変化はコロナ後も十分には戻りきら
ない状況が類推される。
 海外の都市では逆にこのような状況を逆手に取り，
まちづくりの方向性を根本から変えようとしている
国も少なくない。たとえば，パリ市では，図－6 に示

図－5　人々の活動場所の推移
出所：国土交通省 3）

図－4　リモート活動の今後の実施意向（2020 年 8 月時点）
出所：国土交通省 4）
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すような徒歩・自転車・公共交通機関の 15 分以内
の利用で居住者がすべてのサービスにアクセス可能
になる 15minute city というコンセプト新たに提示
されている。パリ都市圏は単にこのようなコンセプ
トが提示されるだけでなく，あわせて自転車専用道
路が整備されるなど，この政策を実現するための新
たな投資が速やかになされている点が特徴的である。
　なお，現在世界では同様の取り組みが各所で広がっ
ており，パリと同じ 15 分圏を採用しているオタワ
のほか，メルボルン，ポートランド，エジンバラ，
シンガポールなどの都市が 20 分都市圏を採用して
いる。このように居住地の近隣において，徒歩・自
転車・公共交通だけで用が足せる住宅地が増えてい
く事で，自動車を運転することのできない交通弱者
をはじめとし，誰にとっても現在よりも暮らしやす
い都市圏が体現できることが期待される。

6．荒廃する実空間

 このように都心から郊外へ都市活動が分散すると
ともに，その活動自体がオンラインへも分散が進む
ことで，実空間にも様々な影響が及んでいるという
ことに留意が必要である。それはかつて人でにぎわっ
ていた都心空間から人が減少するということを意味

し て い る。ま た，公 共 交 通 の 利 用 者 数 自 体 が
COVID－19 感染拡大前と比較し，7 割程度にしか戻
りきっていないという現状もあり，各所で公共交通
自体が存続の危機を迎えている。また，郊外でのオ
ンラインワークの増加により，都心でのオフィス需
要が減退し，空室率の上昇が見られる。さらに，交
通事象に関わる変化として，買い物行動においては
自らが買い物で外出する行為が減り，その逆に物流
業者による配送業務が増加している。
 デジタル化の推進やスマートシティに関する論考
は華々しいが，以上のような変化の結果，実空間に
落ちる売り上げや利益は減少し，その分アマゾンな
どいわゆる GAFA といったサイバー上の国外の主
体に利益が流れてしまっているのが現状である。実
際には街中で廃業するビジネスが増加しており，特
に財閥系などのバックグランドを持たない，地域固
有の特徴を有するスモールビジネスがより大きなダ
メージを受けているというのが実態である。このよ
うな郊外やオンラインへの分散に伴う実空間のダ
メージは，オンライン推奨の一方的なかけ声に隠れ
て正確には把握されていない。以上のようなことか
ら，分散化はとてもその中身を吟味しないで推奨す
るような性格のものではなく，どのようにコントロー
ルすべきかを真剣に考えなければならない対象であ
るといえる。

7．不足する投資，低い満足度

 以上のように実態を確認した上で，改めて図－1
の「期待される国土構造」に戻るが，この期待を実
現していくために，いったいどれだけの行為がなさ
れているのだろうか。ちなみに，都市計画の行為は
極論すれば，①規制，②誘導，③事業のいずれかに
集約される。換言すれば，期待される国土構造を実
現するうえで，この 3 つの行為がそれぞれどれだけ
なされているのかということが本質である。ここで
は様々な都市活動の中で業務活動を例に，今までの
定型的なオフィス以外の実空間で，どれだけ質の高
い仕事ができるようになっているのかを問うてみる。
 まず，COVID－19 の感染拡大以降，街中の鉄道
ターミナルなどでは図－7 に示すようボックス型コ
ワーキングスペースを各所で目にする機会が増えて

図－6　パリ市の提案する 15minute city
（画像引用（一部日本語訳）：https://www.simagazin.com/en/si
－urban－en/topics－urban/urban/paris－die－stadt－der－viertel 
stunde/）
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いる。緊急の業務の際などは確かに便利な施設とい
えるかもわからないが，果たしてこれが新たな時代
にふさわしい質の高いワーキングスペースといえる
だろうか。このようなボックスは，計画的に市内各
所に配置されているとはいえず，民間の視点からと
りあえず儲かりそうなところに乱立しているという
のが実態であろう。ちなみに筆者はこのようなボッ
クス型ワークサイトをパラ（寄生型）・ワークサイ
トと呼んでいる。このような状況を見るにつけ，我々
は高度成長期のスプロール型乱開発からいったい何
を反省し，また学んだのかと思ってしまう。
 上記は供給側の観点からの論考であるが，需要側
の視点からもその実態を見ておきたい。図－8 は研
究室で独自に実施した調査に基づき，各個人が実際
に仕事を行う場所の満足度を評価した結果である。
いわゆる通常の職場である勤務先の固定的な仕事場
に対する評価を 10 点とし，それ例外の各仕事場に
対する評価をそれと比較する形で最低の 1 点から最
高の 20 点までの範囲で採点してもらっている。こ
の結果より，いずれの仕事場に対しても高評価から
低評価まで極めて幅広い評価結果が得られているが，
総じて言えることとして，固定的な勤務先の方が結
局その他の仕事場よりも評価が高い傾向にあるとい
うことである。また，コワーキングスペースに相当
する「共用の仕事場」よりも「自宅」の方がまだ満
足度が高いという点も示唆的である。オンラインワー
クのかけ声高く，サイバー空間への分散が進められ
る一方で，そこでの質や量はまだ全く不十分である

ことがこのような簡単な調査だけからも読み取るこ
とができる。以上の事より，このコワーキングスペー
スの一例を取り上げただけでも，新たな時代に期待
される国土構造に対し，それに向けた投資自体がま
だ不十分であることに加え，①規制，②誘導，③事
業のいずれにおいてもその行為が不足していること
を客観的に認識する必要がある。

8．おわりに：新たなスリーマグネット論

 郊外に居住する就業者に対し，固定的な職場以上
の勤務場所が十分に確保できていない現状に鑑み，
15 分都市圏の範囲内で質が高く利用しやすいコワー
キングスペースを提供することは，オンラインワー
ク等で自宅に閉じこもる人をまち中に連れ出す効果
も含め，一定のまちづくり上の効果があると考えら
れる。それは就業者個人の健康増進上の意味からも
重要なことと考えられる。期待される国土構造に向
けた投資をしっかりと行い，サイバー空間も空間の
一種であることを認識し，それを①規制，②誘導，
③事業を駆使することによって実空間に取り込むこ
とも考える必要がある。それは，現在各所で行われ
ているような，何でもデジタルに置き換えれば便利
になるから好ましいという発想とは逆の考え方であ
る。ちなみに，自動車が普及しはじめた頃は，その
利便性に依拠してどこにでも自動車で入っていく事
が是とされたといえる。ようやく今になって歩行者
中心の道づくりなど，利便性追求の行き過ぎを認識

図－8　仕事を行う場所の相対的満足度 5）

（固定的な勤務先の満足度を 10 とした場合，2021 年 2 月時点，
つくばエクスプレス沿線居住者対象）

図－7　スプロール的要素を持つパラ・ワークサイト
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した政策が取られるようになってきたが，デジタル
化，オンライン化に関しても同様のことがいえる。
過剰なサイバー空間依存を防ぐため，我々は何らか
の哲学を準備しておかねばならない。
 その意味で，有効と思われる理念に 120 年前にハ
ワードがイギリスで提唱したスリーマグネット論が
応用できると考える 6 ）。スリーマグネット論は 19
世紀半ばに産業革命の結果，ロンドンの衛生状況が
悪化し，コレラ感染が蔓延したことに端を発する。
奇しくも現在と同じ，感染症蔓延がきっかけとなっ
ている。具体的には図－9 の左図に示す通り，Town

（都市）の磁石と Country（地方）の磁石をまず配
置し，都市においては雇用や賑わいの魅力は高いが
衛生上の課題がある，地方は自然環境に優れている
が利便性は低い，といったそれぞれのメリット・デ
メリットを整理している。そのうえで，都市と地方
の両方の魅力を備えた第 3 の磁石を Town－Country

（田園都市）として配置し，それをこれからのまち
づくりの方向性として示唆したものである。
 このスリーマグネット論を COVID－19 による感
染症の洗礼を受けた現代都市空間に適用すると，現
在までの生活空間であった実空間と，デジタル情報
を介して展開しているサイバー空間の二つの磁石を
まず配置することができる。この両者のうちのどち
らかということでなく，またサイバー空間が実空間
での活力を奪ってしまうということでもなく，この
両者の長所をうまく融合したハイブリッドな空間づ
くりが第三の磁石として求められているといえる。
本稿では対象事例としてコワーキングスペースを例
に出して説明したが，たとえば各自治体で増加して

いる駅前空きオフィス等を wifi 環境を整備すること
等を通じて魅力あるハイブリッド空間として再生し，
低料金で全国どこでも活用できるようにするという
のも一案である。実際のまち中がうまく利用される
ように，ネット内での仕組み上の配慮を重ねること
が一つのポイントとなる（タウンコンシャスなネッ
ト）8）。エネルギーコスト，資材コスト，人件費など，
すべてが高騰している現在において，今までの蓄積
として存在する実空間を有効に活かしながら次に展
開していく事も，一つの有効な投資方策であると考
える。
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寄稿

都道府県別新築木造戸建分譲住宅価格・所得比（PTI）推計の試み

獨協大学経済学部　教授　倉橋　透

1．はじめに

　住宅市場の動向は，金融システムのルートを通じ，
また新築住宅の建築，家具家電の購入というような
ディマンドサイドを通じて，マクロ経済に大きな影
響を与える。このため，住宅価格や，アフォーダビ
リティ（換言すると住宅価格，家賃に実需がついて
いけているか）などの指標のモニタリングが欠かせ
ないと思われる。
　住宅価格については，我が国では，国土交通省よ
り不動産価格指数（住宅）が提供され，毎月の住宅
総合，住宅地，戸建住宅，マンション（区分所有）
の指数が公表されている（https://www.mlit.go.jp/
totikensangyo/totikensangyo_tk5_000085.html）。
地域別には全国，北海道，東北，関東，北陸，中部，
近畿，中国，四国，九州・沖縄の各地方，南関東圏，
名古屋圏，京阪神圏，東京都，愛知県，大阪府につ
いて原系列や季節調整系列が示されている。
　海外でも，アメリカの FHFA 住宅価格指数，ケー
ス・シラー住宅価格指数，イギリスの，登記情報に
基 づ き 政 府 統 計 局 が 算 出 す る UK House Price 
Index （https://landregistry.data.gov.uk/app/
ukhpi）やネーションワイド住宅価格指数などがある。
　一方で，アフォーダビリティの指標については，
イギリス（イングランド及びウェールズ）では，地
方自治体（local authority）の区域ごとに「住宅価
格の中央値の，フルタイムの勤労者の従業地ベース
の年間賃金の中央値に対する比率」が 1997 年から毎
年公表されている（一部自治体の区域では公表開始
が遅れた。イギリス政府統計局ホームページ“Housing 
Affordability in England and Wales: 2021”, https://
www.ons.gov.uk/peoplepopulationandcommunity/
housing/bulletins/housingaffordabilityinenglandand
wales/2021 ）。な お，同 ホー ム ペー ジ に よ れ ば，
2021 年にはイングランド全体では，住宅価格は年
間賃金の 9.1 倍，ウェールズ全体では 6.4 倍となっ

ている。
　我が国においては，イングランドの指標にあたる
ものは存在しない。そこで，この論考では，都道府
県ごとに，独自に標準的な新築の木造戸建住宅の住
宅価格を推計し，世帯可処分所得の平均値で除する
ことにより，住宅価格・所得比（Price to Income 
Ratio, PTI）を求めると共に，その時系列的，地域
的変化を観察し，我が国におけるアフォーダビリティ
を考えることを目的とする。なお，新築の木造戸建
住宅としたのは，データの制約や推計の容易さに加
え，新築の木造戸建住宅が全国どこでも存在する（た
だし，東京都などの大都市中心部は少ない）ためで
ある。また，住宅価格・所得比を求める上では，土
地と住宅が同時に取引される状況が望ましいため，
分譲住宅を想定して計算した。なお，住宅価格に占
める敷地価格の割合を求めることも目的としたため，
国土交通省の不動産取引価格情報データは用いな
かった。

2．�都道府県別の新築木造戸建分譲住宅の住
宅価格・所得比の推計

　ここでは，以下の手順により，2011 年から 2020
年までの標準的な都道府県別の新築木造戸建分譲住
宅の住宅価格・所得比を算出する。
⑴　 木造居住専用住宅の床面積（㎡）あたり工事費

予定額（万円）の算出
　国土交通省建築着工統計の「着工建築物：用途別，
構造別（建築物の数，床面積の合計，工事費予定額
表）」（ 2021 年では第 3 表）（ https://www.e－stat.
go.jp/stat－search/files?page=1&layout=datalist&to
ukei=00600120&tstat=000001016965&cycle=7&yea
r=20210&month=0&result_back=1&tclass1val=0
の第 3 表）の居住専用住宅の工事費予定額の合計を
床面積の合計で除し，床面積あたり工事費単価を求
める。
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⑵　 木造分譲一戸建住宅の戸あたり平均床面積（㎡）
の算出

　国土交通省住宅着工統計の「着工新設住宅：利用
関係別：構造別：建て方別（戸数，床面積の合計）」

（ 2021 年では第 18 表）（ https://www.e－stat.go.jp/
stat－search/files?page=1&layout=datalist&toukei=
00600120&tstat=000001016966&cycle=7&year=202
10&month=0&result_back=1&tclass1val=0 の第 18
表）の木造一戸建の分譲住宅の床面積の合計（㎡）
を戸数（戸）で除し，戸あたり平均床面積を求める。
⑶　建物価格の算出
　⑴の工事費単価と⑵の平均床面積を乗じ，標準的
な建物価格を求める（建物価格の平均をとっていな
いので，平均価格ではない）。
⑷　 会社が建築主となった，市街化区域内の戸建分

譲住宅の平均敷地面積（㎡）の算出
　国土交通省住宅着工統計の「着工新設住宅：都市
計画別，利用関係別，建築主別，建て方別（戸数，
床面積の合計，敷地面積）」（2021 年では第 39 表）

（https://www.e－stat.go.jp/stat－search/files?page=1
&layout=datalist&toukei=00600120&tstat=0000010
16966&cycle=7&year=20210&month=0&result_
back=1&tclass1val=0 の第 39 表）の，会社が建築主
である，一戸建て分譲住宅の戸数（戸）と敷地面積

（㎡）から，戸あたり敷地面積を算出した。一戸建
てである点で木造住宅と想定した。また，この時点で，
市街化区域と市街化調整区域（線引き）の区分が撤
廃されている香川県は推計の対象からはずした。
⑸　住宅地地価の参照
　国土交通省地価公示の各都道府県住宅地の平均価
格（国土交通省ホームページの地価・不動産鑑定

（https;//www.mlit.go.jp/totikensangyo/totikensan 
gyo_fr4_000043.html ）の変動率及び平均価格の時
系列推移表より）を参照する。
⑹　敷地価格の算出
　⑷の敷地面積と⑸の住宅地地価を乗じ，標準的な
敷地価格を求める（敷地価格の平均をとっていない
ので，平均価格ではない）。
⑺　住宅価格の算出
　この項以降，「新築木造戸建分譲住宅の住宅価格」
を単に住宅価格と称するものとする。
　⑶の建物価格と⑹の敷地価格を合計し，標準的な

住宅価格を求める（住宅価格の平均をとっていない
ので，平均価格ではない）。なお，この住宅価格に
は分譲会社の利益等は含まれていない。
⑻　 都道府県庁所在地の勤労者世帯の年可処分所得

の算出
　総務省統計局の家計調査家計収支編総世帯詳細結
果表年次の「都市階級・地方・都道府県庁所在市別
1 世帯当たり 1 か月の収入と支出（総世帯のうち勤
労者世帯）」（ 2021 年は第 2 表）（ https://www.e－
stat.go.jp/stat－search/files?page=1&layout=datalis
t&toukei=00200561&tstat=000000330001&cycle=7
&year=20210&month=0&tclass1=000000330001&t
class2=000000330019&tclass3=000000330020&re
sult_back=1&tclass4val=0 より選択）の可処分所得
を 12 倍し，年の世帯可処分所得を算出する。
⑼　住宅価格・所得比（PTI）の算出
　⑺の住宅価格を⑻の年可処分所得で除し，住宅価
格・所得比（PTI）を算出する。

3．住宅価格の考察

　図 1は，2021 年の各都道府県の住宅価格を示し
たものである（香川県を除く）。東京都が約 6000 万
円近くと突出して高い。首都圏，近畿圏，愛知県な

図 1　都道府県住宅価格（2021）（単位：万円）
（注） 香川県を除く。
　　  建築着工統計，住宅着工統計，公示地価による推計（以下

の図も同様）。MANDARA10 により作成。
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どでは 3000 万円を超える一方，多くの道県では
3000 万円を下回っている。
　図2は，住宅価格に占める敷地価格の割合である。
住宅需要の大きいところでは，敷地価格が高くなり，
従って住宅価格が高水準になると思われる。首都圏，
近畿圏，愛知県等では，敷地価格の割合が高い。特
に，東京都では，7 割を超えている。
　図 3は，東京都，神奈川県，愛知県，大阪府の
2011 年から 2021 年までの住宅価格の推移である。
東京都は 2011 年においても高水準であったが，
2020 年に向けて急速に住宅価格が上昇したことが
わかる。
　次に，東京都について，この新築戸建木造住宅価
格と，東日本不動産流通機構の戸建住宅（中古）成

約物件の価格の推移，国土交通省の不動産価格指数
（住宅）戸建住宅東京都原系列を比較する（図 4）。
戸建住宅（中古）については，例年 3 月の成約件数
が大きいため，各年 3 月の指数をとった。2011 年 3
月の不動産価格指数は 103.3（2010 年＝ 100）であ
るため，新築住宅と中古住宅は，2011 年の値を
103.3 とし，他の年を計算した。
　新築価格，中古戸建て価格に比較し，不動産価格
指数は 2021 年で約 6 ポイント低くなっている。新
築住宅，中古住宅の指数の数値は規模や品質の調整
を行っていないことによると思われる。
　東京都の新築住宅価格を，建物価格と敷地価格に
寄与度分解してみる（図 5）。

図 2　住宅価格に占める敷地価格の割合（単位：％）
（注）香川県を除く
　　 MANDARA10 により作成

図 3　新築戸建木造住宅価格の推移（年，万円）
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（東京都）

（注）2011 年＝ 103.3
東日本不動産流通機構ホームページ
http://www.reins.or.jp/pdf/trend/nmw/NMW_2021/
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図 5　新築住宅価格寄与度分解（東京都，年，％）
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　東京都では，新築住宅価格の変化は，敷地価格の
変化に大きく左右されていることがわかる。
　建物価格（東京都）の推移を，建設物価調査会の
建築費指数（木造住宅）と比べてみる。建物価格は
2011 年＝ 100 として計算した（図 6）。
　2021 年で 20 ポイント以上の差がついている。建
築費指数（木造住宅）に比べ，実際の木造分譲住宅
の建築コストは抑制されているように思われる。

4．PTI の考察

　図 7は，2021 年の都道府県の新築住宅価格が高
い順に，敷地価格，建物価格，PTI を示したもので
ある。
　家計調査のサンプルの関係で，可処分所得にデコ

ボコが見られるため，PTI も滑らかにはなっていな
い。
　東京都で住宅価格が 6000 万円近く，PTI が 9.5
倍と突出して高くなっている。大都市圏の府県では，
PTI が 6 倍を超えている。一方，地方圏の道県では，
住宅価格は 2000 万円～ 3000 万円，PTI は 4 ～ 6 倍
が多い。
　東京都，神奈川県，愛知県，大阪府について，
2011 年以降の PTI の変化をみると図 8のとおりで
ある。
　東京都が突出して高く，2012 年から 2019 年にか
けて上昇傾向であったが 2020 年，2021 年と下落し
た。神奈川県は2017年まで明確な上昇傾向であった。
愛知県，大阪府は概ね 6 ～ 8 倍で推移している。

図 6　�建物価格（東京都）と建築費指数（木造住宅）の比
較（2011 年＝ 100）

（注） 建築費指数（木造住宅）は，建設物価調査会「建築費指数
（木造住宅）」による。

図 7　各都道府県の敷地価格，建物価格，PTI
（注）総務省統計局「家計調査」を使用。

図 8　PTI の推移（2011 年～ 2021 年，倍）
（注）総務省統計局統計局「家計調査」を使用。
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5．おわりに

　本稿では，都道府県別新築木造戸建分譲住宅の取
得可能性（PTI）推計を試みた。各都道府県につい
て，建築着工統計，住宅着工統計，公示地価を用い
2011 年から 2021 年までの住宅価格を推計した。さ
らに，家計調査の都市階級・地方・都道府県庁所在
市別 1 世帯当たり 1 か月の収入と支出（総世帯のう
ち勤労者世帯）」の可処分所得を用いて住宅価格・
所得比（PTI）を推計した。
　結果的に，東京都の住宅価格が突出して高く，
2012 年から 2020 年にかけて上昇し続けたこと，そ
れは敷地価格の変動によるものであることがわかっ
た。また，他の指数との比較では，住宅価格の伸び
は国土交通省の不動産価格指数と比べて高い一方，
建築価格の伸びは建設物価調査会の建築費指数（木
造住宅）に比べはるかに低いことがわかった。さら
に，PTI については，2021 年でみて，東京都で突
出して高く 9.5 倍となっていることや大都市圏の府
県で 6 倍を超えていることなどがわかった。
　一方で，家計調査で参照した勤労者世帯の一か月
当たりの世帯可処分所得は，東京都区部が 521,763
円，横浜市 392,536 円，甲府市 299,994 円，岐阜市
594,794 円，名古屋市 384,690 円などと著しくデコ
ボコが感じられる結果である。この点について，精
査が必要である。
　さらに本質的に，住宅取得の困難度合いを住宅価
格・所得比（PTI）で図ることについても，疑義が
呈されている。イングランドでは，住宅価格の中央
値と年間賃金の中央値の比率が広く使われているが，
Meen and Whitehead（ 2020 ）では，「住居費の比
率の上限を 25，30，40％などと決めることは，裏
を返せば，所得や世帯のタイプが違うのにもかかわ
らず，非住宅支出と貯蓄で 75，70，60％を超える
べきでないと言っていることになる。こうした比率
は主に任意に決められる。……所得と住宅コストの
差に注目する手法の利用の著作もある。……残余所
得アプローチ（ residual income approach ）では，
可処分所得から，あらかじめ定められた，標準的な
住宅以外の必要なものの金銭的価値を差し引き，ど
れほどが住宅のために負担可能か決定する。」「しか

し，標準的な非住宅予算の設定には，購入される必
要不可欠な財のバスケットの特定が必要で，そのバ
スケットは世帯間で異なり」，データの点などで多
くのことが必要になるとしている。
　また，住宅ローンの金利によっても，負担可能な
PTIは変わってくるため，PTIはアフォーダビリティ
の指標として欠点があるものと思われる。さらに，
物価上昇特に食費や光熱費の高騰による非住宅支出
の拡大により，所得は同じでも住宅に充てられる残
余所得が減少する場合も考えられる。この点からも
アフォーダビリティの指標として PTI に代わり残
余所得アプローチを採用することは今後検討される
べきと考えられる。
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研究助成事業報告

建設物価調査を用いた建設業のプロセスイノベーションに関する研究
助成研究期間：2021 年 10 月 1 日～ 2022 年 9 月 30 日

共立女子大学ビジネス学部　教授　荒井　弘毅

1．イントロダクション

科学技術・イノベーションの創出は，人類社会の
将来の発展の源泉であり，科学技術に係る知識の蓄
積は，人類の知的資産である。科学技術・イノベー
ションの創出は，人間の生活，社会，自然との調和
を図りながら，積極的に推進されなければならない。
先進国が長期的に生産性を持続的に向上させるため
には，イノベーションが不可欠である。技術的フロ
ンティアから遠く離れた国ではキャッチアップ成長
が可能であるが，米国，日本，ヨーロッパなどほと
んどの先進国ではそうではない。これらの国々では，
技術革新を促すためにどのような政策が有効かにつ
いて，様々な研究が行われてきている。
　本研究では，建設業におけるイノベーションに必
要な要素について検討する。中でも，公共調達にお
いて需要規模に与える影響について検討する。その
ために，イノベーションの発生によって，企業の落
札しやすさが変化するモデルを構築した。このモデ
ルに基づいて，需要規模が個別企業の入札行動に与
える影響を検証し，イノベーティブな企業の行動を
分析した。同時に，需要規模の変化に基づく固定効
果モデルを用いて，一定期間における革新的企業の
出現を検討した。イノベーションへの支援には，研
究開発支援税制，政府研究費補助金，イノベーショ
ンに特化した人的資本の供給を増やすことを目的と
した政策，知的財産権の保護，競争と貿易の促進が
含まれる。さらに，公共調達が需要分野である産業
では，調達政策もイノベーション推進に関連する場
合がある。その関連性や必要性については，これま
で集計データに基づく定性的な議論や検証が行われ
てきたが，個別入札における企業の行動に基づく定
量的な議論はほとんどない。本研究では，公共調達
がイノベーションに与える効果を定量的に検証した。
　建設マネジメント研究におけるイノベーション分
析のアプローチには，大きく分けて 3 つある。第一

は，期間やグループをまたがる個別または集計デー
タに基づき，要素や項目間の関係性を検討するもの
である。第二に，事例研究やケースコントロール研
究で，個人やプロジェクトの状況を正確かつ包括的
に記述するものである。第三は，インタビュー，
フォーカスグループ，談話分析，文献レビューに基
づく定性的な研究を行い，概念，仮説，体系的な談
話を開発するための探索的な目的のものも含まれる。
　これらの研究手法のうち，建設マネジメント分野，
特にイノベーションとの関連では，第一の手法が，
Tsolas（ 2011 ），Ruddock and Ruddock（ 2011 ），
Zhu, Hu, and Liu（ 2020 ）等，集計データに着目
した研究として採用されてきている。第二の方法は，
Gambatese and Hallowell（2011），Yashiro（2014），
Orstavik（2014），Forsythe（2018）など，アイデ
アの生成，揺籃，普及，産業化，イノベーションを
媒介する制度の役割，実証的コストデータまたは現
場プロセスデータの収集などに着目して，様々な側
面から適用されている。第三の方法は，Bygballe,
Håkansson, and Jahre（ 2013 ），Koskela（ 2017 ）
などで採用されており，プロジェクト，サプライ
チェーン，ネットワーク志向の相互依存，個人レベ
ルの構成要素がプロジェクトパフォーマンスに与え
る影響，マネジメント研究と社会ネットワーク理論
の関連性などが分析されている。
　また，Runeson and de Valence（2015），Bröchner

（ 2018 ）には，これらの研究に対する批判的なレ
ビューが含まれている。それらによると，建設経済
学に関する研究は乏しい。さらに，研究論文の多く
は，方法論，研究デザイン，分析の点で結論が不十
分であり，見直されるべきものである。さらに，経
済系のトップジャーナルは，建設マネジメントの
ジャーナルに掲載された論文は引用されないことが
普通であり，逆もまた然りである。最も重要なこと
は，多くの研究がエビデンスのレベルにおいて完全
ではないということである。

一般財団法人建設物価調査会は，建設業界の発展に寄与するため，建設工事の積算，価格情報及びその利活用方策に関す
る研究を助成している。当該論文は 2021 年度研究助成事業の成果を取りまとめたものである。
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　この研究は，観察研究として，ある特定の要因に
さらされたグループと，そのような要因にさらされ
ていない別のグループを一定期間追跡することで，
要因と革新的企業の業績との関係を検証する。その
ために，研究対象である調達参加企業において，同
様の結果が観察されるかどうかを比較する。要因統
制研究としては，レトロスペクティブ・コホート研
究とも言える。建設マネジメントの研究だけではな
く，経済学や経営学の幅広い研究からイノベーショ
ン要因を抽出した。このコホート研究は，1 万社以
上，数十万件の入札を対象とし，対象期間は 5 年以
上となっている。
　本研究の特に重要な貢献は，イノベーションに関
する先行研究の再現性を，経済の環境の状況と企業
の経営状況の両面から検証していることである。イ
ンセンティブに基づく企業行動を考える上で，再現
性があるかどうかは常に議論されなければならない。
同時に，経済条件と経営状況の関係が複雑であり，
新たな視点から分析できるかどうかを判断するため
の発見的研究であることも重要である。これらの環
境条件と企業行動をイノベーションの必要十分条件
から再構築し，新たなイノベーションの柱を見いだ
すことは，今後の企業におけるイノベーションの実
現に大きな意味を持ち，さらにイノベーション政策
の立案にも非常に重要な意味を持つことになる。
　公共調達に関しては入札談合の問題があり，近年
経済学での研究が大きく進んでいる（Chassang et 
al. 2022; Kawai and Nakabayashi 2022 ）。本 研 究
は，調達において入札談合の有無とは無関係に，最
も革新的な企業が工事を実施すると想定している。
そうすることで，本研究では，入札談合の問題を決
定的に解決できると考えている。さらに，公共調達
は，官公需法等小規模企業や地元企業を優遇する場
合 が あ る（ Krasnokutskaya and Seim 2011 ）。こ
こでも中央政府のランク別調達の制度があるが，イ
ノベーションへの影響は中立と考えられるので，こ
れらの扱いは捨象する。
　ここで取り上げた公共調達は，日本の中央省庁の
建設に関連するものである。特定の国の特定の調達
を対象としているように見えるが（ Bosio et al. 
2022），ここでは，イノベーションのモデル化，革
新的企業が需要の大きさに関係することを，特定の

制度や国に依存しない形で検討している。したがっ
て，得られた結論は，イノベーションの取り組みに
対して幅広い示唆を与えることが期待される。その
際，イノベーティブな企業の判断基準として，新技
術普及に際して，発注者から建設物価調査会に対し，
当該技術に関する価格調査依頼の増加，季刊土木コ
スト情報「土木工事標準単価」への当該技術に関す
る掲載等が技術普及の鍵である。実務の裏付けを確
認するために，実際の落札の状況が重要となってい
ることも指摘できる。
　本論文の残りの部分は以下のように構成されてい
る。第 2 節では，イノベーションに関する先行研究
を多角的に論じ，その中から関連する要素を抽出す
る。第 3 節では，本研究の実証的な仮説を提示する。
第 4 節では，本研究のデータの概要を説明する。第
5 節では，モデル，結果，頑健性について論じる。
最後のセクションでは，本論文の結論を述べる。

2．イノベーションに関する先行研究

　まず，本研究で議論されている「イノベーション」
の概念を定義する。Schumpeter（1942）は，イノ
ベーションを経済発展の原動力とみなし，「新製品
の創出」「新しい生産方式の導入」「新しい市場の開
拓」「新しい資源の獲得」「企業における新しい組織
の実現」の 5 種類に分類している。イノベーション
とは，企業が新たな需要に対応するために行う様々
な新しい取り組みを指すものであり，技術という要
素に限定されない幅広い概念である。
　イノベーションのアウトプットを捉えるための世
界共通の方法論は存在しないが，現在，経済協力開
発機構（ OECD ）のオスロ・マニュアル（ 2018 ）
が有力なガイダンスとなっている。オスロ・マニュ
アルの定義によれば，ビジネス・イノベーションと
は，「企業のこれまでの製品またはビジネス・プロ
セスと大きく異なり，市場に導入された，または企
業によって使用されるようになった新製品または改
良品（またはその組み合わせ）」（P20）である。こ
こで，イノベーションは，テクニカル（技術的）と
ノンテクニカル（非技術的）とに分類される。技術
的イノベーションには，製品やサービスの刷新であ
る「プロダクト・イノベーション」と，生産プロセ
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スや提供方法，支援活動からなる「プロセス・イノ
ベーション」がある。非技術的イノベーションには，
商習慣，職場組織，対外関係などの手法としての「組
織的イノベーション」と，製品サービスの設計，販
売・価格設定方法，販売チャネルなどの変更に関す
る「マーケティング・イノベーション」がある。

⑴　経済学におけるイノベーションの分析
　イノベーションに関して，経済学，特に産業組織
論の分野では，最適な経済パフォーマンスを生み出
すために企業や市場をどのように組織化すべきかと
いうことが中心的な問題となる。この文脈では，静
的効率と動的効率の潜在的なトレードオフが，企業
や市場組織の代替様式のパフォーマンスを評価する
上で中心となる。
　シュンペーター（ 1942 ）は，資源配分という静
的な問題の解決に最も適した企業と市場組織の形態
と，急速な技術進歩に最も適した企業組織の形態を
峻別して論じている。シュンペーターによれば，競
争市場で活動する原子論的企業は，静的な最適資源
配分のための最良の手段かもしれない。しかし，寡
占市場で活動する大企業は，進歩の最も強力なエン
ジンであり，総生産の長期的な拡大にもつながる。
したがって，産業組織論の焦点は，シュンペーター
が提唱した 2 つの仮説，すなわち，（i）イノベーショ
ンは企業規模に比例して増加する，（ii）イノベーショ
ンは市場集中の度合いに比例して増加する，の検証
に置かれている。逆に，産業界における技術進歩の
基本的な決定要因を特定し評価するという，より一
般的な課題は，企業規模や市場構造の影響を探るこ
とに費やされた努力に比べて，あまり注目されてこ
なかった。本研究では，これらの決定要因を，需要
構造，技術的機会の性質と豊富さ，占有可能性の可
能性を支配する条件，すなわちイノベーションを引
き起こし得る 3 つのカテゴリーに分類して検討した

（Cohen and Levin 1989）。
　シュンペーター仮説に関する実証的な文献は，方
法論的な難しさを抱えている。推定式は緩やかにし
か規定されず，データは問題を分析するのに不十分
である。企業規模やイノベーションの影響に注目す
ると，重要で相関のありそうな説明変数が省かれ，
これらの効果の推定に偏りが生じる傾向がある。シュ

ンペーターは，企業が研究開発に投資するインセン
ティブを持つためには，ある種の一時的な市場支配
力を期待しなければならないことを認識している。
この原則は，発明へのインセンティブを事後的な市
場支配の期待に結びつける特許法の根幹をなすもの
である。シュンペーターは，事前的な寡占的市場構
造と事後的な市場支配力がイノベーションを促進す
ると論じている。企業規模や市場構造がイノベー
ションにどのように関係するかについての実証結果
は脆弱である可能性がある。頑健な結果が得られな
いのは，これらの関係がより基本的な条件に依存し
ていることに十分な注意が払われていないことが一
因であると思われる。シュンペーター仮説の理解を
深めることは，技術変化のより完全なモデルへの移
行を促す理由である。
　シュンペーター仮説を超えて，より基本的な技術
進歩の決定要因に焦点を当てるべき理由は他にもあ
る。第一に，企業規模や企業集中度がイノベーショ
ンに与える影響は，あったとしても僅少であると考
えられる。第二に，技術進歩に伴う厚生上の利得は，
不完全な市場構造に伴う効率性の損失よりも大きい
可能性が高い。第三に，現状では，イノベーション
を推進する主な推進力と，それが産業間でどのよう
に異なるかについては，限られた理解しか得られて
いない。したがって，産業間で大きく異なると思わ
れるイノベーションの基本的な決定要因に関する実
証的な研究を検討することが必要である。そこで，
説明変数を，製品市場の需要規模，技術機会，占有
に利用できる条件である占有可能性の 3 つに分類す
ることにした。
　需要規模については，様々な資本財産業の技術革
新に関する代表的な研究において，資本財の生産と
下流産業の設備投資のサイクルが，関連する資本財
特許の時系列のサイクルを「リード」することが示
されている（Schmookler 1962）。技術革新が需要
の変化によって引き起こされるという事実は，歴史
家にとっては自明のことかもしれないが，経済学者
にとっては自明ではない。研究開発投資の回帰分析
において，需要の動向が取り上げられることはほと
んどない。市場規模や成長効果を捉えるために，売
上高や売上高成長率が一般的に使用されている。
　技術的機会の概念をどのように正確かつ実証的に
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運用するかについては，コンセンサスは得られてい
ない。標準的な新古典派生産理論の枠組みでは，技
術的機会は，従来の投入資源を用いて研究資源を新
しい生産技術に転換するための生産可能性の集合と
みなされる。したがって，理論的には，技術機会は
研究資源と知識ストックの増加を関連付ける生産関
数の 1 つ以上のパラメータとして表され，さらに知
識ストックは従来のインプットとともにアウトプッ
トの生産関数の引数として用いられる。科学的なつ
ながりと自然の軌跡は，最適な研究開発戦略を策定
するという複雑な意思決定問題に内在する膨大な不
確実性に対処し，それを軽減する方法として理解す
ることができる。
　占有可能性については，新しい知識が比較的低い
コストで創造者から将来の競争者に移転される限り，
占有可能な報酬は革新的努力を正当化するには不十
分かもしれない。これは，そうした知識が比較的低
いコストでコピーまたは模倣できる新しいプロセス
や製品に具体化されている場合に特に当てはまる。
報酬はイノベーションの努力を正当化するには不十
分かもしれない。この占有可能性の問題に対する認
識は，古典派経済学，特に新古典派経済学よりも古
い。実際，発明活動に十分な経済的インセンティブ
を与えるためには独占特権が必要であるという考え
方は，1623年に英国議会で可決された「独占禁止法」
までさかのぼる（Penrose 1951）。

⑵　イノベーションを促進するための政策の研究
　このようなイノベーションの決定要因に関する研
究とともに，イノベーションを促進するための様々
な施策が検討されてきた。市場経済においては，主
に企業間の知識スピルオーバーのために，イノベー
ションが十分に提供されない可能性が高い。そのた
め，様々な政策手段が検討されており，現在利用可
能な実証実験の質を，論文の量やこれらの研究が提
供するエビデンスの信頼性の観点からまとめている

（Bloom et al. 2019）。
　短期的には研究開発税額控除や公的資金の直接投
入が最も効果的と考えられるが，長期的には人的資
本の供給拡大（科学・技術・工学・数学の大学入試
拡大など）がより効果的であると思われる。また，
技術者の移民を奨励することも短期的には大きな効

果が期待できる。競争政策や開放的な貿易政策は，
イノベーションへの効果は小さいかもしれないが，
安価であるため高く評価されている。
　公共調達における調達側の取り組みがイノベー
ションに与える重要性について，様々な観点から検
討されている。ビジネスに長期的な影響を与える

（Howell 2017），イノベーションの方向性に影響を
与える（Clemens and Rogers 2020），調達担当者
のキャリアに影響を及ぼす（Decarolis et al.2019）。
さらに，高齢化，疫病，気候などの社会的課題への
対応や，こうした社会的課題にもかかわらず競争力
や成長力を高める手段として活用することができる
ともされる（Appelt and Galindo－Rueda 2016）。
　需要の規模がイノベーションの大きな潜在的源泉
となることから，公共調達を需要志向のイノベー
ション政策の重要な要素の 1 つとして論じる研究も
あ る （ Cozzi and Impullititi 2010; Slavtchev and 
Wiederhold 2016）。そこでは，欧州連合（EU）レ
ベル及び欧州各国のイノベーション政策戦略におけ
る公共調達の新たな意義を示し，イノベーションを
促進するための公共調達政策の根拠，正当性，適切
な制度的整備と戦略について論じられている。調達
を行う国や地域，自治体にとってのメリットとして
は，学習や技術の向上が挙げられ，調達が行われる
市場にも波及する可能性を挙げる。また，これらの
研究は，技術主導の競争や，需要の高度化による技
術的課題に立ち向かうインセンティブの設定が，関
連するすべての経済主体に利益をもたらすとしてい
る。公共調達における輸入品の普及による調整効果
を考慮しつつ，特許出願に関する産業レベルの情報
を用いて，公共調達が特許取得のイノベーション活
動にプラスの影響を与えることも示されている

（ Crespi and Guarascio 2017 ）。政府機関が調達品
のイノベーションを入札の選択基準として指定でき
るようにした改革が企業のイノベーションを促進し
たかどうかを検証した研究では，新製品・新サービ
スによる売上高に強固で有意な効果を見いだした

（ Czarnitzki, Hünermund, and Moshgbar 2018 ）。
ただし，これらの知見は，市場革新ではなく，イノ
ベーションの漸進的な性質の結果である。さらに，
その中では，輸入浸透度が高い場合，公的需要のイ
ノベーション促進効果は減少する。また，公的調達
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の非国内企業への開放度に関する戦略は，公的需要
のイノベーションの可能性に影響を与えうる重要な
政策選択であることも実証的に示されている。
　これらの研究はいずれも重要な論点を提示し，実
証的に有意な結果を導いており，需要規模の正の相
関に関するこれまでの研究状況と整合的である。本
研究は，これらと同じ系統の文献に関連するもので
はあるが，より直接的で，技術をイノベーションと
して位置付けるのではなく，売上を伸ばした企業を
イノベーティブな企業として検討するものである。
実際，技術そのものをイノベーションと位置付ける
ものもあれば，その技術を通じた企業活動全般の結
果としてイノベーションの顕在化として位置付ける
研究もある。この考え方は，オスロ・マニュアルの
考え方と整合的であるだけでなく，経済の大きな原
動力が個々の技術ではなく，個々の企業であること
から，正当かつ適切な考え方であると言える。加え
て，個々の企業の状況の面から経営学においてイノ
ベーション研究の位置付けを把握することも重要で
あると考える。

⑶　経営学におけるイノベーション
　経営学においては，ロジャース（ 1962 ）の「イ
ノベーションの普及」やムーア（ 1991 ）の「キャ
ズム」のように，シュンペーターのイノベーション
の後に分析と検討が進んでいる。このように，イノ
ベー ショ ン が 産 業 に 与 え る 影 響 の 分 析 か ら，
Utterback and Abernathy（ 1975 ）などの理論に
代表されるように，「イノベーションはどのように
発生し，移行し，産業や市場にどんな影響を与える
のか」という疑問は残る。
　このため，発展途上国や新興国において，イノベー
ションを生み出す主役となる新興企業の増加やプレ
イヤーの多様化に加え，イノベーションを生み出そ
うとする企業の課題についての分析が深まっている

（Christensen 1997）。同時に，環境の変容の影響下
でのビジネスの主体的な取り組みに焦点を当てた新
しい理論が数多く登場した。その例として，発展途
上国や新興国におけるプレイヤーの多様化，ICT（情
報通信技術）やデジタル技術の発展が生み出す「新
しいビジネスモデル」についての議論がある。
　また，Garvin and Levesque（2006） 'New business 

management in large firms' や Tushman and 
O'Reilly（ 1996 ） 'Ambidextrous management' の
ように，「既存事業と新規事業のバランスあるいは
互換性」が重要であるという主張が継続的に行われ
ている。積極性やコストメリットに加え，一定の確
実性が重視される。その背景は，クリステンセン

（1997）の「イノベーションのジレンマ」で語られ
ている。一度，イノベーションの創出に成功した企
業は，時間が経つと同じ方法は通用しなくなる。た
とえ，企業がイノベーションと認識されるような製
品やサービスを生み出したとしても，時間の経過と
ともにその力は弱まり，次のイノベーションの波に
淘汰される。一度成功した新事業は，別の事業に取っ
て代わらなければならないのである。
　このように，すべての企業は，時間とともに変化
する市場や競争環境を適切に把握した上で，経営戦
略や研究開発戦略を策定し，劇的に変化する環境に
適応することが求められている。適応に失敗すれば，
ただちに競争力の低下と成長の鈍化を招く。これが
経営研究におけるイノベーション論の大枠である。

⑷　�先行研究から抽出されるイノベーションの決
定要因

　本研究で議論する「イノベーション」に関し，こ
れまで見てきたように，経済学におけるイノベーショ
ンの分析では，インセンティブへの刺激，供給曲線
を形成する基盤，それらが企業内で成立する根拠の
3 つの観点から，需要規模，技術的機会，占有可能
性の 3 つがイノベーションの決定要因として考えら
れてきた。これに対し，経営学研究においては，積
極性，コスト優位性，確実性の 3 つをイノベーショ
ンの刺激として抽出することができる。これは，環
境変化の中でビジネスに積極的に取り組み，コスト
をかけずに様々なアプローチを適用し，そのバラン
スを保つことが重要であるためである。
　以下では，この先行研究で見いだされたイノベー
ションの決定要因のそれぞれに対応する指標とイノ
ベーティブな企業との関係をデータに基づき実証的
に分析する。指標の内生性，同時性に着目し，相関
関係ではなく，因果関係を明らかにするために検証
することが重要である。
　イノベーションに関連する 3 ＋ 3 要因は，需要サ
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イドの要因と供給サイドの要因に分類される。需要
の大きさ，占有可能性，確実性は，イノベーション
からのリターンを増加させることから，需要要因と
みなすことができる。イノベーションから期待され
る利益が大きいこと（需要規模），企業がイノベー
ションからの収益に独占的にアクセスできること（占
有可能性），イノベーションから期待される利益が
高いこと（確実性）である。一方，技術的機会，積
極性，コスト優位性は，イノベーションを供給する
ための施策の要素として考えられており，イノベー
ションを起こしやすくする（技術的機会），イノベー
ションの頻度を高める（積極性），イノベーション
を起こしにくくする（コスト優位性）というもので
ある。これらの実現に当たっては，当初の均衡から
需要曲線の右へ，供給曲線の右へとどのようにシフ
トさせようとするかによって，様々な方法がある。
　これらの要因を考える上で重要なことは，こうし
た要因とイノベーションの実現との関係は，必ずし
も直線的なものだけではないことが考えられる。す
なわち，特許と競争の関係は逆 U 字型であり，こ
れは，競争が激しくない場合には，競争から逃れる
ためのイノベーションの効果が上回ることを意味す
る。しかし，競争が激しくなりすぎると，後発企業
によるキャッチアップが起こりやすくなる。（Aghion 
et al. 2005; Correa 2012 ）。これを踏まえて，様々
な要因の関係性を推定することが大きな課題となる。
これに対して，事業拡大への取り組みや直接価格へ
の感応度によって要因を分類することも可能であり，
本研究ではその再整理を行うことを目的としている。

3．実証的仮説

　以下の実証戦略により，必要条件と十分条件を検
証する。第一に，イノベーションの 3 ＋ 3 要素とイ
ノベーション企業の行動との間に相関があることを
確認する。第二に，各要素を集計したある部分集合
の市場（地域市場，ある年の市場）において，どの
要素が革新的企業と関連しているかを検証する。

　予測1：イノベーションは需要と正の相関がある。
技術的機会や占有可能性など他の要素もイノベー
ションと一定の関係を持つ。

　しかし，これらの中には相互に関連するものもあ
れば，互いにトレードオフの関係にあるものもあり，
すべての要素が独立しているわけでも，等しく関連
しあっているわけでもない。そのため，各要素の動
きをイノベーションへの影響とともに個別に検討す
る必要がある。

　予測 2：公共調達の増加が，革新的な企業を生み
出すことができる。
　このことを検証するために，データを時間的に区
切った相互に排他的な地域の部分集合に分割し，こ
れらの固定効果モデルで一定期間の需要規模と革新
的企業の創出との関係を検証する。これらの固定効
果モデルでは，需要の大きさと革新的企業の創出と
の関係を検証している。革新的企業の状況によって
公共調達の動向が変わることは一般に考えにくいた
め，因果関係は調達からイノベーションへの方向に
動くことについては異論が出る余地は大きくない。

4．公共調達の概要とデータ

⑴　公共調達の概要
　本研究で対象とする公共調達は，日本の国土交通
省地方整備局が発注する建設工事に関連するもので
ある。公共調達は，会計法，建設業法等の法律によ
り，競争入札，予定価格，最低価格での自動落札と
いう形で規定されている。競争入札とは，原則とし
て発注者が定めた資格要件を満たした上で，競争的
に入札を行うことを意味する。これは，予定価格の
範囲内で入札した者だけが契約を獲得できることを
意味している。この価格は，入札中は秘密にされる。
価格競争は，最低価格封印入札で行われる。最低価
格での自動落札とは，当該工事について最低落札者
に自動的に落札されることを意味する。総合評価方
式では，価格との関係で，実証，工期，設計など総
合的な条件から点数を算出し決定する（荒井・森本 
2017，2019）。
　入札方式については，入札に参加できる企業規模
をランク A からランク D までとし，ランク A は予
定価格 7 億 2000 万円以上，ランク B は 3 億円以上
7 億 2000 万円未満，ランク C は 6 千万円以上 3 億
円未満，ランク D は 6 千万円未満とされている。
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競争参加者の設定方法の選択にあたっては，一般競
争入札が普遍的なルールとして受け入れられている
ことが前提となっている。実際，今回調査した
131,905 件の工事のうち，随意契約や指定参加者の
競争入札で受注したのは 8,246 件にとどまり，
99.94％が一般競争入札で受注している。また，建
設関連の公共調達に総合評価落札方式が採用されて
いる。総合評価落札方式とは，価格以外の工期や機
能，安全性などを総合的に評価して落札者を決定す
る方式である。
　公共工事における入札談合は厳しく規制されてお
り，課徴金，罰則，指名停止などの措置がとられて
いる。しかし，入札談合は根絶されていないとの見
方もあるが，本研究では入札談合等に対する特別な
取扱いは検討しなかった。
　公共投資全体の動向としては，2011 年の東日本
大震災からの復興需要や民間投資の回復により，増
加傾向となっている。地域別構成比では，地方圏が
縮小する 2010 年までは大都市圏が概ね好調であっ
た。2011 年度以降は，東日本大震災の被災地の復
興に伴い，東北地方のシェアが拡大している。また，
東京オリンピック・パラリンピックの関連施設の建
設で，関東地方の割合が増加している。

⑵　革新的な企業
　建設産業，特に公共部門では，入札によって売上
が発生する。日本では，入札を経て公共調達が行わ
れ，その内容が開示されている。これまでのイノベー
ション研究では建設業界のイノベーションと直接的
に結びつかない特許や技術が指標として使われるこ
とが多かった。イノベーションは，市場における経
済的な大きな成功を意味する面もある。例えば，アッ
プルの iPhone やグーグルの検索エンジンは技術的
に高度であり，特許を含んでいるが，市場での成功
によってイノベーティブな企業と見られている。
　この点を踏まえ，本研究では，建設業界の状況を
定量的に把握し，公共調達のシェアを大きく伸ばし
続けている企業を革新的企業として分析する。市場
での成功をイノベーションの一つの指標とみなすこ
の枠組みは，イノベーションの観点から企業に結び
ついた研究（ Reichstein, Salter, and Gann 2005 ）
で用いられており，建設業者のイノベーション行動

を表すものとされている（ Lim and Ofori 2007 ）。
この基準は，英国イノベーション調査（Department 
for Business, Innovation and Skills 2014 ）の 基 準
と同様のものでもある。近年，この指標を用いた研
究も行われている（荒井・森本 2021 ）。公共調達
の分析という観点から，イノベーションの推進要因
を特定すること際に，こうした指標を応用すること
が可能である。これに加えて，本研究では，オスロ・
マニュアルで提案されたインプットに関して，研究
開発費を計上した建設会社を特定し，算入している。
　一方，入札の落札は，イノベーションと直接的に
結びついているわけではない。革新的な企業につい
ては，入札の成功とイノベーションの間には，市場
で成功することになるという相関関係がある。しか
し，これは因果関係を示すものではない。イノベー
ションが必ずしも入札の成功につながるとは限らな
いし，その逆もまた然りである。このように，革新
的な企業は入札で成功する可能性が高いという正の
相関があると仮定し，以下の実証モデル分析では，
革新的な企業が入札で成功するための要因を抽出し
ている。これにより，革新的な企業の関連要因を抽
出することができるのである。
　この点，本研究で用いた革新的企業であることの
指標は，製品の売上高を意味する落札総額の年間成
長率が数年間にわたり特に大きいことであると考え
る。これは，参加する入札の特性や参加方法，入札
参加の決定や入札の特性などの諸要因から生じる売
上高を総合的に見ることになる。この際，回帰分析
における同時決定の問題は生じない。
　この指標を作成するに際して，建設物価調査を用
いた建設業界における新技術の普及過程に関する建
設物価調査会からのコメントを有効に活用した。建
設産業において，新技術はどのように普及していく
ことが多いか，i－Construction あるいは NETIS と
いったシステムの重要性とともに，発注者から建設
物価調査会に対しての価格調査依頼が一つの鍵と
なっている。この価格調査依頼が増加し，季刊土木
コスト情報等に掲載されることで標準的な技術と認
識されることになり，これが新技術の現場での利用
となっていく。したがって，実際にどれだけ使われ
ているかその実績に関して落札額の実態として指標
化することが一つの考え方となることが実務的にも
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裏付けられていると考えられる。

⑶　イノベーションを構成する要素の概念
　イノベーションが，需要規模，技術的機会，占有
可能性，コスト優位性，積極性，確実性などに関係
するのかどうかを検討する。ここでいう需要規模と
は，参加するための入札の予想価格とする。予定価
格が大きければ大きいほど，それによる売上高の増
加が大きくなる可能性がある，つまり，予想される
需要規模が大きくなると見るのである。
　技術的機会は，一つは同社が参加した地方整備局
や工種の数などとする。他社の特許や現場のノウハ
ウに触れる可能性も技術機会として考えることがで
きるが，定量的な指標としては把握しにくい。他社
の技術については，科学技術とネットワークの拡大
によるプロセスイノベーションの進展の両方が重要
であり，他工種の観点からのイノベーションも重要
となる。そこで，技術機会や他工種の指標として，
参画している地方整備局の数と参加している工種の
数とを考慮する。
　技術占有可能性，つまり技術革新の成果の占有の
可能性は，入札の競争度合いや入札者の平均落札率
として捉える。技術に関しては，発明が実装できた
場合，制度上，特許や独占が可能である。しかし，
建設業では，プロセス・イノベーションにおいて独
占は想定しにくい。このため，間接的には，競争が
激しくなれば，占有は難しくなるとして指標化する。
　コスト優位性とは，複数の入札に参加する企業の

平均落札率とする。コスト優位の立場にある企業で
あれば，より低い落札率で入札することができる。
　積極性とは，入札回数のこととする。入札への参
加回数は，積極性の指標として使用できる。
　確実性は，落札数を参加者回数で割ることで算出
している。企業が積極的に入札に参加した回数だけ
でなく，落札が確実と思われる回数を指す。
　重要なことは，これらの各要素は，入札プロセス
に参加する企業の行動によって決定され，プロセス
後に年間の合計として計算される入札の結果から選
定されるイノベーティブな企業であるかどうかには
影響されないということである。各企業の行動指標
によって，年間の総受注額が決まってくるのである。

⑷　データ
　本研究で使用したデータは，国土交通省の全国 8
地方整備局（東北，関東，北陸，中部，近畿，中国，
四国，九州）の 2006 年度から 2020 年度までの建設
工事に関する公共調達データである。データは，地
方整備局名，事務所名，入札日，契約日，工事名，
工事種別，入札方法，総合評価の有無，入札会社名，
予定価格，調査入力価格，基礎点，入札結果金額・
評価値（1 ～ 3 回目まで），予定価格，落札の有無
などである。これらのデータは，地域整備局で毎月
公表されており，落札率や予定価格などは必要に応
じて平均化または合計されて用いている。記述統計
は表 1に示すとおりのものである。
　地域別では，関東地方が最も多く，最も少ない四

表 1　記述統計
    Region
FY

Kanto Kinki Kyushu Shikoku Chugoku Chubu Tohoku Hokuriku Total

2006 1,948 1,423 2,100 635 1,185 1,221 1,604 1,097 11,213
2007 1,754 1,176 1,857 688 1,190 1,283 1,611 1,016 10,575
2008 1,859 1,322 1,764 648 1,037 1,307 1,483 938 10,358
2009 1,675 1,159 1,858 630 1,075 1,431 1,590 1,043 10,461
2010 1,336 1,023 1,438 558 944 1,125 1,306 822 8,552
2011 1,471 1,089 1,370 550 913 1,240 1,440 849 8,922
2012 1,316 1,105 1,481 533 878 1,257 1,344 752 8,666
2013 1,553 1,365 1,651 661 980 1,476 1,486 1,086 10,258
2014 1,242 1,049 1,125 515 1,029 1,110 1,126 764 7,960
2015 1,100 802 1,124 463 737 992 966 638 6,822
2016 1,175 919 1,463 545 761 1,106 1,256 764 7,989
2017 1,063 835 1,136 525 741 988 1,088 682 7,058
2018 945 852 1,105 492 861 1,016 1,007 648 6,926
2019 1,223 967 1,279 563 768 1,194 1,150 882 8,026
2020 1,248 993 1,455 576 717 1,188 1,113 829 8,119
Total 20,908 16,079 22,206 8,582 13,816 17,934 19,570 12,810 131,905
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国の約 2 倍である。また，時系列での傾向について
は，2006 年度が最も多く，2018 年度は最も少なく
なっており，近年，日本国内の公共投資は徐々に減
少している。これらの傾向で，年・地域で見て標準
偏差の 2 倍以上の異常値は存在しないことが分かる。

⑸　モデル
　ある企業が革新的である確率を p とすると，革
新的でない確率は 1－p となる。確率 p と 1－p の差
はオッズ比の対数として考えることができる。ここ
で，pi をベルヌーイ試行，i 番目の企業が革新的企
業である確率，Xi を革新的企業の成否に影響を与
える i に関する変数（ベクトル）と考えると，革新
的企業に影響を与える要因を検討するロジットモデ
ルを考えることができる（logit（pi）＝α＋βXi＋ε）。
　ここで，X のベクトルと pi の成否を観測し，X
の値から成功確率を推定する最尤法を用いて，αと
βの値を推定することができる。そのうちの X の
ベクトルの一要素として，需要の大きさが革新的企
業の発生と正で有意な関係を持つかどうかを検討す
るものである。これに加えて，経済学的な観点から
のイノベーション要因として，適切な代理変数から
技術機会，占有可能性を挿入し，経営的な観点から
の共変量として，コスト優位性，積極性，確実性を
考慮し，以下の式⑴を考える。

7 
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logit 𝑃𝑃𝑖𝑖 = 𝛼𝛼1 + 𝛽𝛽1,1𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝑖𝑖 + 𝛽𝛽2,1𝑇𝑇𝐷𝐷𝑇𝑇ℎ𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂𝐷𝐷𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂1𝑖𝑖

+ 𝛽𝛽3,1𝑇𝑇𝐷𝐷𝑇𝑇ℎ𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂𝐷𝐷𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂2𝑖𝑖

+ 𝛽𝛽4,1𝐴𝐴𝑂𝑂𝑂𝑂𝐴𝐴𝑂𝑂𝑂𝑂𝐴𝐴𝑂𝑂𝐷𝐷𝑂𝑂𝐷𝐷𝐴𝐴𝑂𝑂𝐴𝐴𝑂𝑂𝐴𝐴𝑂𝑂𝑂𝑂1𝑖𝑖

+ 𝛽𝛽4,1𝐴𝐴𝑂𝑂𝑂𝑂𝐴𝐴𝑂𝑂𝑂𝑂𝐴𝐴𝑂𝑂𝐷𝐷𝑂𝑂𝐷𝐷𝐴𝐴𝑂𝑂𝐴𝐴𝑂𝑂𝐴𝐴𝑂𝑂𝑂𝑂2𝑖𝑖

+ 𝛽𝛽5,1𝐶𝐶𝑂𝑂𝐶𝐶𝑂𝑂𝐴𝐴𝐷𝐷𝐶𝐶𝐷𝐷𝐷𝐷𝑂𝑂𝐷𝐷𝐶𝐶𝐷𝐷𝑖𝑖

+ 𝛽𝛽6,1𝐴𝐴𝐶𝐶𝐴𝐴𝐷𝐷𝐶𝐶𝐶𝐶𝑂𝑂𝐶𝐶𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐶𝐶𝐶𝐶1𝑖𝑖

+ 𝛽𝛽5,1𝐴𝐴𝐶𝐶𝐴𝐴𝐷𝐷𝐶𝐶𝐶𝐶𝑂𝑂𝐶𝐶𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐶𝐶𝐶𝐶2𝑖𝑖

+ 𝛽𝛽6,1𝐶𝐶𝐷𝐷𝐴𝐴𝑂𝑂𝐷𝐷𝑂𝑂𝐷𝐷𝑂𝑂𝑂𝑂1𝑖𝑖 + 𝛽𝛽6,1𝐶𝐶𝐷𝐷𝐴𝐴𝑂𝑂𝐷𝐷𝑂𝑂𝐷𝐷𝑂𝑂𝑂𝑂2𝑖𝑖

+∑𝛽𝛽𝑗𝑗,1𝑂𝑂𝑂𝑂ℎ𝐷𝐷𝐴𝐴𝑒𝑒𝐷𝐷𝑇𝑇𝑂𝑂𝐷𝐷𝐴𝐴𝑗𝑗,𝑖𝑖 + 𝜀𝜀𝑖𝑖, 

(1) 

 
ここで、添字の i は各プロジェクトを表す．変数

Innovative は、企業が革新的かどうかを示すダミー
変数で、革新的であれば 1 をとり、そうでなければ
0をとる．パーシェ方式で計算した年間入札総額が3
年連続で前年の 120％を超えていれば、革新的と判
断される． 

Demand は需要の大きさを表し、企業が参加した
入札の平均予定価格である．TechOpportunity は技術
的な機会を表し、2 つの要素を考慮している．
TechOpportunity1 は、参加した地方整備局の数であ
り、ネットワーク・リンクの拡大に寄与するものと

考える．TechOpportunity2 は、工種の参加数である．
他の工種への幅広い考え方の摂取の観点から見たイ

ノベーションに貢献を考える．技術占有性は、イノ

ベーションの占有可能性を表す．ここでは、2 つの
要素を考慮した．Appropriatability1 は、イノベーシ
ョンの成果の独占の難しさを示す指標として、参加

企 業 の 平 均 的 な 参 加 人 数 を 考 慮 す る ．

Appropriability2 は、同じくイノベーションの成果を
独占することの難しさを示す指標として、参加企業

の平均落札率の高低を考慮する． 
CostAdvantage は、コスト優位性を示す指標であ
り、参加した全入札の企業単位で見た平均落札率で

示される．Aggressiveness はサンプル期間における

　ここで，添字の i は各プロジェクトを表す。変数
Innovative は，企業が革新的かどうかを示すダミー
変数で，革新的であれば 1 をとり，そうでなければ
0 をとる。パーシェ方式で計算した年間入札総額が

3 年連続で前年の 120％を超えていれば，革新的と
判断される。
　Demand は需要の大きさを表し，企業が参加した
入札の平均予定価格である。TechOpportunity は技
術的な機会を表し，2 つの要素を考慮している。
TechOpportunity1 は，参加した地方整備局の数で
あり，ネットワーク・リンクの拡大に寄与するもの
と考える。TechOpportunity2 は，工種の参加数で
ある。他の工種への幅広い考え方の摂取の観点から
見たイノベーションに貢献を考える。技術占有性は，
イノベーションの占有可能性を表す。ここでは，2
つの要素を考慮した。Appropriatability1 は，イノ
ベーションの成果の独占の難しさを示す指標として，
参 加 企 業 の 平 均 的 な 参 加 人 数 を 考 慮 す る。
Appropriability2 は，同じくイノベーションの成果
を独占することの難しさを示す指標として，参加企
業の平均落札率の高低を考慮する。
　CostAdvantage は，コスト優位性を示す指標で
あり，参加した全入札の企業単位で見た平均落札率
で示される。Aggressiveness はサンプル期間にお
ける入札への全参加回数を表し，企業がどれだけ自
主性に基づいて入札に参加しているかを示す指標で
ある。確実性については，2 つの要素を考慮する。
Certainty1 は，落札数を参加回数で割ったもので，
勝てる入札にしか参加しないかどうかを示す指標で
ある。Certainty2 は，自社が参加した入札が，異な
る建設見積もりの算定方法ができる仕様であるかど
うかを示す指標であり，異なる見方がないほど確実
性が高いことを示す。入札に参加した者の入札額を
最低入札額で割ってその幅を示すことで，見解の相
違を示す指標として，確実性の指標としている。
　その他の要因変数としては，参加者の資本金，経
済審査指数の総合評価値，一級・二級技術者の総数，
研究開発費の額などを含めている。

⑹　推計結果
　推定の主目的は，企業が革新的であるかどうかへ
の寄与度であるので，革新的になる確率とそうでな
い確率の比（オッズ比）を用いて，ロジットモデル
で，最小二乗法により推定を行った。表 2はその
推定結果である。なお，参考までに最小二乗法

（OLS）の結果も示している。
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　仮説の適合度に関する結果は以下のとおりである。
需要要素とは正の関係である。これは，需要が大き
くなればなるほど，イノベーションの活性化が期待
される。これが，今回の調査の主目的である。さら
に，経済・経営の観点から抽出した要素に関しては，
以下のように予測できる。TechOpportunity は正の
関係を持つ。これは，いずれの場合も，ネットワー
クとその範囲の拡大が，イノベーションにつながる
と期待されるからである。Appropriatability1 は，
イノベーションと参加者の増加とは負の関係である。
参加者の増加は，落札の難しさにつながるからであ
る。Appropriatability2 は，イノベーションと平均
落札価格の低下と負の関係があると考えられる。こ
れは，競争激化による平均落札価格の低下が，落札
の難しさにつながるためである。イノベーションと
平均落札率には負の関係と考えられる。ただし，こ
れらはいずれも競争激化の影響であるため，直接的
な関係は成立しにくいとも考えられる。
　経営的要因については，コスト優位性は負の関係
が考えられる。事業者の落札価格が低いほど落札の

可能性が高く，事業者が生み出すイノベーションが
大きいと考えられるためである。積極性は正の関係
が考えられる。積極的な事業者ほどイノベーション
を起こす可能性が高いためである。Certainty1 につ
いても正の関係と考えられる。入札件数のうち落札
の頻度が高いほど，落札者の確実性が高くなり，事
業の繁栄につながるためである。Certainty2 につい
ては負の関係と考えられる。建設プロジェクトの仕
様に関する意見の相違が少ないということは，落札
者の建設プロジェクトに対する考え方が多様であり，
そのプロジェクトの確実性が低いことを意味する。
したがって，不確実性が高いことは，施工が不確実
なプロジェクトの遂行を困難にするため，イノベー
ションが低いことと関連すると考えられる。表3は，
これらの各変数の係数の定義と説明，想定される符
号とをまとめたものである。
　これによると，本研究の主目的である需要規模を
示す予定価格（各工事の予定価格）と，革新的企業
の出現のオッズ比の関係は，正で有意となっている。
この結果は，OLS，ロジットともに同様であり，共

Dependent Variable: InnovativeFirmDummy
Method: OLS OLS OLS Binary Logit Binary Logit Binary Logit

Coefficient Coefficient Coefficient Coefficient Coefficient Coefficient
(Std. Error) (Std. Error) (Std. Error) (Std. Error) (Std. Error) (Std. Error)

Demand 7.05E-12 *** 2.92E-11 *** 1.70E-11 *** 6.36E-11 *** 2.44E-10 *** 1.40E-10 ***

(1.89.E-12) (3.38.E-12) (3.42.E-12) (1.84.E-11) (3.19.E-11) (3.47.E-11)
TechOpportunity1 -0.001 ** 0.003 *** 0.008 *** -0.008 0.054 *** 0.104 ***

(0.0005) (0.0008) (0.0008) (0.0073) (0.0094) (0.0107)
TechOpportunity2 0.005 *** 0.002 * -0.002 *** 0.075 *** 0.040 *** -0.008

(0.0008) (0.0011) (0.0012) (0.0104) (0.0144) (0.0156)
Appropriatability1 0.000 0.000 -0.001 *** 0.003 0.002 -0.013 ***

(0.0002) (0.0003) (0.0003) (0.0029) (0.0042) (0.0044)
Appropriatability2 -0.015 0.031 0.008 -0.180 0.407 0.086

(0.0132) (0.0204) (0.0207) (0.1848) (0.2583) (0.2698)
CostAdvantage -0.210 *** -0.494 *** -0.476 *** -3.088 *** -6.614 *** -6.686 ***

(0.0238) (0.0465) (0.0486) (0.3290) (0.6048) (0.6523)
Agressiveness 0.000 *** 0.000 *** 0.000 *** -0.006 *** -0.007 *** -0.006 ***

(0.0000) (0.0000) (0.0000) (0.0004) (0.0005) (0.0006)
Cetainty1 -0.048 *** -0.044 *** -0.006 -0.735 *** -0.690 *** -0.163

(0.0043) (0.0084) (0.0087) (0.0616) (0.1123) (0.1184)
Certainty2 -0.024 *** -0.005 0.028 -0.446 *** -0.117 0.296 ***

(0.0047) (0.0079) (0.0082) (0.0768) (0.1042) (0.0948)
Constant 0.314 *** 0.643 *** 0.662 *** 0.960 *** 4.868 *** 5.369 ***

(0.0226) (0.0472) (0.0495) (0.3043) (0.5974) (0.6451)
OtherFactors No Yes Yes No Yes Yes
OtherDummies No No Yes No No Yes
Observasions 98960 44014 44014 98960 44014 44014
R-squared 0.005 0.014 0.031 0.010 \ 0.023 \ 0.056 \
Adjusted R-squared 0.005 0.014 0.030

\: McFadden R-squared

表 2　推計結果
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変量の有無に関わらず強く有意である。
　その他の経済学関連指標としては，各地域の建設
プロジェクトを落札するネットワークを構築し，技
術的な機会を確保していることを示す指標，幅広い
工種の工事を受注していることを示す指標は，正で
あり，強く有意である。占有可能性については，期
待通りの結果にはなっていない。これは，ここで用
いた指標が主として競争の状況を示すものであり，
占有の可能性の難易度を間接的に推計しているため
と思われる。この結果を解釈すると，大規模な需要
が競争を呼び込むため，競争が激しい（競合が多い）
ときに革新的な企業が生まれ得ると考えられる。
　一方，積極性については逆の結果となっており，
積極的に入札に応じるよりも落札して着実に事業を
行うことが，革新的な企業にとって重要な要素であ
ることを示しているのかもしれない。確実性につい
ては，一方では，落札の可能性が低いほど，革新的
な企業を引き寄せる可能性が高い。これは，激しい
競争につながるという点で，需要の大きさが確実性
を低下させるという理由もあるかもしれない。一方，
入札の仕様が限定され明確化されているかどうかは
革新性につながるものとなっている。
　以上をまとめると，特に重要である需要規模と革

新的企業の出現の関係は，すべての推計で強く有意
であった。その他の要因については，ここに挙げた
ものは予想通り，あるいは不明確なものが多い。し
たがって，予測 1 が成立し，革新的企業に関連する
要因と革新的企業の発生との間に正の相関があるこ
とが検証されたと考えている。予測 2 も一定程度支
持されると考えられる。さらに，経済的要因，経営
的要因も一定の関連性を持っていると考えられる。

⑺　パネル固定効果分析
　入手可能なデータを部分集合に分割し，その部分
集合内における革新的企業の創出と需要規模との関
係をパネル固定効果分析を用いて検証する。ここで
の部分集合は相互に排他的であるが，ある程度の関
連性はあると考えることができる。
　データは，年度（日本の会計年度は 4 月から翌年
3 月まで）と地方整備局（日本を 9 つの地域に分割
した地域別の地域別の発注主体，ここでは北海道開
発局を除く）に分けている。15 の年度（2006 年度
～ 2020 年度）× 8 地方整備局，合計 120 の市場環
境に分けて分析した。
　年度と地域は固定効果モデルとし，式⑵の定式化
により，需要の大きさが革新的企業の発生を決定す

変数名 内容説明 想定される
正負の符号

実際の見積
もり結果

Innovative
Innovativeは、企業が革新的であるかどうかを示すダミー変数
である。

Demand
Demandは、需要の大きさを表す変数で、同社が参加した入札
の予想価格の平均的な大きさである。

正 正

TechOpportunity1
TechOpportunity1とは、他企業とのネットワーク接続拡大に
貢献する地方開発局の参加数である。

正 正

TechOpportunity2
TechOpportunity2 は、他の工種から見てイノベーションに貢
献する参加工種の数である。

正 正

Appropriatability1
Appropriatability 1では、イノベーションの成果を独占するこ
との難しさを示す指標として、参加工事の平均参加者数を考慮
している。

負 正

Appropriatability 2
Appropriatability 2は、イノベーションの成果を独占すること
の難しさを示す指標として、参加工事の平均落札率の大きさを
考慮したものである。

正 不透明

CostAdvantage
CostAdvantageはコスト優位性を表す変数で、企業が参加した
全入札の平均落札率で表される。

負 負

Aggressive
Aggressiveとは、入札回数であり、企業がどれだけ自主的に入
札に参加したかを表す。

正 負

Certainty1
Certainty1は、参加する入札が様々な見方ができる仕様である
かどうかを示す。

正 負

Certainty2
Certainty 2とは、落札できる入札にのみ参加しているかどうか
を示す指標で、落札数を参加した入札数で割って算出する。

正 正

その他の要因
資本金、一級技術士＋二級技術士数、経営審査点数、研究開発
費

表 3　符号の結果
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ることを検証する。

9 

格の低下と負の関係があると考えられる．これは、

競争激化による平均落札価格の低下が、落札の難し

さにつながるためである．イノベーションと平均落

札率には負の関係と考えられる．ただし、これらは

いずれも競争激化の影響であるため、直接的な関係

は成立しにくいとも考えられる． 
経営的要因については、コスト優位性は負の関係

が考えられる．事業者の落札価格が低いほど落札の

可能性が高く、事業者が生み出すイノベーションが

大きいと考えられるためである．積極性は正の関係

が考えられる．積極的な事業者ほどイノベーション

を起こす可能性が高いためである．Certainty1 につ
いても正の関係と考えられる．入札件数のうち落札

の頻度が高いほど、落札者の確実性が高くなり、事

業の繁栄につながるためである．Certainty2 につい
ては負の関係と考えられる．建設プロジェクトの仕

様に関する意見の相違が少ないということは、落札

者の建設プロジェクトに対する考え方が多様であり、

そのプロジェクトの確実性が低いことを意味する．

したがって、不確実性が高いことは、施工が不確実

なプロジェクトの遂行を困難にするため、イノベー

ションが低いことと関連すると考えられる．表 3 は、
これらの各変数の係数の定義と説明、想定される符

号とをまとめたものである． 
 
（表 3：符号の結果） 
変数名 内容説明 想定される

正負の符号
実際の見積
もり結果

Innovative
Innovativeは、企業が革新的であるかどうかを示すダミー変数
である。

Demand
Demandは、需要の大きさを表す変数で、同社が参加した入札
の予想価格の平均的な大きさである。 正 正

TechOpportunity1
TechOpportunity1とは、他企業とのネットワーク接続拡大に
貢献する地方開発局の参加数である。

正 正

TechOpportunity2
TechOpportunity2 は、他の工種から見てイノベーションに貢
献する参加工種の数である。

正 正

Appropriatability1
Appropriatability 1では、イノベーションの成果を独占するこ
との難しさを示す指標として、参加工事の平均参加者数を考慮
している。

負 正

Appropriatability 2
Appropriatability 2は、イノベーションの成果を独占すること
の難しさを示す指標として、参加工事の平均落札率の大きさを
考慮したものである。

正 不透明

CostAdvantage
CostAdvantageはコスト優位性を表す変数で、企業が参加した
全入札の平均落札率で表される。 負 負

Aggressive
Aggressiveとは、入札回数であり、企業がどれだけ自主的に入
札に参加したかを表す。 正 負

Certainty1
Certainty1は、参加する入札が様々な見方ができる仕様である
かどうかを示す。 正 負

Certainty2
Certainty 2とは、落札できる入札にのみ参加しているかどうか
を示す指標で、落札数を参加した入札数で割って算出する。 正 正

その他の要因
資本金、一級技術士＋二級技術士数、経営審査点数、研究開発
費  

 
これによると、本研究の主目的である需要規模を

示す予定価格（各工事の予定価格）と、革新的企業

の出現のオッズ比の関係は、正で有意となっている．

この結果は、OLS、ロジットともに同様であり、共
変量の有無に関わらず強く有意である． 
その他の経済学関連指標としては、各地域の建設

プロジェクトを落札するネットワークを構築し、技

術的な機会を確保していることを示す指標、幅広い

工種の工事を受注していることを示す指標は、正で

あり、強く有意である．占有可能性については、期

待通りの結果にはなっていない．これは、ここで用

いた指標が主として競争の状況を示すものであり、

占有の可能性の難易度を間接的に推計しているため

と思われる．この結果を解釈すると、大規模な需要

が競争を呼び込むため、競争が激しい（競合が多い）

ときに革新的な企業が生まれ得ると考えられる． 
一方、積極性については逆の結果となっており、

積極的に入札に応じるよりも落札して着実に事業を

行うことが、革新的な企業にとって重要な要素であ

ることを示しているのかもしれない．確実性につい

ては、一方では、落札の可能性が低いほど、革新的

な企業を引き寄せる可能性が高い．これは、激しい

競争につながるという点で、需要の大きさが確実性

を低下させるという理由もあるかもしれない．一方、

入札の仕様が限定され明確化されているかどうかは

革新性につながるものとなっている． 
以上をまとめると、特に重要である需要規模と革

新的企業の出現の関係は、すべての推計で強く有意

であった．その他の要因については、ここに挙げた

ものは予想通り、あるいは不明確なものが多い．し

たがって、予測 1 が成立し、革新的企業に関連する
要因と革新的企業の発生との間に正の相関があるこ

とが検証されたと考えている．予測 2 も一定程度支
持されると考えられる．さらに、経済的要因、経営

的要因も一定の関連性を持っていると考えられる． 
 

(7)パネル固定効果分析 
入手可能なデータを部分集合に分割し、その部分

集合内における革新的企業の創出と需要規模との関

係をパネル固定効果分析を用いて検証する．ここで

の部分集合は相互に排他的であるが、ある程度の関

連性はあると考えることができる． 
データは、年度（日本の会計年度は 4 月から翌年

3 月まで）と地方整備局（日本を 9 つの地域に分割
した地域別の地域別の発注主体、ここでは北海道開

発局を除く）に分けている．15の年度（2006年度～
2020年度）×8地方整備局、合計 120の市場環境に
分けて分析した． 
年度と地域は固定効果モデルとし、（2）式の定
式化により、需要の大きさが革新的企業の発生を決

定することを検証する． 
 

log(𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑦𝑦𝑖𝑖,𝑗𝑗)

= 𝛽𝛽1 log(𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝐷𝐷1𝑖𝑖,𝑗𝑗) + 𝛽𝛽2 log(𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝐷𝐷2𝑖𝑖,𝑗𝑗)

+ ∑ ∑ 𝛽𝛽𝑖𝑖,𝑗𝑗𝑿𝑿𝑖𝑖,𝑗𝑗
𝑗𝑗∈𝑓𝑓𝑖𝑖𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑖𝑖𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑖𝑖∈𝑓𝑓𝑓𝑓𝑟𝑟𝑖𝑖𝑟𝑟𝑓𝑓

+ 𝛼𝛼 + 𝜀𝜀𝑖𝑖,𝑗𝑗, 

(2) 

 
ここで、添え字 iは地方整備局、添え字 j は会計年
度を表す．SumInnovativeFirmDummy は、革新的企
業、地方整備局、会計年度をそれぞれ示すダミーの

数である．Demand1 はその年度のその地方整備局の
予定価格の合計値、Demand2 はその年度のその地方

　ここで，添え字 i は地方整備局，添え字 j は会計
年度を表す。SumInnovativeFirmDummy は，革新
的企業，地方整備局，会計年度をそれぞれ示すダ
ミーの数である。Demand1 はその年度のその地方
整備局の予定価格の合計値，Demand2 はその年度
のその地方整備局の予定価格の平均値を表す。また，
事業者がある年に入札する地方整備局の平均件数

（ Tech1 ），事業者がある年に入札する工種の平均
件数（Tech2），ある地方整備局のある年の平均入
札参加者数（Appr1），ある地方整備局のある年の
平均落札率（ Appr2 ）である。入札に登場した平
均落札率の平均（Cost），入札に登場した事業者の
平均回数（ Aggr ），入札に登場した事業者の平均
回数を入札回数で割った値（Cert1），入札の最大
値と最小値の平均差の割合（Cert2）である。
　この結果を表 4に示す。
　表 4の結果によれば，Demand1 は正，Demand2
は負であり，強く有意である。Demand1 は，地方
整備局のある年の公共調達の総額である予定価格の
合計値であり，需要規模が大きいほど，革新的な企
業が生まれることを示している。Demand2 は予定
価格の平均値であり，個別調達の規模が大きいほど，
革新的な企業が少ないことを示している。すなわち，
総予算が増加し，調達件数が増加するほど，革新的
な企業が生み出される。したがって，革新的な企業
を生み出すためには，総需要を増やすと同時に調達
回数を増やすことが必要である。
　このことは，他のイノベーション刺激要因を共変
数として含めた場合でも，需要規模に関する変数の
有意性という点で頑健である。したがって，予測 1
を支持するとともに，予測 2 も裏付けることができ
たと考えることができる。 

5．結論

　本研究は，建設業における革新的企業の経済・経
営に関する基礎的な文献検索から抽出した要因を，
日本の公共調達のデータに基づいて検討したもので
ある。また，一定期間の特定の要因に関連する観察
研究である。経済学におけるイノベーションの分析
では，需要の大きさ，技術機会，占有の可能性など
企業内に構築される基盤の 3 つがイノベーションの
主要な決定要因として考慮されていた。イノベー
ションを起こす企業は個別入札で落札しやすく，需
要の大きさがそれに関係するという，シンプルな考
え方を用いた。日本の公共調達データを用いて，イ
ノベーションが需要と強く有意に関連していた。こ
のことは，固定効果モデルでも検証できた。このほ
か経営学の観点での要素との関連も検討した。

表 4　固定効果分析

Dependent Variable: SumInnovativeFirmDummy
Method: Panel Least Squares

Coefficient Coefficient
(Std. Error) (Std. Error)

Demand1 1.176 *** 1.261 ***

(0.1757) (0.1920)
Demand2 -1.135 *** -1.240 ***

(0.1948) (0.2207)
Tech1 0.168

(0.1373)
Tech2 0.402 **

(0.1610)
Appr1 0.051

(0.0367)
Appr2 2.758 **

(2.6765)
Cost -2.925

(7.2485)
Aggr -0.007

(0.0066)
Cert1 -0.892 *

(1.0427)
Cert2 -0.374

(0.9957)
Constant -4.489 ** -5.598

(2.1337) (7.6866)
Cross-section fixed
(dummy variables)

Yes Yes

Period fixed (dummy
variables)

Yes Yes

Observations 120 120
R-squared 0.927 0.938
Adjusted R-squared 0.910 0.916
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　本研究の意義と位置付けとして，以下の点を挙げ
ることができる。第一に，頑健なエビデンスを提供
することで，長期的な観察研究において，個々の企
業の行動から一定の要因を確実に特定することがで
きたことである。これまで，幅広くイノベーション
の要素に着目した建設マネジメントの研究はほとん
ど行われていない。この点で，大きな意義を得るこ
とができたと考えている。第二に，着実な手法を用
いた実証研究でデータを活用し，整理した。これに
より，イノベーションにおける調達側の重要性を再
認識することができた。
　本研究の実践的な示唆は，調達の規模と回数拡大
の両方がイノベーションの条件であることが明らか
になったことである。これは調達側のイノベーショ
ンへの積極的関与の重要性を示す証拠となる。政策
的含意としては，イノベーションの活性化は，需要
拡大志向型戦略が必要である。研究，実践，政策の
連関と相互作用について，さらに研究する必要とな
るおとが挙げられる。
　本研究の限界と今後の課題としては，今回の研究
では各企業の個別行動が考慮できてはいない。ラン
ダム化比較研究が必要とも考えられる。他方，自然
実験を用いた研究は徐々に増えているが（荒井 
2021），今後はランダム化比較試験の蓄積やメタア
ナリシスの実施が必要とも考えられる。

補追：�COVID－19 の状況下での公共調達：建
築工事入札データの分析

1．イントロダクション

　本件助成事業実施期間においても新型コロナ感染
症拡大の影響がまだ大きく残る状況であり，イノベー
ション研究とともに，この状況に関し改めて分析検
討が必要と考えられたため，この検討を実施した。
　新型コロナ感染症拡大による緊急事態宣言下にお
ける大規模建築工事の公共調達の状況とその中での
事業者の入札行動に関して，それ以前の調達動向，
電気工事や舗装工事の状況と比較検討しつつ分析す
る。結論的には，年度別月別に見た調達側，参加者
側の動向はともに大勢においては従来どおりのもの

と大きく変わりはなかった。発注側の状況に応じた
柔軟な対応方針が明らかにされたこともあり，建築
工事の公共調達の推移，事業者側の参加決定の動向・
参加後の入札価格への影響は総じて落ち着いたもの
であったと考えられる。
　新型コロナ感染症の建築設計業への影響に関して
は，2021 年 12 月 31 日時点において，建築設計業
の売上金額については 20％以上減少した事業者は
38％となっている 1）。こうした様々な取組がなされ
てきている中，新型コロナ感染症拡大による緊急事
態宣言発出の公共調達や建築業者の対応に関する研
究は多くない。この研究は，日本における大規模建
築工事の典型である地方整備局による公共調達が，
緊急事態宣言等によってどのように変化したか，そ
れによって，事業者が入札参加行動をどう変化させ
たか，入札への参加といった意思決定をした後の価
格設定行動などを変化させたかなどについて，公共
調達の入札データに基づいて検証するものである。
　建設業は，社会資本整備の担い手であると同時に，
災害時には最前線で地域社会の安全・安心の確保を
担う「地域の守り手」として，その社会的使命を果
たしていく必要がある。公共工事は社会の安定の維
持の観点から，緊急事態措置の期間中にも，継続を
求められる事業として位置付けられている 2）。こう
した認識の下，コロナ禍は現時点で完全に終息した
事案ではない中で，実際に調達機関がどのように大
規模建築工事の公共調達を実施したか，そしてそれ
に参加する事業者側の対応はどのようなものであっ
たのかをデータに基づいて検証することは，2020
年度のデータが集まっている現時点で必要不可欠な
ものと考えられる。このため，本稿は，現在進行中
の対策に関するものであり，事業者の行動変容の一
時点の描写に過ぎないが，地方整備局の入札の面か
らのデータ分析を行っているものである。
　こうした実態把握型の研究に関しては，サプライ
チェーンへの影響に関して，ロックダウンの経済効
果を分析するもの 3），産業連関で波及効果を検証す
るもの 4），グローバルな観点から多国籍企業の売上
と雇用へのマイナスの影響 5）が散見されるが，建
築工事業・建設業ないし公共調達での先行研究は多
くは見受けられないところである。
　以下，第 2 節で，緊急事態宣言の時系列での動き
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を明らかにし，第 3 節で，方法論を述べる。第 4 節
では，本研究に用いたデータと年度別の大まかな傾
向を説明する。第 5 節において，整備局別，期間別
の状況を検討し，第 6 節でこの状況分析に基づき議
論を行っている。第 7 節は結論である。

2．新型コロナ感染症拡大による緊急事態宣言

　2020 年 4 月 7 日，日本政府は，新型コロナウイ
ルス感染症について国民の生命及び健康に著しく重
大な被害を与えるおそれがあり，かつ，全国的かつ
急速なまん延により国民生活及び国民経済に甚大な
影響を及ぼすおそれがある事態が発生したと認めら
れることから，緊急事態が発生した旨を宣言した。
　その後，次の表補 1のとおり，緊急事態宣言の
発出・解除がなされてきている 6）。

3．建築工事の月別年度別傾向

　全国 8 地方整備局及び北海道開発局の 2015 年度
から 2020 年度までの工事関連の調達延べ 302,503
件の入札データの中から建築工事に関する 11,870
件の入札データに基づいて分析を進める。ここで用
いているデータは，各地方整備局の公開している入
札結果データを集めたものである。ここで，予定価
格が 250 万円を超えない工事，工事以外の契約でそ
の予定価格が 100 万円を超えないもの，または，国
の行為を秘密にする必要があるものは，公表対象外
となっている。

⑴　調達側の動向
　第 1 に，2020 年度について，他の年度との違い
を見る。2020 年 4 月 7 日から緊急事態宣言が発出
され，5 月 25 日に解除されたものの，2021 年 1 月
7 日から 3 月 21 日まで再び緊急事態宣言が発出さ
れている。このため，2015 年度から 2019 年度とは
年度で違いが出ている可能性があると考えられるた
め，年度ごとの状況を概観する。
　地方整備局ごとに年度の調達実施件数を比較した
ものが次の表補 2である。
　表補 2によると，2020 年度の入札実施件数で特
に目立つ大きな変動はない。
　次に，月ごとの入札の状況を取りまとめたものの
推移を 2017 年度以降から概観したところ，緊急事
態宣言が発出されていた 2020 年 4 月・5 月及び
2021 年 1 月～ 3 月である。その時期の入札件数・
予定価格合計ともに，目立った変動があるとまでは
言えないと考えられる。

表補 2．調達件数

表補 1．�2020 年度における新型コロナウイルス感染症緊急
事態宣言
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⑵　事業者の参加動向
　こうした調達側の動向を踏まえて，入札に直面す
る事業者側はどのように対応したのかを見る。同様
に，2017 年度からの月別に概観すると，参加者数
平均の変動は大きく，辞退抜きの参加者数の平均の
変動は小さいことが見て取れる。そうした中で，緊
急事態宣言の時期において，参加者数平均が 2020
年 4 月には変動が見られているが，それ以外の時期
には目立った変動があるとまでは言えないと考えら
れる。

⑶　入札動向
　次に，行われた入札における参加した事業者の価
格設定行動を見る。入札に参加した事業者のその入
札における平均入札率をその月ごとに平均した参加
者平均入札率の推移と入札ごとの落札率をその月ご
とに平均した落札率平均の推移を，2017 年度から
の月別に概観すると，これもある程度変動はあり，
参加者平均入札率は 2020 年 4 月で高くなっていて，
落札率は 2020 年 5 月で高くなってはいる。しかし
ながら，その動きとしては，際だって目立った動き
があるとまでは言い切れないとも考えられる。

⑷　小括
　国土交通省地方整備局発注の建築工事における新
型コロナ感染症拡大と緊急事態宣言発出の時期での，
調達側の動向，事業者側の入札参加での対応，事業
者側の入札での価格設定行動などの状況からは，そ
の時期に限った特徴は一見した限りでは容易には見
て取ることはできない。このため，この時期の特徴
を建築工事に関連するデータに基づいて分析的に検
証するとともに，同種のデータとの比較検討を行う
ことが考えられる。

4．整備局・期間ごとの状況

⑴　調達の動向・事業者の対応
　緊急事態宣言が出された期間とそれ以外の期間と
を区別するダミー変数を用い，また，年度別月別に
もコントロールする次の固定効果パネル推計式を考
える 7）。

式補 1

12 

表補２．調達件数 

 
表 2 によると、2020 年度の入札実施件数で特

に目立つ大きな変動はない． 
次に、月ごとの入札の状況を取りまとめたもの

の推移を 2017 年度以降から概観したところ、緊
急事態宣言が発出されていた 2020 年 4 月・5 月
及び 2021 年 1 月～3 月である．その時期の入札
件数・予定価格合計ともに、目立った変動がある

とまでは言えないと考えられる． 
 

（２）事業者の参加動向 
こうした調達側の動向を踏まえて、入札に直面

する事業者側はどのように対応したのかを見る．

同様に、2017 年度からの月別に概観すると、参
加者数平均の変動は大きく、辞退抜きの参加者数

の平均の変動は小さいことが見て取れる．そうし

た中で、緊急事態宣言の時期において、参加者数

平均が 2020 年 4 月には変動が見られているが、
それ以外の時期には目立った変動があるとまでは

言えないと考えられる． 
 

（３）入札動向 
次に、行われた入札における参加した事業者の

価格設定行動を見る．入札に参加した事業者のそ

の入札における平均入札率をその月ごとに平均し

た参加者平均入札率の推移と入札ごとの落札率を

その月ごとに平均した落札率平均の推移を、

2017 年度からの月別に概観すると、これもある
程度変動はあり、参加者平均入札率は 2020 年 4
月で高くなっていて、落札率は 2020 年 5 月で高
くなってはいる．しかしながら、その動きとして

は、際だって目立った動きがあるとまでは言い切

れないとも考えられる． 
 
（４）小括 
国土交通省地方整備局発注の建築工事における

新型コロナ感染症拡大と緊急事態宣言発出の時期

での、調達側の動向、事業者側の入札参加での対

応、事業者側の入札での価格設定行動などの状況

からは、その時期に限った特徴は一見した限りで

は容易には見て取ることはできない．このため、

この時期の特徴を建築工事に関連するデータに基

づいて分析的に検証するとともに、同種のデータ

との比較検討を行うことが考えられる． 

４． 整備局・期間ごとの状況 

（１）調達の動向・事業者の対応 
 緊急事態宣言が出された期間とそれ以外の期間

とを区別するダミー変数を用い、また、年度別月

別にもコントロールする次の固定効果パネル推計

式を考える 10)． 
𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝑖𝑖

= 𝛼𝛼1 + 𝛽𝛽1,1𝑁𝑁𝑁𝑁𝑖𝑖 + 𝛽𝛽1,2𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑖𝑖
+ 𝛽𝛽1,3𝑁𝑁𝑁𝑁𝐸𝐸𝑖𝑖 + 𝛽𝛽1,4𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑖𝑖
+ 𝛽𝛽1,5𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝐸𝐸𝑖𝑖 + 𝛽𝛽1,6𝑅𝑅𝐴𝐴𝐸𝐸𝑖𝑖
+∑𝛽𝛽1,𝑚𝑚𝑆𝑆𝐸𝐸𝐸𝐸𝑀𝑀ℎ𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝑖𝑖
+∑𝛽𝛽1,𝑦𝑦𝐹𝐹𝐹𝐹𝐸𝐸𝐸𝐸𝐹𝐹𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝑖𝑖
+∑𝛽𝛽1,𝑡𝑡𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝑃𝑃𝐸𝐸𝐸𝐸𝑀𝑀𝑅𝑅𝐸𝐸𝑃𝑃𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝑖𝑖
+ 𝜀𝜀1𝑖𝑖 

補 1 

 
式補 1において、添字 iは各年度各月各工事種類
のデータであることを表し、ｍは月、ｙは年度、

ｔは工事種類を表すものとする．変数の

EmergencyPeriodDummy は緊急事態宣言の発出を
示すダミー変数とし、緊急事態宣言が出されてい

れば 1、そうでなければ 0 をとるものとする．変
数 NO はその月その年度その工事種類での入札実
施件数、変数 SUM はその月その年度その工事種
類での予定価格の合計金額、変数 NOP はその月
その年度その工事種類での入札参加者数の平均、

変数NOJはその月その年度その工事種類での入札
における辞退者抜きの参加者数の平均、変数

RATE はその月その年度その工事種類での落札率
の単純平均、変数AVEはその月その年度その工事
種類での入札における参加者の入札率の平均とな

る．また、数MonthDummyは月、FYyearDummyは
年度、ProjectTypeDummyは工事種類を、それぞれ
示すダミー変数とし、それぞれの分類であれば 1
で、そうでなければ 0となるものとする．ベース
としては月は 3月、年度は 2020年をとっている．
求める係数としては、α1(以下では、定数項とし
て Cで表される)、β1,1～β1,6と各ダミー変数のβ

となるが、ここでは固定効果の係数は表示を省略

する．ε1は誤差項である． 
 推計の結果は次の表補３のとおりである． 
 

　式補 1 において，添字 i は各年度各月各工事種類
のデータであることを表し，m は月，y は年度，t
は工事種類を表すものとする。変数の Emergency 
PeriodDummy は緊急事態宣言の発出を示すダミー
変数とし，緊急事態宣言が出されていれば 1，そう
でなければ 0 をとるものとする。変数 NO はその月
その年度その工事種類での入札実施件数，変数
SUM はその月その年度その工事種類での予定価格
の合計金額，変数 NOP はその月その年度その工事
種類での入札参加者数の平均，変数 NOJ はその月
その年度その工事種類での入札における辞退者抜き
の参加者数の平均，変数 RATE はその月その年度
その工事種類での落札率の単純平均，変数 AVE は
その月その年度その工事種類での入札における参加
者の入札率の平均となる。また，数 MonthDummy

Dependent Variable: Emergency
Method: Pooled Least Squares

Coefficient Coefficient
(Std. Error) (Std. Error)

C -1.508 *** -0.772 ***

(1.8619) (1.3892)
NO 0.000 0.000

(0.0020) (0.0018)
SUM 3.54.E-13 -9.65.E-13

(1.25.E-11) (1.01.E-11)
NOP 0.008 0.011

(0.0121) (0.0102)
NOJ -0.006 -0.025

(0.0300) (0.0266)
RATE 1.069 0.255

(1.7604) (1.3847)
AVE 0.595 1.184

(1.6304) (1.2458)
FixedEffects(Type) yes yes
month no yes
year no yes
Observations 144 144
R-squared 0.010 0.524
Adjusted R-squared -0.049 0.437

表補 3．参加の動向
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は月，FYyearDummy は年度，ProjectTypeDummy
は工事種類を，それぞれ示すダミー変数とし，それ
ぞれの分類であれば 1 で，そうでなければ 0 となる
ものとする。ベースとしては月は 3 月，年度は
2020 年をとっている。求める係数としては，α1（以
下では，定数項として C で表される），β1,1 ～β1,6

と各ダミー変数のβとなるが，ここでは固定効果の
係数は表示を省略する。ε1 は誤差項である。
　推計の結果は次の表補 3のとおりである。
　表補 3によると，公共調達の月別実施件数と月
別予定価格総額は，緊急事態宣言が発出されていて
影響がないとする帰無仮説は棄却できていない。参
加者数平均，辞退抜き参加者数平均に関しても，影
響がないとする帰無仮説は棄却できていない。同様
に，落札率の平均，入札率の平均に関しても影響が
ないとする帰無仮説は棄却できない。すなわち，地
方整備局発注の大規模建築工事は，2020 年 4 月・5
月の緊急事態宣言，2021 年 1 月の緊急事態宣言が
発出されたことは，大きな影響があったとは考えに
くいものである。

⑵　�特に建築工事での新型コロナ感染症拡大によ
る緊急事態宣言の影響

　こうした全般的な状況の中で，新型コロナ感染症
拡大による緊急事態宣言が発出された時期に特に建
築工事において生じた変動を抽出する。参加者入札
率及び 1 社入札が生じる可能性の 2 つの要素におい
てその時期の建築工事に変化が生じている。
　式補 1 と同種の次の固定効果パネル推計式補 2 を
考える。

式補 2

13 

表補３．参加の動向 

 
 
表 3によると、公共調達の月別実施件数と月別予
定価格総額は、緊急事態宣言が発出されていて影

響がないとする帰無仮説は棄却できていない．参

加者数平均、辞退抜き参加者数平均に関しても、

影響がないとする帰無仮説は棄却できていない．

同様に、落札率の平均、入札率の平均に関しても

影響がないとする帰無仮説は棄却できない．すな

わち、地方整備局発注の大規模建築工事は、2020
年 4月 5月の緊急事態宣言、2021年 1月の緊急事
態宣言が発出されたことは、大きな影響があった

とは考えにくいものである． 
 
（２）特に建築工事での新型コロナ感染症拡大に

よる緊急事態宣言の影響 
 こうした全般的な状況の中で、新型コロナ感染

症拡大による緊急事態宣言が発出された時期に特

に建築工事において生じた変動を抽出する．参加

者入札率及び 1社入札が生じる可能性の 2つの要
素においてその時期の建築工事に変化が生じてい

る． 
 式補 1 と同種の次の固定効果パネル推計式補 2
を考える． 

(𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉𝐷𝐷𝑖𝑖)
= 𝛼𝛼2 + 𝛽𝛽2,1𝑁𝑁𝑁𝑁𝑖𝑖 + 𝛽𝛽2,2𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑖𝑖 + 𝛽𝛽2,3𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑖𝑖
+∑𝛽𝛽2,𝑡𝑡𝑁𝑁𝑉𝑉𝑃𝑃𝑃𝑃𝐷𝐷𝑃𝑃𝐷𝐷𝑃𝑃𝑃𝑃𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑖𝑖 + 𝜀𝜀2𝑖𝑖 

補

2 

 
式補 2において、前の式補 1と同様に添字 iは各
年度各月各工事種類のデータであることを表し、

ｔ は 工 事 種 類 を 表 す も の と す る ． 変 数

DependentVariableは検討対象とする変数 AVE（参
加者平均入札率のその年度その月その工事種類の

平均)又は変数 NO1（1社入札となって入札件数の
その年度その月その工事種類の合計）のいずれか

が入るものとする．また、前の式(1)と同様に変
数 EmergencyPeriod は緊急事態宣言の発出を示す
ダミー変数とし、変数 NO はその月その年度その
工事種類での入札実施件数、変数 SUM はその月
その年度その工事種類での予定価格の合計金額、

変数 NOP はその月その年度その工事種類での入

札参加者数の平均、変数 RATE はその月その年度
その工事種類での落札率の単純平均とする．これ

らの要素や式(1)で用いたその他の変数は有意と
はならなかったものは、本推定式では省略してい

る．変数 ProjectTypeDummy は工事種類を、示す
ダミー変数とし、交差項である建築×Emergency、
電気×Emergency 及び舗装×Emergency は、それ
ぞれの工事種類と緊急事態宣言の時期とを示すも

のとする．ここで求める係数としては、α2、β

2,1～β2,3と各ダミー変数のβとなるが、ここでは

固定効果の係数は表示を省略する．ε2は誤差項

である． 
 推計結果は次の表４となる． 
表補４．建築での特徴的な状況 

  
 
この結果によると、参加者平均入札率において、

建築工事の公共調達は、緊急事態宣言の時期に、

特に、他の工事種類の調達と比較すると有意に高

くなっている．また、1 社入札の入札件数が、他
の工事種類の調達と比較すると有意に少なくなっ

ている．これは、他の工事種類ではない、建築工

事の調達にだけ生じている事象であり、その要

因・影響を検討する．また、参加者平均との比較

のために、落札率平均の推計も最後の列に示して

いる．ただし、この推計では、建築工事の変数は

若干高い傾向は示されているもののに、有意では

ない．すなわち、建築工事の公共調達において、

落札率に関しては、緊急事態宣言の時期に特に、

他の工事種類の調達と比較すると特別に特徴的な

状況は生じていない． 
 
（３）参加者入札率と 1社入札 
建築工事の公共調達は、緊急事態宣言の時期に、

Dependent Variable: Emergency
Method: Pooled Least Squares

Coefficient Coefficient
(Std. Error) (Std. Error)

C -1.508 *** -0.772 ***

(1.8619) (1.3892)
NO 0.000 0.000

(0.0020) (0.0018)
SUM 3.54.E-13 -9.65.E-13

(1.25.E-11) (1.01.E-11)
NOP 0.008 0.011

(0.0121) (0.0102)
NOJ -0.006 -0.025

(0.0300) (0.0266)
RATE 1.069 0.255

(1.7604) (1.3847)
AVE 0.595 1.184

(1.6304) (1.2458)
FixedEffects(Type) yes yes
month no yes
year no yes
Observations 144 144
R-squared 0.010 0.524
Adjusted R-squared -0.049 0.437

Dependent Variable: AVE NO1 RATE

Method: Pooled Least Squares
Coefficient Coefficient Coefficient
(Std. Error) (Std. Error) (Std. Error)

C 0.960 *** 2.429 *** 0.942 ***

(0.0037) (0.3429) (0.0036)
NO 0.092 ***

(0.0186)
SUM -1.99.E-10 *

(1.14.E-10)
NOP 0.001 *** -0.002 ***

(0.0006) (0.0005)
建築×EMERGENCY 0.019 ** -2.816 ** 0.005

(0.0081) (1.3744) (0.0078)
電気×EMERGENCY -0.012 -0.638 0.002

(0.0081) (1.3736) (0.0078)
舗装×EMERGENCY 0.001 -0.206 0.003

(0.0081) (1.3806) (0.0078)
FixedEffects(Type) yes yes
Observations 144 144 144
R-squared 0.709 0.420 0.338
Adjusted R-squared 0.696 0.390 0.309

　式補 2 において，前の式補 1 と同様に添字 i は各
年度各月各工事種類のデータであることを表し，t
は工事種類を表すものとする。変数 Dependent 
Variable は検討対象とする変数 AVE（参加者平均
入札率のその年度その月その工事種類の平均）又は
変数 NO1（1 社入札となって入札件数のその年度
その月その工事種類の合計）のいずれかが入るもの
とする。また，前の式補 1と同様に変数 Emergency 

Period は緊急事態宣言の発出を示すダミー変数と
し，変数 NO はその月その年度その工事種類での入
札実施件数，変数 SUM はその月その年度その工事
種類での予定価格の合計金額，変数 NOP はその月
その年度その工事種類での入札参加者数の平均，変
数 RATE はその月その年度その工事種類での落札
率の単純平均とする。これらの要素や式補 1で用い
たその他の変数は有意とはならなかったものは，本
推定式では省略している。変数 ProjectTypeDummy
は工事種類を，示すダミー変数とし，交差項である
建築× Emergency，電気× Emergency 及び舗装×
Emergency は，それぞれの工事種類と緊急事態宣
言の時期とを示すものとする。ここで求める係数と
しては，α2，β2,1 ～β2,3 と各ダミー変数のβとな
るが，ここでは固定効果の係数は表示を省略する。
ε2 は誤差項である。
　推計結果は次の表 4となる。
　この結果によると，参加者平均入札率において，
建築工事の公共調達は，緊急事態宣言の時期に，特
に，他の工事種類の調達と比較すると有意に高くなっ
ている。また，1 社入札の入札件数が，他の工事種
類の調達と比較すると有意に少なくなっている。こ
れは，他の工事種類ではない，建築工事の調達にだ
け生じている事象であり，その要因・影響を検討す

Dependent Variable: AVE NO1 RATE

Method: Pooled Least Squares
Coefficient Coefficient Coefficient
(Std. Error) (Std. Error) (Std. Error)

C 0.960 *** 2.429 *** 0.942 ***

(0.0037) (0.3429) (0.0036)
NO 0.092 ***

(0.0186)
SUM -1.99.E-10 *

(1.14.E-10)
NOP 0.001 *** -0.002 ***

(0.0006) (0.0005)
建築×EMERGENCY 0.019 ** -2.816 ** 0.005

(0.0081) (1.3744) (0.0078)
電気×EMERGENCY -0.012 -0.638 0.002

(0.0081) (1.3736) (0.0078)
舗装×EMERGENCY 0.001 -0.206 0.003

(0.0081) (1.3806) (0.0078)
FixedEffects(Type) yes yes
Observations 144 144 144
R-squared 0.709 0.420 0.338
Adjusted R-squared 0.696 0.390 0.309

表補 4．建築での特徴的な状況
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る。また，参加者平均との比較のために，落札率平
均の推計も最後の列に示している。ただし，この推
計では，建築工事の変数は若干高い傾向は示されて
いるものの，有意ではない。すなわち，建築工事の
公共調達において，落札率に関しては，緊急事態宣
言の時期に特に，他の工事種類の調達と比較すると
特別に特徴的な状況は生じていない。

⑶　参加者入札率と 1社入札
　建築工事の公共調達は，緊急事態宣言の時期に，
特に，他の工事種類の調達と比較すると，参加者入
札率が高くなっており，1 社入札の件数は少なくなっ
ている。ただし，落札率は有意な効果は示していな
い。これは，費用上昇，ネットワーク構築の制約と
いった要因が考えられる。
　第 1 に，地方整備局発注の公共調達は大規模な建
築工事で，資材，人件費も一定以上の規模であり，
そこでの費用上昇が参加者入札価格を引き上げた可
能性が考えられる。例えば，木材価格の高騰，「ウッ
ドショック」による可能性が挙げられる。この「ウッ
ドショック」とは，建築用木材の供給が需要に追い
つかないことに起因しており，1970 年代に発生し
た「オイルショック」になぞらえてこのように呼ば
れるものである。木材の輸入量が不足することも見
込まれたことで，木材関連の価格の高騰によって建
築事業に影響があったとも考えられる。新型コロナ
感染症拡大による緊急事態宣言発出下に行われる建
築工事において，こうした費用の上昇がある場合に
は，各社の算定する工事のための費用が上昇し，そ
れを受けて入札価格が上昇している可能性がある。
しかしながら，競争は行われており，落札価格自体
は上昇していないとも考えられる。
　第 2 に，人的ネットワーク構築の制約も考えられ
る。地方整備局発注の大規模建築工事の公共調達で
あれば，工事遂行に当たっても一定のネットワーク
に基づく工事の実施が必要不可欠になると考えられ
る。しかしながら，新型コロナ感染症拡大による緊
急事態宣言発出下で対面接触が限られる中で建築工
事におけるネットワーク構築に対して，従前に要し
ていた手間よりも，余計に手間が掛かっていた可能
性，それによる各社の算定する工事のための費用が
上昇し，参加者入札価格が高くなっていたことが考

えられる。
　1 社入札の件数が少なくなっていることは，調達
側・参加者側双方の思惑が推測される。新型コロナ
感染症拡大による緊急事態宣言発出下での入札であ
り，調達側としてなるべく入札不調等が起きないよ
うにするために，仕様の明確化に努めた可能性があ
る。また参加者側としても，従前，調達側の意向を
推し量って参加を控え，結果として 1 社入札になる
ことがあったかもしれないが，各社において忖度で
の不参加よりは，採算の取れる価格で参加すること
が考えられたのかもしれない。
　これらを裏付けるものとして，設備投資の動向か
ら，これを検討する。建設物価調査会「COVID－19
の影響に関するアンケート調査」が，今回検討対象
の時期の中では，2020 年 3 月，6 月，9 月，12 月及
び 2021 年 3 月に行われており 8），国内建設投資計
画のアンケートベースでの動向を見ることができる。
その結果によると，建設投資計画及び設備投資計画
の双方とも，2020 年 3 月に後ろ倒しになったとす
る回答が増え始め，6 月調査以降では 18％に及び企
業が建設投資計画を後ろ倒しになったと回答してい
る。そしてその要因として「自社のキャッシュフロー
確保のため」「市場の先行不透明感のため」とする
回答を挙げる社がいずれも 3 分の 2 程度と多くなっ
ている。このことから見て取れるとおり，見通し不
鮮明のため投資に躊躇する企業が増えていることは，
採算確実な高価格での入札は行っても，低価格での
入札という積極的な取組を少しだけ躊躇することと
同種のものと考えることもできる。

5．結論

　本稿は，新型コロナ感染症拡大による緊急事態宣
言下における公共調達の状況とその中での事業者の
入札行動に関して，地方整備局ごとにそれ以前の調
達動向と比較検討した。結論としては，年度別に見
た調達側，参加者側の動向はともに従来どおりのも
のと大きく変わりはなかった。しかしながら，宣言
下の建築工事の調達において参加者の平均入札価格
が高くなっており，また1社入札の件数が少なくなっ
ていることが見いだされた。ただし，発注側の状況
に応じた柔軟な対応方針が明らかにされたこともあ
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り，参加者の動向・参加後の入札価格への影響は総
じて落ち着いたものであったと考えられる。こうし
た入札参加者の行動変容は，予期せぬ生産性の低下
をもたらす可能性があることに留意が必要である。
　こうした課題も踏まえた上で，直轄工事，業務の
一時中止措置等が講じられる場合もあったり，また，
工事書類の簡素化等個別の対策の影響も考える必要
もある。この際，ウィズコロナにおける感染症拡大
防止と社会経済活動の両立を図りながら，持続的な
経済成長に向け，落ち込んだ民間投資の喚起，デジ
タル改革やグリーン社会の実現，生産性の向上や国
際競争力の強化に取り組むことが重要である。この
ため，i－Construction の適切な推進，産業の競争力
強化等に資する社会資本の重点整備，インフラ・物
流分野等のデジタルトランスフォーメーションなど
を積極的に進めることが求められており，中でも人
材育成がこれらの鍵となっている。
　本稿のオリジナリティは，新型コロナ感染症拡大
と国土交通省の建築工事の公共調達との関係を議論
した初めてのものであり，発注者及び参加者ともに
落ち着いた動きであることを示す時宜を得た適切な
情報提供となっているところにある。本稿のインプ
リケーションとしては，従前の柔軟な対応によって
入札参加者の参加意志決定及び参加時の価格設定に
おいても大きな変動は見られなかったことを明らか
にしたところである。また，特に，その時期の参加
者の平均的な価格設定が高かったこと，1 社入札が
少なかったことを示し，その原因を探求したところ
も研究題材発掘としての重要な意味合いを持つ。実
際に，2022 年に入っても経済状況は未だ雌伏の状
況にあり，柔軟な対応を超えた積極的な対応が望ま
れる面もある。そして，それに応える柔軟性を建設
事業者が有していることを示していく必要がある。
本稿は，こうした因果推論の契機となるコホート研
究であると考えられる。
　本稿の限界と今後の課題としては，全国の地方整
備局の工事はかなり大規模なものであり，そこに参
加している事業者も状況対応能力に優れた者であっ
たことから，適切な対応ができた可能性は指摘でき
る。さらに，中小事業者の状況についても情報収集
し 9），データに基づいた分析を支援していくことが
必要不可欠であると考えられる。また，新規参入者

の減少は生産性減退につながる可能性が高いので，
COVID－19 後の建設業界においては，新規参入を
促す抜本的な対策が必要である。

謝辞：本研究の遂行にあたって，国土総合研究所森
本恵美研究員から有益なコメントを頂いた。ここに
記して感謝の意を表したい。
　補追の研究は，2022 年度建築生産シンポジウム
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調査研究報告

民間企業設備投資動向調査　共通回答企業による時系列データの考察

総合研究所　経済研究課　研究員　若澤　雄太

1．はじめに

　一般財団法人建設物価調査会 総合研究所（以下，
「当研究所」とする）では，民間企業の建設投資額
の実績および計画を四半期ごとに把握することを主
目的に，自主研究として「民間企業設備投資動向調
査」（以下，「動向調査」とする）を行っている。動
向調査は過去40年間にわたって継続してきたもので，
その調査や集計の方法は状況に合わせて検討を重ね
てきている。これまでに幾度か調査先や集計方法な
どの見直しを経た現行の形での調査・集計方法は，
2012 年 9 月調査（第 124 回）から行われており，
前年同期の調査結果との比較によって推移の考察を
行っている。
　調査対象である民間企業の設備投資は，景気変動
を起こす要因となる経済活動であると考えられてい
る。経済学の分野では，企業の償却期間に伴う設備
投資に起因する約 10 年周期の景気変動を「ジュグ
ラーの波」，または「設備投資循環」と呼ぶ。
　本リポートでは，上述の「ジュグラーの波」の景
気変動の考え方を参考に，時系列的な視点からその

「循環・周期」に注目し，動向調査で得られた回答
に特徴的な傾向がみられるかを考察した。使用する
データは，一貫して連続性が保たれるよう，直近で
行った調査の中で，継続的に回答を得ている企業を
対象とした。「ジュグラーの波」は約 10 年間の周期
で起こるとされているため，本考察でも同様の期間
を扱いたいが，ある程度のデータ精度を保つことを
優先し，抽出期間は 5 年間とした。
　本リポートは，過去 5 年間分の動向調査の結果を
再集計した時系列データの紹介と，それによって導
き出された民間企業の設備投資の傾向・周期を，類
似調査の結果なども用いつつまとめたものである。

2．民間企業設備投資動向調査とは

　考察結果を示すにあたり，考察する上で材料とし
た動向調査について解説する。

2－1　概要
　動向調査は，民間企業における建設投資や機械投
資など，設備投資の実績および計画を調査集計・公
表している，当研究所の自主研究である。同様の調
査は他機関において実施されているものもあるが，
当研究所が実施する動向調査は，民間企業の設備投
資のうち，主に事業用建物や施設，その関連工事を
意図する建設投資を対象としている点が特色である。

2－2　調査対象
　国内に本社または主たる事業所をもって企業活動
を営んでいる資本金 1 億円以上の民間企業を調査母
集団とし，そのうち約 4,500 社前後の企業を対象と
して抽出し，調査を実施している。

2－3　調査方法
　郵送または電子調査によるアンケート方式で実施
している。

2－4　集計方法
　結果を集計・公表するにあたっては，該当回数の
調査で得られた回答およびその前年同期調査で得ら
れた回答のうち，いずれの調査にも回答を得られて
いる企業（＝共通回答企業）について単純集計を行
い，前年同期比を算出する方法を採用している（な
お，母集団への復元による統計的推測は行っていな
い）。

2－5　調査条件
　調査・集計にあたっては，以下の内容に留意して
行っている。
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・ 本調査の母集団は，「会社情報ファイル」（株式会
社ダイヤモンド社）による資本金 1 億円以上の企
業である。

・ 設備投資の範囲は，自社の固定資産に対する国内
投資としている。ただし，リース資産への新規計
上額は含まれない。

・ 調査は，資金ベース【「有形固定資産（建設仮勘
定を含む）」，「無形固定資産のうちソフトウエア

（仕掛品を含む）」の減価償却前増加額】で行って
いる。

・消費税を除いた金額で調査を行っている。
・ 集計上の産業分類は，ダイヤモンド社の業種コー

ドを基準とする企業ベースでの主業分類に基づい
ている。

3．参考データの作成

　前述の通り，今回の考察をするにあたっては，直
近 5 年間で継続的に協力を得られた企業の回答を時
系列に再集計する必要があった。以下にその算出方
法を明示する。

3－1　集計対象
　集計対象の企業群は通常の動向調査と同様で，再
集計対象の過去 20 回分それぞれの調査対象企業数
は表 1のとおりとなっている。今回集計対象となっ
た共通回答企業は，そのうちの 324 社である。

3－2　共通回答企業の内訳
　対象とした共通回答企業 324 社は，製造業 113 社，
非製造業 211 社で構成される。本リポートで考察す
る時系列データはあくまでもこれらの共通回答企業
より得た回答によるものであり，表 1で明示した
調査母集団についてのものではない点については留
意が必要である。

3－3　集計方法
　使用した設備投資の時系列データは，2017 年か
ら 2021 年度までの 5 年間について，四半期毎に各
調査回の実績値を合わせて算出したものである。

（単位：社）

製造業 非製造業

第144回 1,920 665 1,255 1,024
第145回 1,916 663 1,253 987
第146回 1,917 662 1,255 950
第147回 1,912 661 1,251 972
第148回 1,911 661 1,250 939
第149回 1,905 659 1,246 928
第150回 1,902 657 1,245 913
第151回 1,895 655 1,240 910
第152回 1,893 654 1,239 911
第153回 1,887 650 1,237 854
第154回 1,884 649 1,235 733
第155回 1,878 647 1,231 815
第156回 4,485 1,529 2,956 1,125
第157回 4,471 1,523 2,948 1,173
第158回 4,451 1,518 2,933 1,136
第159回 4,443 1,516 2,927 1,201
第160回 4,424 1,514 2,910 1,161
第161回 4,411 1,510 2,901 1,141
第162回 4,403 1,508 2,895 1,049
第163回 4,394 1,505 2,889 1,128

2019年度

2020年度

2021年度

調査回
調査対象
企業数

回答数 再集計年

2017年度

2018年度

表 1　各回の調査対象業者数および調査回数と年の対応表

4．�直近 5 年間における共通回答企業の投資
動向

　以降は，今回の集計結果等について言及する。
　図 1，図 2，図 3は，過去 5 年間の動向調査で得
た回答から，設備投資総額・建設投資額・機械投資
額をそれぞれ抽出し，再集計後，グラフ化したもの
である。
　図 1の設備投資総額は，図 2の建設投資額と図 3
の機械投資額との合算である。建設投資額および機
械投資額それぞれのグラフの推移をみると，製造業
は期間問わずおおむね横ばい，非製造業は 4 月から
6 月までの期間を底として，翌年の 1 月から 3 月ま
での期間にかけて増加傾向で推移と，いずれの項目
とも同産業群はおおむね同様の傾向で推移している
ことがわかる。
　加えて，設備投資を全産業で捉えた場合，年度が
替わった 4 月からの 1 年間を 1 つの周期として，毎
年同様に 1 月から 3 月までの期間に，1 年間で最も
活発に設備投資が行われている傾向がみてとれた。
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5．他類似調査結果との比較

　前項で紹介した動向調査の再集計結果では，毎年
1 月から 3 月までの期間に設備投資が最も活発化す
る傾向が表れた。一方で，これらの結果はあくまで

も 3 項で言及した 324 社によるものであるため，再
現性を示すことが難しい。そこで，当項では，他機
関で行われている類似調査の結果と比較し，動向調
査の結果が設備投資の傾向として相違ないか考察す
る。

図 1　設備投資総額（土地・ソフトウェア除く）の推移

図 2　建設投資額の推移

図 3　機械投資額の推移
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　上記，「法人企業統計調査（財務省）」（図 4）お
よび「機械受注統計調査（内閣府）」（図 5）による
と，いずれの調査結果においても，毎年 1 月から 3
月までの期間には設備投資が増加する傾向が認めら
れる。
　一方で 4 月から 6 月までの期間，7 月から 9 月ま
での期間，10 月から 12 月までの期間では，調査母
集団・回答数の違い等も要因となってか，当研究所
の調査結果と推移の仕方が異なる時点が見受けられ
る。それでも周期を 1 年間と大きく捉えたところで
は，当研究所の動向調査と類似調査が公表している
結果はおおむね同様の傾向を示しているといえるだ
ろう。
　以上から，当研究所の調査結果および他機関の調
査結果で一致した，「毎年 1 月から３月までの期間
において設備投資活動が活発になる」という傾向は，

設備投資全体の投資時期の傾向を表していると推し
測ることができた。
　実際に，「建設工事受注動態統計調査（国土交通
省）」においても，①建築工事・建築設備工事，②
土木工事及び機械装置等工事いずれも毎年 1 月から
3 月までの期間には受注額が大きくなる傾向が認め
られる。（図 6）
　民間企業の設備投資から離れるが，例えば公共工
事においても同様の傾向があることを伺い知る機会
があった。資材価格の調査を行っていると，各業者
から「公共工事では年度末に駆け込み需要があり，
同時期は業者にとって 1 年で最も忙しくなる時期」
だという声を聞く機会が多かったためである。
　これについては国内総生産（GDP統計）によれば，
政府が行う社会資本整備の投資や公共団体が行う設
備・住宅投資を表す「公的固定資本形成」の値が，

（注）内閣府　機械受注統計調査　より作成
図 5　設備用機械類の受注状況（機械受注統計調査より）

（注）財務省　法人企業統計調査　より作成
図 4　ソフトウエアを除く設備投資額（法人企業統計調査）
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（注）内閣府　国内総生産（GDP 統計）より作成
図 7　国内総生産（GDP統計）

（注）国土交通省　建設工事受注動態統計調査　より作成
図 6　建設工事受注動態統計調査（民間からの受注工事）

おおむね毎年 1 月から 3 月までの期間に大きくなっ
ていることがわかった。（図 7）
　同図においての「値が大きい」は「投資規模が大
きい」ことと同義のため，図中の値に比例して物件，
物量，人流も推移していると推察できる。以上から，
関係業者が公共工事について体感している繁閑と実
際の動向は同様であるといえるだろう。
　ではなぜ，民間企業の設備投資と公共投資は年度
末に集中するのだろうか。

6．設備投資の時期に影響する要因

　公共投資の場合は，法律に基づいた年間予算の考
え方が要因の一つになっていると思われる。

6－1　公共投資の場合
　公共投資が年度末に多くなる要因に，「予算の単
年度主義」がある。国の歳出予算の繰越しについて
解説している「繰越しガイドブック≪改訂版≫（財
務省）」によると，「予算の単年度主義」とは，財政
法に基づき「毎年度，予算は改めて国会で審議され
るべき」という規定のもと，単一年度内に使用し終
わらない事項に対しては支出してはならないと定め
た規則のことである。公共投資は国・自治体等が発
注する工事であるため，この規則が同様に適用される。
　また，「地方公共団体における平準化の推進（国
土交通省）」によると，「公共工事については，通常，
予算の単年度主義に基づき，年度ごとの予算により
事業執行を行っていることから，年度初めに工事量
が少なくなる一方，年度の半ばから後半にかけて工
事量が多くなる傾向にあります。」と，同規則によっ
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て，一般的に年度末にかけて工事量が増加する傾向
にあることが記されている。

6－2　民間企業による設備投資の場合
　一方で，民間企業の設備投資には，公共投資にお
ける「予算の単年度主義」のような実施期間を決定
する規則はない。あくまで結果として，1 年間のう
ち 1 月から 3 月までの期間に投資額が集中している
といえる。このように，設備投資の時期は任意であ
るのに対し，結果として一定の時期に集中している
要因は様々考えられるが，その一つとして企業の年
間を通しての事業見通しに対する心理的要因が考え
られる。
　日本政策投資銀行（2016）では，民間企業が行
う設備投資について考察する中で「先行き不透明感
は設備投資の天敵」として，事業実績などの不確実
性が設備投資に対してネガティブに働き，設備投資
を躊躇させる可能性に言及している。また，実際に
民間企業の投資行動に注目した大石（2015）では，
経済政策が設備投資動向に対してどのような影響を
与えるかを考察する中で，民間企業の設備投資動向
の特徴として「年度初めは先行きが不透明なので低
めではじまるが，年度進行に応じて具体化するにつ
れ，グラフが立ち上がってくるのが通常のパターン」
と述べている。いずれの論においても設備投資動向
への見解は「不透明感」がキーワードとなっており，
設備投資を行う時点での経済環境や業績等への不透
明感の濃淡が積極性を判断する物差しになっている
ことが推し測られる。
　以上から，規則等の影響が少ないと考えられる民
間企業の場合は，各企業の事業年度内の業績推移と
先行き見通しとの兼ね合いの結果を要因として，年
度末に投資が集中しているといっても差し支えはな
いだろう。

7．おわりに

　本リポートでは，動向調査で直近の 5 年間に得た
回答結果を再集計し，その傾向・推移を時系列で
追った。これにより，企業の設備投資を起因として
約 10 年周期で起こると考えられている「ジュグラー
の波」に対して，その中の 1 年周期でも年度末に設

備投資が集中するという傾向があることがわかった。
　また，本リポートで言及していないが，調査結果
をもとにグラフ化した直近 5 年間の推移をみると，
新型コロナウイルス感染症が流行する以前の 2020
年 1 月から 3 月までは，建設投資額（図 2）と機械
投資額（図 3）それぞれが逓増ないしは逓減してい
る限りで，「ジュグラーの波」といえるような大き
な投資額水準の変化が認められなかった。あるいは
建設投資や機械投資それぞれにおいて，額の水準が
大きく変動していなかったことを踏まえると，現時
点では想像の域を出ないものの，各企業は設備投資
の時機を均等にすることで，一時期に支出が集中す
ることへのリスク分散等をしているという見方もで
きるだろう。いずれにしても抽出データの期間がよ
り長くなることで，設備投資の周期についての考察
はもちろんのこと，設備投資額の増減と経済的要因
の相関なども考察可能になると思われ，ここに動向
調査を継続して行うことへの意義があると考える。
　今後は，今回行った集計方法で 5 年間以上の期間
を考察できるよう，調査票回答の回収数維持および
増加に努め，民間企業の設備投資について，長期間
での推移と傾向の分析を行うことを目標としたい。
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調査研究報告

資材価格形成メカニズムの調査・研究（コンクリート型枠用合板編）

総合研究所　経済研究課　主任研究員　丸　修透

1　はじめに

　当会調査における資材価格の決定方法は既に確立
されており，その根幹は「総合的判断」にある。そ
して，日々その精度向上に努めているところである。
このたび，当会総合研究所で実施した本調査は，建
設資材の市場価格決定プロセスに影響を及ぼす様々
な要因とその影響を，定量的かつ定性的に分析した
ものである。

2　調査の目的

　当会の資材価格調査は，長年の調査実績によって
蓄積された経験的ノウハウを基礎として行われてい
る。しかし近年，調査価格の「透明性」「客観性」「妥
当性」に関する社会的説明責任を果たすことが求め
られており，客観的データに基づく理論構築が必要
となってきている。
　このため，建設工事の材料費のうち，近年価格変
動があったコンクリート型枠用合板について，市場
での流通や取引実態に着目し，供給側である輸入商
社，問屋および販売店などにおける販売価格決定要
因を把握し，「透明性」「客観性」「妥当性」の向上
に資する基礎資料を作成することを目的として本調
査を行った。

3　調査の背景

　建設資材の市場取引には，「様々な要因」が存在
し，その影響度合によって取引価格が決定される。
この「様々な要因」を体系化すると，価格形成要因
は「原価」と「市場」の 2 つに大別できる。（図 1
参照）
　「原価」とは製造コストであり，「市場」とは需要
と供給のバランスである。
　さらに，価格決定に直接的な影響を与える具体的

な要因として，「市場」をマクロ的要素とミクロ的
要素に分類することができる。マクロ的要素とは，
商取引を取り巻く経済活動を全体的に捉えたもので，
国内外や建設産業の景気動向などが挙げられる。ミ
クロ的要素とは，商取引を行ううえでの当事者間の
具体的な取引条件で，商品の仕様や規格，数量など
が挙げられる。これは，当会の会誌である月刊「建
設物価」の「調査条件」に該当する。
　当会では，「様々な要因」について，評価監視委
員会，価格審査会などにおいて対外的な説明を行っ
ているが，市場における資材価格の決定プロセスに
影響を与える「様々な要因」についての定量的な調
査・分析および実証的な研究は行っていなかった。
そのため，2003 年に会内に委員会を設置し，具体
的な研究内容の検討を行った。その結果，2002 年
に第一回目として生コンクリートの市場取引価格の
形成要因について定量的な調査を行い，2003 年に
第二回目としてコンクリート型枠用合板の調査を実
施した。この調査より既に 18 年が経過し，建設業
界を取り巻く社会情勢も大きく変わっていることか
ら，改めてコンクリート型枠用合板の市場価格の決
定プロセスに影響を及ぼす「様々な要因」について
調査・研究を行い，資材価格調査の社会的説明責任

図 1．資材価格決定要因の概略図
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を補う，最新の基礎資料を得ることとした。

4　調査方法（図 2参照）

⑴　「様々な要因」の抽出および類型化
　前回の調査結果や，最近の調査実績を基に，コン
クリート型枠用合板の市場価格の決定に影響を及ぼ
すと考えられる諸要因を抽出し，類型化を行った。

⑵　設問の設定
　類型化した要因について整理し，評価項目と階層
構造の設定を行った。（図 3参照）

⑶　アンケート調査票の作成
　諸要因の類型化の結果を基に，要因の影響度合を
評価するためのAHP分析 1 に対応できるアンケート
調査票を作成した。

⑷　アンケート調査票の発送および回収
　当会の本部が管轄する全国（北海道，東北，関東，

1 	 AHP 分析とは，人間の意思決定を数値で表す分析方法で
ある。例えば，ある商品を購入する際に何を基準に購入
するか。人は価格，性能，デザインなどの様々な要素を
考慮して購入を決定している。AHP 分析では，この価値
基準を数値化し，意思決定のメカニズムを分析すること
が可能となる。

北陸，中部，近畿，中国，四国，九州，沖縄）に所
在するコンクリート型枠用合板の輸入商社，問屋お
よび販売店にアンケート調査票を発送し，調査への
協力を依頼した。

⑸　集計・分析
　回収したアンケート調査票に記入されたデータを，
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都道府県別，評価項目別に集計した。
　価格決定に影響を及ぼす要因とその影響度合につ
いて，定量分析が可能な AHP 分析（階層分析法）
を用いて，集計分析を行った。

5　アンケート調査票の回収数および回収率

　アンケート調査票は，当会の事務所・支部が所在
するエリア区分（北海道，東北，関東，北陸，中部，
近畿，中国，四国，九州，沖縄）のコンクリート型
枠用合板の輸入商社，問屋および販売店 121 社に発
送し，回収数合計は44社（回収率：36.4％）であっ
た。（表 1参照）

6　集計・分析の手順

　集計・分析の手順は，①～⑥のとおりである。
①	　アンケート調査票の記入内容を精査し，不明な

点などについては記入者に確認するなどしてク
リーンデータを作成した。

②	　アンケート調査票毎・質問毎に，AHP 分析法
によるウエイト 2 とC.I. 値 3 の計算を行った。この
計算結果はそれぞれの回答者の価格決定要因を表
す。

③	　個々のアンケート調査票毎・質問毎の C.I. 値な
どから，不整合の回答を除外した。

④	　全体・地域毎等の分類項目毎に，評価値の幾何
平均 4 を求め，これを基に分類項目毎・質問毎の
ウエイトと C.I. 値を求めた。

⑤	　④を基に分類項目毎・質問毎のウエイトとC.I.値

2 	 ウエイトとは，幾何平均＝√││││││││││n a1×a2×a3×a4・・・an を求
めて正規した（合計値で割った）値である。

3 	 C.I. 値とは，整合性指標と呼ばれており，アンケートの
矛盾を判定する指標である。

	 　C.I. 値＝（α－n）/（n－1）　
　　　α：個別ウエイトの平均値　n	：要因の数

を求めた。（表 2参照）4

⑥	　②で求めた個々のアンケート調査票毎・質問毎
のウエイトと⑤で求めた分類項目毎・質問毎のウ
エイトから価格決定要因を分析・考察した。

7　AHP分析の結果による定量的分析（全国，
エリア別）

　以下，分類毎 ･ 質問毎の幾何平均から計算したウ
エイトと C.I. 値を基に，それぞれの価格決定要因の
重要度について検討した。今回のAHP分析の「目的」
と「評価基準」である，原価要因①，原価要因②，
顧客，取引条件，外的要因，価格決定要因の地域特
性を以下に示す。

⑴　原価要因①
　「原価要因①」の中で，北海道で，他エリアより，

「運搬費」が最も大きくなった。これは，北海道は
地域が広く，運搬費がかかるためと考えられる。
　東北では，他のエリアより，「運搬費」のウエイ
トが小さい。これは，東北には製品の加工工場があ
り「運搬費」が重視されないためと考えられる。
　「原価要因」の中で，「原材料費」のウエイトが最
も大きかったのは，ウッドショックによる原材料費

（木材価格）の高騰が影響していると考えられる。（図
4参照）

⑵　原価要因②
　「原価要因②」の中で，北陸，中部，全国で「為替」
が最も大きくなった。これは，為替による価格変動
を受ける輸入品のためと考えられる。
　北海道，東北，近畿で「船運賃」が最も大きくなっ

4 	 幾何平均とは，各平均のデータの値を掛け合わせて，デー
タ個数 n 乗根をとったものである。

	 幾何平均＝√││││││││││n a1×a2×a3×a4・・・an 　	
	 　a：評価値　n：評価基準の数

5 アンケート調査票の回収数および回収率 

アンケート調査票は、当会の事務所・支部が所在するエリア区分(北海道、東北、関東、北陸、中部、近畿、

中国、四国、九州、沖縄)のコンクリート型枠用合板の輸入商社、問屋および販売店 121社に発送し、回収数

合計は 44社(回収率:36.4％)であった。(表 1参照) 

 

表 1.アンケート調査票の回収数および回収率                                 [単位：件] 

発送数 10 13 14 10 13 6 12 20 15 8 121
回収数 5 5 9 3 3 2 5 5 5 2 44
回収率 50.0% 38.5% 64.3% 30.0% 23.1% 33.3% 41.7% 25.0% 33.3% 25.0% 36.4%

北陸 中部 近畿

合計

北海道 東北 関東 中国 四国 九州 沖縄 計
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2）ウエイトとは、幾何平均＝√𝑎𝑎1 × 𝑎𝑎2 × 𝑎𝑎3 × 𝑎𝑎4・・・𝑎𝑎𝑎𝑎𝑛𝑛
を求めて正規した（合計値で割った）値である。 

3）C.I.値とは、整合性指標と呼ばれており、アンケートの矛盾を判定する指標である。 

C.I.値＝(α－n)/(n－1)    α：個別ウエイトの平均値  n ：要因の数 

4）幾何平均とは、各平均のデータの値を掛け合わせて、データ個数 n乗根をとったものである。 

幾何平均＝√𝑎𝑎1 × 𝑎𝑎2 × 𝑎𝑎3 × 𝑎𝑎4・・・𝑎𝑎𝑎𝑎𝑛𝑛
     𝑎𝑎：評価値  n：評価基準の数 

表 1．アンケート調査票の回収数および回収率 ［単位：件］



資材価格形成メカニズムの調査・研究（コンクリート型枠用合板編）

— 66 —

表 2．幾何平均から求めたウエイト

北海道 東北 関東 北陸 中部 近畿 中国 四国 九州 沖縄 全国
Q1-1 原価要因① 原材料費 0.120 0.408 0.362 - 0.249 0.200 0.200 0.310 0.294 - 0.305

労務費 0.077 0.259 0.167 - 0.349 0.200 0.200 0.223 0.110 - 0.209
⼯場経費 0.091 0.150 0.089 - 0.095 0.200 0.200 0.161 0.064 - 0.109
運搬費 0.598 0.127 0.322 - 0.253 0.200 0.200 0.168 0.266 - 0.276
その他経費 0.114 0.056 0.060 - 0.055 0.200 0.200 0.139 0.266 - 0.101
ウエイト合計値 1.000 1.000 1.000 - 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 - 1.000

C.I.値 0.065 0.050 0.046 - 0.088 0.000 0.000 0.048 0.033 - 0.013
有効回答数 1 2 2 0 1 1 1 3 1 0 12

北海道 東北 関東 北陸 中部 近畿 中国 四国 九州 沖縄 全国
Q1-2 原価要因② 現地製品価格 0.068 0.158 0.098 0.139 0.065 0.069 0.041 0.204 - - 0.100

関税 0.049 0.119 0.038 0.066 0.132 0.137 0.216 0.106 - - 0.081
船運賃 0.309 0.305 0.125 0.222 0.164 0.173 0.177 0.094 - - 0.221
為替 0.242 0.220 0.279 0.250 0.253 0.173 0.215 0.100 - - 0.254
港頭在庫 0.156 0.091 0.321 0.147 0.207 0.137 0.132 0.212 - - 0.180
保管コスト 0.074 0.062 0.062 0.103 0.104 0.137 0.132 0.104 - - 0.084
原産地の季節 0.102 0.045 0.076 0.072 0.075 0.173 0.087 0.180 - - 0.081
ウエイト合計値 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000

C.I.値 0.005 0.017 -0.080 0.017 -0.045 0.115 -0.006 -0.007 - - -0.048
有効回答数 3 3 3 2 2 1 2 2 0 0 18

北海道 東北 関東 北陸 中部 近畿 中国 四国 九州 沖縄 全国
Q2-1 顧客 経営状況 0.139 0.233 0.160 0.071 0.588 0.139 0.491 0.146 0.092 - 0.225

企業規模 0.350 0.187 0.122 0.164 0.120 0.333 0.108 0.107 0.193 - 0.163
企業形態 0.228 0.186 0.244 0.147 0.043 0.208 0.108 0.232 0.186 - 0.170
年間取引量 0.218 0.346 0.435 0.577 0.152 0.230 0.257 0.346 0.489 - 0.390
縁故・紹介 0.065 0.048 0.039 0.040 0.098 0.090 0.037 0.169 0.040 - 0.052
ウエイト合計値 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 - 1.000

C.I.値 0.025 0.032 0.042 0.082 0.097 0.072 0.083 0.013 0.085 - 0.033
有効回答数 3 3 5 2 1 2 2 3 2 0 23

北海道 東北 関東 北陸 中部 近畿 中国 四国 九州 沖縄 全国
Q2-2 時期 納期 0.371 0.868 0.363 0.704 0.271 0.500 0.618 0.598 0.324 0.750 0.646

季節 0.629 0.132 0.637 0.296 0.729 0.500 0.382 0.402 0.676 0.250 0.354
ウエイト合計値 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000

C.I.値 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 - 0.000 0.000 0.000 0.000
有効回答数 5 5 8 3 3 2 5 4 4 1 40

北海道 東北 関東 北陸 中部 近畿 中国 四国 九州 沖縄 全国
Q2-3 場所 納⼊距離 0.308 0.798 0.365 0.403 0.350 0.261 0.216 0.308 0.193 0.500 0.364

現場条件 0.692 0.202 0.635 0.597 0.650 0.739 0.784 0.692 0.807 0.500 0.636
ウエイト合計値 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000

C.I.値 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
有効回答数 5 5 8 3 3 2 5 4 4 1 40

北海道 東北 関東 北陸 中部 近畿 中国 四国 九州 沖縄 全国
Q2-4 ⼯事種別 施主（官・⺠） 0.399 0.762 0.498 0.381 0.532 0.824 0.274 0.607 0.324 0.833 0.570

⼯種（建築・⼟⽊） 0.601 0.238 0.502 0.619 0.468 0.176 0.726 0.393 0.676 0.167 0.430
ウエイト合計値 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000

C.I.値 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
有効回答数 5 5 8 3 3 2 5 4 4 1 40

北海道 東北 関東 北陸 中部 近畿 中国 四国 九州 沖縄 全国
Q2-5 需給数量 取引数量 0.073 0.126 0.086 0.121 0.272 0.200 0.265 0.124 0.112 0.238 0.138

地域の全体の⼯事量 0.073 0.110 0.057 0.065 0.272 0.200 0.228 0.115 0.092 0.048 0.099
合板輸⼊量 0.448 0.144 0.225 0.167 0.272 0.200 0.101 0.313 0.117 0.238 0.221
市中在庫 0.244 0.215 0.176 0.395 0.113 0.200 0.172 0.238 0.175 0.238 0.225
⾃社在庫量・現場数 0.162 0.407 0.456 0.251 0.073 0.200 0.235 0.212 0.503 0.238 0.318
ウエイト合計値 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000

C.I.値 0.036 0.027 0.050 0.088 0.037 0.000 0.058 0.038 0.052 0.000 0.020
有効回答数 2 2 4 2 1 2 3 3 2 1 22

北海道 東北 関東 北陸 中部 近畿 中国 四国 九州 沖縄 全国
Q2-6 取引条件 顧客 0.268 0.138 0.117 0.195 0.165 - 0.194 0.188 0.060 - 0.150

⽀払条件 0.138 0.248 0.161 0.208 0.531 - 0.271 0.164 0.171 - 0.220
時期 0.097 0.054 0.051 0.094 0.043 - 0.102 0.130 0.053 - 0.067
場所 0.105 0.144 0.108 0.106 0.122 - 0.125 0.130 0.222 - 0.128
⼯事種別 0.063 0.071 0.061 0.069 0.043 - 0.120 0.062 0.160 - 0.071
需給数量 0.329 0.345 0.502 0.328 0.096 - 0.189 0.326 0.335 - 0.363
ウエイト合計値 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000

C.I.値 0.043 0.030 0.033 0.070 0.072 - 0.036 0.023 0.044 - 0.017
有効回答数 2 4 6 2 1 0 2 3 2 0 22

北海道 東北 関東 北陸 中部 近畿 中国 四国 九州 沖縄 全国
Q3-1 外的要因 メーカー・商社 0.204 0.100 0.104 0.096 0.202 0.250 0.134 0.263 0.100 0.092 0.138

同業他社 0.302 0.323 0.485 0.249 0.215 0.250 0.151 0.192 0.328 0.313 0.323
需要家 0.351 0.495 0.203 0.558 0.497 0.250 0.262 0.288 0.482 0.542 0.411
競合品（鋼製型枠等） 0.142 0.082 0.209 0.096 0.086 0.250 0.453 0.256 0.090 0.053 0.127
ウエイト合計値 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000

C.I.値 0.026 0.074 0.050 0.014 0.022 0.000 0.103 0.006 0.078 0.113 0.024
有効回答数 3 5 5 1 2 2 2 3 2 1 26

北海道 東北 関東 北陸 中部 近畿 中国 四国 九州 沖縄 全国
Q4-1 価格決定要因原価要因 0.128 0.243 0.199 0.360 0.315 0.184 0.296 0.297 0.158 0.105 0.211

取引条件 0.244 0.190 0.156 0.278 0.493 0.200 0.452 0.182 0.108 0.637 0.226
外的要因 0.628 0.567 0.646 0.362 0.192 0.616 0.253 0.521 0.734 0.258 0.564
ウエイト合計値 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000

C.I.値 0.026 0.015 0.013 0.009 0.025 0.004 0.000 0.000 0.003 0.019 0.000
有効回答数 5 5 6 3 2 2 3 4 3 1 34

（太字・斜体字部分は各質問中の最大ウエイト要因）
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た。これは，輸入品の国内最大の受け入れ港である
横浜港から各地域の港への船輸送運賃が影響してい
るためと考えられる。
　関東，四国で「港頭在庫」が最も大きくなった。
これは，港頭在庫の量を調整しながら，販売価格を
決定しているためと考えられる。
　中国では「関税」が最も大きくなった。これは，
中国では，輸入品を受け入れる港がなく，神戸港が
一番近い港となる。そのため，神戸港の「関税」の
ことを考えているためと考えられるが，「為替」の
ウエイトと大差なく「関税」と「為替」がほぼ同意
と考えられる。（図 5参照）

図 5．Q1－2 原価要因②

⑶　顧客
　「顧客」の中で，東北，関東，北陸，四国，九州，
全国で「年間取引量」が最も大きくなった。これは，
年間取引量の多寡が価格形成に影響していると考え
られる。
　北海道，近畿は「企業規模」が最も大きく，中部，
中国は「経営状況」が最も大きくなった。
　「企業規模」では，大手は信頼度が高く，安定的
に支払い能力があると考えられ，「経営状況」は支
払い能力を重視していると考えられる。

　「企業規模」「経営状況」が最も大きい地区は，取
引の手堅さが表れていると考えられる。（図 6参照）

⑷　取引条件
　「取引条件」の中で，関東，全国で「需給数量」
が最も大きくなった。中部，中国では「支払条件」
のウエイトが大きく，両エリアは他エリアと違う要
因となり，中部，中国での取引の手堅さを表してい
ると考えられる。
　「取引条件」の中で，「需給数量」が最も大きくなっ
たのは，ウッドショック以前は需要も少なく，製品
の流通も少なかったが，ウッドショック以降は，国
内在庫量が低水準で推移し，需給がひっ迫している
ためと考えられる。（図 7参照）

図 7．Q2－6 取引条件

⑸　外的要因
　「外的要因」の中で，「需要家」が最も大きくなっ
たのは，業界として需要家を重視しており，顧客の
影響度が強いと考えられる。関東では，市場が大き
く同業他社が多く存在し，価格において競合するた
め，他社の状況を注視しているためと考えられる。
一方，中国では，「競合品（鋼製型枠等）」が多く，
同エリアは地下を掘る建物が少なく，また，高層の

図 6．Q2－1 顧客図 4．Q1－1 原価要因
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建物が少ないため，鋼製型枠を利用できる現場が多
く鋼製型枠が競合品として影響度が大きくなってい
ると考えられる。（図 8参照）

⑹　マクロ的な価格決定要因
　「価格決定要因」の中で，「外的要因」が最も大き
くなったのは，「需要家」，「同業他社」，「競合品（鋼
製型枠等）」，「メーカー・商社」の4つの要因があり，
ウエイトが最も大きいのは，「需要家」である。
　「需要家」のウエイトが大きいため，「外的要因」の
ウエイトが最も大きくなったと考えられる。業界とし
て需要家を重視しており，顧客の影響度が強いためと
考えられる。一方，「原価要因」と「取引条件」は「外
的要因」と比較するとウエイトは小さい。（図9参照）

図 9．Q4－1 価格決定要因

8　AHP分析のまとめ

　コンクリート型枠用合板の価格決定要因の傾向を
まとめると，次の①～⑥のことが言える。
①	　「原価要因①」（Q1－1）の中では「原材料費」

を最も重視する。
　	　これは，ウッドショックによる原材料費（木材

価格）の高騰が影響していると考えられる。

②	　「原価要因②」（Q1－2）の中では「為替」を最
も重視する。

　	　これは，為替による価格変動を受ける輸入品の
ためと考えられる。

③	　「顧客」（Q2－1）の中では「年間取引量」を最
も重視する。

　	　これは，年間取引量の多寡が価格形成に影響し
ているためと考えられる。

④	　「取引条件」（Q2－6）の中では「需給数量」を
最も重視する。

　	　これは，ウッドショック以前は需要も少なく，
製品の流通も少なかったが，ウッドショック以後
は，国内在庫量が低水準で推移し，需給がひっ迫
しているためと考えられる。

⑤	　「外的要因」（Q3－1）の中では「需要家」を最
も重視する。

　	　これは，業界として需要家を重視しており，顧
客の影響度が強いと考えられる。

⑥	　値決めにおいて「外的要因」を最も重視し，つ
いで「取引条件」と「原価要因」を考慮する。

　	　これは，「外的要因」には，「需要家」，「同業他
社」，「競合品（鋼製型枠等）」，「メーカー・商社」
の 4 つの要因があり，ウエイトが最も大きいのは

「需要家」である。「需要家」のウエイトが大きい
ため，「外的要因」のウエイトが最も大きくなっ
たと考えられる。

9�　前回調査（2004年）と今回調査（2021年）
の比較

　「価格決定要因」の前回調査と今回調査の研究結
果の傾向の違いを以下に取りまとめた。

⑴　価格決定要因
　前回調査は，関東全体および東京では「取引条件」
が最も大きくなった。今回調査では，関東全体およ
び東京では「外的要因」が最も大きくなり，「取引
条件」から「外的要因」に最多要因がシフトした。
　「外的要因」の中で，「需要家」の要因が高く，顧
客の影響が強いことがわかる。（図 10参照）

図 8．Q3－1 外的要因
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Q1 原価要因

Q2 取引条件 0.438 0.411

Q3 外的要因 0.646 0.646
2004年 2021年 2004年 2021年

東京 関東全体

図 10．Q4価格決定要因

10　自由記述による要因分析結果

　全国の自由記述による要因分析結果は，以下のと
おりとなった。
　　①　ウッドショック
　　②　コロナ禍
　　③　供給不足
　　④　価格高騰
　　⑤　納期の遅れ

11　考察

　コンクリート型枠用合板の価格決定要因を，「原
価要因」，「取引条件」，「外的要因」の 3 つに分けて
AHP 分析した結果，「外的要因」が最も重視されて
いることが明らかとなった（Q4－1）。「外的要因」
では「需要家」のウエイトが最も大きく（Q3－1），
さらに「需要家（顧客）」では最も大きいウエイト
が「年間取引数量」（Q2－1）であったことを鑑みる
と，『コンクリート型枠用合板の価格は，年間取引
量が多い需要家の影響・意向を最も強く受ける』と
言い換えられる。
　その他，本調査で明らかとなった点は以下のとおり。
・	原価要因（Q1－1，Q1－2）では，「原材料費」や「為

替」が最も大きいウエイトを示すなど，原材料の
輸入動向が強く影響する実情を明確化（ウッド
ショック）。

・	取引条件（Q2－6）では，「需給数量」が最も大き
いウエイトを示すなど，ウッドショック以後に生
じた国内在庫水準の低下が強く影響する実情を明
確化（需要ひっ迫）。

・	エリア別の分析では，各地域で重視される要因の
違いを明確化（地域特性）。

・	東京地区および関東地域における，過年度（2004

年）からの要因の変化を明確化。
　自由記述では，供給不足，ウッドショック，大幅
なコストアップ，コロナ，海外での違法伐採，コン
テナ確保などの回答が見られ，今のコンクリート型
枠用合板市場は供給不足からくる製品価格の高騰と
いう問題を抱えている状況がうかがえる。
　本研究では，AHP 分析による「コンクリート型
枠用合板」の価格形成要因の定量化を行った。これ
まで定性的に扱われていた変動要因が，この研究に
より定量的に順位付けがなされたことで，客観的
データとして今後活用できるものと考える。AHP
分析を用いた研究は，あくまでも一つの手法である
が，変動要因とその影響度を客観的に説明するのに
有効な手法と言える。今後もこのような研究を進め
るなど，価格調査を主幹事業とする当会において，
更に充実した基礎資料の構築を図りたい。

12　問題の検討結果

　今回の調査を実施したことにより，複数の問題が
発生した。それぞれの具体的な問題を取りまとめた。
　⑴　AHP 分析の設問数に起因する問題
　⑵　AHP 分析の設問の質に起因する問題
　⑶　回収数に関する問題
　⑷　有効標本に関する問題

　本調査は，引き続き建設資材の種類を替えて実施
する予定にしている。上記の問題点を改善し，より
よい資料の作成を目指したい。
　さらに詳細がお知りになりたい方は，報告書デー
タを差し上げます。下記アドレスにご一報ください。

【econ@kensetu－bukka.or.jp】
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調査研究報告

戸建住宅の新築工事における見積書の実態について

総合研究所　技術研究課　主任研究員　丸木　健

1．調査の背景

　建築工事の見積書（新築）は，非木造（S 造プレ
ハブ建築を除く）の場合，「建築工事内訳書標準書
式」に基づいて作成されることが一般的である。
　一方，戸建住宅は標準的な見積書式がないため，
見積書の項目の名称や順番などが施工会社によって
様々であり，一般消費者が総額以外で，各社の見積
書を比較することはとても困難になっている。
　上記のような現状を明確にするため，戸建住宅の
見積書を収集し，実態を明らかにした。

2．調査・集計

2.1．調査概要
　インターネットアンケートを利用し，最近，戸建
住宅を建築（購入）した 32,763 人に対し，調査を
実施した。調査概要を表 1 に示す。調査では，工
事の見積書の他に，仕様書や図面等の資料の提供も
依頼し，最終的に 146 件の資料を収集した。

表 1　調査概要

 
  

 

戸建住宅の新築工事における見積書の実態について 
 

主任研究員 丸木健 
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２．調査・集計  
２．１．調査概要  

インターネットアンケートを利用し、最近、戸建

住宅を建築（購入）した 32,763 人に対し、調査を

実施した。調査概要を表 1 に示す。調査では、工事

の見積書の他に、仕様書や図面等の資料の提供も依

頼し、最終的に 146 件の資料を収集した。 

 

表１ 調査概要 

 

 

 

２．２．対象データ  

収集データのうち、下記のデータを除外し、 116

件を集計対象とした。 

・建売住宅：工事見積書がないため 

・増築：既存改修工事が含まれるため 

 

２．３．集計方法 

見積書のタイプは、工種別や部分別など工事ごと

の金額の合計が記載されている“内訳有見積書”と、

メーカー標準仕様の建物全体の工事費（標準工事費）

と仕様を変更した部分のオプション工事費の合計の

が記載されている“一括見積書”の２つに分類し、

図１～４に例を示す。 

見積書のタイプ、見積書の冒頭の項目（科目）、
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2.2．対象データ
　収集データのうち，下記のデータを除外し，116
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3．調査結果

3.1．基本統計量
　施工会社の属性別に，延床面積，敷地面積，階数，
の基本統計量を集計し，表 2 に示す。なお，施工
会社の属性は，工事費や営業範囲，供給戸数等を考
慮し，ハウスメーカーと工務店の 2 つに分類した。

図 2　内訳有見積書　例 2

図 4　一括見積書　例 2

 
   

 

 

図２ 内訳書有見積書 例２ 

 

図３ 一括見積書 例２ 

図４ 一括見積書書 例２ 
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し、ハウスメーカーと工務店の２つに分類した。デ

ータ数は、ハウスメーカー15社 49件、工務店 62社

67 件であった。  
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施工会社別に集計し、表３に示す。なお、ハウスメ

ーカーの一部では、内訳有見積書と一括見積書の両

方を使い分けているケースもあり、その場合には、

両方にカウントした。 

一括見積書は、会社別で全体の 52 パーセントが

採用し、ハウスメーカーと工務店ともに、両者の見

積書が半数程度採用されていることが確認できた。  
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図 3　一括見積書　例 1
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データ数は，ハウスメーカー 15 社 49 件，工務店
62 社 67 件であった。
　

表 2　基本統計量
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3.2．見積書のタイプ
　見積書のタイプ（内訳有見積書，一括見積書）を
施工会社別に集計し，表3に示す。なお，ハウスメー
カーの一部では，内訳有見積書と一括見積書の両方
を使い分けているケースもあり，その場合には，両

表 3　見積書のタイプ
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て細目数が大きく異なっていた。
　細目数が多い見積書は，細かい部材や部品も詳細
に計上され，金額の根拠が示されているが，専門的
な名称も多く使用されており，必ずしも消費者にとっ
てわかりやすい見積書とはなっていないと考える。

表 5　見積書の細目数

 

表４ 見積書の科目数 

 

表５ 見積書の細目数 

 

 平均値 最小値 最大値
13.4 7 22

21.4 11 35
17.9 7 35

項目

科目数
ﾊｳｽﾒｰｶｰ
工務店
合計

平均値 最小値 最大値
255 94 533

220 54 670
236 54 670

項目

細目数
ﾊｳｽﾒｰｶｰ
工務店
合計

金額割合
(平均値)

計上無

10 12 7.3%

5 24 7.7%

15 36 7.6%

7 15 -9.8%

12 17 -3.8%

19 32 -6.5%
※割合　諸経費：純工事費に対する諸経費の割合　値引：直接工事費に対する値引の割合

値引

ﾊｳｽﾒｰｶｰ

工務店

合計

項目

諸経費

ﾊｳｽﾒｰｶｰ

工務店

合計

件数

計上有

4.2.3．諸経費，値引き
　内訳有見積書の諸経費，値引きについて，計上さ
れている件数と金額割合を集計し，表 6 に示す。
　諸経費は，全体の約 3 割で計上がなく，その中に
は値引きが計上されているケースもあった。また，
値引きはハウスメーカーで－9.8％と大きく，諸経費
の 3 倍の値引きが計上されている見積書もあった。
　上記のことから，消費者に提出される見積書は，
実際の工事原価とは異なることが推測できる。

※�割合 諸経費：純工事費に対する諸経費の割合　値引き：直接工事費に対する値引
の割合

表 6　諸経費，値引き
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5．まとめ

　戸建住宅の見積書の実態を明らかにした。
　見積書は，科目，細目の数や名称，値引や諸経費
の有無などが会社によって大きく異なっていた。諸
経費の計上がない見積書や値引が大きい見積書など
もあり，原価を正確に積上げた見積書でないものも
多く確認できた。
　戸建住宅の見積書は，消費者が総額以外で比較す
ることは難しく，また，内容の妥当性を検証するの
も困難である状況となっていた。
　今後，さらに見積書の調査を継続し，一般消費者

方にカウントした。
　一括見積書は，会社別で全体の 52％が採用し，
ハウスメーカーと工務店ともに，両者の見積書が半
数程度採用されていることが確認できた。

4．見積書の内容

4.1．一括見積書
　一括見積書は全て標準仕様を採用した事例はなく，
収集した 65 件全てで，オプション工事費が計上さ
れていた。また，オプション工事費は，標準工事費
に対し 10 ～ 20％の範囲に多く見られた。

4.2．内訳有見積書 
4.2.1．科目
　内訳の見積書（51 件）の科目数の集計値を表 4
に示す。
　科目数の平均値は，ハウスメーカー 13.4 と工務
店 21.4 よりも少なかった。ハウスメーカーの科目
名称は，わかりやすい名称が採用され，消費者を意
識し，簡潔に構成されていた。
　また，多くの見積書で，科目の名称は，工種別，
部分別書式のどちらかに分類することができず，特
に仕上は，“屋根”，“外装”，“内部建具”などの部
分別書式の科目と，“タイル”，“左官”，“金属”な
どの工種別書式の科目が混在して採用されている
ケースが多く見られた。
　設備の科目は，会社によって，名称が異なってお
り，工事以外の科目（諸経費，値引き，設計管理費，
申請日など）では，その有無に差異があった。

表 4　見積書の科目数
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表５ 見積書の細目数 
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4.2.2．細目
　細目数の集計値を表 5 に示す。
　平均値は合計で 236，最大値 670，最小値 54 と，
会社によって，細目数は大きく異なっていた。特に，
躯体（木工）では，詳細に部材別に材積まで記載し
ているケースから，躯体一式の場合など，会社によっ
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が戸建住宅の見積書を理解するための資料等の整備
を検討する。
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調査研究報告

建設物価　建築費指数 ®について

総合研究所　経済研究課　主任研究員　吉本　隆英

1．概要

　「建設物価　建築費指数®」（以下，建築費指数と
いう。）は，建築工事費に関する物価指数である。
　建物を建築する際の工事価格の動向を把握するこ
とを目的として，1983 年（昭和 58 年）7 月に 1980
年を基準とした指数として公表を開始した。
　また，1996 年（平成 8 年）10 月に公表した 1990
年基準指数からは，それまでの標準指数・構造別平
均指数（いずれも東京）に加えて，札幌，仙台，新
潟，金沢，名古屋，大阪，広島，高松，福岡の 9 都
市の地域指数も公表している。
　建築費指数の利用目的は様々なものがあるが，主
なものとして，物価としての建築費を時点間あるい
は地域間で比較できることや，建築費の変動を時系
列で観察できることなどが挙げられる。
　一般に建築費といえば，請負契約などによるゼネ
コン等の施工に要する費用や，建物の取引価格を思
い浮かべるだろう。
　しかし，建築費指数では，建築に必要な費用（材
料費，労務費，工事費など）を，当会発行の月刊「建
設物価」及び季刊「建築コスト情報」の掲載価格な
どを用いて客観的に捉え，建築工事を構成する科目
や細目といった費用を積み上げて，理論的な物価指
数として算出している。
　また，実際の建物の建築費は，一般管理費や利益
などを含んだ契約工事額（いわゆる受注額）である
が，原価外の費用は物価水準として捉えにくく，受
注額を物価指数で表すことは困難である。
　そのため，建築費指数では，一般管理費や利益な
どを除いた工事原価までの範囲を指数化して，その
推移を捉えている。
　なお，建物のグレードや法制度などが時代によっ
て変化するなか，できるだけ実態に合った指数とす
るため，概ね5年ごとに基準年改定を実施しており，
2018 年 11 月より基準年を 2005 年（平成 17 年）か

ら 2011 年（平成 23 年）に切り替えている。
　詳細については，当会HPの「研究・指数・統計」

（https://www.kensetu－bukka.or.jp/business/so－
ken/）を参照されたい。
　本リポートでは，建築費指数の利用方法と，代表
的な建物の建築費指数に関する最近（2021 年 4 月
以降）の動向を紹介する。

2．建築費指数の利用方法

　建築費指数を利用する目的は，主に建物の工事費
の物価変動による時点修正が挙げられる。
　これらは，不動産の鑑定評価や，火災保険の保険
金額算定のための建物評価額の算出，施工業者が施
主に提示する見積金額変更の根拠資料としての活用
が見込まれる。
　具体的には，“ある期間内に建築費がどれくらい
上昇したか知りたい”や，“建築計画で建物の建築
費の概算金額は持っているが，計画実現までに数年
を要したために，現時点でいくらになるか知りたい”
といった場合である。
　ここでは，一例として，東京の RC（鉄筋コンク
リート）造マンション（＝集合住宅・RC 造）を想
定して，それらの解を建築費指数から求めていきた
い。

⑴�　「2017 年から 2022 年 9 月にかけて建築費は
どれくらい上昇したか？」

　建築費の変動は，建築費指数の変動率を求めるこ
とで把握が可能である。
　表1は集合住宅RCの標準指数（＝東京）である。
　これを用いて建築費の変動率を求める場合，算式
は次のとおりとなる。
　ただし，建築費指数は受注額（請負金額）ベース
での算出は行っていないため，ここでは工事原価の
指数を用いることとする。
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　〈建築費の変動率（％）〉

2011（平成23）年平均＝100
2

指数種類 工事原価 純工事費 建築 設備
仮設 土工・地業 躯体 仕上 電気 衛生 空調

年月 Construction Net work Building Temporary Earthwork & Structural Finishing Installation Electricity Plumbing & Air -
cost cost construction work Foundation frame Sanitation conditioning

2017年 114.7        115.2        117.9        119.2        106.2        132.2        109.7        106.1        109.0        101.4        110.4        
2018年 117.9        118.6        121.9        120.1        109.2        139.7        112.0        107.3        111.3        102.0        111.3        
2019年 119.8        120.5        123.8        120.6        109.9        141.0        115.0        109.0        112.7        103.6        112.4        
2020年 120.7        121.3        124.5        120.7        109.4        137.4        119.2        110.5        113.3        105.8        113.3        
2021年 124.0        124.7        128.4        121.0        111.2        145.4        121.4        112.2        116.8        106.9        113.1        

2021年 4 月 122.7        123.3        126.8        120.7        110.7        143.2        119.7        111.5        115.9        106.1        113.2        
5 122.8        123.5        126.9        120.8        110.7        143.3        119.8        111.9        116.6        106.5        113.2        
6 123.8        124.6        128.3        121.1        111.0        145.9        120.7        112.3        117.4        106.5        113.3        
7 124.1        124.8        128.5        121.1        111.2        146.0        121.1        112.3        117.4        106.5        113.3        
8 124.4        125.2        128.9        121.1        111.3        146.8        121.4        112.5        117.4        106.9        113.3        
9 125.0        125.8        129.7        121.1        111.3        146.9        123.0        112.6        117.4        106.9        113.0        

10 125.1        125.9        129.7        121.2        111.4        147.0        123.0        112.6        117.4        107.1        113.0        
11 126.2        127.0        130.9        121.4        113.0        149.6        123.1        113.7        118.5        108.8        113.1        
12 127.6        128.5        132.7        121.5        113.5        150.6        126.3        114.0        118.7        108.9        113.1        

2022年 1 月 127.8        128.7        133.0        121.5        113.7        151.2        126.4        113.9        119.0        109.0        113.2        
2 128.0        128.8        133.1        121.7        113.8        151.2        126.7        114.1        119.0        109.0        113.2        
3 129.4        130.3        135.0        121.9        116.4        154.3        127.8        114.1        119.5        109.0        113.5        
4 130.7        131.5        136.4        122.0        116.8        158.2        127.9        114.8        120.9        109.5        113.5        
5 131.8        132.8        138.0        122.0        117.1        162.5        128.0        115.0        121.2        108.9        113.8        
6 134.1        135.2        140.8        122.2        117.4        164.4        132.6        116.2        120.9        111.7        113.8        
7 134.2        135.3        140.9        122.4        117.4        164.0        133.2        116.0        120.2        112.2        113.9        
8 P 135.0     P 136.1     P 141.7     P 122.5     117.2        163.1        135.5        P 117.2     119.8        115.0        114.1        
9 P 136.9     P 138.1     P 144.1     P 122.6     117.4        166.6        138.0        P 117.8     120.8        115.3        115.4        

平均
平均
平均

平均
平均

Kind of
Index

Year Month

建物種類 Building type 集合住宅　Condominium　RC　　

表１ 標準指数（集合住宅ＲＣ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（注）P は暫定値を表している。 

 

〈建築費の変動率（％）〉 

=(
2022年 9 月の指数

2017 年の指数
×100)－100 

=(136.9
114.7 ×100)－100 ≒ 19.4％ 

 
上記の算式により、2017 年から 2022 年 9 月ま

での東京の RC 造マンションの建築費は約 19.4％
上昇したということが分かる。 

 
（2）「2017 年当時の概算建築費が 2022 年 9 月時
点ではいくらになるか？」 
 
2017 年時点における RC 造マンションの建築

費の純工事費（＝工事原価から現場経費を除いた
もの）が 3 億 3,000 万円だったと仮定し、もし同
じ建物を 2022 年 9 月に建築する場合、いくらに
なるかを求めるためには、次の算式による。 

〈2022 年 9 月における建築費〉 

=2017 年の建築費 ×
2022 年 9月の指数

2017 年の指数
 

=33,000× 138.1
115.2  ≒ 3億 9,560 万円 

 
上記の算式により、2017年に 3 億 3,000 万円で

建築した RC 造マンションを 2022 年 9 月に建築
するとした場合、3 億 9,560 万円程度になること
が分かる。 
これは、表１の指数表の純工事費指数を用いた

おおまかな方法であり、当然、純工事費指数の変
動率である 

(138.1
115.2 ×100)－100 ≒ 19.9％ 

がそのまま金額の変動率となる。 
 
しかし、表１にある標準指数を算出する際に使

用した指数科目のウエイト（＝仮設、土工・地業
などの科目別の工事金額が純工事費に占めるそれ
ぞれの比率）は、今回概算建築費を求めようとす
る建物の科目ウエイトと全く同じではないだろう。
指数による建築費の概算値をさらに実態に近づけ
るためには、「建設物価 建築費指数®」を用いて
算出する際の特徴の一つである“積上げ”を行うの
が望ましい。 

 
 

　上記の算式により，2017 年から 2022 年 9 月まで
の東京の RC 造マンションの建築費は約 19.4％上
昇したということが分かる。

⑵�　「2017 年当時の概算建築費が 2022 年 9 月時
点ではいくらになるか？」

　2017 年時点における RC 造マンションの建築費
の純工事費（＝工事原価から現場経費を除いたもの）
が 3 億 3,000 万円だったと仮定し，もし同じ建物を
2022 年 9 月に建築する場合，いくらになるかを求
めるためには，次の算式による。

　〈2022 年 9 月における建築費〉

2011（平成23）年平均＝100
2

指数種類 工事原価 純工事費 建築 設備
仮設 土工・地業 躯体 仕上 電気 衛生 空調

年月 Construction Net work Building Temporary Earthwork & Structural Finishing Installation Electricity Plumbing & Air -
cost cost construction work Foundation frame Sanitation conditioning

2017年 114.7        115.2        117.9        119.2        106.2        132.2        109.7        106.1        109.0        101.4        110.4        
2018年 117.9        118.6        121.9        120.1        109.2        139.7        112.0        107.3        111.3        102.0        111.3        
2019年 119.8        120.5        123.8        120.6        109.9        141.0        115.0        109.0        112.7        103.6        112.4        
2020年 120.7        121.3        124.5        120.7        109.4        137.4        119.2        110.5        113.3        105.8        113.3        
2021年 124.0        124.7        128.4        121.0        111.2        145.4        121.4        112.2        116.8        106.9        113.1        

2021年 4 月 122.7        123.3        126.8        120.7        110.7        143.2        119.7        111.5        115.9        106.1        113.2        
5 122.8        123.5        126.9        120.8        110.7        143.3        119.8        111.9        116.6        106.5        113.2        
6 123.8        124.6        128.3        121.1        111.0        145.9        120.7        112.3        117.4        106.5        113.3        
7 124.1        124.8        128.5        121.1        111.2        146.0        121.1        112.3        117.4        106.5        113.3        
8 124.4        125.2        128.9        121.1        111.3        146.8        121.4        112.5        117.4        106.9        113.3        
9 125.0        125.8        129.7        121.1        111.3        146.9        123.0        112.6        117.4        106.9        113.0        

10 125.1        125.9        129.7        121.2        111.4        147.0        123.0        112.6        117.4        107.1        113.0        
11 126.2        127.0        130.9        121.4        113.0        149.6        123.1        113.7        118.5        108.8        113.1        
12 127.6        128.5        132.7        121.5        113.5        150.6        126.3        114.0        118.7        108.9        113.1        

2022年 1 月 127.8        128.7        133.0        121.5        113.7        151.2        126.4        113.9        119.0        109.0        113.2        
2 128.0        128.8        133.1        121.7        113.8        151.2        126.7        114.1        119.0        109.0        113.2        
3 129.4        130.3        135.0        121.9        116.4        154.3        127.8        114.1        119.5        109.0        113.5        
4 130.7        131.5        136.4        122.0        116.8        158.2        127.9        114.8        120.9        109.5        113.5        
5 131.8        132.8        138.0        122.0        117.1        162.5        128.0        115.0        121.2        108.9        113.8        
6 134.1        135.2        140.8        122.2        117.4        164.4        132.6        116.2        120.9        111.7        113.8        
7 134.2        135.3        140.9        122.4        117.4        164.0        133.2        116.0        120.2        112.2        113.9        
8 P 135.0     P 136.1     P 141.7     P 122.5     117.2        163.1        135.5        P 117.2     119.8        115.0        114.1        
9 P 136.9     P 138.1     P 144.1     P 122.6     117.4        166.6        138.0        P 117.8     120.8        115.3        115.4        

平均
平均
平均

平均
平均

Kind of
Index

Year Month

建物種類 Building type 集合住宅　Condominium　RC　　

表１ 標準指数（集合住宅ＲＣ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（注）P は暫定値を表している。 
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上記の算式により、2017 年から 2022 年 9 月ま

での東京の RC 造マンションの建築費は約 19.4％
上昇したということが分かる。 

 
（2）「2017 年当時の概算建築費が 2022 年 9 月時
点ではいくらになるか？」 
 
2017 年時点における RC 造マンションの建築

費の純工事費（＝工事原価から現場経費を除いた
もの）が 3 億 3,000 万円だったと仮定し、もし同
じ建物を 2022 年 9 月に建築する場合、いくらに
なるかを求めるためには、次の算式による。 

〈2022 年 9 月における建築費〉 

=2017 年の建築費 ×
2022 年 9月の指数

2017 年の指数
 

=33,000× 138.1
115.2  ≒ 3億 9,560 万円 

 
上記の算式により、2017年に 3 億 3,000 万円で

建築した RC 造マンションを 2022 年 9 月に建築
するとした場合、3 億 9,560 万円程度になること
が分かる。 
これは、表１の指数表の純工事費指数を用いた

おおまかな方法であり、当然、純工事費指数の変
動率である 

(138.1
115.2 ×100)－100 ≒ 19.9％ 

がそのまま金額の変動率となる。 
 
しかし、表１にある標準指数を算出する際に使

用した指数科目のウエイト（＝仮設、土工・地業
などの科目別の工事金額が純工事費に占めるそれ
ぞれの比率）は、今回概算建築費を求めようとす
る建物の科目ウエイトと全く同じではないだろう。
指数による建築費の概算値をさらに実態に近づけ
るためには、「建設物価 建築費指数®」を用いて
算出する際の特徴の一つである“積上げ”を行うの
が望ましい。 

 
 

2011（平成23）年平均＝100
2

指数種類 工事原価 純工事費 建築 設備
仮設 土工・地業 躯体 仕上 電気 衛生 空調

年月 Construction Net work Building Temporary Earthwork & Structural Finishing Installation Electricity Plumbing & Air -
cost cost construction work Foundation frame Sanitation conditioning

2017年 114.7        115.2        117.9        119.2        106.2        132.2        109.7        106.1        109.0        101.4        110.4        
2018年 117.9        118.6        121.9        120.1        109.2        139.7        112.0        107.3        111.3        102.0        111.3        
2019年 119.8        120.5        123.8        120.6        109.9        141.0        115.0        109.0        112.7        103.6        112.4        
2020年 120.7        121.3        124.5        120.7        109.4        137.4        119.2        110.5        113.3        105.8        113.3        
2021年 124.0        124.7        128.4        121.0        111.2        145.4        121.4        112.2        116.8        106.9        113.1        

2021年 4 月 122.7        123.3        126.8        120.7        110.7        143.2        119.7        111.5        115.9        106.1        113.2        
5 122.8        123.5        126.9        120.8        110.7        143.3        119.8        111.9        116.6        106.5        113.2        
6 123.8        124.6        128.3        121.1        111.0        145.9        120.7        112.3        117.4        106.5        113.3        
7 124.1        124.8        128.5        121.1        111.2        146.0        121.1        112.3        117.4        106.5        113.3        
8 124.4        125.2        128.9        121.1        111.3        146.8        121.4        112.5        117.4        106.9        113.3        
9 125.0        125.8        129.7        121.1        111.3        146.9        123.0        112.6        117.4        106.9        113.0        

10 125.1        125.9        129.7        121.2        111.4        147.0        123.0        112.6        117.4        107.1        113.0        
11 126.2        127.0        130.9        121.4        113.0        149.6        123.1        113.7        118.5        108.8        113.1        
12 127.6        128.5        132.7        121.5        113.5        150.6        126.3        114.0        118.7        108.9        113.1        

2022年 1 月 127.8        128.7        133.0        121.5        113.7        151.2        126.4        113.9        119.0        109.0        113.2        
2 128.0        128.8        133.1        121.7        113.8        151.2        126.7        114.1        119.0        109.0        113.2        
3 129.4        130.3        135.0        121.9        116.4        154.3        127.8        114.1        119.5        109.0        113.5        
4 130.7        131.5        136.4        122.0        116.8        158.2        127.9        114.8        120.9        109.5        113.5        
5 131.8        132.8        138.0        122.0        117.1        162.5        128.0        115.0        121.2        108.9        113.8        
6 134.1        135.2        140.8        122.2        117.4        164.4        132.6        116.2        120.9        111.7        113.8        
7 134.2        135.3        140.9        122.4        117.4        164.0        133.2        116.0        120.2        112.2        113.9        
8 P 135.0     P 136.1     P 141.7     P 122.5     117.2        163.1        135.5        P 117.2     119.8        115.0        114.1        
9 P 136.9     P 138.1     P 144.1     P 122.6     117.4        166.6        138.0        P 117.8     120.8        115.3        115.4        
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表１ 標準指数（集合住宅ＲＣ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（注）P は暫定値を表している。 
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2022年 9 月の指数

2017 年の指数
×100)－100 

=(136.9
114.7 ×100)－100 ≒ 19.4％ 

 
上記の算式により、2017 年から 2022 年 9 月ま

での東京の RC 造マンションの建築費は約 19.4％
上昇したということが分かる。 

 
（2）「2017 年当時の概算建築費が 2022 年 9 月時
点ではいくらになるか？」 
 
2017 年時点における RC 造マンションの建築

費の純工事費（＝工事原価から現場経費を除いた
もの）が 3 億 3,000 万円だったと仮定し、もし同
じ建物を 2022 年 9 月に建築する場合、いくらに
なるかを求めるためには、次の算式による。 

〈2022 年 9 月における建築費〉 

=2017 年の建築費 ×
2022 年 9月の指数

2017 年の指数
 

=33,000× 138.1
115.2  ≒ 3億 9,560 万円 

 
上記の算式により、2017年に 3 億 3,000 万円で

建築した RC 造マンションを 2022 年 9 月に建築
するとした場合、3 億 9,560 万円程度になること
が分かる。 
これは、表１の指数表の純工事費指数を用いた

おおまかな方法であり、当然、純工事費指数の変
動率である 

(138.1
115.2 ×100)－100 ≒ 19.9％ 

がそのまま金額の変動率となる。 
 
しかし、表１にある標準指数を算出する際に使

用した指数科目のウエイト（＝仮設、土工・地業
などの科目別の工事金額が純工事費に占めるそれ
ぞれの比率）は、今回概算建築費を求めようとす
る建物の科目ウエイトと全く同じではないだろう。
指数による建築費の概算値をさらに実態に近づけ
るためには、「建設物価 建築費指数®」を用いて
算出する際の特徴の一つである“積上げ”を行うの
が望ましい。 

 
 

　上記の算式により，2017 年に 3 億 3,000 万円で
建築した RC 造マンションを 2022 年 9 月に建築す
るとした場合，3 億 9,560 万円程度になることが分
かる。
　これは，表 1の指数表の純工事費指数を用いた
おおまかな方法であり，当然，純工事費指数の変動
率である

2011（平成23）年平均＝100
2

指数種類 工事原価 純工事費 建築 設備
仮設 土工・地業 躯体 仕上 電気 衛生 空調

年月 Construction Net work Building Temporary Earthwork & Structural Finishing Installation Electricity Plumbing & Air -
cost cost construction work Foundation frame Sanitation conditioning

2017年 114.7        115.2        117.9        119.2        106.2        132.2        109.7        106.1        109.0        101.4        110.4        
2018年 117.9        118.6        121.9        120.1        109.2        139.7        112.0        107.3        111.3        102.0        111.3        
2019年 119.8        120.5        123.8        120.6        109.9        141.0        115.0        109.0        112.7        103.6        112.4        
2020年 120.7        121.3        124.5        120.7        109.4        137.4        119.2        110.5        113.3        105.8        113.3        
2021年 124.0        124.7        128.4        121.0        111.2        145.4        121.4        112.2        116.8        106.9        113.1        

2021年 4 月 122.7        123.3        126.8        120.7        110.7        143.2        119.7        111.5        115.9        106.1        113.2        
5 122.8        123.5        126.9        120.8        110.7        143.3        119.8        111.9        116.6        106.5        113.2        
6 123.8        124.6        128.3        121.1        111.0        145.9        120.7        112.3        117.4        106.5        113.3        
7 124.1        124.8        128.5        121.1        111.2        146.0        121.1        112.3        117.4        106.5        113.3        
8 124.4        125.2        128.9        121.1        111.3        146.8        121.4        112.5        117.4        106.9        113.3        
9 125.0        125.8        129.7        121.1        111.3        146.9        123.0        112.6        117.4        106.9        113.0        

10 125.1        125.9        129.7        121.2        111.4        147.0        123.0        112.6        117.4        107.1        113.0        
11 126.2        127.0        130.9        121.4        113.0        149.6        123.1        113.7        118.5        108.8        113.1        
12 127.6        128.5        132.7        121.5        113.5        150.6        126.3        114.0        118.7        108.9        113.1        

2022年 1 月 127.8        128.7        133.0        121.5        113.7        151.2        126.4        113.9        119.0        109.0        113.2        
2 128.0        128.8        133.1        121.7        113.8        151.2        126.7        114.1        119.0        109.0        113.2        
3 129.4        130.3        135.0        121.9        116.4        154.3        127.8        114.1        119.5        109.0        113.5        
4 130.7        131.5        136.4        122.0        116.8        158.2        127.9        114.8        120.9        109.5        113.5        
5 131.8        132.8        138.0        122.0        117.1        162.5        128.0        115.0        121.2        108.9        113.8        
6 134.1        135.2        140.8        122.2        117.4        164.4        132.6        116.2        120.9        111.7        113.8        
7 134.2        135.3        140.9        122.4        117.4        164.0        133.2        116.0        120.2        112.2        113.9        
8 P 135.0     P 136.1     P 141.7     P 122.5     117.2        163.1        135.5        P 117.2     119.8        115.0        114.1        
9 P 136.9     P 138.1     P 144.1     P 122.6     117.4        166.6        138.0        P 117.8     120.8        115.3        115.4        

平均
平均
平均

平均
平均

Kind of
Index

Year Month

建物種類 Building type 集合住宅　Condominium　RC　　

表１ 標準指数（集合住宅ＲＣ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（注）P は暫定値を表している。 

 

〈建築費の変動率（％）〉 

=(
2022年 9 月の指数

2017 年の指数
×100)－100 

=(136.9
114.7 ×100)－100 ≒ 19.4％ 

 
上記の算式により、2017 年から 2022 年 9 月ま

での東京の RC 造マンションの建築費は約 19.4％
上昇したということが分かる。 

 
（2）「2017 年当時の概算建築費が 2022 年 9 月時
点ではいくらになるか？」 
 
2017 年時点における RC 造マンションの建築

費の純工事費（＝工事原価から現場経費を除いた
もの）が 3 億 3,000 万円だったと仮定し、もし同
じ建物を 2022 年 9 月に建築する場合、いくらに
なるかを求めるためには、次の算式による。 

〈2022 年 9 月における建築費〉 

=2017 年の建築費 ×
2022 年 9月の指数

2017 年の指数
 

=33,000× 138.1
115.2  ≒ 3億 9,560 万円 

 
上記の算式により、2017年に 3 億 3,000 万円で

建築した RC 造マンションを 2022 年 9 月に建築
するとした場合、3 億 9,560 万円程度になること
が分かる。 
これは、表１の指数表の純工事費指数を用いた

おおまかな方法であり、当然、純工事費指数の変
動率である 

(138.1
115.2 ×100)－100 ≒ 19.9％ 

がそのまま金額の変動率となる。 
 
しかし、表１にある標準指数を算出する際に使

用した指数科目のウエイト（＝仮設、土工・地業
などの科目別の工事金額が純工事費に占めるそれ
ぞれの比率）は、今回概算建築費を求めようとす
る建物の科目ウエイトと全く同じではないだろう。
指数による建築費の概算値をさらに実態に近づけ
るためには、「建設物価 建築費指数®」を用いて
算出する際の特徴の一つである“積上げ”を行うの
が望ましい。 

 
 

がそのまま金額の変動率となる。

　しかし，表 1にある標準指数を算出する際に使用
した指数科目のウエイト（＝仮設，土工・地業など
の科目別の工事金額が純工事費に占めるそれぞれの
比率）は，今回概算建築費を求めようとする建物の
科目ウエイトと全く同じではないだろう。指数によ
る建築費の概算値をさらに実態に近づけるためには，

「建設物価　建築費指数 ®」を用いて算出する際の
特徴の一つである“積上げ”を行うのが望ましい。

表 1　標準指数（集合住宅RC）

（注）Pは暫定値を表している。

2011（平成23）年平均＝100
2

指数種類 工事原価 純工事費 建築 設備
仮設 土工・地業 躯体 仕上 電気 衛生 空調

年月 Construction Net work Building Temporary Earthwork & Structural Finishing Installation Electricity Plumbing & Air -
cost cost construction work Foundation frame Sanitation conditioning

2017年 114.7        115.2        117.9        119.2        106.2        132.2        109.7        106.1        109.0        101.4        110.4        
2018年 117.9        118.6        121.9        120.1        109.2        139.7        112.0        107.3        111.3        102.0        111.3        
2019年 119.8        120.5        123.8        120.6        109.9        141.0        115.0        109.0        112.7        103.6        112.4        
2020年 120.7        121.3        124.5        120.7        109.4        137.4        119.2        110.5        113.3        105.8        113.3        
2021年 124.0        124.7        128.4        121.0        111.2        145.4        121.4        112.2        116.8        106.9        113.1        

2021年 4 月 122.7        123.3        126.8        120.7        110.7        143.2        119.7        111.5        115.9        106.1        113.2        
5 122.8        123.5        126.9        120.8        110.7        143.3        119.8        111.9        116.6        106.5        113.2        
6 123.8        124.6        128.3        121.1        111.0        145.9        120.7        112.3        117.4        106.5        113.3        
7 124.1        124.8        128.5        121.1        111.2        146.0        121.1        112.3        117.4        106.5        113.3        
8 124.4        125.2        128.9        121.1        111.3        146.8        121.4        112.5        117.4        106.9        113.3        
9 125.0        125.8        129.7        121.1        111.3        146.9        123.0        112.6        117.4        106.9        113.0        

10 125.1        125.9        129.7        121.2        111.4        147.0        123.0        112.6        117.4        107.1        113.0        
11 126.2        127.0        130.9        121.4        113.0        149.6        123.1        113.7        118.5        108.8        113.1        
12 127.6        128.5        132.7        121.5        113.5        150.6        126.3        114.0        118.7        108.9        113.1        

2022年 1 月 127.8        128.7        133.0        121.5        113.7        151.2        126.4        113.9        119.0        109.0        113.2        
2 128.0        128.8        133.1        121.7        113.8        151.2        126.7        114.1        119.0        109.0        113.2        
3 129.4        130.3        135.0        121.9        116.4        154.3        127.8        114.1        119.5        109.0        113.5        
4 130.7        131.5        136.4        122.0        116.8        158.2        127.9        114.8        120.9        109.5        113.5        
5 131.8        132.8        138.0        122.0        117.1        162.5        128.0        115.0        121.2        108.9        113.8        
6 134.1        135.2        140.8        122.2        117.4        164.4        132.6        116.2        120.9        111.7        113.8        
7 134.2        135.3        140.9        122.4        117.4        164.0        133.2        116.0        120.2        112.2        113.9        
8 P 135.0     P 136.1     P 141.7     P 122.5     117.2        163.1        135.5        P 117.2     119.8        115.0        114.1        
9 P 136.9     P 138.1     P 144.1     P 122.6     117.4        166.6        138.0        P 117.8     120.8        115.3        115.4        

平均
平均
平均

平均
平均

Kind of
Index

Year Month

建物種類 Building type 集合住宅　Condominium　RC　　

表１ 標準指数（集合住宅ＲＣ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（注）P は暫定値を表している。 

 

〈建築費の変動率（％）〉 

=(
2022年 9 月の指数

2017 年の指数
×100)－100 

=(136.9
114.7 ×100)－100 ≒ 19.4％ 

 
上記の算式により、2017 年から 2022 年 9 月ま

での東京の RC 造マンションの建築費は約 19.4％
上昇したということが分かる。 

 
（2）「2017 年当時の概算建築費が 2022 年 9 月時
点ではいくらになるか？」 
 
2017 年時点における RC 造マンションの建築

費の純工事費（＝工事原価から現場経費を除いた
もの）が 3 億 3,000 万円だったと仮定し、もし同
じ建物を 2022 年 9 月に建築する場合、いくらに
なるかを求めるためには、次の算式による。 

〈2022 年 9 月における建築費〉 

=2017 年の建築費 ×
2022 年 9月の指数

2017 年の指数
 

=33,000× 138.1
115.2  ≒ 3億 9,560 万円 

 
上記の算式により、2017年に 3 億 3,000 万円で

建築した RC 造マンションを 2022 年 9 月に建築
するとした場合、3 億 9,560 万円程度になること
が分かる。 
これは、表１の指数表の純工事費指数を用いた

おおまかな方法であり、当然、純工事費指数の変
動率である 

(138.1
115.2 ×100)－100 ≒ 19.9％ 

がそのまま金額の変動率となる。 
 
しかし、表１にある標準指数を算出する際に使

用した指数科目のウエイト（＝仮設、土工・地業
などの科目別の工事金額が純工事費に占めるそれ
ぞれの比率）は、今回概算建築費を求めようとす
る建物の科目ウエイトと全く同じではないだろう。
指数による建築費の概算値をさらに実態に近づけ
るためには、「建設物価 建築費指数®」を用いて
算出する際の特徴の一つである“積上げ”を行うの
が望ましい。 
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　表 2のとおり，建築費の総額だけでなく，その
内訳が A 欄のように分かっていたとする。
　仮設，土工・地業，躯体，仕上，電気，衛生，空
調の工事費科目ごとにそれぞれの指数の変動率を乗
じて，2022 年 9 月における各工事費を求め，それ
らを積上げることにより，建築，設備及び純工事費
を求めることができる。
　結果は，B 欄のとおりであり，純工事費は 3 億
9,670 万円（20.2％増）となった。
　なお，各科目の A 欄の建築費から該当する建築
費指数を用いて B 欄を求める算式は次のとおりと
なる。

  純 工 事 費　 （ 33,000 万円） （ 39,670 万円） 20.2 ％
 建　　築　 （ 25,900 万円） （ 31,740 万円） 22.5 ％

 仮　　設　 2,200 万円 2,260 万円 2.7 ％
 土工･地業　 2,300 万円 2,540 万円 10.4 ％
 躯　　体　 10,200 万円 12,850 万円 26.0 ％
 仕　　上　 11,200 万円 14,090 万円 25.8 ％

 設　　備　 （ 7,100 万円） （ 7,930 万円） 11.7 ％
 電　　気　 2,500 万円 2,770 万円 10.8 ％
 衛　　生　 3,800 万円 4,320 万円 13.7 ％
 空　　調　 800 万円 840 万円 5.0 ％

A×建築費指数=B

B/A．変動率科　　目 A.
2017年当時
の建築費

B.
2022年9月の
推定建築費

A×建築費指数=B

表２ 積上げによる建築費の推定 

 
 
 
 
 
 
 
 
※ 本推定において、建築は仮設～仕上の合計、設備は電気
～衛生の合計、純工事費は建築と設備の合計とする。そ
のため、純工事費、建築、設備の３つの費目は、建築費
指数を用いた算式（A×建築費指数＝B）で算出したもの
ではなく、科目別に算出されたそれぞれの金額を単純に
合計したものであり、表２では（ ）で示している。 

 
表２のとおり、建築費の総額だけでなく、その

内訳がＡ欄のように分かっていたとする。 
仮設、土工・地業、躯体、仕上、電気、衛生、

空調の工事費科目ごとにそれぞれの指数の変動率
を乗じて、2022 年 9 月における各工事費を求め、
それらを積上げることにより、建築、設備及び純
工事費を求めることができる。 
結果は、Ｂ欄のとおりであり、純工事費は 3 億

9,670 万円（20.2％増）となった。 
なお、各科目のＡ欄の建築費から該当する建築

費指数を用いてＢ欄を求める算式は次のとおりと
なる。 

 

仮   設  2,200 × 122.6
119.2  ≒  2,260 

土工・地業  2,300 × 117.4
106.2  ≒  2,540 

躯   体   10,200 × 166.6
132.2  ≒ 12,850 

仕   上   11,200 × 138.0
109.7  ≒ 14,090 

電   気  2,500 × 120.8
109.0  ≒  2,770 

衛   生  3,800 × 115.3
101.4  ≒  4,320 

空   調     800 × 115.4
110.4  ≒     840 

 
 

先述の純工事費指数のみを用いて算出した金額
（3 億 9,560 万円）よりも、積上げにより求めた
金額（3 億 9,670 万円）の方が、変数が多いため
精度は高いと考えられる。 
このように、建築費指数を利用することで、過

去の建築費が現時点でいくらになるか、というこ
とが分かる。 

 

３．建築費指数の最近の動向 

ここでは、代表的な３つの建物種類の建築費指
数について、最近（2021年４月以降）の動向をみ
てみる。 

 
（1）RC造マンション（集合住宅 RC） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 図１ 純工事費指数 推移グラフ（集合住宅ＲＣ） 

 
2021 年 4 月以降の純工事費指数の推移グラフ

（図１）をみると、2021年 6月に 124.6 と前月比
0.9％の上昇をした後、10 月の 125.9 まで緩やか
に上昇し、11 月は 127.0（前月比+0.9％）、12 月
は 128.5（前月比+1.2％）と大きく上昇した。その
後も、2022 年 3月の 130.3（前月比+1.1％）から
5 月の 132.8（前月比+0.9％）まで 3 ヵ月間同じ
ような水準で上昇し、6月は 135.2（前月比+1.8％）
とさらに大きく上昇した。9 月は暫定値ではある
が、138.1（前月比+1.4％）と再び大きく上昇して
いる。 
なお、2021 年 4 月以降での最低は 2021 年 4 月

の 123.3、最高は 2022 年 9 月の 138.1（暫定値）
であり、その差は 14.8 ポイントであった。 
純工事費に対する主要細目の寄与度表（表３）

をみると、2021 年 6月、11月と 2022 年 4月、5
　先述の純工事費指数のみを用いて算出した金額（3

億9,560万円）よりも，積上げにより求めた金額（3
億 9,670 万円）の方が，変数が多いため精度は高い
と考えられる。
　このように，建築費指数を利用することで，過去
の建築費が現時点でいくらになるか，ということが
分かる。

3．建築費指数の最近の動向

　ここでは，代表的な 3 つの建物種類の建築費指数
について，最近（2021 年 4 月以降）の動向をみて
みる。

⑴　RC造マンション（集合住宅RC）

  純 工 事 費　 （ 33,000 万円） （ 39,670 万円） 20.2 ％
 建　　築　 （ 25,900 万円） （ 31,740 万円） 22.5 ％

 仮　　設　 2,200 万円 2,260 万円 2.7 ％
 土工･地業　 2,300 万円 2,540 万円 10.4 ％
 躯　　体　 10,200 万円 12,850 万円 26.0 ％
 仕　　上　 11,200 万円 14,090 万円 25.8 ％

 設　　備　 （ 7,100 万円） （ 7,930 万円） 11.7 ％
 電　　気　 2,500 万円 2,770 万円 10.8 ％
 衛　　生　 3,800 万円 4,320 万円 13.7 ％
 空　　調　 800 万円 840 万円 5.0 ％

A×建築費指数=B

B/A．変動率科　　目 A.
2017年当時
の建築費

B.
2022年9月の
推定建築費

A×建築費指数=B

表２ 積上げによる建築費の推定 

 
 
 
 
 
 
 
 
※ 本推定において、建築は仮設～仕上の合計、設備は電気
～衛生の合計、純工事費は建築と設備の合計とする。そ
のため、純工事費、建築、設備の３つの費目は、建築費
指数を用いた算式（A×建築費指数＝B）で算出したもの
ではなく、科目別に算出されたそれぞれの金額を単純に
合計したものであり、表２では（ ）で示している。 

 
表２のとおり、建築費の総額だけでなく、その

内訳がＡ欄のように分かっていたとする。 
仮設、土工・地業、躯体、仕上、電気、衛生、

空調の工事費科目ごとにそれぞれの指数の変動率
を乗じて、2022 年 9 月における各工事費を求め、
それらを積上げることにより、建築、設備及び純
工事費を求めることができる。 
結果は、Ｂ欄のとおりであり、純工事費は 3 億

9,670 万円（20.2％増）となった。 
なお、各科目のＡ欄の建築費から該当する建築

費指数を用いてＢ欄を求める算式は次のとおりと
なる。 

 

仮   設  2,200 × 122.6
119.2  ≒  2,260 

土工・地業  2,300 × 117.4
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躯   体   10,200 × 166.6
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先述の純工事費指数のみを用いて算出した金額
（3 億 9,560 万円）よりも、積上げにより求めた
金額（3 億 9,670 万円）の方が、変数が多いため
精度は高いと考えられる。 
このように、建築費指数を利用することで、過

去の建築費が現時点でいくらになるか、というこ
とが分かる。 

 

３．建築費指数の最近の動向 

ここでは、代表的な３つの建物種類の建築費指
数について、最近（2021年４月以降）の動向をみ
てみる。 
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0.9％の上昇をした後、10 月の 125.9 まで緩やか
に上昇し、11 月は 127.0（前月比+0.9％）、12 月
は 128.5（前月比+1.2％）と大きく上昇した。その
後も、2022 年 3月の 130.3（前月比+1.1％）から
5 月の 132.8（前月比+0.9％）まで 3 ヵ月間同じ
ような水準で上昇し、6月は 135.2（前月比+1.8％）
とさらに大きく上昇した。9 月は暫定値ではある
が、138.1（前月比+1.4％）と再び大きく上昇して
いる。 
なお、2021 年 4 月以降での最低は 2021 年 4 月

の 123.3、最高は 2022 年 9 月の 138.1（暫定値）
であり、その差は 14.8 ポイントであった。 
純工事費に対する主要細目の寄与度表（表３）

をみると、2021 年 6月、11月と 2022 年 4月、5
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表 2　積上げによる建築費の推定

  純 工 事 費　 （ 33,000 万円） （ 39,670 万円） 20.2 ％
 建　　築　 （ 25,900 万円） （ 31,740 万円） 22.5 ％

 仮　　設　 2,200 万円 2,260 万円 2.7 ％
 土工･地業　 2,300 万円 2,540 万円 10.4 ％
 躯　　体　 10,200 万円 12,850 万円 26.0 ％
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A×建築費指数=B

B/A．変動率科　　目 A.
2017年当時
の建築費

B.
2022年9月の
推定建築費

A×建築費指数=B

表２ 積上げによる建築費の推定 
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精度は高いと考えられる。 
このように、建築費指数を利用することで、過
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ここでは、代表的な３つの建物種類の建築費指
数について、最近（2021年４月以降）の動向をみ
てみる。 

 
（1）RC造マンション（集合住宅 RC） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 図１ 純工事費指数 推移グラフ（集合住宅ＲＣ） 

 
2021 年 4 月以降の純工事費指数の推移グラフ

（図１）をみると、2021年 6月に 124.6 と前月比
0.9％の上昇をした後、10 月の 125.9 まで緩やか
に上昇し、11 月は 127.0（前月比+0.9％）、12 月
は 128.5（前月比+1.2％）と大きく上昇した。その
後も、2022 年 3月の 130.3（前月比+1.1％）から
5 月の 132.8（前月比+0.9％）まで 3 ヵ月間同じ
ような水準で上昇し、6月は 135.2（前月比+1.8％）
とさらに大きく上昇した。9 月は暫定値ではある
が、138.1（前月比+1.4％）と再び大きく上昇して
いる。 
なお、2021 年 4 月以降での最低は 2021 年 4 月

の 123.3、最高は 2022 年 9 月の 138.1（暫定値）
であり、その差は 14.8 ポイントであった。 
純工事費に対する主要細目の寄与度表（表３）

をみると、2021 年 6月、11月と 2022 年 4月、5

※�本推定において，建築は仮設～仕上の合計，設備は電気～空
調の合計，純工事費は建築と設備の合計とする。そのため，
純工事費，建築，設備の 3 つの費目は，建築費指数を用いた
算式（A ×建築費指数＝ B）で算出したものではなく，科目
別に算出されたそれぞれの金額を単純に合計したものであり，
表 2では（　）で示している。
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年 12 月と 2022 年 6 月の上昇は木工（材工）と型枠
（材工）の値上がり，2022 年 3 月の上昇は鉄筋（材）
と型枠（材工）の値上がり，2022 年 9 月の上昇は
型枠（材工）の値上がりの影響が強かった。
※�寄与度とは，建築費指数の変動に対して，各構成要素である

細目の変動がどれくらい影響したかを示す指標であり，各細
目の寄与度の合計は建築費指数の変動率と一致するものである。

　図 4～図 6は，RC 造の躯体工事に関連する主要
資材のうち，鉄筋，生コンクリート，コンクリート
型枠用合板の取引価格を示したものである。
　鉄筋（＝異形棒鋼）は，主原料の鉄スクラップ価
格が引き続き高騰したため，2021 年 4 月以降もメー
カー各社は販売価格を段階的に引き上げた。流通会
社も需要家へ強い姿勢で価格交渉を行い，2022 年 5
月には過去最高値の 1 トン 12 万円台に到達した。
しかし，GW明けより鉄スクラップ価格が下落。メー
カーは採算が改善されていないことや，電力コスト
増を理由に価格維持の販売姿勢を崩していないが，
需要家の値下げ要求は強まり，2022 年 6 月以降は
鉄筋価格が下落した。
　生コンクリート（＝レディーミクストコンクリー
ト）は，コロナ禍の影響もあり，原材料高騰を理由
とした生コン協組が打ち出した値上げが，しばらく
の間，需要家に受入れられなかった。しかし，販売
店と需要家の価格交渉の中で，2022 年 1 月と 2022
年 6 月に一部値上げが浸透した。
　コンクリート型枠用合板は，新型コロナウイルス
の影響で現地工場がロックダウンするなど，原産地
の原木や労働者の不足と，海上輸送用のコンテナ不
足などが重なり，国内の品薄感の高まりとともに，
2021 年以降，値を上げた。現地価格の上昇と需給
のひっ迫により右肩上がりで上昇を続けたが，品薄
感が解消し，2022 年 9 月にようやく上昇がストッ
プした。

⑵　S造事務所（事務所S）
　2021年 4月以降の純工事費指数の推移グラフ（図
2）をみると，2021 年 6 月に 121.1 と前月比 1.4％
の上昇をした後，6 カ月間継続して上昇し，12 月は
126.2（前月比＋0.6％）となった。その後も，2022 年
3月の127.2（前月比＋0.7％）から5月の129.2（前
月比＋ 0.6％）まで同じような水準で上昇，6 月は

131.4（前月比＋ 1.7％）とさらに大きく上昇した。
8 月以降は暫定値ではあるが，8 月は 133.6（前月
比＋ 1.5％），9 月は 135.7（前月比＋ 1.6％）と再
び大きく上昇している。
　なお，2021 年 4 月以降での最低は 2021 年 4 月の
119.2，最高は2022年9月の135.7（暫定値）であり，
その差は 16.5 ポイントであった。

図 2　純工事費指数　推移グラフ（事務所S）
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　純工事費に対する主要細目の寄与度表（表 4）を
みると，2021 年 6 月，11 月と 2022 年 4 月，5 月の
主な変動要因は鋼材（材）と鉄筋（材）の値上がり
であり，2021 年 7 月～ 10 月，12 月と 2022 年 6 月，
9 月の上昇は鋼材（材）の値上がり，2022 年 3 月の
上昇は軽鉄軸組（材工）と鋼材（材），鉄筋（材）
の値上がり，2022 年 8 月の上昇はアルミサッシ（材
工）と鋼材（材）の値上がりの影響が強かった。
　図 7は，S 造の躯体工事に関連する主要資材のう
ち，鉄骨の取引価格を示したものである。
　鉄骨（＝ H 形鋼）は，主原料の鉄スクラップ価
格の高騰を受け，メーカー各社は相次いで値上げを
表明した。流通会社も採算悪化を回避するため，需
要家へ強い姿勢で価格交渉を行い，2021 年 5 月か
ら 12 月まで 8 カ月連続で鉄骨価格は上伸した。そ
の後もメーカーは原料価格の上昇や輸送コストの増
加などを背景に再び値上げを行い，2022 年 3 月か
ら 9 月まで連続して上伸した。
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⑶　木造戸建て住宅（住宅W）

図 3　純工事費指数　推移グラフ（住宅W）
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　2021年 4月以降の純工事費指数の推移グラフ（図
3）をみると，2021年6月は120.3（前月比＋2.1％），
9 月は 126.9（前月比＋ 4.1％），12 月は 133.9（前
月比＋5.0％），2022年 6月は141.3（前月比4.7％）
と断続的に大きく上昇している。2022 年 9 月は暫
定値ではあるが，143.3（前月比＋ 0.6％）と上昇
した。
　なお，2021 年 4 月以降での最低は 2021 年 4 月の
117.6，最高は2022年9月の143.3（暫定値）であり，
その差は 25.7 ポイントであった。

　純工事費に対する主要細目の寄与度表（表 5）を
みると，2021 年 6 月の主な変動要因は木工（材工）
と，鉄筋（材）の値上がりであり，7 月～ 9 月，12
月と 2022 年 6 月の上昇は，木工（材工）の値上が
りの影響が強かった。
　図 8は，木造の躯体工事に関連する主要資材の
うち，構造用合板の取引価格を示したものである。
　2021 年 4 月以降，原木や接着剤などの原料コス
トの増加を理由に，メーカー各社は値上げを表明し
た。また，ウッドショックを背景とした注文増の影
響もあり，2021 年 5 月から 2022 年 1 月までの 9 カ
月連続で構造用合板価格は上伸した。その後も，市
中在庫量は低水準のまま回復せず，2022 年 3 月か
ら 7 月まで価格は上伸を続けたが，建設資材の高騰
や住設機器の納期遅れなどが重なり，住宅需要が低
下したことで，需給ひっ迫が解消し，2022 年 8 月，
9 月の価格は横ばいで推移した。

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月
純工事費 0.02 0.10 0.94 0.14 0.31 0.48 0.05 0.87 1.19 0.16 0.10 1.13 0.97 0.94 1.84 0.04 0.65 1.44

建築 0.02 0.03 0.86 0.15 0.26 0.47 0.04 0.69 1.14 0.16 0.08 1.13 0.83 0.92 1.62 0.07 0.45 1.34
生 コ ン クリ ート （材） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.12 0.00 0.00 0.00 0.00 0.08 0.00 0.00 0.00
型 枠 （材工） 0.00 0.00 ▲ 0.12 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.11 0.00 0.00 0.11 0.00 0.00 0.22 0.00 0.00 0.63
鉄 筋 （材） 0.00 0.00 0.73 0.00 0.18 0.00 0.00 0.54 0.09 0.00 0.00 0.52 0.78 0.85 0.00 ▲ 0.08 ▲ 0.17 ▲ 0.17
鉄 筋 加 工 組 立 （工） 0.00 0.00 ▲ 0.07 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.07 0.00 0.00 0.20
鋼 材 （材） 0.00 0.00 0.02 0.02 0.01 0.01 0.01 0.01 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.00 0.01 0.00 0.01 0.00
鉄 骨 加 工 （工） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
ｱ ｽ ﾌ ｧ ﾙ ﾄ 防 水 （材工） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.04 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.06
木 工 （材工） 0.00 0.01 0.18 0.05 0.05 0.37 0.00 0.01 0.39 0.01 0.00 ▲ 0.01 0.00 0.01 0.37 0.01 ▲ 0.00 ▲ 0.01
軽 鉄 軸 組 （材工） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.03 0.00 0.00 0.06 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
モ ル タ ル 塗 （材工） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.02 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.03
ア ル ミ サ ッ シ （材工） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.52 0.05
石 こ う ボ ー ド （材工） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.07 0.00 0.00 0.00
上記以外の建築細目 0.02 0.02 0.12 0.08 0.02 0.08 0.02 0.13 0.50 0.03 0.08 0.40 0.04 0.05 0.80 0.14 0.09 0.54

設備 0.00 0.07 0.09 ▲ 0.01 0.05 0.02 0.01 0.18 0.05 ▲ 0.00 0.02 ▲ 0.00 0.13 0.02 0.22 ▲ 0.03 0.20 0.10
電 気 機 器 （材工） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.03 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
照 明 器 具 （材工） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
電 線 ・ ケー ブル （材工） 0.00 0.05 0.06 0.00 0.00 0.00 0.00 0.07 0.00 0.02 0.00 0.00 0.09 0.02 ▲ 0.02 ▲ 0.04 ▲ 0.02 0.00
衛 生 機 器 （材工） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.03 0.00 0.00 0.01 0.00 0.00
衛 生 配 管 （材工） 0.00 0.03 0.01 0.00 0.03 0.00 0.02 0.14 0.01 0.01 0.00 0.00 0.01 ▲ 0.04 0.22 0.03 0.21 0.00
空 調 機 器 （材工） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 ▲ 0.01 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01
空 調 ダ ク ト （材工） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.02
上記以外の設備細目 0.00 ▲ 0.02 0.02 ▲ 0.01 0.02 0.02 ▲ 0.02 ▲ 0.03 0.04 ▲ 0.03 0.02 ▲ 0.03 0.00 0.04 0.02 ▲ 0.03 0.00 0.08

2021年 2022年

集合住宅 ＲＣ

対前月比
建 物 種 類

細 目
年 月
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図３ 純工事費指数 推移グラフ（住宅Ｗ） 

 
2021 年 4 月以降の純工事費指数の推移グラフ

（図３）をみると、2021 年 6月は 120.3（前月比
+2.1％）、9 月は 126.9（前月比+4.1％）、12 月は
133.9（前月比+5.0％）、2022 年 6月は 141.3（前
月比 4.7％）と断続的に大きく上昇している。2022
年 9月は暫定値ではあるが、143.3（前月比+0.6％）
と上昇した。 
なお、2021 年 4 月以降での最低は 2021 年 4 月

の 117.6、最高は 2022 年 9 月の 143.3（暫定値）
であり、その差は 25.7 ポイントであった。 
純工事費に対する主要細目の寄与度表（表５）

をみると、2021 年 6 月の主な変動要因は木工（材
工）と、鉄筋（材）の値上がりであり、7月～9 月、
12月と 2022 年 6月の上昇は、木工（材工）の値
上がりの影響が強かった。 
図８は、木造の躯体工事に関連する主要資材の

うち、構造用合板の取引価格を示したものである。 
2021 年 4 月以降、原木や接着剤などの原料コス

トの増加を理由に、メーカー各社は値上げを表明
した。また、ウッドショックを背景とした注文増
の影響もあり、2021 年 5月から 2022 年 1月まで
の 9カ月連続で構造用合板価格は上伸した。その
後も、市中在庫量は低水準のまま回復せず、2022
年 3月から 7 月まで価格は上伸を続けたが、建設
資材の高騰や住設機器の納期遅れなどが重なり、
住宅需要が低下したことで、需給ひっ迫が解消し、
2022 年 8 月、9月の価格は横ばいで推移した。 

 
 

 

表３ 主要細目寄与度（東京） 集合住宅ＲＣ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

表 3　主要細目寄与度（東京）　集合住宅RC
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表 4　主要細目寄与度（東京）　事務所S

表 5　主要細目寄与度（東京）　住宅W

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月
純工事費 0.03 0.23 1.36 0.81 0.59 0.76 0.67 0.67 0.64 0.05 0.09 0.68 1.00 0.56 1.73 0.09 1.54 1.64

建築 0.02 0.19 1.19 0.83 0.54 0.76 0.69 0.57 0.56 0.06 0.04 0.69 0.78 0.41 1.61 0.19 1.45 1.47
生 コ ン クリ ート （材） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.04 0.00 0.00 0.00 0.00 0.03 0.00 0.00 0.00
型 枠 （材工） 0.00 0.00 ▲ 0.02 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.02 0.00 0.00 0.02 0.00 0.00 0.03 0.00 0.00 0.10
鉄 筋 （材） 0.00 0.00 0.17 0.00 0.04 0.00 0.00 0.12 0.02 0.00 0.00 0.12 0.18 0.20 0.00 ▲ 0.02 ▲ 0.04 ▲ 0.04
鉄 筋 加 工 組 立 （工） 0.00 0.00 ▲ 0.02 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.02 0.00 0.00 0.04
鋼 材 （材） 0.01 0.17 0.94 0.80 0.48 0.65 0.67 0.34 0.14 0.00 0.00 0.12 0.57 0.18 0.60 0.16 0.27 0.25
鉄 骨 加 工 （工） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.08
ｱ ｽ ﾌ ｧ ﾙ ﾄ 防 水 （材工） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.02 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.03
木 工 （材工） 0.00 0.00 0.02 0.01 0.01 0.04 0.00 0.00 0.04 0.00 0.00 ▲ 0.00 0.00 0.00 0.04 0.00 ▲ 0.00 ▲ 0.00
軽 鉄 軸 組 （材工） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.06 0.00 0.00 0.13 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
モ ル タ ル 塗 （材工） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01
ア ル ミ サ ッ シ （材工） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.89 0.08
石 こ う ボ ー ド （材工） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.08 0.00 0.00 0.00
上記以外の建築細目 0.01 0.02 0.09 0.03 0.02 0.07 0.02 0.10 0.27 0.02 0.04 0.28 0.02 0.03 0.82 0.05 0.34 0.93

設備 0.01 0.05 0.17 ▲ 0.02 0.05 ▲ 0.01 ▲ 0.02 0.11 0.08 ▲ 0.02 0.05 ▲ 0.00 0.22 0.15 0.12 ▲ 0.10 0.09 0.16
電 気 機 器 （材工） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.07 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
照 明 器 具 （材工） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
電 線 ・ ケー ブル （材工） 0.00 0.07 0.08 0.00 0.00 0.00 0.00 0.10 0.00 0.03 0.00 0.00 0.14 0.03 ▲ 0.03 ▲ 0.07 ▲ 0.03 0.00
衛 生 機 器 （材工） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.07 0.00 0.00 0.01 0.00 0.00
衛 生 配 管 （材工） 0.00 0.01 0.00 0.00 0.01 0.00 0.01 0.06 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 ▲ 0.02 0.10 0.01 0.09 0.00
空 調 機 器 （材工） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 ▲ 0.05 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.02 0.01
空 調 ダ ク ト （材工） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.05
上記以外の設備細目 0.01 ▲ 0.04 0.09 ▲ 0.02 0.04 0.05 ▲ 0.03 ▲ 0.06 0.07 ▲ 0.05 0.05 ▲ 0.08 0.01 0.13 0.05 ▲ 0.06 0.01 0.10

事務所 S

2021年 2022年
対前月比

建 物 種 類

細 目
年 月

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月
純工事費 0.04 0.17 2.12 0.70 0.65 4.08 0.07 0.33 5.03 0.13 0.15 0.15 0.19 0.19 4.71 0.30 0.52 0.57

建築 0.04 0.12 2.06 0.70 0.62 4.08 0.06 0.19 5.01 0.12 0.15 0.14 0.15 0.21 4.54 0.25 0.35 0.52
生 コ ン クリ ート （材） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.04 0.00 0.00 0.00 0.00 0.03 0.00 0.00 0.00
型 枠 （材工） 0.00 0.00 ▲ 0.03 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.03 0.00 0.00 0.03 0.00 0.00 0.06 0.00 0.00 0.17
鉄 筋 （材） 0.00 0.00 0.09 0.00 0.02 0.00 0.00 0.06 0.01 0.00 0.00 0.06 0.09 0.10 0.00 ▲ 0.01 ▲ 0.02 ▲ 0.02
鉄 筋 加 工 組 立 （工） 0.00 0.00 ▲ 0.01 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.00 0.00 0.02
鋼 材 （材）
鉄 骨 加 工 （工）
ｱ ｽ ﾌ ｧ ﾙ ﾄ 防 水 （材工）
木 工 （材工） 0.03 0.11 1.93 0.59 0.59 3.98 0.05 0.10 4.02 0.06 0.01 ▲ 0.06 0.04 0.09 3.81 0.07 ▲ 0.01 ▲ 0.11
軽 鉄 軸 組 （材工）
モ ル タ ル 塗 （材工） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.03 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.04
ア ル ミ サ ッ シ （材工） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.26 0.08
石 こ う ボ ー ド （材工） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.06 0.00 0.00 0.00
上記以外の建築細目 0.01 0.02 0.09 0.10 0.01 0.10 0.02 0.02 0.92 0.02 0.14 0.11 0.01 0.02 0.58 0.19 0.12 0.34

設備 0.00 0.05 0.05 0.00 0.03 0.00 0.01 0.15 0.02 0.01 0.00 0.01 0.04 ▲ 0.02 0.16 0.06 0.16 0.04
電 気 機 器 （材工） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
照 明 器 具 （材工） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
電 線 ・ ケー ブル （材工） 0.00 0.02 0.05 0.00 0.00 0.00 0.00 0.03 0.00 0.01 0.00 0.00 0.04 0.01 ▲ 0.01 ▲ 0.02 ▲ 0.01 0.00
衛 生 機 器 （材工） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
衛 生 配 管 （材工） 0.00 0.02 0.00 0.00 0.03 0.00 0.01 0.11 0.01 0.01 0.00 0.00 0.00 ▲ 0.03 0.17 0.02 0.17 0.00
空 調 機 器 （材工） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.00 0.00 0.00 0.06 0.00 0.00
空 調 ダ ク ト （材工）
上記以外の設備細目 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.04

住宅 W

2021年 2022年
対前月比

建 物 種 類

細 目
年 月

 
表４ 主要細目寄与度（東京） 事務所Ｓ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

表５ 主要細目寄与度（東京） 住宅Ｗ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月
純工事費 0.03 0.23 1.36 0.81 0.59 0.76 0.67 0.67 0.64 0.05 0.09 0.68 1.00 0.56 1.73 0.09 1.54 1.64

建築 0.02 0.19 1.19 0.83 0.54 0.76 0.69 0.57 0.56 0.06 0.04 0.69 0.78 0.41 1.61 0.19 1.45 1.47
生 コ ン クリ ート （材） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.04 0.00 0.00 0.00 0.00 0.03 0.00 0.00 0.00
型 枠 （材工） 0.00 0.00 ▲ 0.02 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.02 0.00 0.00 0.02 0.00 0.00 0.03 0.00 0.00 0.10
鉄 筋 （材） 0.00 0.00 0.17 0.00 0.04 0.00 0.00 0.12 0.02 0.00 0.00 0.12 0.18 0.20 0.00 ▲ 0.02 ▲ 0.04 ▲ 0.04
鉄 筋 加 工 組 立 （工） 0.00 0.00 ▲ 0.02 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.02 0.00 0.00 0.04
鋼 材 （材） 0.01 0.17 0.94 0.80 0.48 0.65 0.67 0.34 0.14 0.00 0.00 0.12 0.57 0.18 0.60 0.16 0.27 0.25
鉄 骨 加 工 （工） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.08
ｱ ｽ ﾌ ｧ ﾙ ﾄ 防 水 （材工） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.02 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.03
木 工 （材工） 0.00 0.00 0.02 0.01 0.01 0.04 0.00 0.00 0.04 0.00 0.00 ▲ 0.00 0.00 0.00 0.04 0.00 ▲ 0.00 ▲ 0.00
軽 鉄 軸 組 （材工） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.06 0.00 0.00 0.13 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
モ ル タ ル 塗 （材工） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01
ア ル ミ サ ッ シ （材工） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.89 0.08
石 こ う ボ ー ド （材工） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.08 0.00 0.00 0.00
上記以外の建築細目 0.01 0.02 0.09 0.03 0.02 0.07 0.02 0.10 0.27 0.02 0.04 0.28 0.02 0.03 0.82 0.05 0.34 0.93

設備 0.01 0.05 0.17 ▲ 0.02 0.05 ▲ 0.01 ▲ 0.02 0.11 0.08 ▲ 0.02 0.05 ▲ 0.00 0.22 0.15 0.12 ▲ 0.10 0.09 0.16
電 気 機 器 （材工） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.07 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
照 明 器 具 （材工） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
電 線 ・ ケー ブル （材工） 0.00 0.07 0.08 0.00 0.00 0.00 0.00 0.10 0.00 0.03 0.00 0.00 0.14 0.03 ▲ 0.03 ▲ 0.07 ▲ 0.03 0.00
衛 生 機 器 （材工） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.07 0.00 0.00 0.01 0.00 0.00
衛 生 配 管 （材工） 0.00 0.01 0.00 0.00 0.01 0.00 0.01 0.06 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 ▲ 0.02 0.10 0.01 0.09 0.00
空 調 機 器 （材工） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 ▲ 0.05 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.02 0.01
空 調 ダ ク ト （材工） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.05
上記以外の設備細目 0.01 ▲ 0.04 0.09 ▲ 0.02 0.04 0.05 ▲ 0.03 ▲ 0.06 0.07 ▲ 0.05 0.05 ▲ 0.08 0.01 0.13 0.05 ▲ 0.06 0.01 0.10

事務所 S

2021年 2022年
対前月比

建 物 種 類

細 目
年 月

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月
純工事費 0.04 0.17 2.12 0.70 0.65 4.08 0.07 0.33 5.03 0.13 0.15 0.15 0.19 0.19 4.71 0.30 0.52 0.57

建築 0.04 0.12 2.06 0.70 0.62 4.08 0.06 0.19 5.01 0.12 0.15 0.14 0.15 0.21 4.54 0.25 0.35 0.52
生 コ ン クリ ート （材） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.04 0.00 0.00 0.00 0.00 0.03 0.00 0.00 0.00
型 枠 （材工） 0.00 0.00 ▲ 0.03 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.03 0.00 0.00 0.03 0.00 0.00 0.06 0.00 0.00 0.17
鉄 筋 （材） 0.00 0.00 0.09 0.00 0.02 0.00 0.00 0.06 0.01 0.00 0.00 0.06 0.09 0.10 0.00 ▲ 0.01 ▲ 0.02 ▲ 0.02
鉄 筋 加 工 組 立 （工） 0.00 0.00 ▲ 0.01 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.00 0.00 0.02
鋼 材 （材）
鉄 骨 加 工 （工）
ｱ ｽ ﾌ ｧ ﾙ ﾄ 防 水 （材工）
木 工 （材工） 0.03 0.11 1.93 0.59 0.59 3.98 0.05 0.10 4.02 0.06 0.01 ▲ 0.06 0.04 0.09 3.81 0.07 ▲ 0.01 ▲ 0.11
軽 鉄 軸 組 （材工）
モ ル タ ル 塗 （材工） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.03 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.04
ア ル ミ サ ッ シ （材工） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.26 0.08
石 こ う ボ ー ド （材工） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.06 0.00 0.00 0.00
上記以外の建築細目 0.01 0.02 0.09 0.10 0.01 0.10 0.02 0.02 0.92 0.02 0.14 0.11 0.01 0.02 0.58 0.19 0.12 0.34

設備 0.00 0.05 0.05 0.00 0.03 0.00 0.01 0.15 0.02 0.01 0.00 0.01 0.04 ▲ 0.02 0.16 0.06 0.16 0.04
電 気 機 器 （材工） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
照 明 器 具 （材工） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
電 線 ・ ケー ブル （材工） 0.00 0.02 0.05 0.00 0.00 0.00 0.00 0.03 0.00 0.01 0.00 0.00 0.04 0.01 ▲ 0.01 ▲ 0.02 ▲ 0.01 0.00
衛 生 機 器 （材工） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
衛 生 配 管 （材工） 0.00 0.02 0.00 0.00 0.03 0.00 0.01 0.11 0.01 0.01 0.00 0.00 0.00 ▲ 0.03 0.17 0.02 0.17 0.00
空 調 機 器 （材工） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.00 0.00 0.00 0.06 0.00 0.00
空 調 ダ ク ト （材工）
上記以外の設備細目 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.04

住宅 W

2021年 2022年
対前月比

建 物 種 類

細 目
年 月

 
表４ 主要細目寄与度（東京） 事務所Ｓ 
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　以上，RC 造マンション，S 造事務所，木造戸建
て住宅の 3 つの建物種類について，建築費指数の最
近の動向を紹介した。
　2021 年 4 月以降，右肩上がりで建築費指数は上

昇している。経済は新型コロナウイルスの影響から
ようやく回復の傾向がみられているが，鋼材，生コ
ン，木材など，原材料価格は高値圏で推移しており，
資材価格は 2021 年 4 月以降，上昇している。直近
でも，ウクライナ情勢の影響や 1990 年以来となる
円安水準で輸入コストは増加しており，さらなる影
響も懸念される。一部で，高止まりや下落傾向の資
材はあるが，未だ建築費を押し上げる要因は複数あ
り，今後，建築費指数がどのような動きとなるか注
目したい。

　総合研究所では，これからも「建設物価　建築費
指数 ®」を充実させ，定期的な提供を行っていく予
定である。詳細は HP をご覧いただきたい。

　詳細 ･ 指数表は　

以上、ＲＣ造マンション、Ｓ造事務所、木造戸建
て住宅の３つの建物種類について、建築費指数の最
近の動向を紹介した。

2021年 4 月以降、右肩上がりで建築費指数は上昇
している。経済は新型コロナウイルスの影響からよ

うやく回復の傾向がみられているが、鋼材、生コン、
木材など、原材料価格は高値圏で推移しており、資
材価格は 2021 年 4 月以降、上昇している。直近で
も、ウクライナ情勢の影響や 1990 年以来となる円
安水準で輸入コストは増加しており、さらなる影響
も懸念される。一部で、高止まりや下落傾向の資材
はあるが、未だ建築費を押し上げる要因は複数あり、
今後、建築費指数がどのような動きとなるか注目し
たい。

総合研究所では、これからも「建設物価 建築費
指数®」を充実させ、定期的な提供を行っていく予定
である。詳細は HP をご覧いただきたい。

詳細･指数表は 建設物価 建築費指数 検索

図４ 資材価格推移 異形棒鋼（SD295 D16）

図７ 資材価格推移 Ｈ形鋼

（SS400 細幅 200×100×5.5×8mm）

図５ 資材価格推移 生コンクリート

（レディーミクストコンクリート 18-18-25）

図６ 資材価格推移 コンクリート型枠用合板

（12×900×1800 ㎜（輸入品））

図８ 資材価格推移 構造用合板

（針葉樹 12×910×1820 ㎜ 特類 F☆☆☆☆ 2 級 C-D）

図 4　資材価格推移　異形棒鋼（SD295�D16）
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図 5　資材価格推移　生コンクリート
（レディーミクストコンクリート�18－18－25（20））
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図 8　資材価格推移　構造用合板
（針葉樹 12× 910 × 1820㎜�特類 F☆☆☆☆ 2級 C－D）
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図 7　資材価格推移　H形鋼
（SS400 細幅�200 × 100 × 5.5 × 8mm）
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図 6　資材価格推移　コンクリート型枠用合板
（12× 900 × 1800㎜（輸入品））
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調査研究報告

建設物価　土木工事費指数の作成検討
総合研究所　参与　池原　一彦

1．はじめに

　一般財団法人 建設物価調査会（以下「当会」）で
は，1985 年より建築工事費指数を公表し，2005 年
からは建設資材物価指数を公表するなど建設工事費
算定に係る参考指数の研究，公表を行っている。土
木工事費指数の作成については，土木工事の特殊性
から，指数作成に必要な構造物の品質を固定するこ
とが難しく，これまで検討事項とされてきた経緯が
ある。
　そのような中，2005 年に公表した建設資材物価
指数（以下「建材指数」）では，建設部門分析用産
業連関表（以下「建設部門表」）をウェイトの根拠
として，「土木部門全体」，「道路」，「治水」，「下水道」
の各工事種類別にラスパイレス方式による指数を作
成している。この指数は，土木工事費を構成する費
目（材料費，労務費，機械経費，間接経費）のうち，
建設部門表の取引額表に示された，購入者価格の材
料費部分を基準年ウェイトとして，個別材料費の伸
び率をウェイトで加重平均することで指数化したも
のである。土木工事費を構成する費目のうち，材料
費部分の指数が既に作成されている。さらに，材料
費以外の，労務費，機械経費，間接経費等の土木工
事費中のウェイトと各費目に対応した個別指数が得
られれば，土木工事費指数の作成が可能と考えた。
そこで，本リポートでは，ウェイトの検討，個別指
数の検討，他の指標指数との比較検討を行い，土木
工事費指数（以下「土木指数」）を提案するもので
ある。

2．ウェイト作成の方針

　建材指数の算出に使用しているウェイトは，建設
部門表に基づき作成されている。この建設部門表は，
国土交通省「建設部門分析用産業連関表（2015 年）」
によれば，総務省をはじめとする 10 府省庁が共同
で作成した「平成 27 年（2015 年） 産業連関表」（以

下「共同作業表」）を母体として，建設部門の分析
に資するよう部門を組み替え・細分化したものとさ
れている。共同作業表での建設部門数は基本分類で
12 部門，統合小分類で 5 部門，統合中分類で 4 部
門が設定されている。建設部門表では，表頭部に，
基本分類を細分化した 52 部門に統合部門を加えた
建築・土木工事の 73 部門，表側には一般分類また
は特別分類の各部門の投入構造を投入額であらわし
ている。また，この建設部門表には，基本分類，一
般分類，特別分類の 3 分類があり，一般分類は共同
作業表の統合中分類に準じた分類に対し，特別分類
は建設工事と関連する産業（セメント，生コン等）
を独立した部門として設定されている。以上の 73
部門を「表 1」に示す。
　この 73 部門のうち，建材指数で対象としている
部門は着色部分の 4 部門（ 29. 土木・32. 道路・
52. 治水・57. 下水）と当会の内部資料として作成し
ている 4 部門（34. 道路改良・35. 道路舗装・36. 道
路橋梁・37. 道路補修）である。したがって，土木
工事費指数に適用する部門は，建材指数と同部門と
した。

2.1．産業連関構造調査
　産業連関表の作成は，産業連関部局長会議「平成
27年（2015年）産業連関表作成基本要綱」によると，
国内の全産業で 1 年間に行われたすべての生産活動
及び取引を対象にして作成する加工統計とされてい
る。そのため，精度の高い推計を行うために幅広い
分野の資料を体系的に収集・整理することを求めて
いる。その手段として，既存資料（既存の統計調査
結果，行政記録情報，業界資料）の収集，産業連関
構造調査（投入調査）の実施，業団体や事業者への
ヒアリングを挙げている。中でも特に，既存資料の
みで，産業連関表を作成することは不十分で，作成
上，重要な商品ごとの費用構成（投入）把握のため
の投入調査が必要として，各府省庁で実施されてい
る。国土交通省が実施している投入調査は，「表 2」
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表 2　産業連関構造調査（国土交通省）

調査名 調査対象者 調査対象数
⑴ 公共事業工事費投入調査
　① 事務費投入調査
　② 測量及び試験費投入調査
　③ 船舶及び機械器具費投入調査
　④ 本工事費投入調査

地方整備局，地方公共団体 102 団体

⑵  公共事業工事費投入調査における予備調査 地方整備局，地方公共団体 102 団体
⑶  独立行政法人等土木工事費投入調査 独立行政法人等 16 団体
⑷  土木工事間接工事費投入調査 事業者 147 事業者
⑸  土木工事費投入調査 土木工事受注元受け建設業者 2000 件

⑹  建築工事費投入調査 建築工事受注元受け建設業者 非木造 2500 件
木造 500 件

⑺  不動産業投入調査 企業 約 3000
※ これらのうち，「公共事業工事費投入調査における予備調査」を除く調査結果は，e－Stat により調査結果が公表され，デ－タの利用

が可能になっている。

表 1　建設部門分析用産業連関表　部門分類

※着色部が，建材指数の対象部門

3.住宅
16.非住宅

43.JH各社
44.首都高速道路(株)
45.阪神高速道路(株)
46.本州四国連絡高速道路(株)
48.JH各社（一般）
49.地方公社等

固定資本形成

中間消費
72.建築補修

73.土木補修

1.建設

2.建築
他　13分類あり（  4～16区分）
他　12分類あり（17～28区分）

71.建築補修

29.土木
30.公共事業

32.道路 33.一般道路 34.道路改良
35.道路舗装

37.道路補修

59.空港

38.街路改良
39.街路舗装
40.街路橋梁

41.有料道路 42.高速有料道路

47.一般有料道路

54.河川総合開発
55.海岸
56.砂防

57.下水道
58.港湾・漁港

50.区画整理

70.その他の土木

31.道路関係公共事業

60.廃棄物処理
61.公園
62.災害復旧

63.農林関係公共事業
64.その他の土木建設 65.鉄道軌道建設

66.電力施設建設
67.電気通信施設建設
68.上・工業用水道
69.土地造成

51.河川下水道 52.治水 53.河川改修

36.道路橋梁
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図 2　工事費総額の内訳

に示した 7 調査が行われている。
　これらの調査の内，「表 1」に示した部門と，投
入調査結果の対応は，30. 公共事業の投入額は「公
共事業工事費投入調査」と「独立行政法人等土木工
事費投入調査」，64.その他の土木建設の投入額は「土
木工事費投入調査」，また，各工事費に含まれる間
接費の内訳については「土木工事間接工事費投入調
査」が対応する。
　よって，「表 1」に示した，建設部門表の表頭部
73 分類のうち土木補修，建築補修（中間消費，固
定資本形成），建築を除く投入額（土木）は，先に
示した，産業連関構造調査の「公共事業工事費投入
調査」，「独立行政法人等土木工事費投入調査」，「土
木工事費投入調査」「土木工事間接工事費投入調査」
より把握されていることになる。
　したがって，今回作成する土木指数に適用する
ウェイトは上記調査結果の投入額を利用し作成する
こととする。以下，ウェイト作成に関して，各調査
について検討を加える。

2.2．公共事業工事費投入調査
　この調査では，事業費の使途別内訳ごとに調査を
実施している。調査の種類は 4 種類あり，①事務費
投入調査，②測量及び試験費投入調査，③船舶及び
機械器具費投入調査，④本工事費投入調査である。

その範囲は図 1の のとおりである。
　各調査結果から得られた投入額は，産業連関表の
基本分類に従って，同一品目であれば合算されて産
業連関表へ計上される。例えば，賃金は，金額の多
寡はあるものの，すべての調査結果（事務費，本工
事費，測量及び試験費，船舶及び機械器具）に含ま
れるが，この賃金は，産業連関表の基本分類では「I
－O コード　9111－000（賃金・俸給）」として定義さ
れており，この分類に合算され計上される。電気料
金であれば「 4611－0011（事業用電力）」に合算さ
れる。このようにして，同じ基本分類の投入額が合
算されて，部門分類ごとに金額表と構成比表が調査
結果として作成されている。以上のように作成され
た金額表は，部門分類ごとの事業費の内訳になって
いる。つまり，道路事業，治水事業といった事業全
体の投入構造（費用内訳）を表していることになる。
　ここで，公共事業工事費投入調査結果より，事業
費総額（約 7 兆 4645 億円）に占める各使途の費用
割合を見ると，事務費は 2.1％，船舶及び機械器具
で 0.3％とわずかであるが，本工事費と測量及び試
験費は 97.7％（本工事費 57.1％，測量及び試験費
40.6％）と大部分を占める（図 2）。さらに，測量
及び試験費の費用内訳を見ると，費用総額（約 3 兆
295 億円）の内，99.8％を委託費（約 3 兆 223 億円）
が占めている。この委託費は本工事に先立ち行う調

図 1　建設事業費の使途別内訳
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査・測量や地質試験費であり，本工事費とは別の積
算基準により算出され，請負企業も異なる。そのた
め，事業費総額をウェイトとした場合には，この委
託費の影響を受ける投入構造となるため，工事費の
指数を把握するには好ましくないと考える。以上よ
り，本工事費投入調査の結果を利用することとした。
　一方，土木指数に適用する建材指数は，事業費全
体の材料費を含むウェイトを適用して作成されてい
るため，本工事費の材料費ウェイトとは異なる事が
考えられる。そこで，事業費総額（約7兆4645億円）
に占める材料費の割合を見ると，17.7％（約 1 兆
3194 億円）であり，その内訳は，本工事費の材料
費が 17.6％（約 1 兆 3125 億円）を占めており，こ
れは材料費総額（約1兆3194億円）を分母とすると，
99.5％が本工事費の資材費が占めている。（表 3）
このことから，建材指数は，事業費全体を含むウェ
イトに基づき作成されているが，その投入構造は本
工事費の材料を表しており，土木指数の個別指数に
適用しても問題はない。以上のことから，土木指数
のウェイトは公共事業工事費調査の本工事費調査結
果より作成し，資材指数は，当会の建材指数を適用
する。

2.3．土木工事間接工事費投入調査
　この調査は，公共事業工事費投入調査の補完調査
であり，本工事費投入調査における間接費の内訳を
調査する内容になっている。間接費の内訳は，共通
仮設費と現場管理費であり，共通仮設費はさらに内
訳（運搬費，準備費，事業損失防止施設費，安全費，
役務費，技術管理費，営繕費，イメージアップ経費

〈積上〉，同〈率〉，その他〈率〉）までの投入額を調
査している。間接費の内訳には，産業連関表の基本
分類まで分割される費用も含まれるため，その費用
を把握する必要がある。そこで，この調査結果を利

用して把握する。そのため，調査票の記入は，実額
又は費用割合での記載が可能な内容になっている。
　例えば，共通仮設費の費用構成である事業損失防
止費の内訳には，生コンが材料として含まれるが，
本工事費投入調査では事業損失防止費の合計は把握
できるが，その内訳に含まれる生コンの費用は把握
できない。そこで，間接工事費投入調査結果より，
事業損失防止費に占める生コンの費用割合を用いて，
生コンの費用を把握する。そして，把握した生コン
の費用は直接工事費に含まれる生コンの費用と合算
され，産業連関表の該当する基本分類に計上される。
このように計上された生コンの費用は，建材指数の
ウェイトを構成することになる。そのため，土木指
数のウェイトを作成する場合には，間接費に含まれ
る材料費とそれ以外の費用は完全に分離する必要が
ある。

2.4．独立行政法人等土木工事費投入調査
　この調査は，公共事業工事費投入調査と同様の調
査票により行われる。ただし，調査は独立行政法人，
高速道路株式会社，東京地下鉄株式会社，国際空港
株式会社，埠頭株式会社に対し行われ，各法人が行
う事業（道路事業・河川総合開発事業・港湾事業・
空港整備事業・鉄道軌道建設事業）の費用を把握し
ている。把握された費用は，表 1に示した部門部
類で建材指数との関係で見ると，「32. 道路」，「52.
治水」の建材指数のウェイトに反映されていること
から，該当する部門分類（道路事業，河川総合開発
事業）については，公共事業工事費投入調査結果と
合わせて，土木指数のウェイト作成に適用する。

2.5．土木工事費投入調査
　この調査は，これまでの調査が公共土木工事で
あったのに対し，民間土木工事が対象とされている。

表 3　事業費に含まれる資材費用の割合

建設事業費の使途 事業費（百万円） ②左の内資材費（百万円） ②÷①× 100（％）
事 務 費 156,909 5,834 0.08

測量及び試験費 3,029,544 497 0.01
船舶及び機械器具費 19,017 611 0.01

本工事費 4,259,008 1,312,494 17.58
合　　計 ①　7,464,478 1,319,436 17.68
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そのため，調査対象工事は，漁港漁礁，土地造成，
電気ガス，鉄道等であり，公共工事の調査対象工事
と異なる。そのため，間接工事費の分割に土木工事
間接工事費投入調査の結果を適用することができな
い。つまり，部門分類「29. 土木」の土木指数のウェ
イトを作成する場合に，民間土木工事費の間接費に
含まれる材料費等を，分離することができないため，
相対的に材料費のウェイトが低くなる事が考えられ
る。一方で，このウェイトに適用する建材指数は部
門分類「29. 土木」（30. 公共事業＋ 64. その他の土
木建設）の材料費部分をウェイトとした「土木部門

（全体）」の指数となっていることから，当初計画し
ていた，土木指数は「29. 土木」ではなく，間接工
事費の費用分割が可能である「30. 公共事業」の部
門分類でウェイトを作成することとした。
　ただし，「30.公共事業」に「60.廃棄物処理」と「63.
農林関係公共事業」が含まれているが，「 60. 廃棄
物処理」は土木工事費投入調査から得られるため，
前記同様にウェイト作成には使用しないこととした。
また，「 63. 農林関係公共事業」は，これまで示し
た各種調査からではなく，他省庁が行ったもので，
その調査結果は，「農業土木事業投入調査結果」と
して公表されている。しかし，調査結果の投入額が
復元されていないことや間接工事費が一括で集計さ
れていることからウェイト作成には使用しないこと
とした。

　以上の産業連関構造調査と作成する部門分類別の
ウェイトの関連をまとめると，次のとおりである。

（表 4）

3．ウェイトの作成

　ウェイトの作成は，表 4の産業連関調査（公共
事業工事費投入調査・独立行政法人等土木工事費投
入調査）の結果から得られた工事費内訳に基づき行
う。工事費内訳は表5のとおり「費目」，「区分」，「内
訳」に分類され，その投入額は区分レベルで公表さ
れている。材料費については，当会の建材指数を個
別指数として適用することから区分レベルでの投入
額から求めるウェイトで良いが，他の区分は内訳レ
ベルでのウェイトが指数作成には必要になる。（例
えば，「 34. 光熱・水道・電力」では，その内訳の
電力，ガス，上水道・簡易水道　の各ウェイトが必
要）ただし，「 32. 市場単価」は，民間工事業者間
の取引価格を工事種類にもよるが，機労材一式単価
として計上されているもので，含まれる材料費，労
務費，機械経費（機労材）へ分割する必要がある。
　また，個別工事において発生する費用とは別に，
本社経費を所定のルールにより各工事に配賦される
一般管理費等の扱いをどうするかといった課題もあ
り，以下では課題への対応とウェイト作成方法を述
べ，最後に作成したウェイトを示す。

表 4　ウェイトを作成する部門分類と利用する産業連関調査

ウェイトを作成する部門分類 部門分類の内訳 利用する産業連関調査

30. 公共事業
32. 道路＋ 50. 区画整理＋ 52. 治水＋ 57. 下水道＋
58. 港湾・漁港＋ 59. 空港＋ 60. 廃棄物処理＋ 61. 公園
＋ 62. 災害復旧

公共事業工事費投入調査
独立行政法人等土木工事費投入調査

32. 道路
34. 道路改良＋ 35. 道路舗装＋ 36. 道路橋梁＋ 37. 道路
補修＋ 38. 街路改良＋ 39. 街路補修＋ 40. 街路橋梁＋
41. 有料道路

公共事業工事費投入調査（34 ～ 40）
独立行政法人等土木工事費投入調査

（41）
34. 道路改良

公共事業工事費投入調査

35. 道路舗装
36. 道路橋梁
37. 道路補修
52. 治水 53. 河川改修＋ 54. 河川総合開発＋ 55. 海岸＋ 56. 砂防
57. 下水道
62. 災害復旧
※ 1.「土木工事費間接工事費投入調査」の結果は，間接工事費の材料費等の分割に適用した。
※ 2.「62. 災害復旧」に対応する建材指数はないが，ウェイトを作成し参考指数の作成を試みている。
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表 5　公共事業工事費投入調査結果の工事費内訳

費目 区分（i） 内訳（j）

A. 直接費

1. 労務費
2. ～ 30. 材料費各種
31. 諸雑費・まるめ
32. 市場単価
33. 特許使用料
34. 光熱・水道・電力 ⑴ 電力（基本料は除く）　⑵ ガス（〃）　⑶ 上水道・簡易水道（〃）

35. リース料
⑴（建設機械）ショベルカー，クレーン等のリース料　⑵ （他の機械類）溶
接機，発動発電機，コンプレッサー，ポンプ類，バイブレーター等のリース
料　⑶ 足場，型枠，支柱，はり，鋼矢板，形鋼，山留め材等のリース料

36. 損料

⑴ （建設機械）ショベルカー，クレーン等の損料　⑵ （他の機械類）溶接機，
発動発電機，コンプレッサー，ポンプ類，バイブレーター等の損料　⑶ （工
具類）スパナ，ペンチ，ドライバー，のこぎり等の損料　⑷ 足場，型枠，支柱，
はり，鋼矢板，形鋼，山留め材等の損料

37. 諸雑費 損料のうち率計上分

38. 廃棄物処理料 ⑴ 公営事業所への建設廃棄物・建設残土処理料，中間処理料　⑵ 民営事業
所への建設廃棄物・建設残土処理料，中間処理料

B. 間接費

1. 運搬費 ⑴ 貨物輸送費　⑵ 自家輸送費　⑶ 労務賃金　⑷ 減価償却費（損料）　⑸ 船
舶回航費　⑹ その他

2. 準備費 ⑴ 製材　⑵ 素材　⑶ 減価償却費（損料）　⑷ 機械等リース料　⑸ 機械修理
費　⑹ 油脂・燃料費　⑺ 委託外注費　⑻ 労務賃金　⑼ その他

3. 事業損失防止施設費
⑴ 製材　⑵ 素材　⑶ セメント等　⑷ 生コン　⑸ 減価償却費（損料）　⑹ 
資材等リース料　⑺ 機械修理費　⑻ 据付用機械費　⑼ 油脂・燃料費　⑽ 委
託外注費　⑾ 労務賃金　⑿ その他

4. 安全費 ⑴ 繊維製品　⑵ プラスティック製品　⑶ 金属製品　⑷ 減価償却費（損料）　
⑸ 機械等リース料　⑹ 機械修理費　⑺ 労務賃金　⑻ その他

5. 役務費 ⑴ 土地賃借料　⑵ 電力料金　⑶ ガス料金　⑷ 上・下水道料金　⑸ その他

6. 技術管理費
⑴ フィルム費等　⑵ 現像・焼付費等　⑶ その他の事務用品　⑷ 減価償却費

（損料）　⑸ 機械等リース料　⑹ 機械修理料　⑺ 委託外注費　⑻ 労務賃金　
⑼ その他

7. 営繕費
⑴ 製材　⑵ 素材　⑶ セメント等　⑷ 生コン　⑸ 仮設建物損料　⑹ 仮設建
物リース料　⑺ 住宅賃借料　⑻ 非住宅賃借料　⑼ 労務者輸送費　⑽ 機械償
却費　⑾ 機械修理費　⑿ 労務賃金　⒀ その他

8. イメージアップ経費（積上）
⑴ 製材　⑵ 素材　⑶ 合板　⑷ セメント等　⑸ 熱間圧延鋼材　⑹ 建設用金
属製品　⑺ 舗装材料　⑻ 窯業・土石製品　⑼ 無線電機通信機器　⑽ 仮設建
物リース料　⑾ その他

9. イメージアップ経費（率）

⑴ 樹木・種苗・芝　⑵ 製材　⑶ 素材　⑷ 合板　⑸ セメント等　⑹ 鋼管　
⑺ 熱間圧延鋼材　⑻ 建設用金属製品　⑼ プラスティック製品　⑽ ゴム製品　
⑾ 電気照明器具　⑿ 設備機械　⒀ 減価償却費（損料）　⒁ 器具等リース料　
⒂ 仮設建物損料　⒃ 仮設建物リース料　⒄ その他

10. その他（率）

⑴ 労務賃金　⑵ 貨物輸送費　⑶ 旅客輸送費　⑷ 自家輸送費　⑸ 船舶回航
費　⑹ 製材　⑺ 素材　⑻ セメント等　⑼ 生コン　⑽ 油脂・燃料費　⑾ 繊
維製品　⑿ プラスティック製品　⒀ 金属製品　⒁ フィルム費等　⒂ 現像・
焼付費等　⒃ その他の事務用品　⒄ 住宅賃借料　⒅ 非住宅賃借料　⒆ 減価
償却費（損料）　⒇ 機械等リース料　� 機械修理費　� 委託外注費　� そ
の他

11. 現場管理費

⑴ 衣服　⑵ 身回品　⑶ 募集・解散費用　⑷ 福利厚生費　⑸ 法定福利費　
⑹ 雇用者所得　⑺ その他の給与　⑻ 減価償却費　⑼ 光熱・水道・電力料　
⑽ 損害保険　⑾ 道路貨物輸送　⑿ 自家用自動車輸送　⒀ 新聞等購入費　⒁ 
その他の事務用品　⒂ 交通費　⒃ 通信費　⒄ 交際費　⒅ 租税公課　⒆ そ
の他

※「独立行政法人等土木工事費投入調査」も同じ工事費内訳である。
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3.1．「A. 直接費」の内訳分割
　「A. 直接費」区分の内訳費用（34. 光熱・水道・
電力，35. リース料，36. 損料，38. 廃棄物処理料）
については，投入調査の調査票では別様式で記入が
求められているが，その集計結果は公表されておら
ず，直接的に把握するのが難しい。そこで，建設部
門表（2015 年）の「基本分類建設部門取引額表（購
入者価格）」にある取引額を参考に内訳と土木指数
に適用するウェイト品目（ k）と対応をとり，内訳
費用をウェイト品目の各費用に分割した。（表 6）
　分割は次のとおり。

8 
 

3.1.「A.直接費」の内訳分割 
「A.直接費」区分の内訳費用(34.光熱・水道・電力，35.リ－ス料，36.損料，38.廃棄物処

理料)については、投入調査の調査票では別様式で記入が求められているが、その集計結果
は公表されておらず、直接的に把握するのが難しい。そこで、建設部門表（2015 年）の「基
本分類建設部門取引額表(購入者価格)」にある取引額を参考に内訳と土木指数に適用するウ
ェイト品目(k)と対応をとり、内訳費用をウェイト品目の各費用に分割した。（表-6） 
分割は次のとおり。 

𝑃𝑃𝑚𝑚,𝑘𝑘 = 𝑃𝑃𝑚𝑚,𝑖𝑖
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𝑗𝑗=1 )

         

 
𝑃𝑃:ウェイト品目の費用   𝑃𝑃:区分費用      𝐵𝐵:基本分類建設部門取引額 
𝑚𝑚:部門分類   𝑛𝑛:内訳数        𝑖𝑖:区分 𝑗𝑗:内訳        𝑘𝑘:ウェイト品目    

 
表-6 直接費の費目内訳 

費目 区分(i) 内訳(j) ウェイト品目(k) 
 
 
 
A.直接費 

34.光熱・水道・
電力 

(1)電力（基本料は除く） 電力（基本料は除く） 
(2)ガス（〃） ガス（基本料は除く） 
(3)上水道・簡易水道(〃) 上水道・簡易水道(〃) 

35.リ－ス料 (1)（建設機械）ショベルカ－、クレ－ン等のリ－ス
料 

建機リ－ス 

(2)(他の機械類）溶接機、発動発電機、コンプレッサ
－、ポンプ類、バイブレ－タ－等のリ－ス料 

その他機械リ－ス 

(3)足場、型枠、支柱、はり、鋼矢板、形鋼、山留め
材等のリ－ス料 

仮設材リ－ス 

36.損料 (1)(建設機械）ショベルカ－、クレ－ン等の損料 建機損料 
(2)(他の機械類）溶接機、発動発電機、コンプレッサ
－、ポンプ類、バイブレ－タ－等の損料 

その他機械損料 

(3)（工具類）スパナ、ペンチ、ドライバ－、のこぎ
り等の損料 

工具損料 

(4)足場、型枠、支柱、はり、鋼矢板、形鋼、山留め
材等の損料 

仮設材損料 

38.廃棄物処理
料 

(1)公営事業所への建設廃棄物・建設残土処理料、中
間処理料 

廃棄物処理 
 

(2)民営事業所への建設廃棄物・建設残土処理料、中
間処理料 

廃棄物処理 

 
3.2.市場単価の機労材への分割（表-5 32.市場単価） 
公共事業工事費投入調査では、「32.市場単価」に記載した金額内訳を別の調査票に工種別

に記載を求め、その結果は金額表と構成比表で公表されている。（市場単価工種は表-7） 
この結果からは、工種別の金額は把握できるが含まれる機労材への分割は出来ない。そこ

で、この分割には当会の内部デ－タを用いることとした。これは、先に述べたとおり、市場
単価は民間工事業者間の取引価格としての工事価格を調査したもので、施工単位当たりの
材工単価となっている。調査結果は、当会発刊の「土木コスト情報」に四半期ごとに掲載さ
れ、各市場単価の機労材内訳については「単価の構成」として、含むか否かの表記のみで、
単価の内訳は存在しない。しかし、調査実施後に、原価構成（機労材）、市況動向、需給動

P：ウェイト品目の費用　　：区分費用
B：基本分類建設部門取引額
m：部門分類　n：内訳数　i：区分　j：内訳　
k：ウェイト品目

P－

3.2．�市場単価の機労材への分割（表 5　32. 市場
単価）

　公共事業工事費投入調査では，「32. 市場単価」に
記載した金額内訳を別の調査票へ工種別に記載を求
め，その結果は金額表と構成比表で公表されている。

（市場単価工種は表 7）
　この結果を用いて機労材への分割は次のとおりで
ある。なお，独立行政法人等土木工事費投入調査に
よる市場単価の分割も同様に行った。

3.3．間接費の機労材等への分割
　表 5に示した間接費のうち，分類としては 1 ～
10 が共通仮設費，11 は現場管理費に相当する。そ
の内訳については，土木工事費間接工事費調査の構
成比表が公表されており，これを利用して機労材や
他費用に分割した。

表 6　直接費の費目内訳

費目 区分（i） 内訳（j） ウェイト品目（k）

A．直接費

34. 光熱・水道・電力
⑴ 電力（基本料は除く） 電力（基本料は除く）
⑵ ガス（〃） ガス（基本料は除く）
⑶ 上水道・簡易水道（〃） 上水道・簡易水道（〃）

35. リース料

⑴ （建設機械）ショベルカー，クレーン等のリース料 建機リース
⑵  （他の機械類）溶接機，発動発電機，コンプレッサー，ポン

プ類，バイブレーター等のリース料 その他機械リース

⑶  足場，型枠，支柱，はり，鋼矢板，形鋼，山留め材等のリー
ス料 仮設材リース

36. 損料

⑴ （建設機械）ショベルカー，クレーン等の損料 建機損料
⑵  （他の機械類）溶接機，発動発電機，コンプレッサー，ポン

プ類，バイブレーター等の損料 その他機械損料

⑶ （工具類）スパナ，ペンチ，ドライバー，のこぎり等の損料 工具損料
⑷  足場，型枠，支柱，はり，鋼矢板，形鋼，山留め材等の損料 仮設材損料

38. 廃棄物処理料
⑴ 公営事業所への建設廃棄物・建設残土処理料，中間処理料 廃棄物処理
⑵ 民営事業所への建設廃棄物・建設残土処理料，中間処理料 廃棄物処理

LP：市場単価に含まれる労務費合計　MP：市場単価に含まれる材料費合計　
MAP：市場単価に含まれる機械経費合計　M：本工事費投入調査による「32. 市場単価」合計費用
W：市場単価工種別ウェイト　Lw：部内資料による労務費参考ウェイト
Mw：部内資料による材料費参考ウェイト　MAw：部内資料による機械経費参考ウェイト
m：部門分類　t：市場単価工種

9 
 

向からの検証を行ったうえで各単価を決定している。そこで、この検証用の原価構成（機労
材）を参考に、機労材への分割を行うこととした。 
以上の、公共事業工事費投入調査からの市場単価工種別構成比と当会資料を用いて機労

材への分割は次のとおりである。なお、独立行政法人等土木工事費投入調査による市場単価
の分割も同様に行った。分割は、表-5 に示した部門分類の内訳（32.道路など）ごとに実施
し、最後に合算してウェイトに反映させた。 

 

𝐿𝐿𝐿𝐿𝑚𝑚 = 𝑀𝑀𝑚𝑚 ∑ 𝑊𝑊𝑚𝑚,𝑡𝑡𝐿𝐿𝐿𝐿𝑡𝑡

62

𝑡𝑡=1
        𝑀𝑀𝐿𝐿𝑚𝑚 = 𝑀𝑀𝑚𝑚 ∑ 𝑊𝑊𝑚𝑚,𝑡𝑡𝑀𝑀𝐿𝐿𝑡𝑡

62

𝑡𝑡=1
        𝑀𝑀𝑀𝑀𝐿𝐿𝑚𝑚 = 𝑀𝑀𝑚𝑚 ∑ 𝑊𝑊𝑚𝑚,𝑡𝑡𝑀𝑀𝑀𝑀𝐿𝐿𝑡𝑡

62

𝑡𝑡=1
 

 
    𝐿𝐿𝐿𝐿:市場単価に含まれる労務費合計     𝑀𝑀𝐿𝐿:市場単価に含まれる材料費合計  
 𝑀𝑀𝑀𝑀𝐿𝐿:市場単価に含まれる機械経費合計     𝑀𝑀:本工事費投入調査による「32.市場単価」合計費用 
𝑊𝑊:市場単価工種別ウェイト    𝐿𝐿𝐿𝐿:当会資料による労務費参考ウェイト 𝑚𝑚:部門分類     𝑡𝑡:市場単価工種 

𝑀𝑀𝐿𝐿:当会資料による材料費参考ウェイト     𝑀𝑀𝑀𝑀𝐿𝐿:当会資料による機械経費参考ウェイト  
 

表-7 市場単価工種 
 工種(t) 

1 鉄筋工 
2 鉄筋工（ガス圧接工 ） 
3 鉄筋挿入工 
4 区画線工 
5 高視認性区画線工 
6 インタ－ロッキングブロック工 
7 防護柵設置工（ガ－ドレ－ル） 
8 防護柵設置工（ガ－ドパイプ） 
9 防護柵設置工（横断・転落防止柵） 
10 防護柵設置工（落石防護柵） 
11 防護柵設置工（落石防止網） 
12 道路標識設置工 
13 道路付属物工 
14 排水構造物工 
15 コンクリ－トブロック積工 
16 法面工 
17 吹付枠工 
18 道路植栽工 
19 公園植栽工 
20 橋梁塗装工 
21 橋梁用伸縮継手装置設置工 
22 橋梁用埋設型伸縮継手装置設置工 
23 橋面防水工 
24 薄層カラ－舗装工 
25 グル－ビング工 
26 コンクリ－ト表面処理工 

（ ウォ－タ－ジェット工） 
27 構造物とりこわし工 
28 軟弱地盤処理工 
29 底面工 
30 マット工 
31 支保工 

 
  

 工種(t) 
32 足場工 
33 鉄筋工 
34 吊鉄筋工（吊鉄筋・吊バー） 
35 型枠工 
36 コンクリート打設工 
37 止水板工 
38 上蓋工 
39 伸縮目地工 
40 係船柱取付工 
41 防舷材取付工 
42 車止・縁金物・取付工 
43 電気防食工 
44 防砂目地工 
45 吸出し防止工 
46 港湾構造物塗装工 

（ 係船柱・車止・縁金物塗装） 
47 ペトロラタム被覆工 
48 現場鋼材溶接工 
49 現場鋼材切断工 
50 かき落とし工 
51 汚濁防止膜工 
52 汚濁防止枠工 
53 灯浮標設置・撤去工 
54 硬質塩化ビニル管設置工 
55 リブ付硬質塩化ビニル管設置工 
56 砂基礎工 
57 砕石基礎工 
58 取付管およびます工（塩化ビニル製） 
59 組立マンホール設置工 
60 小型マンホール工（塩化ビニル製） 
61 コンクリート 2次製品の施工単価 
62 発注が独自に設定した施工単価 
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表 7　市場単価工種

工種（t）
1 鉄筋工
2 鉄筋工（ガス圧接工 ）
3 鉄筋挿入工
4 区画線工
5 高視認性区画線工
6 インターロッキングブロック工
7 防護柵設置工（ガードレール）
8 防護柵設置工（ガードパイプ）
9 防護柵設置工（横断・転落防止柵）
10 防護柵設置工（落石防護柵）
11 防護柵設置工（落石防止網）
12 道路標識設置工
13 道路付属物工
14 排水構造物工
15 コンクリートブロック積工
16 法面工
17 吹付枠工
18 道路植栽工
19 公園植栽工
20 橋梁塗装工
21 橋梁用伸縮継手装置設置工
22 橋梁用埋設型伸縮継手装置設置工
23 橋面防水工
24 薄層カラー舗装工
25 グルービング工
26 コンクリート表面処理工（ウォータージェット工）
27 構造物とりこわし工
28 軟弱地盤処理工
29 底面工
30 マット工
31 支保工

工種（t）
32 足場工
33 鉄筋工
34 吊鉄筋工（吊鉄筋・吊バー）
35 型枠工
36 コンクリート打設工
37 止水板工
38 上蓋工
39 伸縮目地工
40 係船柱取付工
41 防舷材取付工
42 車止・縁金物・取付工
43 電気防食工
44 防砂目地工
45 吸出し防止工
46 港湾構造物塗装工（係船柱・車止・縁金物塗装）
47 ペトロラタム被覆工
48 現場鋼材溶接工
49 現場鋼材切断工
50 かき落とし工
51 汚濁防止膜工
52 汚濁防止枠工
53 灯浮標設置・撤去工
54 硬質塩化ビニル管設置工
55 リブ付硬質塩化ビニル管設置工
56 砂基礎工
57 砕石基礎工
58 取付管およびます工（塩化ビニル製）
59 組立マンホール設置工
60 小型マンホール工（塩化ビニル製）
61 コンクリート 2 次製品の施工単価
62 発注が独自に設定した施工単価

3.3.1．共通仮設費の分割
　共通仮設費は表 5に示した「B. 間接費」の 1 ～
10 が該当する。これらは土木工事費間接工事費調
査により内訳が細分化され，それぞれの内訳構成比
が示されていることから，表 8のとおり内訳と土
木指数に適用するウェイト品目（k）と対応をとり，
それぞれの費用を共通仮設費合計額から機労材等の
各費用に分割した。分割は次のとおり。
　※表 8は表 5の「B. 間接費」の 1. 運搬費と 2. 準
備費についてのみ示す。3. 事業損失防止施設費以下
は省略。

10 
 

3.3.間接費の機労材等への分割 
表-5 に示した間接費のうち、分類としては 1～10が共通仮設費、11は現場管理費に相当

する。その内訳については、土木工事費間接工事費調査の構成比表が公表されており、これ
を利用して機労材や他費用に分割した。 

 
3.3.1.共通仮設費の分割 
共通仮設費は表-5 に示した「B.間接費」の 1～10 が該当する。これらは土木工事費間接

工事費調査により内訳が細分化され、それぞれの内訳構成比が示されていることから、表-
8 のとおり内訳と土木指数に適用するウェイト品目(k)と対応をとり、それぞれの費用を共
通仮設費合計額から機労材等の各費用に分割した。分割は次のとおり。 
※表-8 は表-5 の「B.間接費」の 1.運搬費と 2.準備費についてのみ示す。3.事業損失防止

施設費以下は省略。 
𝑇𝑇𝑇𝑇𝑚𝑚,𝑘𝑘 = 𝑇𝑇𝑚𝑚 ∑ 𝑊𝑊𝑚𝑚,𝑘𝑘        

 
𝑇𝑇𝑇𝑇:ウェイト品目の費用    𝑇𝑇:本工事費投入調査における共通仮設費  
𝑊𝑊:土木工事費間接工事費調査結果による内訳ウェイト 
𝑚𝑚:部門分類     𝑘𝑘:ウェイト品目    𝑗𝑗:共通仮設費費目の内訳 

 
表-8 共通仮設費の費目と内訳 

費目 区分 内訳(j) ウェイト品目(k) 
 
 
 
 
 
 
B.間接費 

1.運搬費 (1)貨物輸送費 貨物輸送費 
(2)自家輸送費 自家輸送費 
(3)労務賃金 直接労務費 
(4)減価償却費（損料） 機械損料 
(5)船舶回航費 船舶回航費 
(6)その他 分類不明 

2.準備費 (1)製材 材料費 
(2)素材 材料費 
(3)減価償却費（損料）（リ－ス料を除） 仮設材損料 
(4)機械等リ－ス料 建機リ－ス 
(5)機械修理費 機械修理 
(6)油脂・燃料費 材料費 
(7)委託外注費 委託外注費 
(8)労務賃金 直接労務費 
(9)その他 分類不明 

※区分の「3.事業損失防止施設費」以下は省略。 
 
3.3.2.現場管理費の分割 
 現場管理費は表-5に示した「B.間接費」の 11 が該当し、共通仮設費同様にその内訳が調
査され細分化されている（表-9）。直接工事費と共通仮設費が工事施工にともない直接的に
発生する費用であるのに対し、現場管理費は、作業員の労務管理や施工期間中の現場維持に
必要な経費である。そのため、工事によっては現場事務所を構える場合もあるなど、管理費
的な費用が主になる。本項では建材指数を材料費の個別指数に適用するために、間接費に含
まれる機労材の分割を行うが、現場管理費の内訳には材料費と機械経費相当額が含まれて

TP：ウェイト品目の費用　
T：本工事費投入調査における共通仮設費 
W：土木工事費間接工事費調査結果による内訳ウェイト
m：部門分類　k：ウェイト品目　j：共通仮設費費目の内訳

3.3.2. 現場管理費の分割
　現場管理費は表 5に示した「B. 間接費」の 11 が
該当し，共通仮設費同様にその内訳が調査され細分
化されている（表 9）。直接工事費と共通仮設費が
工事施工にともない直接的に発生する費用であるの
に対し，現場管理費は，作業員の労務管理や施工期
間中の現場維持に必要な経費である。そのため，工
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事によっては現場事務所を構える場合もあるなど，
管理費的な費用が主になる。本項では建材指数を材
料費の個別指数に適用するために，間接費に含まれ
る機労材の分割を行うが，現場管理費の内訳には材
料費と機械経費相当額が含まれていない。しかし，
⑹ 雇用者所得は，「現場従業員の給料，諸手当，賞
与等の費用」とされており，現場で施工管理に従事
する技術者や補助者，一般事務員の給料等であり，
純工事費（直接工事費＋共通仮設費）に計上される
現場作業員の労務費とは賃金区分が異なる。そのた
め，指数計算に適用するウェイトは現場作業員とは
分ける必要があることから，現場管理費中の労務費
は間接労務費のウェイトとする。
　それ以外のウェイトについては，共通仮設費の分

割同様にウェイト品目（ k）と対応させ，現場管理
費合計額から各費用に分割した。分割はつぎのとお
りである。

11 
 

いない。しかし、(6)雇用者所得は、「現場従業員の給料、諸手当、賞与等の費用」とされて
おり、現場で施工管理に従事する技術者や補助者、一般事務員の給料等であり、純工事費（直
接工事費+共通仮設費）に計上される現場作業員の労務費とは賃金区分が異なる。そのため、
指数計算に適用するウェイトは現場作業員とは分ける必要があることから、現場管理費中
の労務費は間接労務費のウェイトとする。 
それ以外のウェイトについては、共通仮設費の分割同様にウェイト品目(k)と対応させ、

現場管理費合計額から各費用に分割した。 
 

分割はつぎのとおりである。 
 

𝑆𝑆𝑆𝑆𝑚𝑚,𝑘𝑘 = 𝑆𝑆𝑚𝑚𝑊𝑊𝑚𝑚,𝑘𝑘 
 

𝑆𝑆:本工事費投入調査結果による現場管理費 
𝑆𝑆𝑆𝑆：ウェイト品目の費用      𝑊𝑊:土木工事費間接工事費調査結果による内訳ウェイト 
𝑚𝑚:部門分類     𝑘𝑘:ウェイト品目    𝑗𝑗:現場管理費の内訳 

 
表-9 現場管理費の費目と内訳 

費目 区分 内訳(j) ウェイト品目(k) 
 
 
 

B.間接費 

 
 
 

11.現場管理費 

(1)衣服 衣服 
(2)身回品 身の回り品 
(3)募集・解散費用 募集・解散費用 
(4)福利厚生費 法定福利費 
(5)法定福利費 法定福利費 
(6)雇用者所得 間接労務費 
(7)その他の給与 間接労務費 

※内訳のうち「(8)減価償却費」以下は省略。 
 
3.4.一般管理費等について 
一般管理費等は、損益計算書の計算上「完成工事総利益」となり、通常「粗利」と言われ

る。この粗利は、販管費と営業利益に区分され、そこに営業外損益が加算されて経常利益と
なる。 

 
【参考】 
完成工事総利益＝完成工事高－完成工事原価（直接工事費＋共通仮設費＋現場管理費） 
営業利益＝完成工事総利益－販売費及び一般管理費 
経常利益＝営業利益＋営業外損益 
 
ここで、完成工事高は工事を落札した時点で、工事契約額として固定されるため粗利を増

加させるためには、工事原価の適切な管理が必要になる。原価管理には、個別工事で目標と
する粗利が示されることが必要である。この粗利は、全社、支社、個別工事ごとに目標値が
設定され、目標の根拠は各企業の経営計画（利益計画）であり、本工事費投入調査票の一般
管理費等の記入要領にある「工事施工に当たる企業の活動を継続運営するために必要な本・
支店における経費」とされるように、将来に向けての技術開発や人材の確保、教育訓練など

S：本工事費投入調査結果による現場管理費
SP：ウェイト品目の費用　
W：土木工事費間接工事費調査結果による内訳ウェイト
m：部門分類　k：ウェイト品目　j：現場管理費の内訳

3.4．一般管理費等について
　一般管理費等は，損益計算書の計算上「完成工事
総利益」となり，通常「粗利」と言われる。この粗
利は，販管費と営業利益に区分され，そこに営業外
損益が加算されて経常利益となる。

表 8　共通仮設費の費目と内訳

費目 区分 内訳（j） ウェイト品目（k）

B. 間接費

1. 運搬費

⑴ 貨物輸送費 貨物輸送費
⑵ 自家輸送費 自家輸送費
⑶ 労務賃金 直接労務費
⑷ 減価償却費（損料） 機械損料
⑸ 船舶回航費 船舶回航費
⑹ その他 分類不明

2. 準備費

⑴ 製材 材料費
⑵ 素材 材料費
⑶ 減価償却費（損料）（リース料を除） 仮設材損料
⑷ 機械等リース料 建機リース
⑸ 機械修理費 機械修理
⑹ 油脂・燃料費 材料費
⑺ 委託外注費 委託外注費
⑻ 労務賃金 直接労務費
⑼ その他 分類不明

※区分の「3. 事業損失防止施設費」以下は省略。

表 9　現場管理費の費目と内訳

費目 区分 内訳（j） ウェイト品目（k）

B. 間接費 11. 現場管理費

⑴ 衣服 衣服
⑵ 身回品 身の回り品
⑶ 募集・解散費用 募集・解散費用
⑷ 福利厚生費 法定福利費
⑸ 法定福利費 法定福利費
⑹ 雇用者所得 間接労務費
⑺ その他の給与 間接労務費

※内訳のうち「⑻ 減価償却費」以下は省略。
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【参考】
完成工事総利益＝ 完成工事高－完成工事原価（直接

工事費＋共通仮設費＋現場管理費）
営業利益＝ 完成工事総利益－販売費及び一般管理費
経常利益＝営業利益＋営業外損益

　ここで，完成工事高は工事を落札した時点で，工
事契約額として固定されるため粗利を増加させるた
めには，工事原価の適切な管理が必要になる。原価
管理には，個別工事で目標とする粗利が示されるこ
とが必要である。この粗利は，全社，支社，個別工
事ごとに目標値が設定され，目標の根拠は各企業の
経営計画（利益計画）であり，本工事費投入調査票
の一般管理費等の記入要領にある「工事施工に当た
る企業の活動を継続運営するために必要な本・支店
における経費」とされるように，将来に向けての技
術開発や人材の確保，教育訓練など企業の継続に必
要な費用である。これまでの，直接工事費，共通仮
設費，現場管理費が工事単位ごとに発生する費用で
あるのに対し，一般管理費等については各企業の経
営計画（利益計画）の中で設定され，個別工事に目
標値として賦課される費用である。したがって，今
回作成する指数は，工事費の変動を指数として捉え
ることを目標として作成することから上記のように
賦課される一般管理費等（粗利）を含めることは適
当でないと考え，一般管理費等についてはウェイト
項目に含めずに，工事原価までを範囲とした。

4．個別指数の選定

　指数計算に必要な個別指数の選定を行った。以下
に各個別指数について示す。

4.1．材料費
　材料費は，工事種類により使用する数量や種類も
異なるため，選定やウェイトを決める必要がある。
しかし，冒頭で述べたとおり，2.2. 項での検討結果
により，材料費の個別指数は当会の建材指数を適用
する。
　建材指数の系列は，図2ツリー図のとおりである。
土木指数への適用対応を表 10に示す。原則，公表
している建材指数を用いたが，公表のない道路改良，
道路舗装，道路橋梁，道路補修については，土木指
数用に，建材指数の内部データを調整して用いてい
る。また，災害復旧については，対応する建材指数
はないが今後の自主研究で利用する予定があること
から，土木部門指数を適用した。

4.2．労務費
　3.3. 項で述べたとおり，労務費のウェイトは，直
接労務費と間接労務費に分けており，それぞれにつ
いて適用する労務費の個別指数が必要になる。その
ため，ここでは，直接労務費と間接労務費の別に個
別指数を選定した。

4.2.1．直接労務費
　直接労務費は，工事現場で直接作業に従事する作
業員（直接工）の賃金である。土木指数では工事費
の変動を毎月，指数として捉えることを目的として
いることから，直接工の賃金を個別指数とすること
が望ましい。この直接工の賃金を調査したものとし
ては，公共事業の予定価格算定の基礎になる設計労
務単価が職種別に国土交通省より公表されている。
しかし，設計労務単価は年 1 回の公表（賃金相場の
変動が大きい場合は年 2 回）であり，土木指数は直

図 2　建設資材物価指数の系列
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接労務費のウェイトが高いことを考えると，この設
計労務単価を個別指数に採用した場合，土木指数の
変動に影響がでる。さらに，直接工の給与形態は月
給者が約 35％，日給者が 64％（国土交通省調べ）
と日給者の割合が高いため，月給者はともかく，日
給者で，年間を通じて賃金変化がゼロという事は現
実的ではない。以上より，設計労務単価を個別指数
として採用するには適当でないと判断した。
　そこで，土木指数に適用する直接労務費の個別指
数として，毎月各地域のハローワークが公表する，

「職種別求人・求職賃金状況」の，求人側賃金「土
木の職業」に示される，求人賃金を指数化し，個別
指数として適用することとした。適用した理由とし
て，①この職種分類は「厚生労働省編職業分類」に
表 11のとおり定義され，職種として，「建設・土

木作業員」「舗装作業員」といった直接工に絞られ
ている。②公表地域はハローワーク単位で公表され，
将来的に土木指数の公表地域を細分化する検討を行
う際に有効である。③この求人側賃金は実際に支払
われることが前提で，支払われない場合は，ハロー
ワークへその旨を求職者が訴え出ることが可能であ
り，データの精度として信頼性が高いといえる。④
労働市場の需給関係による賃金相場の変化を，指数
として毎月反映できる。以上の 4 点から個別指数と
して採用した。

4.2.2．間接労務費
　間接労務費は，3.3.2. 項で述べた通り「現場従業
員の給料，諸手当，賞与等の費用」とされ，現場で
施工管理に従事する技術者やその補助者等である。

表 10　土木工事費指数への建設資材物価指数の適用対応

土木工事費指数 建材指数（建設資材物価指数） 備　考
公共事業 土木部門指数
治水 治水指数
道路 道路指数
　　道路改良 　　（道路改良指数） 非公表（土木工事費指数用に調整）
　　道路舗装 　　（道路舗装指数） 〃
　　道路橋梁 　　（道路橋梁指数） 〃
　　道路補修 　　（道路補修指数） 〃
災害復旧 土木部門指数
下水道 下水道指数

表 11　土木の職業（厚生労働省編職業分類）

出典：厚生労働省編職業分類より
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そのため直接労務費とは賃金区分が異なる。間接労
務費の対象になる技術者は，主に元請け企業等の社
員で，給与形態は直接工と異なり月給者が中心にな
る。この技術者の賃金については，国土交通省から

「設計業務委託等技術者単価」として毎年公表され
るが，この技術者の対象業務としては，設計業務，
測量業務，地質調査業務等のコンサルタント業であ
り，施工管理に従事する技術者とは異なる。一方，
直接労務費で適用した，ハローワーク「職種別求人・
求職賃金状況」では，表 12に示すとおり，「建築・
土木技術者等」の区分として，4.2.1. 項と同様に公
表がされている。公表されている賃金は表 12の小
分類 3 区分別ではなく，まとめられている。そのた
め，建築や測量の技術者も含まれるが，現場での施
工管理に携わる職種としての賃金変動は把握可能と
判断し，4.2.1. の理由も踏まえ，「職種別求人・求
職賃金状況」の求人側賃金「建築・土木の職業」に
示される，求人賃金を指数化し，個別指数として適
用することとした。

4.3．建機損料及びその他機械損料
　建機損料とその他機械損料は，国土交通省から公
表されている。損料は 2 年ごとに改定し，その算出
方法は，機械本体の基礎価格に所定の損料率を乗じ
て求める。損料の改定では，この基礎価格や損料率，

損料率の算定に必要な対象機械の年間運転日数や使
用年数といった諸条件が改定される。指数の計算で
は，時系列的な価格変化の割合が把握できれば良い
ため，2 年ごとの改正による損料の変化でなくても，
所定の損料率を乗じる対象である本体価格等の変化
が把握できれば良いと考えた。
　そこで，個別指数として，建機損料は日本銀行の
国内企業物価指数の「建設・鉱山機械（小類別）」
を適用することにした。内訳等は，表 13のとおり
である。また，その他機械損料は表 14に示す機種
の国内企業物価指数を品目ウェイトにより統合し，
その他機械損料の個別指数とした。指数の統合は，
品目 n の国内企業物価指数を i，その品目ウェイト
を w として，統合指数 I（適用する個別指数）を次
のとおり求めた。

17 
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表-16 国内企業物価指数「建設・鉱山機械（小類別）」内訳 
国内企業物価指数品目名 工業統計製造品名 商品例示 

掘さく機 ショベル系掘さく機 パワ－ショベル、ドラグショベル、バケッ
トホイ－ル等 

掘さく機（ショベル系
を除く） 

ドラグライン、クラムシェル、トンネル掘
進機等 

建設用クレ－ン 建設用クレ－ン クロ－ラクレ－ン、トラッククレ－ン、ホ
イ－ルクレ－ン等 

コンクリ－ト機械 コンクリ－ト機械 バッチャ－プラント、コンクリ－トミキ
サ、コンクリ－トポンプ、コンクリ－トプ
レ－サ、セメントガン、コンクリ－ト舗装
機械、コンクリ－トカッタ、コンクリ－ト
バイブレ－タ等 

建設用トラクタ・同部品 建設用トラクタ 建設用トラクタ 
建設用トラクタの部
分品・取付具・附属品 

建設用トラクタの部分品・取付具・附属品 

 

4.4．仮設建物リース料
　工事完了後に撤去される現場事務所のリース料で
ある。このリース料は当会の「建築コスト情報」に
調査結果が掲載されていることから，次の仕様でリー
ス料金を個別指数として採用した。
　仕様：組立式ハウス（フラット型 2 階建て 2 × 5

表 12　建築・土木技術者等（厚生労働省編職業分類）

出典：厚生労働省編職業分類より
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間　1 ～ 6 か月）

4.5．その他の個別指数（4.1. ～ 4.4. 以外）
　これまで示した，4.1. ～ 4.4. 以外で土木指数に
採用する個別指数は，先に示した日本銀行の国内企
業物価指数と企業向けサービス価格指数の中から，
土木指数のウェイト費目の内容に照らし合わせ，適
当な指数を採用した。その際には必要に応じ，4.3.で
示した方法で，品目ウェイトにより統合した指数を
個別指数とした。

5．土木工事費指数

5.1．土木工事費指数の算出
　第 3 項及び第 4 項の検討結果（ウェイト及び個別

指数）に基づき，土木指数を算出する。指数の算出
は，ラスパイレス式による。

　費目別のウェイトを w，部門分類を m，費目を j，
個別指数を i とすると部門分類別の
　工事費数 I は次のとおりである。

20 
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　以上により算出した指数を，本リポート末に示す。

5.2．建設工事費デフレーターとの比較
　作成した土木指数と同様の指数は，国土交通省の
建設工事費デフレーター（以下「デフレーター」）
が公表されている。ここでは，デフレーターとの比

表 13　国内企業物価指数「建設・鉱山機械（小類別）」内訳

国内企業物価指数品目名 工業統計製造品名 商品例示

掘さく機
ショベル系掘さく機 パワーショベル，ドラグショベル，バケットホイール等
掘さく機（ショベル系を除く） ドラグライン，クラムシェル，トンネル掘進機等

建設用クレーン 建設用クレーン クローラクレーン，トラッククレーン，ホイールクレーン等

コンクリート機械 コンクリート機械
バッチャープラント，コンクリートミキサ，コンクリートポンプ，
コンクリートプレーサ，セメントガン，コンクリート舗装機械，
コンクリートカッタ，コンクリートバイブレータ等

建設用トラクタ・同部品
建設用トラクタ 建設用トラクタ
建設用トラクタの部分品・取
付具・附属品 建設用トラクタの部分品・取付具・附属品

表 14　その他機械の内訳（国内企業物価指数より）

国内企業物価指数品目
（n）

品目
ウェイト（w） 工業統計製造品名 商品例示

水中ポンプ 0.2 その他のポンプ
斜流ポンプ，軸流ポンプ，回転ポンプ，
往復ポンプ，深井戸ポンプ，水中ポンプ，
手動ポンプ等

圧縮機・送風機 0.6
往復圧縮機，回転圧縮機，遠心圧縮機，
軸流圧縮機，遠心送風機，軸流送風機，
その他の送風機

同左

巻上機 0.4 巻上機 舶用ウィンチ，ホイスト，チェーンブロッ
ク，ウィンドラス，キャップスタン等

試験機 0.4 材料試験機

金属材料試験機（硬度試験機，万能材料
試験機，疲労試験機等），セメント・コン
クリート試験機，繊維材料試験機，ゴム
試験機，プラスチック試験機，木材試験機，
木炭材料試験機等

測量機器 0.2 ジャイロ計器，磁気コンパス，その他
の測量器具

ジャイロ計器，磁気コンパス，測角測量機，
水準測量機，距離測量機，写真測量機等

※測量機器は，2020 年基準より廃止品目
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較を行った。

5.2.1．両指数の比較
　各工事種類別に比較した結果を，以下の図 4に
示す。比較は，指数及び前年同期比で行った。（左
列が指数，右列が前年同月比）
　比較した結果を見ると，細かい動きでの違いは複
数あるが，とくに 2018 年 7 月付近の，指数の変化
が目立つ。デフレーターが上昇傾向に対し，土木指
数は下降傾向にあり，それは前期比の動きにも表れ
ている。この動きの違いについて，ウェイトは基準
年で固定されているので，適用される個別指数が動
きに影響を与えていると考えられる。
　建設工事費デフレーターの各費目のウェイトは公

表されており，それによると工事種類により大小は
あるが，「賃金・俸給」のウェイトがおよそ 3 割～
4 割と高く，適用される個別指数は，厚生労働省の
毎月勤労統計の「建設業・規模 5 人以上：現金給与
総額（季節調整済）」である。そこで，土木指数と
の変化の違い（特に 2018 年 7 月付近）を毎月勤労
統計の賃金指数等から確認した。
　毎月勤労統計の建設業の区分は大分類として「建
設業全体」（デフレーターの適用区分），それを構成
する中分類として「総合工事業」，「職別工事業」，「設
備工事業」の各分類からなる。大分類と中分類につ
いて，各指数と前期比の動きを見ると図 5のとお
りである。（左列が指数，右列が前期比） 2018 年 7
月付近の動きを見ると，大分類の建設業全体では賃

図 4　土木工事費指数と建設工事費デフレーターの比較（左図が指数　右図は前年同月比）
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図 4　（続き）

金指数が大きく跳ね上がり，そのため前年同月比も
大きく変動している。その内訳に相当する中分類で
見ると，総合工事業と設備工事業が同様の動きをし
ているが，職別工事業では大きな変動が見られない。
つまり，大分類の建設業全体の賃金指数は，総合工

事業と設備工事業の賃金変動の影響を受けていると
考えられる。ここで，中分類の定義について，総務
省の日本標準産業分類による定義では，次のとおり
示されている。
　（以下，一部抜粋）
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総合工事業： この中分類には，主として土木施設，
建築物を完成することを発注者に対し
直接請負う 事業所又は自己建設で行
う事業所が分類される。

職別工事業： この中分類には，主として下請として
工事現場において建築物又は土木施設
などの工事目的物の一部を構成するた
めの建設工事を行う事業所が分類され
る。 

設備工事業： この中分類には，主として電気工作物，
電気通信信号施設，空気調和設備，給
排水・衛生設備，昇降設備，その他機
械装置などの設備を完成することを発
注者に対し直接請負う事業所又は自己
建設を行う事業所並びに下請としてこ
れらの設備の一部を構成するための設
備工事を行う事業所が分類される。

　この定義からすると，総合工事業は工事元請，職
別工事業者は専門工事業，設備工事業はプラント事

業や電気通信事業の元・下請の事業所であり，一般
的に職別工事業の賃金は総合工事業，設備工事業に
比べ相対的に低いと考えられる。
　これについて，中分類の各事業別の現金給与と大
分類の「建設業全体」，土木指数で適用しているハ
ローワークの「土木の職業」を比較すると図 6の
とおりである。比較によると，大分類の建設業全体
の給与は，中分類の総合工事業と設備工事業に引っ
張られる傾向にある。このことから，先に述べたと
おり，大分類の建設業全体の賃金指数は，総合工事
業と設備工事業の賃金変動の影響を受け，言い換え
ると，建設業全体の賃金指数は，総合工事業と設備
工事業に寄った指数であるといえる。
　一方，土木指数で適用する賃金指数（ハローワー
クの「土木の職業」）は，実際に土木工事に携わる
直接工の賃金である。先に示した，中分類では職別
工事業の賃金がこれに対応する。
　この両者の比較を図 7に示す。デフレーターと
の比較でポイントにした 2018 年 7 月付近の賃金指
数で見ると，「土木の職業」では下落しており，こ
れが「デフレーターは上昇，土木指数は下落」といっ
た異なる動きの原因になっている。この時の職別工

図 4　（続き）
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図 5　毎月勤労統計　賃金変動（左図が指数　右図は前年同月比）（2015.1 ～ 2022.6）
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事業も土木指数同様に下落の傾向にある。
　全体的に職別工事業の方が変動は大きく，指数で
は 2021 年以降の上下が 10 ポイント以上ある月もあ
り，前年同月比でも 10 ポイントを超える月が 2019
年以降目立っている。それに比べ，土木の職業は比
較的，緩やかな変動である。
　以上をまとめると，デフレーターでウェイトが高
い労務費に適用する賃金指数は，毎月勤労統計の

「建設業・規模 5 人以上：現金給与総額（季節調整
済）」であるが，それを構成する中分類指数（「総合

工事業」，「設備工事業」，「職別工事業」）の内，「総
合工事業」と「設備工事業」の傾向が出やすい指数
になっている。一方，土木指数は，土木工事に携わ
る直接工の賃金指数であり，中分類指数の「職別工
事業」に寄ったものである。
　このことが，図 4で見られる，両指数の違いに
現れていると考える。

5.2.2．ウェイトの比較
　ここでは，本指数のウェイトとデフレーターの
ウェイトを比較する。デフレーターのウェイトは個
別指数をインプリシット方式で上位指数に統合して
いるため，土木指数と比較可能な「道路改良」，「道
路舗装」，「道路橋梁」，「道路補修」，「下水道」，「災
害復旧」の工事種類で行った。比較したウェイト項
目は，ウェイトが大半を占める労務費と材料費であ
る。他の費目については省略する。図 8に比較結
果を示す。
　比較の結果では，道路系 4 工種の労務費ウェイト
は大差がない状況だが，材料費では土木指数のウェ

図 6　毎月勤労統計　事業別現金給与比較

図 7　毎勤統計（職別工事業）とハローワーク（土木の職業）賃金比較

図 8　ウェイトの比較（労務費と材料費）
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イトが上回っている。特に下水道については，100
分比の％ポイントで，約 20 ポイントと差が大きく
なっている。これについて，図 4の比較で下水道
を確認するが，他の工事種類と同様の変化で極端な
変化は見られない。この下水道の材料費部分の差異
については今後の検討課題とする。

5.2.3．採用した個別指数の出所別ウェイト比較
　ここでは，採用した個別指数について，土木指数
とデフレーターの違いを採用元（出所）別にウェイ
トで確認する。
　両指数とも，企業向けサービス価格指数，国内企
業物価指数，消費者物価指数を個別指数に採用し，
労務費は，前出のとおり両指数で異なる個別指数

（データ）である。また，土木指数では，当会独自
の建材指数等の採用もある。これらについて，採用
した個別指数を出所別に図 9に示す。
　企業物価指数については，両指数ともに個別指数
として採用されているが，デフレーターの方が，ウェ
イトが大きい。これは，各材料の個別指数に企業物
価指数を採用していることによる。一方，土木指数
では材料の個別指数は建材指数を採用していること
から違いがでている。企業物価指数と建材指数の違
いを各指数の基になる調査内容で見ると，企業物価
指数は，生産者段階における出荷時点の価格を，調
査対象月（例 9 月）の翌月初め（例 10 月初め）に

調査を行い，翌月（例 10 月）の第 8 営業日に公表
される。建材指数は，市場における取引価格を，調
査対象月の翌月の初旬まで調査を行い，翌月に公表
している。両指数とも調査から公表のサイクルは同
じであるが，調査価格のレベルが異なる。企業物価
指数は出荷時点の価格であるが，建材指数は市場で
の取引価格である。したがって，これらのレベルが
異なる指数を材料費の個別指数として採用している
両指数の傾向としては，土木指数は，市場での取引
価格を反映した傾向が出やすく，デフレーターは，
材料等の出荷時の価格を反映した傾向に向かうと考
えられる。
　土木指数は，工事費の変動を指数として捉えるこ
とを目的として作成するものであり，上記のように
市場での取引価格を反映した建材指数を材料費の個
別指数として採用することは適当であると考える。

5.2.4．一般指標との比較
　デフレーターと土木指数の比較を，労務費やウェ
イト，採用した材料指数などにより行い，土木指数
の性質や傾向を俯瞰してきた。ここでは，一般的な
事例に両指数を適用した場合，どのような傾向が現
れるのか検討を行った。
　「原材料費の値上がり分が，販売価格への転嫁が
進まない」というニュースを聞く。これは，建設市
場でも同様に「資材価格の高騰が，工事費へ反映さ

図 9　採用個別指数の出所別ウェイト（1万分比）
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れない」という現象に等しい。これについて，工事
費をデフレーターと土木指数に，資材価格を建材指
数と国内企業物価指数として，前年同月比の変動を
図 10に示す。2021 年以降は，資材指数と国内企業
物価指数の伸びが，デフレーター及び，土木指数の
伸びを上回り，工事費の上昇が，資材価格の上昇に

追いつかない状況にあることがわかる。一方，2018
年 7 月から 2019 年 7 月付近までは，デフレーター
と土木指数の変動が異なる。先と同様の見方をする
と，資材価格の上昇分をデフレーターでは吸収して
いるが，土木指数では，資材価格の上昇分が吸収さ
れていない状態にある。

※各指数の工事区分は公共事業全体

図 10　資材価格と工事費の変動
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図 11　企業物価指数と消費者物価指数の変動
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　この傾向を，建設市場も含めた一般市場の状況に
ついて，出荷時点の価格変動を国内企業物価指数，
購入側の価格変動を消費者物価指数として，前年同
月比の変動を図 11に示す。これによると，2021 年
以降は，国内企業物価指数の伸びが大きく，消費者
物価指数の伸びを上回り，原材料費の値上げが販売
価格に転嫁しきれていない状況にあることがわかる。
同様な傾向は，2017 年 4 月付近から 2019 年 7 月付
近でもみられ，この間も市場は，生産者価格上昇分
が販売価格へ転嫁がされない状況にあったことが分
かる。
　建設市場も一般市場を構成する一部と考えるなら
ば，図 10において，2018 年 7 月から 2019 年 7 月
付近の建設市場は 2021 年以降と同様に，資材価格
の上昇分が，工事費に十分転嫁できていない期間と
考えられ，その変動を示した土木指数は，工事費の
変動を指数として捉えていると考える。

6．土木工事費指数，利用の方向性

　ここまで，指数作成について，ウェイト作成に用
いたデータ，ウェイトの作成，個別指数の検討，デ
フレーターとの比較等，それぞれ検討を行い，土木
指数がどのようなものなのか考察を行ってきた。こ
れらを踏まえ，利用の方向性について述べる。

6.1．季節性
　個別指数に採用した，建材指数，国内企業物価指
数，企業向けサービス価格指数，消費者物価指数は
季節調整済みの指数が作成されていない。（消費者
物価指数は一部の系列で作成公表されている）一方，
労務費については昇給や賞与などの季節的な変動も
あり，デフレーターでは，季節調整済みの賃金指数
を採用している。土木指数では，ハローワークの求
人賃金の実額を指数化しており，原数値のまま適用
している。ここには季節的な変動は含まれないと思
われるが，月別の季節指数を求め確認を行った。季
節指数は，月別に前月比の平均を求め，1 月を 100
として，各月の前月比平均を乗じていき，12 か月
平均で 100 になるように調整する方法で行った。各
月の季節指数とその変化を図 12に示す。
　これによると，賃金の季節変動は± 1％程度であ
り，土木指数（公共事業）全体で見た場合の季節変
動は数％しかなく，原数値のまま指数に適用しても
差がない状態である。したがって，土木指数は季節
調整値を含まない原数値による指数となる。
　一般的に季節調整済の指数は，精度の高い比較や
分析が可能とされている。今後，土木指数を用いた
分析等を行う必要がある場合は，図 12に示した，
季節指数で調整をすることも可能である。

図 12　季節変動の状況
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図 13　土木工事費指数と建材指数の傾向

6.2．説明性
　建設工事費の変動を説明する場合，その工事費を
構成する資材価格や労務費の変動を踏まえ，工事費
の傾向を把握する。個別の資材（鉄筋やコンクリー
ト等）の変化から，資材価格全体の動きを建材指数
で確認し，労務費の変化は設計労務単価や各種賃金
統計などを参考に，最近の工事費は上昇あるいは下
降といった結論を導く。このとき，工事費の上昇や
下降の結論を導く指標として，土木指数を利用する
ことで，説明性の向上に寄与すると考える。
　例えば，図 13に道路舗装の土木指数と建材指数，
直接労務費指数を示しているが，道路舗装工事の場
合，2020 年 7 月付近では，建材指数を見て，これ
までの説明では，「資材価格が大きく落ち込んだこ
とで，工事費も下がる可能性が考えられる」となる
が，土木指数を使うと，「資材が大きく落ち込んだ
ものの，労務費の下落もなかったことから，工事費
としては横ばいの傾向にある。」といったように，
説明性の向上が見込める。

6.3．妥当性
　電算機の性能向上や，工事費算出ソフトの普及に
より，工事費算出は短時間で正確にできるように
なっている。例えば，現在計画中の工事費と，過去
に施工した同様工事の実績工事費の現在価格を求め
て，比較検討を行う場合には，過去の設計書データ

を呼び出し，そこに適用している旧単価（機労材）
を現在の新単価で置き換えれば容易に算出できる。
　個々の工事案件として算出は容易であっても，件
数が多い場合や，工事によっては必要な新単価が規
格変更や市場の流通がない場合には，単価の入れ替
え等，細かい部分で時間を要す可能性もある。また，
その算出した工事費が現在の建設市場に照らして，
価格のレベルが適当なのか判断が必要な場合もある。
　そのような場合に，土木指数により工事費の変動
を捉え，算出した工事費の妥当性の比較検証に利用
可能である。加えて，これまで，この役割を果たし
ているデフレーターによる検証に追加することで一
層の妥当性が担保される。

7．おわりに

　本リポートでは，すでに土木工事の種類別に公表
されている，建材指数を個別指数として利用するこ
とを前提に，そのウェイト根拠である，産業連関表
作成に必要な調査データに基づき，工事費に含まれ
る機労材を，土木工事の実態と照らし合わせながら
分解し，工事費ウェイトを作成した。特に労務費に
ついては直接工事費に計上される直接作業員と，間
接工事費に計上される現場技術者に区分した。個別
指数については，建材指数に加え，市場の動きを感
度よく反映できるものを選定した。工事費ウェイト
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が高い労務費では，労働市場の需給状況が反映され
やすい，ハローワークの求人単価を適用した。
　作成した土木指数とデフレーターの比較では，指
数の変動が特異な部分に着目し，両指数のウェイト
が大きい，労務費の採用指数がもつ特徴や変動から，
土木指数の特徴を明らかにした。（5.2.1 項）
　また，ウェイト比較からは，下水道の材料費ウェ
イトでの差が大きかったものの，下水道の指数では
他の指数と比較し，特異な変動もなく原因は課題と
して残った。（5.2.2. 項）
　適用した材料指数の出所別比較では，土木指数は
当会の市中取引価格をベースに作成される建材指数
を採用しているが，デフレーターは生産者の出荷価
格をベースに作成される国内企業物価指数が採用さ
れている。このことから，土木指数は，デフレーター
とは異なり，市場での取引価格の変化を反映する性
質を持った指数と位置付けた。（5.2.3. 項）
　性質が異なる両指数を用いて，建設市場の「資材
価格の高騰が，工事費へ反映されない」とされる問
題について，建材指数に対するデフレーターと土木
指数の変動を確認した。それに合わせて，一般市場
の「原材料費の値上がり分が，販売価格への転嫁が
進まない」とされる同様の問題を消費者物価指数と
国内企業物価指数の変動からも確認した。この結果
から，土木指数の変動が，一般市場のそれに近い変
動を示すことが確認できた。（5.2.4 項）
　そして最後に，土木指数の利用方法について，季
節性，説明性，妥当性について示した。季節性につ
いては，土木指数をデータ分析で利用する際に，季
節性の除去に必要な季節指数について考察し，季節
指数を示した。（6.1. 項）
　説明性については，工事費変動を説明する際に，
これまでの定性的な説明部分を，土木指数を利用す
ることで定量的な説明も可能になり，説明性の向上
につながることを示した。（6.2. 項）
　妥当性については，工事価格の時点修正は工事費
算出ソフトにより容易になっているが，算出した工
事費のレベル確認に土木指数を加えることで妥当性
の向上につながることを提案した。（6.3. 項）

　今後の課題としては，工事規模への対応がある。
ウェイトの根拠である調査データは，工事規模別に

金額表が公表されている。今回作成したウェイトは，
工事費合計額で作成している。これは，産業連関表
が規模別ではなく，それを根拠にした建材指数も規
模別ではないことによる。そのため，規模別のウェ
イトを作成する場合は，建材指数から一旦離れ，適
用する材料の検討から始める必要も考えられる。そ
のため，工事規模へどのように対応するかが今後の
課題として考えられる。

　これまで，土木工事の特殊性から，工事費指数の
作成はこれまで検討事項とされてきた中で，公表さ
れている統計資料を参考に，建材指数の工事区分の
中で，土木指数作成を行った。
　土木指数については，ウェイトの根拠資料や作成
方法，そこに適用する個別指数の選定，それらから
算出した土木指数がもつ意味などの検討を経て提案
に至ったものである。
　今後もさらに検討を進め，有用な土木指数の改良
に努めたい。



建設物価　土木工事費指数の作成検討

— 106 —

【参考資料】土木工事費指数（2015 年平均＝ 100）
（2015 年 1 月～ 2022 年 6 月）

32 
 

【参考資料】土木工事費指数（2015 年平均＝100） 
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部門分類（工事種類）別指数　　　Ｉｎｄｅｘ　ｂｙ　Construction type 各工事の平成27(2015)年＝100

C．Y． 2015＝100

年　月 部門 公共事業 治水 道路 下水道 道路改良 道路舗装 道路橋梁 道路補修 災害復旧

Year Month

Constructi
on general

index

Flood
Mangemen

t Index
Road IndexSewer Index

Road
Improvem
ent　Index

Road
Pavement

Index

Road
Bridge
Index

Road
Repair
Index

Disaster
Recovery

Index
2015年 平均 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
2016年 平均 99.5 100.0 99.3 100.0 99.7 97.9 100.0 98.8 99.3
2017年 平均 101.0 101.3 100.7 101.0 101.1 98.5 101.9 99.8 100.7
2018年 平均 102.8 103.0 102.6 102.5 102.9 100.2 104.2 101.2 102.6
2019年 平均 104.3 104.7 104.2 104.0 104.5 101.5 106.1 102.6 104.1
2020年 平均 105.1 105.4 104.5 105.1 105.2 100.9 107.1 102.6 104.9
2021年 平均 107.4 107.3 106.8 106.8 107.0 102.6 110.3 104.0 107.0

2015年 1月 100.4 100.0 100.4 100.2 100.2 101.2 99.9 100.7 100.6
2月 99.4 99.1 99.6 99.4 99.3 100.4 99.5 99.9 99.5
3月 99.8 99.5 99.9 99.7 99.7 100.8 99.7 100.3 100.0
4月 99.6 99.6 99.5 99.7 99.6 99.3 99.5 99.2 99.6
5月 100.2 100.4 100.3 100.2 100.4 99.6 100.5 100.0 100.2
6月 99.9 99.9 99.8 99.8 99.9 99.4 99.8 99.4 99.8
7月 101.0 101.1 101.0 100.9 101.0 100.7 100.9 101.0 101.0
8月 100.4 100.5 100.4 100.3 100.5 100.1 100.5 100.4 100.3
9月 100.3 100.3 100.3 100.3 100.3 100.0 100.5 100.3 100.2

10月 99.8 99.7 99.6 99.9 99.6 99.8 99.5 99.6 99.7
11月 100.2 100.4 100.2 100.3 100.3 99.6 100.4 100.1 100.1
12月 99.1 99.3 99.0 99.4 99.1 98.9 99.2 98.8 99.0

2016年 1月 99.6 99.9 99.4 100.0 99.6 98.9 99.8 99.3 99.5
2月 99.6 99.8 99.5 100.0 99.6 98.8 100.0 99.4 99.4
3月 99.7 100.0 99.5 100.1 99.7 98.9 100.0 99.6 99.5
4月 99.9 100.3 99.6 100.3 100.1 98.0 100.4 99.2 99.7
5月 99.1 99.6 98.7 99.6 99.3 97.0 99.5 98.0 98.8
6月 99.3 99.9 99.0 99.8 99.6 97.1 99.8 98.2 99.1
7月 99.6 100.1 99.3 100.1 99.8 97.7 99.9 98.7 99.4
8月 99.6 100.1 99.3 100.0 99.8 97.6 100.0 98.7 99.4
9月 99.2 99.7 98.9 99.7 99.5 97.3 99.8 98.3 99.0

10月 99.5 100.0 99.3 99.9 99.7 97.8 100.1 98.8 99.2
11月 99.5 100.0 99.3 99.9 99.7 97.8 100.1 98.8 99.2
12月 99.9 100.3 99.6 100.1 100.1 98.0 100.4 99.0 99.6

2017年 1月 99.4 99.9 99.2 99.7 99.6 97.6 100.0 98.3 99.2
2月 100.5 101.0 100.4 100.7 100.7 98.4 101.3 99.7 100.2
3月 100.7 101.1 100.5 100.8 100.8 98.6 101.3 99.8 100.4
4月 100.4 100.7 100.3 100.5 100.6 98.7 101.0 99.6 100.2
5月 100.7 101.1 100.5 100.8 100.9 98.1 101.7 99.6 100.4
6月 100.5 100.8 100.2 100.6 100.6 98.1 101.2 99.3 100.3
7月 101.7 102.0 101.5 101.7 101.9 98.8 102.8 100.7 101.4
8月 101.3 101.5 101.0 101.4 101.4 98.6 102.3 100.1 101.0
9月 101.0 101.2 100.6 101.0 101.0 98.3 102.0 99.5 100.7

10月 101.9 102.1 101.6 101.8 101.9 98.8 103.2 100.6 101.5
11月 101.4 101.7 101.1 101.4 101.4 98.6 102.6 99.9 101.1
12月 102.2 102.5 101.9 102.0 102.3 99.1 103.3 100.7 101.8

土木工事費指数
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2018年 1月 102.4 102.7 102.2 102.1 102.4 99.4 103.9 101.0 102.0
2月 102.0 102.2 101.8 101.8 102.0 99.2 103.3 100.4 101.7
3月 102.1 102.2 101.8 101.9 102.1 99.3 103.3 100.3 101.7
4月 103.1 103.2 102.9 102.7 103.2 100.6 104.3 101.8 102.9
5月 103.0 103.0 102.7 102.6 103.1 100.2 104.1 101.3 102.8
6月 101.4 101.6 101.2 101.2 101.6 99.0 102.5 99.4 101.2
7月 102.4 102.4 102.1 102.0 102.5 99.9 103.6 100.6 102.2
8月 103.0 103.1 102.9 102.6 103.2 100.3 104.5 101.5 102.8
9月 102.7 103.0 102.7 102.3 102.9 100.1 104.4 101.1 102.5
10月 104.6 104.9 104.6 104.1 104.8 101.8 106.4 103.4 104.4
11月 103.6 103.8 103.5 103.2 103.8 101.0 105.1 102.0 103.4
12月 103.4 103.7 103.3 103.1 103.6 100.9 105.1 101.8 103.1

2019年 1月 104.5 104.7 104.4 104.0 104.5 102.1 106.3 103.3 104.2
2月 103.2 103.4 103.1 102.9 103.3 101.2 104.8 101.6 103.0
3月 103.5 103.7 103.4 103.1 103.5 101.3 105.1 101.9 103.2
4月 104.5 104.9 104.4 104.2 104.7 101.2 106.3 102.7 104.2
5月 103.9 104.3 103.8 103.6 104.1 100.7 105.8 102.0 103.5
6月 104.1 104.5 103.9 103.9 104.3 101.0 105.7 102.2 103.9
7月 104.6 104.8 104.4 104.3 104.7 101.8 106.1 102.9 104.3
8月 103.8 104.4 103.8 103.6 104.1 101.0 105.9 102.2 103.4
9月 104.6 104.9 104.4 104.2 104.7 101.6 106.6 102.9 104.3
10月 106.5 106.7 106.1 105.9 106.6 103.0 108.1 104.8 106.3
11月 103.8 104.4 103.7 103.6 104.1 100.8 105.9 101.9 103.6
12月 105.2 105.6 104.9 104.8 105.3 102.0 106.9 103.3 105.0

2020年 1月 104.9 105.4 104.7 104.9 105.1 101.5 107.0 103.0 104.7
2月 104.5 105.0 104.3 104.5 104.8 101.3 106.5 102.5 104.4
3月 105.7 106.0 105.3 105.6 105.7 102.4 107.3 103.8 105.6
4月 104.6 104.9 104.2 104.7 104.6 101.4 106.7 102.7 104.4
5月 104.4 104.6 104.1 104.6 104.5 101.3 106.5 102.6 104.3
6月 105.4 105.5 104.8 105.4 105.3 102.2 106.8 103.4 105.3
7月 104.6 105.0 103.9 104.8 104.8 99.3 107.0 101.5 104.3
8月 105.7 106.0 104.9 105.6 105.8 100.2 107.7 102.5 105.5
9月 104.7 105.2 104.0 104.8 104.9 99.3 107.0 101.3 104.5
10月 105.6 105.9 104.9 105.4 105.7 100.4 107.9 102.7 105.2
11月 106.2 106.4 105.3 106.0 106.1 101.1 108.0 103.2 106.0
12月 104.8 105.1 104.1 104.9 104.8 99.9 106.9 101.6 104.4

2021年 1月 105.8 106.0 105.2 105.7 105.8 100.9 108.0 102.7 105.5
2月 106.1 106.3 105.5 106.0 106.2 101.1 108.4 103.0 105.8
3月 105.9 106.1 105.2 105.6 105.8 100.9 107.9 102.2 105.5
4月 105.8 106.1 105.3 105.7 105.8 101.2 108.1 102.5 105.5
5月 106.8 107.0 106.2 106.5 106.6 102.0 109.1 103.6 106.5
6月 106.7 106.7 106.1 106.2 106.5 101.8 109.2 103.1 106.3
7月 107.7 107.7 107.3 107.0 107.4 103.3 110.6 104.6 107.3
8月 107.8 107.6 107.3 106.9 107.4 103.4 111.0 104.4 107.4
9月 107.9 107.6 107.2 106.9 107.2 103.4 111.5 104.2 107.5
10月 108.5 108.2 107.9 107.3 107.8 104.1 112.3 105.1 108.2
11月 110.0 109.6 109.3 108.9 109.1 104.9 113.8 106.3 109.6
12月 109.7 109.2 109.0 108.6 108.7 104.7 114.2 105.8 109.3

2022年 1月 110.2 109.7 109.6 108.9 109.2 105.8 114.6 106.5 109.9
2月 109.6 109.0 108.9 108.3 108.6 105.2 113.8 105.7 109.3
3月 110.6 109.9 110.1 109.2 109.6 106.2 115.3 107.0 110.2
4月 111.5 110.6 111.0 109.9 110.3 106.6 116.2 107.7 111.1
5月 112.5 111.3 111.9 111.0 111.1 107.1 117.5 108.1 112.1
6月 115.6 114.0 115.0 113.3 113.8 112.4 119.5 112.6 115.4
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調査研究報告

Web 建設物価掲載データ等から見る生コン市場の動き（2022 年版）

総合研究所　部長　川野辺　豊

1．はじめに

　一般財団法人建設物価調査会（以下「当会」）は，
昭和 22 年の創立以来，建設事業の進歩発展に寄与
することを目的として，公共事業コストの基礎とな
る各種建設資材の取引価格の実態把握に務め，その
成果を「月刊 建設物価」において公表してきた。
また，2007 年 4 月からは，建設社会のニーズに応
えて，これまでの約 1.7 倍の情報量を持つ「 Web
建設物価」のサービスを始めている。
　ここでは，「Web 建設物価」の膨大な掲載情報を
利用し，建設社会を支える主要資材のうちレディー
ミクストコンクリート（以下「生コン」）について，
近年の価格の推移について取りまとめた。

　昨今，生コンの出荷量は漸減的に減少を続けてい
る（図－1）。さらに人手不足や後継者問題，働き方
改革への対応等の問題を抱えるなか，ロシア・ウク
ライナ問題に端を発した原燃料費の調達リスクが重

くのしかかるなど，生コン業界を取り巻く環境はいっ
そう厳しさを増している。
　インフラの整備や発災時における復旧・復興に欠
かせない資材であり，また，全国各地の経済・雇用
を支える地域産業としてなくてはならない生コン業
界が，どのような手段で事業継続を図ろうとしてい
るのか，「Web 建設物価」に掲載された情報を分析
することで，その実態に迫りたい。

図－1　近年の生コン出荷量と工場数の推移

表－1　18－18－25（20）Nの集計結果（全国）
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図-1 近年の生コン出荷量と工場数の推移 

 
2.掲載価格の全国集計 

はじめに、「Web建設物価」掲載都市のデータ集
計結果を表-1 に示す。 

 
 

表-1 18-18-25(20)N の集計結果（全国） 
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生コン出荷量 生コン工場数

2016年

(4月)

2017年

(4月)

2018年

(4月)

2019年

(4月)

2020年

(4月)

2021年

(4月)

2022年

(4月)

2022年

(9月)

①メーカー 都市 8 8 7 7 6 5 3 3 メーカー直販
②協組･販売店 〃 320 318 319 319 328 324 323 319 協組等による販売
①②混在 〃 188 190 191 192 184 189 193 198 上記、混在都市

計 (全掲載都市) 〃 516 516 517 518 518 518 519 520

平均値 円/m3 14,080 14,220 14,590 14,943 15,406 15,667 16,026 17,147
中央値 〃 14,050 14,200 14,500 14,950 15,500 15,500 15,700 17,200
最頻値 〃 14,500 10,500 14,500 15,500 15,500 15,500 13,000 15,000

対前年比 (額) 円/m3 － 140 371 352 463 261 360 1,120 平均値における
     〃       (率) ％ － 1.0% 2.6% 2.4% 3.1% 1.7% 2.3% 7.0% 同上

最大値 円/m3 23,450 23,450 25,450 26,450 26,450 26,450 26,450 30,450 島嶼部を含む
最小値 〃 7,900 8,500 8,500 7,500 9,100 9,400 9,400 10,500
　格差 倍 3.0 2.8 3.0 3.5 2.9 2.8 2.8 2.9 最大値÷最小値

※1. 表の年月日は調査月を示し、「4月」は「Web建設物価」5月号（4月上旬調べ）、「9月」は同10月号（9月上旬調べ）を表す。
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単位 摘 要項 目
全 国 の 集 計 結 果 ※1
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市
数

2016年

(4月)

2017年

(4月)

2018年

(4月)

2019年

(4月)

2020年

(4月)

2021年

(4月)

2022年

(4月)

2022年

(9月)

①メーカー 都市 8 8 7 7 6 5 3 3 メーカー直販
②協組･販売店 〃 320 318 319 319 328 324 323 319 協組等による販売
①②混在 〃 188 190 191 192 184 189 193 198 上記、混在都市

計 (全掲載都市) 〃 516 516 517 518 518 518 519 520

平均値 円/m3 14,080 14,220 14,590 14,943 15,406 15,667 16,026 17,147
中央値 〃 14,050 14,200 14,500 14,950 15,500 15,500 15,700 17,200
最頻値 〃 14,500 10,500 14,500 15,500 15,500 15,500 13,000 15,000

対前年比 (額) 円/m3 － 140 371 352 463 261 360 1,120 平均値における
     〃       (率) ％ － 1.0% 2.6% 2.4% 3.1% 1.7% 2.3% 7.0% 同上

最大値 円/m3 23,450 23,450 25,450 26,450 26,450 26,450 26,450 30,450 島嶼部を含む
最小値 〃 7,900 8,500 8,500 7,500 9,100 9,400 9,400 10,500
　格差 倍 3.0 2.8 3.0 3.5 2.9 2.8 2.8 2.9 最大値÷最小値
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※ 1． 表の年月日は調査月を表し，「4 月」は「Web 建設物価」5 月号（4 月上旬調べ），「9 月」は同 10 月号（9 月上旬調べ）を表す。
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2．掲載価格の全国集計

　はじめに，「Web 建設物価」掲載都市のデータ集
計結果を表－1に示す。
　このうち，平均値の推移を図－2に取りまとめた。
これによると，全国平均価格は漸増的に上昇してお
り，2016 年を基準とした 2022 年 9 月の上昇率は
21.8％増となった。対前年比は，ここ数年 2 ～ 3％
で推移していたが，2022 年 9 月は 7％と急激な上昇
を示している。

　ここで，2022 年 9 月の掲載価格の分布状況を，
2016 年との対比を交えて，階級幅を 1,000 円とす
るヒストグラムに取りまとめた（図－3）。これによ
ると，2016 年は 14,000 円以上～ 15,000 円未満を
中心とする正規に近い分布を示すが，2022 年 9 月は，
18,000 円以上～ 19,000 円未満の価格帯を最頻値と
する分布となっている。表－1が示す数値としての
最頻値と，ヒストグラムが示す価格帯としての最頻
値は異なることが示されている。
　次に，表－1の中央値の推移を図－4に取りまとめ

図－2　18－18－25（20）N　平均値の推移

表-1 の平均値の推移を図-2 に取りまとめた。こ
れによると、全国平均は漸増的に上昇しており、
2016 年を基準とした 2022 年 9 月の上昇率は
21.8％増となった。対前年比は、ここ数年 2～3％
で推移していたが、2022 年 9月は 7％と急激な上
昇を示している。 
ここで、2022 年 9 月の掲載価格の分布状況を、

2016 年との対比を交えて、階級幅を 1,000 円とす
るヒストグラムに取りまとめた（図-3）。これによ
ると、2016 年は 14,000 円以上~15,000 円未満を
中心とする正規に近い分布を示すが、2022 年 9月

は、18,000 円以上～19,000 円未満の価格帯を最頻
値とする分布となっている。表-1 が示す数値とし
ての最頻値と、ヒストグラムが示す価格帯として
の最頻値は異なることが示されている。 
 次に、表-1 の中央値の推移を図-4 に取りまとめ
た。これまで緩やかな上昇を続けていた中央値は、
2022 年 5 月以降、急激な上昇期を迎えたことを示
している。2022 年 9月は、第一四分位数（15,000
円）から第三四分位数（19,200 円）の間に全体の
50％のデータが集中し、そのほぼ中心が中央値
（17,200 円）となっている。 

 
図-2 18-18-25(20)N 平均値の推移 

 

 
図-3 18-18-25(20)N ヒストグラム（最も頻度の高い価格帯） 

 

 
図-4 18-18-25N 箱ひげ図による中央値の推移（外れ値を除く） 
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図－3　18－18－25（20）N　ヒストグラム（最も頻度の高い価格帯）

表-1 の平均値の推移を図-2 に取りまとめた。こ
れによると、全国平均は漸増的に上昇しており、
2016 年を基準とした 2022 年 9 月の上昇率は
21.8％増となった。対前年比は、ここ数年 2～3％
で推移していたが、2022 年 9月は 7％と急激な上
昇を示している。 
ここで、2022 年 9 月の掲載価格の分布状況を、

2016 年との対比を交えて、階級幅を 1,000 円とす
るヒストグラムに取りまとめた（図-3）。これによ
ると、2016 年は 14,000 円以上~15,000 円未満を
中心とする正規に近い分布を示すが、2022 年 9月

は、18,000 円以上～19,000 円未満の価格帯を最頻
値とする分布となっている。表-1 が示す数値とし
ての最頻値と、ヒストグラムが示す価格帯として
の最頻値は異なることが示されている。 
 次に、表-1 の中央値の推移を図-4 に取りまとめ
た。これまで緩やかな上昇を続けていた中央値は、
2022 年 5 月以降、急激な上昇期を迎えたことを示
している。2022 年 9月は、第一四分位数（15,000
円）から第三四分位数（19,200 円）の間に全体の
50％のデータが集中し、そのほぼ中心が中央値
（17,200 円）となっている。 

 
図-2 18-18-25(20)N 平均値の推移 

 

 
図-3 18-18-25(20)N ヒストグラム（最も頻度の高い価格帯） 

 

 
図-4 18-18-25N 箱ひげ図による中央値の推移（外れ値を除く） 
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図－4　18－18－25N　箱ひげ図による中央値の推移（外れ値を除く）

表-1 の平均値の推移を図-2 に取りまとめた。こ
れによると、全国平均は漸増的に上昇しており、
2016 年を基準とした 2022 年 9 月の上昇率は
21.8％増となった。対前年比は、ここ数年 2～3％
で推移していたが、2022 年 9月は 7％と急激な上
昇を示している。 
ここで、2022 年 9 月の掲載価格の分布状況を、

2016 年との対比を交えて、階級幅を 1,000 円とす
るヒストグラムに取りまとめた（図-3）。これによ
ると、2016 年は 14,000 円以上~15,000 円未満を
中心とする正規に近い分布を示すが、2022 年 9月

は、18,000 円以上～19,000 円未満の価格帯を最頻
値とする分布となっている。表-1 が示す数値とし
ての最頻値と、ヒストグラムが示す価格帯として
の最頻値は異なることが示されている。 
 次に、表-1 の中央値の推移を図-4 に取りまとめ
た。これまで緩やかな上昇を続けていた中央値は、
2022 年 5 月以降、急激な上昇期を迎えたことを示
している。2022 年 9月は、第一四分位数（15,000
円）から第三四分位数（19,200 円）の間に全体の
50％のデータが集中し、そのほぼ中心が中央値
（17,200 円）となっている。 

 
図-2 18-18-25(20)N 平均値の推移 

 

 
図-3 18-18-25(20)N ヒストグラム（最も頻度の高い価格帯） 

 

 
図-4 18-18-25N 箱ひげ図による中央値の推移（外れ値を除く） 
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た。これまで緩やかな上昇を続けていた中央値は，
2022 年 5 月以降，急激な上昇期を迎えたことを示
している。2022年9月は，第一四分位数（15,000円）
から第三四分位数（19,200 円）の間に全体の 50％
のデータが集中し，そのほぼ中心が中央値（17,200
円）となっている。
　表－1の最大値と最小値の推移を図－5に取りまと
めた。俯瞰すると，両者とも緩やかな上昇傾向にあ
る。両者の価格差は，2020 年以降はあまり変化が
見られず，2.8 ～ 2.9 倍の範囲で推移している。

　2022 年 9 月の調査段階を図表化した図－7による
と，掲載 520 都市のうち 99％は生コン協同組合（以
下「協組」）や販売店を介した取引が行われている
ことが分かる。メーカー直販都市はわずか 1％に留
まり，それも近年では縮小傾向にある。

図－8　18－18－25（20）N　調査段階別・平均値の推移

図－5　18－18－25N　最大値・最小値の推移

表-1の最大値と最小値の推移を図-5に取りまと
めた。俯瞰すると、両者とも緩やかな上昇傾向に
ある。両者の価格差は、2020 年以降はあまり変化
が見られず、2.8～2.9 倍の範囲で推移している。 

 
図-5 18-18-25N 最大値・最小値の推移 

 
 
表-1 の調査段階は、「Web 建設物価」において

調査対象としている流通段階（図-6）を示し、その
都市において需要家と取引を行っている最も一般
的な売り手側業者を表す。 

 
図-6 生コンの調査段階 

 
2022 年 9 月の調査段階を図表化した図-7 によ

ると、掲載 520 都市のうち 99％は生コン協同組合
（以下「協組」）や販売店を介した取引が行われて

いることが分かる。メーカー直販都市はわずか1％
に留まり、それも近年では縮小傾向にある。 

 
図-7 掲載都市の調査段階（n=520） 

 
ここで、メーカーによる直販がその都市にどの

ような影響を与えているかを確認するため、メー
カー直販を含む都市（調査段階①②）と、含まない
都市（調査段階②）に分け、18-18-25(20)N の平
均価格の推移を取りまとめた（図-8）。 
結果は、前者の平均値が、後者より常に一段低

い値を示している。その価格差は 1,073～1,377 円
/m3 と年度によって多少異なるものの、比較的安
定した推移を見せている。 
これは、調査段階①を含む都市では、協組未加

入のメーカー（以下「員外社」）が存在するケース
が多く、一方、調査段階①を含まない都市には、員
外社が存在しないケースが多いことから、この員
外社の存在が価格差の一因と考えられる。 

 

 
 

図-8 18-18-25(20)N 調査段階別・平均値の推移 
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図－6　生コンの調査段階
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が見られず、2.8～2.9 倍の範囲で推移している。 
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　表－1の調査段階は，「Web 建設物価」において
調査対象としている流通段階（図－6）を示し，そ
の都市において需要家と取引を行っている最も一般
的な売り手側業者を表す。

　ここで，メーカーによる直販がその都市にどのよ
うな影響を与えているかを確認するため，メーカー
直販を含む都市（調査段階①②）と，含まない都市

（調査段階②）に分け，18－18－25（20）N の平均価格
の推移を取りまとめた（図－8）。
　結果は，前者の平均値が，後者より常に一段低い
値を示している。その価格差は 1,073 ～ 1,377 円 /
m3 と年度によって多少異なるものの，比較的安定
した推移を見せている。
　これは，調査段階①を含む都市では，協組未加入
のメーカー（以下「員外社」）が存在するケースが
多く，一方，調査段階①を含まない都市には，員外
社が存在しないケースが多いことから，この員外社
の存在が価格差の一因と考えられる。
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3．掲載価格の地区別・都道府県別集計

　ここでは，2022 年 9 月の「Web 建設物価」に掲
載された 520 都市の価格を使い，地区別・都道府県

別に集計した結果を示す（表－2）。
　表－2の地区別の平均値を，2016 年との対比を交
えて図－9に取りまとめた。これによると，2016 年
から大きく上昇したのは近畿地区（ 36.2％）と四

表－2　18－18－25（20）Nの集計結果（地区別・都道府県別）

3.掲載価格の地区別・都道府県別集計 

ここでは、2022 年 9 月の「Web 建設物価」に掲
載された 520 都市の価格を使い、地区別・都道府
県別に集計した結果を示す（表-2）。 

 
表-2 18-18-25(20)N の集計結果（地区別・都道府県別） 

 

調査段階② 調査段階① SLフリー
平均値 中央値 最頻値 増減額 増減率 標準偏差 変動係数CV 含む都市の 含む都市の 導入都市の

（円/m3） （円/m3） （円/m3） （円/m3） （％） （円/m3） － 割合(％)※3 割合(％)※3 割合(％)※4

北海道 26都市 19,767 20,150 19,500 3,169 19.1% 2,032 0.10 100% 0% 0%
北海道 26都市 19,767 20,150 19,500 3,169 19.1% 2,032 0.10 100% 0% 0%

東北 84都市 16,124 15,700 15,500 2,058 14.6% 2,059 0.13 100% 75% 0%
青森県 19都市 14,679 14,800 13,350 1,137 8.4% 927 0.06 100% 89% 0%
岩手県 19都市 17,982 17,700 17,700 3,000 20.0% 2,150 0.12 100% 95% 0%
宮城県 14都市 15,586 15,600 14,600 -14 -0.1% 1,862 0.12 100% 21% 0%
秋田県 13都市 15,662 15,700 15,800 2,700 20.8% 633 0.04 100% 100% 0%
山形県 10都市 17,540 17,150 16,900 3,490 24.8% 1,641 0.09 100% 30% 0%
福島県 9都市 15,189 15,200 15,200 2,778 22.4% 1,868 0.12 100% 100% 0%

関東 89都市 14,993 13,800 13,500 2,541 20.4% 2,849 0.19 99% 24% 24%
茨城県 8都市 14,188 14,750 15,500 3,288 30.2% 1,853 0.13 100% 13% 50%
栃木県 10都市 13,150 12,350 12,000 2,160 19.7% 1,984 0.15 100% 60% 100%
群馬県 10都市 14,145 13,650 13,100 1,612 12.9% 1,476 0.10 100% 10% 0%
埼玉県 6都市 13,733 12,900 12,800 3,050 28.5% 1,910 0.14 100% 0% 100%
千葉県 12都市 13,358 13,300 13,300 2,417 22.1% 1,684 0.13 100% 50% 0%
東京都 10都市 13,630 13,800 13,800 1,450 11.9% 593 0.04 100% 0% 10%
神奈川県 12都市 13,800 13,500 13,500 2,117 18.1% 1,366 0.10 100% 25% 0%
山梨県 6都市 17,250 17,250 18,000 4,850 39.1% 692 0.04 100% 50% 0%
長野県 15都市 19,987 19,800 19,700 3,050 18.0% 1,180 0.06 93% 7% 0%

北陸 28都市 16,139 16,150 15,800 1,321 8.9% 1,944 0.12 100% 75% 50%
新潟県 15都市 16,113 16,500 17,300 1,567 10.8% 2,072 0.13 100% 53% 93%
富山県 7都市 15,714 15,800 15,800 1,357 9.5% 1,023 0.07 100% 100% 0%
石川県 6都市 16,700 16,800 － 667 4.2% 2,268 0.14 100% 100% 0%

中部 56都市 16,511 16,800 11,000 3,130 23.4% 3,631 0.22 100% 9% 48%
岐阜県 19都市 16,311 18,050 11,000 2,095 14.7% 3,681 0.23 100% 11% 16%
静岡県 13都市 15,877 16,800 14,500 4,115 35.0% 1,581 0.10 100% 23% 0%
愛知県 11都市 13,991 12,500 11,000 2,173 18.4% 3,309 0.24 100% 0% 100%
三重県 13都市 19,569 21,000 17,000 4,469 29.6% 3,168 0.16 100% 0% 100%

近畿 59都市 18,925 18,900 18,800 5,027 36.2% 1,943 0.10 98% 25% 73%
福井県 5都市 16,860 17,700 17,700 3,900 30.1% 1,409 0.08 100% 60% 0%
滋賀県 5都市 20,430 22,200 22,200 6,050 42.1% 2,168 0.11 100% 0% 60%
京都府 10都市 18,146 19,200 19,200 3,811 26.6% 2,951 0.16 100% 60% 50%
大阪府 6都市 18,800 18,800 18,800 6,567 53.7% 0 0.00 100% 0% 100%
兵庫県 14都市 18,950 18,800 18,800 6,157 48.1% 1,220 0.06 100% 29% 79%
奈良県 8都市 18,900 19,200 19,200 4,413 30.5% 1,447 0.08 100% 13% 100%
和歌山県 11都市 19,873 19,000 19,000 4,236 27.1% 1,399 0.07 91% 9% 91%

中国 58都市 18,703 18,825 18,000 3,241 21.0% 1,800 0.10 100% 36% 0%
鳥取県 8都市 18,619 19,800 14,900 4,100 28.2% 2,798 0.15 100% 75% 0%
島根県 8都市 19,980 20,100 19,430 2,913 17.1% 449 0.02 100% 13% 0%
岡山県 11都市 17,530 17,600 16,000 3,182 22.2% 1,284 0.07 100% 82% 0%
広島県 14都市 18,200 18,000 18,000 3,357 22.6% 533 0.03 100% 14% 0%
山口県 17都市 19,315 18,950 16,950 2,935 17.9% 1,933 0.10 100% 18% 0%

四国 25都市 17,696 17,300 16,300 4,076 29.9% 2,029 0.11 100% 32% 8%
徳島県 6都市 19,933 20,100 17,800 4,417 28.5% 1,707 0.09 100% 0% 33%
香川県 5都市 16,500 16,300 16,300 5,780 53.9% 400 0.02 100% 40% 0%
愛媛県 9都市 16,833 16,700 16,700 3,444 25.7% 668 0.04 100% 56% 0%
高知県 5都市 17,760 19,000 19,500 3,100 21.1% 2,710 0.15 100% 20% 0%

九州 84都市 17,883 17,500 15,000 3,393 23.4% 3,344 0.19 99% 48% 0%
福岡県 19都市 14,763 15,000 15,000 3,158 27.2% 1,481 0.10 100% 37% 0%
佐賀県 5都市 14,280 15,000 15,000 3,260 29.6% 1,017 0.07 100% 80% 0%
長崎県 7都市 20,650 15,850 15,850 4,179 25.4% 6,591 0.32 86% 86% 0%
熊本県 13都市 17,619 17,000 17,000 2,877 19.5% 1,694 0.10 100% 54% 0%
大分県 14都市 18,121 18,675 19,500 2,518 16.1% 1,753 0.10 100% 43% 0%
宮崎県 14都市 20,804 20,700 20,700 4,400 26.8% 1,361 0.07 100% 57% 0%
鹿児島県 12都市 19,313 18,900 18,600 3,675 23.5% 1,668 0.09 100% 17% 0%

沖縄 11都市 17,527 16,600 16,600 2,927 20.0% 3,358 0.19 100% 64% 0%
沖縄県 11都市 17,527 16,600 16,600 2,927 20.0% 3,358 0.19 100% 64% 0%

全国 520都市 17,147 17,200 15,000 3,067 21.8% 3,013 0.18 99% 39% 21%

※1.「2016年4月」は「Web建設物価」2016年5月号（4月上旬調べ）、「2022年9月」は「Web建設物価」2022年10月号（9月上旬調べ）を示す。
※2.「変動係数CV」は地区内もしくは都道府県内の掲載都市の価格のばらつきを示し、「標準偏差÷平均値」から求めた。
※3.「調査段階②を含む都市」とは調査段階が②または①②の都市、「調査段階①を含む都市」とは調査段階が①または①②の都市を示す。
※4.「ＳＬフリー導入都市の割合」は、同一強度の生コン製品において、スランプ値（ＳＬ）による価格差がない都市の割合を示す。

地区区分
2022年9月※1の集計結果 2016年4月比(平均値)※1 都市間格差 (ばらつき) ※2

掲　載
都市数

※ 1． 「2016 年 4 月」は「Web 建設物価」2016 年 5 月号（4 月上旬調べ），「2022 年 9 月」は「Web 建設物価」2022 年 10 月号（9 月上旬調べ）を示す。
※ 2． 「変動係数 CV」は地区内もしくは都道府県内の掲載都市の価格のばらつきを示し，「標準偏差÷平均値」から求めた。
※ 3． 「調査段階②を含む都市」とは調査段階が②または①②の都市，「調査段階①を含む都市」とは調査段階が①または①②の都市を示す。
※ 4． 「SL フリー導入都市の割合」は，同一強度の生コン製品において，スランプ値（SL）による価格差がない都市の割合を示す。
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国地区（29.9％）で，それ以外の地区も概ね 20％
内外の高い上昇率を示している。

　続いて，表－2に示す都道府県別の平均値について，
2016 年からの増減率を白地図に表した（図－11）。
これによると，関東地区の一部や，香川県，三重県
を含む近畿地区周辺で上昇率が最も高く，活発な値
上げが最も進められてきたことが分かる。また，
10％以上の上昇率を示すのは 43 都道府県にもおよ
び，値上げ活動が概ね全ての都道府県下で行われて
いることが示されている。2016 年以降，上昇率が
マイナスを示したのは宮城県のみであった。

図－12　18－18－25（20）N　都道府県別平均価格（n＝ 520）

図－9　18－18－25（20）N　地区別平均価格

 表-2 の地区別の平均値を、2016 年との対比を交
えて図-7 に取りまとめた。これによると、2016 年
から大きく上昇したのは近畿地区（36.2％）と四国
地区（29.9％）で、それ以外の地区も概ね 20％内
外の高い上昇率を示している。 

 
図-7 18-18-25(20)N 地区別平均価格 

 
 ここで、地区別の平均値の推移を図-8 に取りま
とめた。2018 年~2020 年にかけた近畿地区の急上
昇や、2016 年～2021 年の北陸・沖縄地区の停滞
気味な上昇など、市場環境が地区ごとに異なる状
況が伺える。しかし、2022 年 9月を迎えると、多
くの地区で急上昇しており、ここ最近の値上げが
全国的な動きであることを示している。 

 
図-8 18-18-25(20)N 地区別平均価格の推移 
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図－10　18－18－25（20）N　地区別平均価格の推移
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図－11　18－18－25（20）N都道府県別平均価格の変動分布
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　ここで，地区別の平均値の推移を図－10に取りま
とめた。2018 年～ 2020 年にかけた近畿地区の急上
昇や，2016 年～ 2021 年の北陸・沖縄地区の停滞気
味な上昇など，市場環境が地区ごとに異なる状況が
伺える。しかし，2022 年 9 月を迎えると，多くの
地区が急上昇しており，ここ最近の値上げが全国的
な動きであることを示している。

　次に，表－2に示す 2022 年 9 月の都道府県別の平
均値を図－12に取りまとめた。これによると，東日
本は全国平均に満たない都県が多く，西日本は全国
平均を超える都府県が多いなど，西高東低の様相を
呈している。主要三大都市で全国平均を上回るのは，
大阪府のみとなっている。
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4．都市間格差の平準化の状況

　表－2が示すとおり，全国的には協組等による販
売が主流であるが，隣接する協組同士は競合関係に
ある。多くは過度な競争を控える傾向にあるが，協
組が値上げを打ち出した場合，需要家との交渉の難
易度は周辺地区の価格水準によっても変わるとされ，
隣接する協組同士は互いの価格に影響を及ぼしあう
関係にある。
　昨今，原燃料費の上昇に加え，人手不足や後継者
問題，働き方改革への対応等に伴う人件費の確保が
喫緊の課題として，協組・メーカーによる値上げが
頻繁に行われるようになり，結果として一部の地域
で都市間の価格差が縮小（平準化）する現象が見ら
れるようになった。

　まず，表－2で変動係数 CV が大きい都道府県を
確認すると，島嶼部を抱える長崎県（CV ＝ 0.32）
や，山間地域を多く抱える岐阜県（同 0.23）など，
都市間の掲載価格のばらつきが大きい県が見受けら
れる。これらの県では，掲載価格の最大値と最小値
の開きが約 2 倍となっており，地政学的な理由から，
今後も県内の価格平準化が進むとは考えにくい。

＊変動係数 CV とは
　無単位の数値であり，価格水準の異なるグループ間で，
相対的にばらつきの程度を比較するのに用いられる。数
値は 0 に近づくほど，ばらつきが少ない（CV ＝ 0 は県
内同値を意味する）

　次に，2016 年 4 月，2022 年 4 月，同 9 月の変動
係数 CV を使って，各都道府県の平均値のばらつき
を白地図に取りまとめた（図－13，14，15）。
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図－15　都市間格差の平準化（2022 年 9月）
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5．SL フリー導入都市の拡大状況

　i－Constructon の『コンクリート工における生産
性向上』の一環で，国土交通省は土木工事発注時の
スランプ値を，従来の 8㎝から 12㎝に変更し，2017
年 7 月以降の入札公告案件から特記仕様書に標準値
として明記すると共に，必要な場合は設計変更する
ようになった。これを契機に全国の協組・メーカー
において，スランプ値による価格差撤廃の動き（以
下「SL フリー」）が広がっている。
　これは，従来，同一強度でスランプ値別に設定さ
れていた販売価格を，『同一強度＝同一価格』に改
訂することを基本とするが，スランプ 18㎝以上な
どスランプ値の高い製品の品質を確保するため，一
部，高性能 AE 減水剤を使用した生コン（以下

「SPC」）で対応するケースも含まれる（図－16）。

また，SL フリー導入都市の内訳を見ると，部分的
な SPC 対応が減少していることが分かる。
　次に，表－2の SL フリー導入都市の割合（％）を
もとに，2016 年 4 月と 2022 年 9 月の導入状況を白
地図に取りまとめた（図－18，19）。
　結果，関東，北陸，中部，近畿地区を中心に，徐々
に SL フリーが広がりつつある状況が分かる。SL
フリーの導入に際して大半の都市は，もともと高値
だった方に価格が揃えられており，実質値上げの側
面も担っている。

図－18　SL フリー導入都市（2016 年 4月）

図－19　SL フリー導入都市（2022 年 9月）図－17　SL フリー導入都市の推移

図－16　SL フリー導入都市の判別
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　表－2の SL フリー導入都市の割合（％）について，
過年度の推移を図－17に取りまとめた。
　これによると，SL フリー導入の動きは 2020 年以
降に大きく広がり，2022 年 9 月の時点で掲載 520
都市中 107 都市（20.6％）が導入を果たしている。
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6．水セメント比の指定に伴う価格の変化
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るがワーカビリティは低下する。このように，W/
C はコンクリートの品質に大きく関わるため，目的
構造物に適した値を指定することが重要とされる。
　「Web建設物価」では，W/Cの指定がない製品と，
使用頻度の高い W/C 指定品の両方を掲載している。
両者は図－20のような関係性にあることが多く，こ
うした W/C 指定に伴う製品強度の変化は「ランク
アップ」と呼ばれ，取引市場では既存製品の中から

図－20　W/C指定に伴うランクアップ（考え方）

図－21　18－12－25（20）N　W/C＝ 65％以下　都道府県別平均価格（n＝ 494）

図－22　18－12－25（20）N　W/C＝ 65％以下　都道府県別ランクアップ状況（n＝ 494）
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のW/C 指定が行われている。 
「Web 建設物価」では、W/Cの指定がない製品

と、使用頻度の高いW/C指定品の両方を掲載して
いる。両者は図-18のような関係性にあることが多
く、こうした W/C 指定に伴う製品強度の変化は
「ランクアップ」と呼ばれ、取引市場では既存製
品の中から W/C を満たす上位規格が提供される。 
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7．掲載都市の価格変動状況

　ここでは，「Web 建設物価」の掲載 520 都市にお
ける変動都市数を取りまとめた（表－3）。

　表の年度平均変動率に目を向けると，全国で毎年
4 割を超える都市が変動していることが分かる。地
区別では，関東地区が最も高く（64.6％），中国地
区が最も低い値（ 29.5％）を示している。これを
価格面で捉えると，関東地区は価格の足が早く，中
国地区は価格の安定性が高いと言えるが，こうした
違いが生じる要因は，地区ごとの市場環境の違いと
言える。
　次に，2022 年度上半期の変動率を地区別に取り
まとめた（図－23）。これによると，大半の地区が
既に年度平均変動率に達しており，2022 年度末の
変動都市数は，例年を大きく上回ることが確実視さ
れる。

　続いて，表－3の変動都市数に着目し，年度推移
をグラフに取りまとめた（図－24）。これによると，
近年，価格の変動と言えば，「上伸」が中心である
ことが分かる。他方，「下落」については，2017 年
度以降，一桁台で推移している。また，2016 年度
以降，変動都市数は毎年 200 都市内外で推移してい

表－3　18－18－25（20）N　価格変動都市数（地区別）
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図－24　価格変動都市数の年度推移（全国）
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たが，2022 年度上半期を迎えると急増し，年度途
中にも関わらず，既に 2014 年度以降で最大の規模
となっていることが分かる。
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　続いて，近年の 1 都市当りの値上げ浸透額（上伸
幅）の傾向を取りまとめた。

　1 都市当り上伸幅の年度推移は図－25のとおり。
これによると，ここ数年の上伸幅（平均値）は概ね
800 ～ 1,000 円内外で推移していたが，2022 年度上
半期を迎えると，爆発的な上昇に転じているのが分
かる。これまで 1,000 円で推移していた最頻値も，
足元では 2,000 円に上昇している。

図－25　1都市当り上伸幅の年度推移

 続いて、近年の 1 都市当りの値上げ浸透額（上
伸幅）の傾向を取りまとめた。 
 

1 都市当り上伸幅の年度推移は図-23 のとおり。
これによると、ここ数年の上伸幅（平均値）は概ね
800～1,000 円内外で推移していたが、2022 年度
上半期を迎えると、爆発的な上昇に転じているの
が分かる。これまで 1,000 円で推移していた最頻
値も、足元では 2,000 円に上昇している。 

 
図-23 1 都市当り上伸幅の年度推移 

 
 次に、1都市当り上伸幅の分布状況を図-24 に示
す。これによると、かつては 1,000 円未満の上伸
幅が大勢を占めていたが、徐々に 1,000 円未満と
1,000 円以上が拮抗するようになった。2022 年度
上半期を迎えると、1,000 円未満の上伸幅は少数派
となり、むしろ 2,000 円以上の上伸幅が大勢を占
めるようになっている。 

 
図-24 1 都市当り上伸幅の分布（全国） 

 
次に、近年の上伸幅の地区別傾向を、2020 年度

～2022 年度上半期で取りまとめた（図-25）。これ
によると、1,000 円以上の上伸が全国的に広がりつ

つあるが、西日本ではもはやそれが常態化してい
る。生コンの価格水準と同様に、1都市当りの上伸
幅においても西高東低の様相を呈している。 

 
図-25 1 都市当り上伸幅の分布（地区別・3 ヵ年平均） 

 
 
9.考察 

 本研究では、「web 建設物価」に掲載された生コ
ンの価格データをもとに、様々な視点で取りまと
めを行った。各地で値上げが急ピッチで進められ
ているだけでなく、これまでになかった新たな取
り組みも進められ、生コン業界は大きな変化が見
られるようになっている。 
 昨今、事業継続のための変革の波は、建設業界
だけでなく、それに携わる資機材業界にも押し寄
せており、価格体系の見直しや、サプライチェー
ンの変化に伴う価格変動が日常茶飯事になりつつ
ある。調査機関である当会も、実勢価格を把握す
る上で、これまで以上に「業界の変化」に敏感であ
ることが重要となっており、本研究のような取り
まとめ研究は、今後も継続していく必要性がある。 
 
最後に、ここまでお読みいただいた方にとって、

本研究が、生コン市場に起こっている変化に対す
る『気付き』の機会になれば幸いである。 
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図－26　1都市当り上伸幅の分布（全国）

 続いて、近年の 1 都市当りの値上げ浸透額（上
伸幅）の傾向を取りまとめた。 
 

1 都市当り上伸幅の年度推移は図-23 のとおり。
これによると、ここ数年の上伸幅（平均値）は概ね
800～1,000 円内外で推移していたが、2022 年度
上半期を迎えると、爆発的な上昇に転じているの
が分かる。これまで 1,000 円で推移していた最頻
値も、足元では 2,000 円に上昇している。 

 
図-23 1 都市当り上伸幅の年度推移 

 
 次に、1都市当り上伸幅の分布状況を図-24 に示
す。これによると、かつては 1,000 円未満の上伸
幅が大勢を占めていたが、徐々に 1,000 円未満と
1,000 円以上が拮抗するようになった。2022 年度
上半期を迎えると、1,000 円未満の上伸幅は少数派
となり、むしろ 2,000 円以上の上伸幅が大勢を占
めるようになっている。 

 
図-24 1 都市当り上伸幅の分布（全国） 

 
次に、近年の上伸幅の地区別傾向を、2020 年度

～2022 年度上半期で取りまとめた（図-25）。これ
によると、1,000 円以上の上伸が全国的に広がりつ

つあるが、西日本ではもはやそれが常態化してい
る。生コンの価格水準と同様に、1都市当りの上伸
幅においても西高東低の様相を呈している。 

 
図-25 1 都市当り上伸幅の分布（地区別・3 ヵ年平均） 

 
 
9.考察 

 本研究では、「web 建設物価」に掲載された生コ
ンの価格データをもとに、様々な視点で取りまと
めを行った。各地で値上げが急ピッチで進められ
ているだけでなく、これまでになかった新たな取
り組みも進められ、生コン業界は大きな変化が見
られるようになっている。 
 昨今、事業継続のための変革の波は、建設業界
だけでなく、それに携わる資機材業界にも押し寄
せており、価格体系の見直しや、サプライチェー
ンの変化に伴う価格変動が日常茶飯事になりつつ
ある。調査機関である当会も、実勢価格を把握す
る上で、これまで以上に「業界の変化」に敏感であ
ることが重要となっており、本研究のような取り
まとめ研究は、今後も継続していく必要性がある。 
 
最後に、ここまでお読みいただいた方にとって、

本研究が、生コン市場に起こっている変化に対す
る『気付き』の機会になれば幸いである。 
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　次に，1 都市当り上伸幅の分布状況を図－26に示
す。これによると，かつては 1,000 円未満の上伸幅
が大勢を占めていたが，徐々に 1,000 円未満と 1,000
円以上が拮抗するようになった。2022 年度上半期
を迎えると，1,000 円未満の上伸幅は少数派となり，
むしろ 2,000 円以上の上伸幅が大勢を占めるように
なっている。

ると，1,000 円以上の上伸が全国的に広がりつつあ
るが，西日本ではもはやそれが常態化している。生
コンの価格水準と同様に，1 都市当りの上伸幅にお
いても西高東低の様相を呈している。

8．考察

　本研究では，「Web 建設物価」に掲載された生コ
ンの価格データをもとに，様々な視点で取りまとめ
を行った。各地で値上げが急ピッチで進められてい
るだけでなく，これまでになかった新たな取り組み
も進められ，生コン業界は大きな変化が見られるよ
うになっている。
　昨今，事業継続のための変革の波は，建設業界だ
けでなく，それに携わる資機材業界にも押し寄せて
おり，価格体系の見直しや，サプライチェーンの変
化に伴う価格変動が日常茶飯事になりつつある。調
査機関である当会も，実勢価格を把握する上で，こ
れまで以上に「業界の変化」に敏感であることが重
要となっており，本研究のような取りまとめ研究は，
今後も継続していく必要性がある。

　最後に，ここまでお読みいただいた方にとって，
本研究が，生コン市場に起こっている変化に対する

『気付き』の機会になれば幸いである。
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ト協同組合連合会：全国出荷数量の推移ほか http://
www.zennama.or.jp/3－toukei/gaiyou/index.html　図－27では，近年の上伸幅の地区別傾向を，2020

年度～ 2022 年度上半期で取りまとめた。これによ
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調査研究報告

日銀短観を利用した建設資材の価格予測

総合研究所　部長　川野辺　豊

1．はじめに

　我が国を代表する経済指標に，日本銀行が四半期
ごとに調査・公表している全国企業短期経済観測調
査（日銀短観）があり，全国の企業動向を把握する
ための資料として，また，金融政策の判断材料とし
て広く活用されている。
　このうち「判断項目」は，業況から仕入価格まで
の13項目の意識調査結果を，「DI」（ディフュージョ
ン・インデックス）という指標に加工したもので，
次式により算出されている。

DI（％ポイント）
　＝第1選択肢の回答社数構成比（％）

－ 第3選択肢の回答社数構成比（％）

　この DI のうち，特に「需給」，「在庫」，「販売価

格」，「仕入価格」といった判断項目は，一般的に市
場価格の形成に大きく影響を与える要素であり，建
設資材価格や工事費等の調査・研究を事業主体とし
ている一般財団法人建設物価調査会では，市場の変
化を把握する情報として参考利用している。
　本研究では，日銀短観の情報を発展的に活用する
べく，各種 DI を建設資材の市場取引価格に影響を
与える要因とみなし，アイアンショック（異形棒鋼）
やウッドショック（木材）を題材に，3 ヵ月先の価
格予測を行った。

2．本研究の進め方

　日銀短観の DI 種別は全部で 13 種類あるが，公
表されたデータが少ない「CPの発行環境」を除くと，

表－1　判断項目（計 16 DI）

異形棒鋼 木材(製材)

a. 業況 [良い]－[悪い] 公表 業況DI

b. 国内での製商品・サービス需給 [需要超過]－[供給超過] 公表 国内需給DI

c. 海外での製商品需給 [需要超過]－[供給超過] 公表 海外需給DI

d. 製商品在庫水準 [過大ないしやや多め]－[やや少なめないし不足] － 在庫DI

e. 製商品の流通在庫水準 [過大ないしやや多め]－[やや少なめないし不足] － 流通在庫DI

f. 生産・営業用設備 [過剰]－[不足] 公表 設備DI

g. 雇用人員 [過剰]－[不足] 公表 雇用人員DI

h. 資金繰り [楽である]－[苦しい] － 資金繰りDI

i. 金融機関の貸出態度 [緩い]－[厳しい] － 金融態度DI

j. 借入金利水準 [上昇]－[低下] 公表 金利水準DI ○

k. CPの発行環境
 ※1 [楽である]－[厳しい] － －

l. 販売価格 [上昇]－[下落] 公表 販売価格DI ○ ○

m. 仕入価格 [上昇]－[下落] 公表 仕入価格DI ○ ○

n. 需要環境（合成DI） ※2 ｂ＋ｃ 公表 需要環境DI

o. 在庫環境（合成DI） ※2 ｄ＋ｅ － 在庫環境DI

p. 値上環境（合成DI）
 ※2 ｌ＋ｍ 公表 値上環境DI ○ ○

q. 総合環境（合成DI）
 ※2 (ａ+ｂ+ｃ)－(ｄ+ｅ+ｆ+ｇ)＋(ｈ+ｉ+ｊ+ｌ+ｍ) － 総合環境DI

※1.「CPの発行環境」は公表されたデータが少なく、本研究では使用しない。

※2. 公表されたDIを使って算出した合成DI。資材価格に影響を与える分野（環境）の傾向を際立たせる目的で、本研究用に作成したもの。

※3. 資材価格との相関係数が高いDI（R≧|0.7|）のうち、特に出現頻度の高いもの（図-9,10参照）。

相関性が強いDI
 ※3

本研究での呼称
（略称）

DIの算出式（単位：％ポイント）判断項目（DI）
3ヵ月後
の予測値

※ 1．「CP の発行環境」は公表されたデータが少なく，本研究では使用しない。
※ 2．�公表された DI を使って算出した合成 DI。資材価格に影響を与える分野（環境）の傾向を際立たせる目的で，本研究用に作成し

たもの。
※ 3．資材価格との相関係数が高い DI（R ≧ ￨0.7￨）のうち，特に出現頻度の高いもの（図－9,10 参照）。
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研究利用できる DI は 12 種別となる。ここに，市
場環境の傾向や変化を顕著化させる目的で 4 つの合
成 DI を作成し，これを加えた計 16DI を本研究で
は取り扱う（表－1）。
　なお，DI は業種ごとに公表されており，その数
は 41 業種に及ぶ（表－2）。さらに回答事業所の規
模が 4 区分（表－3）に分けられていることから，
解析対象とする DI の総数は，16 種別× 41 業種×
4 事業所規模＝2,624DI となる。
　本研究では，表－4 に挙げた 2 資材の全国主要 10
都市平均価格（以降，価格と呼称）を「目的変数」

とし，2,624DI の中から「説明変数」を抽出し，回
帰分析によって予測モデルを構築する。

予測モデル式（重回帰）

　Y ＝ b1X1 ＋ b2X2 ＋ b3X3････b0

予測モデル式（単回帰）

　Y ＝ b1X1 ＋ b0

Y ：目的変数（資材価格）

b i：係数

X i：説明変数（各種DI）

b0：切片

　ただし，説明変数の候補が膨大かつ，どのような
アプローチが妥当であるかも不明なため，予測に適
したモデルを求めるには試行錯誤が必要である。よっ

表－2　業種区分（計 41 業種） 表－3　事業所規模（計 4 区分）

所属業種 関連業種 所属業種 関連業種

全産業

製造業

素材産業

繊維

木材 ○ ○ ○

紙パルプ

化学 ○

石油石炭

窯業土石

鉄鋼 ○ ○

非鉄金属

加工業種 加工業種

食料品

金属製品 ○ ○

はん用・生産用・業務用機械 産業機械 ○ ○

はん用機械 汎用機械 ○ ○

生産用機械 生産機械 ○ ○

業務用機械 業務機械 ○ ○

電気機械 ○ ○

輸送用機械 輸送機械 ○ ○

造船・重機，他 造船重機 ○ ○

自動車 自動車 ○ ○

ほか製造 ○

非製造業

建設

不動産・物品賃貸 不動産等 ○

不動産 不動産 ○

物品賃貸 物品賃貸 ○

卸・小売 卸小売 ○ ○

卸売 卸売 ○ ○

小売 小売 ○ ○

運輸郵便

情報通信 情報通信

通信 通信

情報サービス 情報Ｓ

その他情報通信 ほか情報

電気ガス

事業所Ｓ

個人Ｓ

宿泊飲食

砂利採取

※1. 「所属業種」とは，その資材が属する業種を示す。「関連業種」とは，資材価格との相関係数が

　　　高い業種（R≧|0.7|）のうち，特に出現頻度の高いものを示す（図-5,6参照）。

木材(製材)
 ※1

異形棒鋼
 ※1

業種名（41業種）

窯業・土石製品

鉄鋼

非鉄金属

食料品

繊維

木材・木製品

紙・パルプ

化学

石油・石炭製品

本研究での
呼称(略称)

素材業種

製造業

全産業

金属製品

鉱業・採石業・砂利採取業

運輸・郵便

建設

その他製造業

電気機械

非製造業

電気・ガス

対事業所サービス

対個人サービス

宿泊・飲食サービス

本研究での
呼称(略称)

資本金区分

大企業

全企業

10億円以上

全規模合計

大企業

表-4　資材の全国主要10都市平均価格

中小企業

中堅企業 中堅

中小
2千万円以上
　～1億円未満

1億円以上
　～10億円未満

資材名称 採用10都市 採用規格

異形棒鋼

札幌，仙台
東京，新潟

名古屋，大阪
広島，高松
福岡，那覇

SD295A D16
大口

木材
（製材）

札幌
正角材　エゾ・トド松他
2.73ｍ×10.5×10.5㎝

2級　大口

仙台，東京
新潟，名古屋
大阪，広島
高松，福岡

管柱　杉（KD）
3.0ｍ×10.5×10.5㎝

大口

那覇
正角材　杉

3.0ｍ×10.5×10.5㎝
特1等　大口

表－4　資材の全国主要 10 都市平均価格

※ 1．�「所属業種」とは，その資材が属する業種を示す。「関連業種」とは，資材価
格との相関係数が高い業種（R ≧ ￨0.7￨）のうち，特に出現頻度の高いものを
示す（図－5,6 参照）。
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て，本研究は図－1 の手順で進めることとした。異
形棒鋼を例に取れば，価格高騰が始まる以前のデー
タを使って予測モデル（試作モデル）を各種作成し，
アイアンショックと呼ばれる価格高騰期に，価格と
の整合性が最も高い予測モデルを特定し，同じ解析
手法を用いて最新データによる価格予測を行うとい
うものである。

図－1　本研究の進め方

過
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3．過去データによる予測手法の検討

　ここでは，最新データによる価格予測を行う前段
階として，様々な視点で予測モデルを試作し，評価
を行う。
　ただし，解析を行う者の技量や知識に拠らず，再

現性を重視した解析手法に努めるべく，図－2 に示
すフローに沿って解析を行うものとする。

3.1　解析対象データの整理
・�目的変数は，異形棒鋼，木材（製材）の全国主要

10 都市平均価格とする。

図－3　予測モデルの解析期間（異形棒鋼）
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測精度を保てるか？
異形棒鋼（全国主要10都市平均価格）

図－2　予測モデル（試作モデル）の作成フロー

解析対象データの整理 （3.1）

予測モデルの解析期間の検討 （3.2）
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企業規模の検討 （3.4）

説明変数の許容数の検討 （3.5）

説明変数の絞り込み （3.6）

予測モデルの作成 （3.7）

評価・予測手法の決定 （3.8）

図－4　予測モデルの解析期間（木材（製材））
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・�説明変数は，DIの実績値を使用する（ここでは3ヵ
月先の予測値は使用しない）。

・�目的変数，説明変数とも，DIに合わせて3ヵ月ピッ
チのデータを使用する（3 月，6 月，9 月，12 月）。

3.2　予測モデルの解析期間の検討
・�どれぐらいの解析期間が予測モデルに適している

か不明なため，いくつかのバリエーションを設け
て試作する。

・�ここでは，価格高騰が始まる月を転換点とし，転
換点より以前の 10 年間（n＝40），7.5 年間（n
＝30），5 年間（n＝20），2.5 年間（n＝10）の 4
つに解析期間を区切り，4 タイプの予測モデルを
作成する（図－3，4）。

3.3　業種区分の検討
・�どの業種が予測モデルに適しているか不明なため，

解析対象とする資材が属する業種（所属業種），
関連性の高い業種（関連業種），全業種の 3 つに
区分し，それぞれを母集団とした説明変数の抽出
を行う（3 タイプの予測モデルを作成）。

・�なお，関連業種は，価格との相関性が高い業種の
出現頻度（業種ごとに R ≧ ￨0.7￨ を示した DI の
出現割合）で判断する（図－5，6）。

3.4　企業規模の検討
・�どの企業規模が予測モデルに適しているか不明な

ため，価格との相関性が高い企業規模の出現頻度
（企業規模ごとに R ≧ ￨0.7￨ を示した DI の出現
割合）を確認する（図－7，8）。

・�結果，企業規模による出現頻度に特段の偏りがな
いため，本研究では問わないものとする。

図－7　出現頻度の高い企業規模（異形棒鋼）

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120%

全企業

大企業

中 堅

中 小

n=40 n=30 n=20 n=10

図－8　出現頻度の高い企業規模（木材（製材））
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中 小
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3.5　説明変数の許容数の検討
・�重回帰分析における説明変数の数については諸説

あり，本研究では「n 数÷ 10」を説明変数の上
限とする。

・�よって，基本的には n＝40，30，20 のモデルは
重回帰分析，n＝10 モデルは単回帰分析により予
測モデルを作成する。

3.6　説明変数の絞り込み
⑴　�2,624 個の DI を一つ一つ解析していくのは時

間がかかるため，価格との相関性が最も高い
16 種別（表－1）の DI を抽出し，これを説明
変数の候補とする。なお，16DI の抽出は，業
種区分別，解析期間別に行う。

図－5　出現頻度の高い業種（異形棒鋼の関連業種）

0% 20% 40% 60% 80%

木 材
化 学
鉄 鋼
金属製品
産業機械
電気機械
輸送機械
ほか製造
不動産等
卸小売

n=40 n=30 n=20 n=10

図－6　出現頻度の高い業種（木材（製材） の関連業種）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

木 材

金属製品

産業機械

電気機械

輸送機械

卸小売

n=40 n=30 n=20 n=10



2022 総研リポート Vol. 21

— 123 —

⑵　�価格との相関性が特に高い DI 種別の出現頻度
（R ≧ ￨0.7￨ を示した DI の出現割合）を確認
する（図－9，10）。

図－9　出現頻度の高い DI 種別（異形棒鋼）

0% 20% 40% 60% 80%

金利水準DI

販売価格DI

仕入価格DI

値上環境DI

n=40 n=30 n=20 n=10

図－10　出現頻度の高いDI種別（木材（製材））
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⑶　�価格予測を目的とした意味のある予測モデルを
作成するため，図－9，10 に示す，価格に関連
した上位 3DI（販売価格 DI，仕入価格 DI，値
上環境 DI）をそれぞれ優先的に組み込んだ 3
タイプの予測モデルを作成する。

⑷　�上記⑶の優先 DI を除いた 15 種別の DI につい
ては，価格との相関性が高い順に並べ，R ≧
￨0.5￨ に満たない DI は説明変数の候補から排
除する。

⑸　�残った DI について，R ≧ ￨0.9￨ で多重共線性
（マルチコリニアリティ）の可能性を確認し，
可能性が疑われる DI がある場合は，価格との
相関性が低い側を排除する。

3.7　予測モデルの作成
・�異形棒鋼と木材（製材）別に，Excel の分析ツー

ルを利用して，図－11 に示す 36 の組み合わせで
回帰分析を行い予測モデルを作成する。

・�なお，n＝40，30，20 のモデルは，重回帰分析，
n＝10 モデルは単回帰分析とする。 図－11　予測モデルの組み合わせ

(3)  価格予測を目的とした意味のある予測モデル
を作成するため、図-9，10 に示す、価格に関
連した上位３DI（販売価格 DI、仕入価格 DI、
値上環境 DI）をそれぞれ優先的に組み込んだ
３タイプの予測モデルを作成する。 

(4)  上記(3)の優先DIを除いた 15種別のDIにつ
いては、価格との相関性が高い順に並べ、R≧
|0.5|に満たない DI は説明変数の候補から排
除する。 

(5)  残った DI について、R≧|0.9|で多重共線性
（マルチコリニアリティ）の可能性を確認し、
可能性が疑われる DI がある場合は、価格との
相関性が低い側を排除する。 

 
 
3.7 予測モデルの作成 

 異形棒鋼と木材（製材）別に、Excel の分析ツ
ールを利用して、図-11 に示す 36の組み合わ
せで回帰分析を行い予測モデルを作成する。 

 なお、n=40、30、20 のモデルは、ステップワ
イズ法による重回帰分析とする。 

 作成した予測モデルを、図-12～図-29 に示す。
なお、n=40～10 モデルのうち、優先 DI と価
格の相関性がそもそも低い場合（R＜|0.5|）は、
評価の対象外としてグラフに表示しない。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図-11 予測モデルの組み合わせ 
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・�作成した予測モデルを，図－12～29に示す。なお，
n＝40 ～ 10 モデルのうち，優先 DI と価格の相関
性がそもそも低い場合（R ＜ ￨0.5￨）は，評価の
対象外としてグラフは表示しない。
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図－12　異形棒鋼の予測モデル［所属業種／販売価格 DI 優先］
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図－13　異形棒鋼の予測モデル［所属業種／仕入価格 DI 優先］
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全国主要10都市平均価格 n=40 n=30 n=20 n=10

補正R2：0.57723 有意F：0.00% 補正R2：0.59881 有意F：0.00%

係数 ｔ値 ｐ値 係数 ｔ値 ｐ値

切片（b0） 61,986.8 43.7 0.00% 切片（b0） 68,955.9 29.1 0.00%

X1_仕入価格 [鉄鋼/中小] 70.3 2.1 4.75% X1_仕入価格 [鉄鋼/中小] 132.6 3.9 0.06%

X2_金利水準 [鉄鋼/中堅] 390.8 3.6 0.11% X2_資金繰り [鉄鋼/大企業] -539.7 -4.6 0.01%

X3_雇用人員 [鉄鋼/中小] -80.4 -2.2 3.21%

補正R2：0.73025 有意F：0.00% 補正R2：0.28818 有意F：6.32%

係数 ｔ値 ｐ値 係数 ｔ値 ｐ値

切片（b0） 83,603.0 18.1 0.00%

X1_仕入価格 [鉄鋼/中小] 102.3 2.8 1.28%

X2_金融態度 [鉄鋼/大企業] -907.8 -5.4 0.00%
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図－14　異形棒鋼の予測モデル［所属業種／値上環境 DI 優先］
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全国主要10都市平均価格 n=40 n=30 n=20 n=10

補正R2：0.56698 有意F：0.00% 補正R2：0.71378 有意F：0.00%

係数 ｔ値 ｐ値 係数 ｔ値 ｐ値

切片（b0） 63,352.4 53.3 0.00% 切片（b0） 70,207.9 37.1 0.00%

X1_値上環境 [鉄鋼/中小] 65.5 3.4 0.19% X1_値上環境 [鉄鋼/中小] 61.6 3.1 0.52%

X2_金利水準 [鉄鋼/中堅] 399.1 3.6 0.09% X2_金利水準 [鉄鋼/全企業] 234.9 2.3 3.07%

X3_資金繰り [鉄鋼/大企業] -418.7 -3.7 0.09%

補正R2：0.74539 有意F：0.00% 補正R2：0.32087 有意F：5.11%

係数 ｔ値 ｐ値 係数 ｔ値 ｐ値

切片（b0） 83,534.3 18.8 0.00%

X1_値上環境 [鉄鋼/中小] 62.6 3.0 0.75%

X2_金融態度 [鉄鋼/大企業] -882.1 -5.4 0.01%
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図－15　異形棒鋼の予測モデル［関連業種／販売価格 DI 優先］
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全国主要10都市平均価格 n=40 n=30 n=20 n=10

補正R2：0.88675 有意F：0.00% 補正R2：0.89149 有意F：0.00%

係数 ｔ値 ｐ値 係数 ｔ値 ｐ値

切片（b0） 63,571.1 25.8 0.00% 切片（b0） 70,583.9 93.9 0.00%

X1_販売価格 [造船重機/大企業] 227.8 4.1 0.02% X1_販売価格 [造船重機/大企業] 453.4 6.9 0.00%

X2_仕入価格 [汎用機械/全企業] 236.4 2.9 0.59% X2_金利水準 [ほか製造/中堅] 207.1 2.3 2.72%

X3_金利水準 [産業機械/中堅] 274.7 4.0 0.03%

補正R2：0.95698 有意F：0.00% 補正R2：0.88336 有意F：0.00%

係数 ｔ値 ｐ値 係数 ｔ値 ｐ値

切片（b0） 58,141.6 17.7 0.00% 切片（b0） 71,549.1 194.5 0.00%

X1_販売価格 [造船重機/大企業] 391.4 6.2 0.00% X1_販売価格 [造船重機/大企業] 418.2 8.3 0.00%

X2_金融態度 [電気機械/中堅] 628.8 4.1 0.08%
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図－16　異形棒鋼の予測モデル［関連業種／仕入価格 DI 優先］
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全国主要10都市平均価格 n=40 n=30 n=20 n=10

補正R2：0.88675 有意F：0.00% 補正R2：0.83666 有意F：0.00%

係数 ｔ値 ｐ値 係数 ｔ値 ｐ値

切片（b0） 63,571.1 25.8 0.00% 切片（b0） 53,365.8 18.0 0.00%

X1_仕入価格 [汎用機械/全企業] 236.4 2.9 0.59% X1_仕入価格 [造船重機/全企業] 461.7 4.7 0.01%

X2_販売価格 [造船重機/大企業] 227.8 4.1 0.02% X2_金利水準 [ほか製造/中堅] 278.5 2.5 1.75%

X3_金利水準 [産業機械/中堅] 274.7 4.0 0.03%

補正R2：0.95915 有意F：0.00% 補正R2：0.90086 有意F：0.00%

係数 ｔ値 ｐ値 係数 ｔ値 ｐ値

切片（b0） 40,899.5 32.6 0.00% 切片（b0） 58,521.3 43.5 0.00%

X1_仕入価格 [造船重機/全企業] 431.8 6.4 0.00% X1_仕入価格 [汎用機械/中小] 394.0 9.1 0.00%

X2_金融態度 [電気機械/中堅] 728.4 5.4 0.01%
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図－17　異形棒鋼の予測モデル［関連業種／値上環境 DI 優先］
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異形棒鋼 n=40 n=30 n=20 n=10

補正R2：0.87097 有意F：0.00% 補正R2：0.82404 有意F：0.00%

係数 ｔ値 ｐ値 係数 ｔ値 ｐ値

切片（b0） 59,952.8 28.5 0.00% 切片（b0） 64,698.1 23.1 0.00%

X1_値上環境 [造船重機/大企業] 89.6 3.2 0.26% X1_値上環境 [ほか製造/中小] 219.4 2.9 0.67%

X2_仕入価格 [汎用機械/全企業] 229.3 2.4 2.31% X2_金利水準 [ほか製造/中堅] 275.4 2.2 3.46%

X3_金利水準 [産業機械/中堅] 323.2 4.5 0.01% X3_海外需給 [鉄鋼/大企業] 103.7 2.3 2.88%

補正R2：0.98025 有意F：0.00% 補正R2：0.92411 有意F：0.00%

係数 ｔ値 ｐ値 係数 ｔ値 ｐ値

切片（b0） 51,376.5 35.2 0.00% 切片（b0） 63,512.7 89.2 0.00%

X1_値上環境 [電気機械/全企業] 542.5 10.2 0.00% X1_値上環境 [ほか製造/中小] 249.4 10.5 0.00%

X2_金融態度 [電気機械/中堅] 669.3 7.2 0.00%
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全国主要10都市平均価格 n=40 n=30 n=20 n=10

補正R2：0.89762 有意F：0.00% 補正R2：0.85997 有意F：0.00%

係数 ｔ値 ｐ値 係数 ｔ値 ｐ値

切片（b0） 61,202.6 23.7 0.00% 切片（b0） 76,403.3 16.3 0.00%

X1_値上環境 [運輸郵便/全企業] 82.2 2.2 3.48% X1_値上環境 [ほか製造/中小] 174.3 2.7 1.16%

X2_仕入価格 [汎用機械/全企業] 202.5 2.6 1.40% X2_国内需給 [石油石炭/中小] 414.9 3.6 0.13%

X3_販売価格 [造船重機/大企業] 159.6 2.6 1.31% X3_海外需給 [鉄鋼/大企業] 114.5 2.9 0.77%

X4_金利水準 [産業機械/中堅] 250.2 3.8 0.05%

補正R2：0.98025 有意F：0.00% 補正R2：0.94918 有意F：0.00%

係数 ｔ値 ｐ値 係数 ｔ値 ｐ値

切片（b0） 51,376.5 35.2 0.00% 切片（b0） 60,736.3 78.1 0.00%

X1_値上環境 [電気機械/全企業] 542.5 10.2 0.00% X1_値上環境 [食料品/中小] 211.4 13.0 0.00%

X2_金融態度 [電気機械/中堅] 669.3 7.2 0.00%
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図－20　異形棒鋼の予測モデル［全業種／値上環境 DI 優先］
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全国主要10都市平均価格 n=40 n=30 n=20 n=10

補正R2：0.89762 有意F：0.00% 補正R2：0.88137 有意F：0.00%

係数 ｔ値 ｐ値 係数 ｔ値 ｐ値

切片（b0） 61,202.6 23.7 0.00% 切片（b0） 69,774.6 13.2 0.00%

X1_仕入価格 [汎用機械/全企業] 202.5 2.6 1.40% X1_仕入価格 [造船重機/全企業] 327.5 3.7 0.11%

X2_販売価格 [造船重機/大企業] 159.6 2.6 1.31% X2_国内需給 [石油石炭/中小] 390.1 3.9 0.06%

X3_値上環境 [運輸郵便/全企業] 82.2 2.2 3.48% X3_海外需給 [鉄鋼/大企業] 88.5 2.3 2.94%

X4_金利水準 [産業機械/中堅] 250.2 3.8 0.05%

補正R2：0.95915 有意F：0.00% 補正R2：0.92068 有意F：0.00%

係数 ｔ値 ｐ値 係数 ｔ値 ｐ値

切片（b0） 40,899.5 32.6 0.00% 切片（b0） 58,820.6 50.5 0.00%

X1_仕入価格 [造船重機/全企業] 431.8 6.4 0.00% X1_仕入価格 [食料品/中小] 302.1 10.3 0.00%

X2_金融態度 [電気機械/中堅] 728.4 5.4 0.01%
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図－19　異形棒鋼の予測モデル［全業種／仕入価格 DI 優先］
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全国主要10都市平均価格 n=40 n=30 n=20 n=10

補正R2：0.89762 有意F：0.00% 補正R2：0.90722 有意F：0.00%

係数 ｔ値 ｐ値 係数 ｔ値 ｐ値

切片（b0） 61,202.6 23.7 0.00% 切片（b0） 77,656.5 37.7 0.00%

X1_販売価格 [造船重機/大企業] 159.6 2.6 1.31% X1_販売価格 [造船重機/大企業] 423.0 7.2 0.00%

X2_仕入価格 [汎用機械/全企業] 202.5 2.6 1.40% X2_国内需給 [石油石炭/中小] 298.4 3.3 0.27%

X3_値上環境 [運輸郵便/全企業] 82.2 2.2 3.48%

X4_金利水準 [産業機械/中堅] 250.2 3.8 0.05%

補正R2：0.95698 有意F：0.00% 補正R2：0.91536 有意F：0.00%

係数 ｔ値 ｐ値 係数 ｔ値 ｐ値

切片（b0） 58,141.6 17.7 0.00% 切片（b0） 69,788.0 234.1 0.00%

X1_販売価格 [造船重機/大企業] 391.4 6.2 0.00% X1_販売価格 [全産業/中堅] 790.0 9.9 0.00%

X2_金融態度 [電気機械/中堅] 628.8 4.1 0.08%
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図－18　異形棒鋼の予測モデル［全業種／販売価格 DI 優先］
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全国主要10都市平均価格 n=40 n=30 n=20 n=10

補正R2：0.31158 有意F：0.01% 補正R2：0.39446 有意F：0.04%

係数 ｔ値 ｐ値 係数 ｔ値 ｐ値

切片（b0） 60,402.2 124.5 0.00% 切片（b0） 62,979.5 76.7 0.00%

X1_値上環境 [木材/中小] 56.4 4.3 0.01% X1_値上環境 [木材/中小] 38.3 2.9 0.82%

X2_資金繰り [木材/中堅] -59.5 -2.5 2.03%

補正R2：0.48100 有意F：0.14% 補正R2：0.23141 有意F：9.02%

係数 ｔ値 ｐ値 係数 ｔ値 ｐ値

切片（b0） 60,782.1 148.0 0.00%

X1_値上環境 [木材/大企業] 5.5 2.1 4.82%

X2_金融態度 [木材/全企業] 48.8 2.5 2.29%
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図－23　木材（製材）の予測モデル［所属業種／値上環境 DI 優先］
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全国主要10都市平均価格 n=40 n=30 n=20 n=10

補正R2：0.25358 有意F：0.05% 補正R2：0.42369 有意F：0.02%

係数 ｔ値 ｐ値 係数 ｔ値 ｐ値

切片（b0） 59,812.1 90.7 0.00% 切片（b0） 62,329.0 67.3 0.00%

X1_仕入価格 [木材/中小] 77.5 3.8 0.05% X1_仕入価格 [木材/中小] 61.7 3.1 0.40%

X2_資金繰り [木材/中堅] -56.5 -2.4 2.43%

補正R2：0.43712 有意F：0.29% 補正R2：0.64358 有意F：0.00%

係数 ｔ値 ｐ値 係数 ｔ値 ｐ値

切片（b0） 61,973.7 484.2 0.00%

X1_仕入価格 [木材/大企業] 8.5 2.3 3.46%

X2_海外需給 [木材/大企業] 18.0 2.3 3.23%
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図－22　木材（製材）の予測モデル［所属業種／仕入価格 DI 優先］
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全国主要10都市平均価格 n=40 n=30 n=20 n=10

補正R2：0.35416 有意F：0.00% 補正R2：0.32713 有意F：0.05%

係数 ｔ値 ｐ値 係数 ｔ値 ｐ値

切片（b0） 61,971.3 192.8 0.00%

X1_販売価格 [木材/中小] 160.1 4.7 0.00%

補正R2：0.49889 有意F：0.10% 補正R2：0.31738 有意F：5.23%

係数 ｔ値 ｐ値 係数 ｔ値 ｐ値

切片（b0） 60,633.4 156.8 0.00%

X1_販売価格 [木材/大企業] 14.1 2.3 3.42%

X2_金融態度 [木材/全企業] 57.4 3.3 0.46%
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図－21　木材（製材）の予測モデル［所属業種／販売価格 DI 優先］
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全国主要10都市平均価格 n=40 n=30 n=20 n=10

補正R2：0.55546 有意F：0.00% 補正R2：0.48862 有意F：0.00%

係数 ｔ値 ｐ値 係数 ｔ値 ｐ値

切片（b0） 60,285.9 113.3 0.00% 切片（b0） 62,561.7 66.1 0.00%

X1_販売価格 [小売/大企業] 115.6 2.2 3.38% X1_販売価格 [業務機械/全企業] -209.7 -2.5 2.06%

X2_値上環境 [小売/全企業] 93.2 2.2 3.46% X2_流通在庫 [造船重機/中小] -220.5 -3.8 0.08%

補正R2：0.83133 有意F：0.00% 補正R2：0.76857 有意F：0.05%

係数 ｔ値 ｐ値 係数 ｔ値 ｐ値

切片（b0） 60,909.1 151.2 0.00% 切片（b0） 61,011.6 296.7 0.00%

X1_販売価格 [造船重機/大企業] 12.2 2.1 4.65% X1_販売価格 [自動車/中小] -130.7 -5.6 0.05%

X2_雇用人員 [卸小売/大企業] -65.0 -3.7 0.18%

区　分

ｎ＝10

区　分

ｎ＝20

区　分

ｎ＝30

区　分

ｎ＝40

図－24　木材（製材）の予測モデル［関連業種／販売価格 DI 優先］
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全国主要10都市平均価格 n=40 n=30 n=20 n=10

補正R2：0.55517 有意F：0.00% 補正R2：0.70697 有意F：0.00%

係数 ｔ値 ｐ値 係数 ｔ値 ｐ値

切片（b0） 59,423.4 66.6 0.00% 切片（b0） 59,450.2 122.9 0.00%

X1_仕入価格 [小売/全企業] 159.4 2.2 3.51% X1_仕入価格 [生産機械/中堅] 102.9 4.3 0.02%

X2_販売価格 [小売/大企業] 137.1 3.0 0.42% X2_在庫 [造船重機/中堅] 244.2 5.8 0.00%

補正R2：0.61227 有意F：0.01% 補正R2：0.64432 有意F：0.31%

係数 ｔ値 ｐ値 係数 ｔ値 ｐ値

切片（b0） 61,896.6 233.5 0.00% 切片（b0） 60,643.7 170.3 0.00%

X1_仕入価格 [汎用機械/中小] 17.7 2.5 2.18% X1_仕入価格 [小売/大企業] 133.3 4.2 0.32%

X2_流通在庫 [造船重機/中小] -38.4 -2.2 4.32%
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図－25　木材（製材）の予測モデル［関連業種／仕入価格 DI 優先］
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異形棒鋼 n=40 n=30 n=20 n=10

補正R2：0.55546 有意F：0.00% 補正R2：0.44051 有意F：0.01%

係数 ｔ値 ｐ値 係数 ｔ値 ｐ値

切片（b0） 60,285.9 113.3 0.00% 切片（b0） 59,383.4 72.3 0.00%

X1_値上環境 [小売/全企業] 93.2 2.2 3.46% X1_値上環境 [木材/中小] 34.4 2.6 1.45%

X2_販売価格 [小売/大企業] 115.6 2.2 3.38% X2_在庫環境 [造船重機/中堅] 114.8 3.0 0.62%

補正R2：0.72890 有意F：0.00% 補正R2：0.74288 有意F：0.08%

係数 ｔ値 ｐ値 係数 ｔ値 ｐ値

切片（b0） 61,951.1 576.7 0.00% 切片（b0） 61,059.5 289.4 0.00%

X1_値上環境 [産業機械/中堅] 24.7 4.2 0.06% X1_値上環境 [小売/大企業] 64.8 5.2 0.08%

X2_業況 [小売/大企業] -26.8 -3.2 0.52%
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図－26　木材（製材）の予測モデル［関連業種／値上環境 DI 優先］
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全国主要10都市平均価格 n=40 n=30 n=20 n=10

補正R2：0.81454 有意F：0.00% 補正R2：0.74435 有意F：0.00%

係数 ｔ値 ｐ値 係数 ｔ値 ｐ値

切片（b0） 59,059.5 79.0 0.00% 切片（b0） 64,300.6 42.3 0.00%

X1_販売価格 [建設/大企業] 141.7 6.9 0.00% X1_販売価格 [建設/大企業] 194.0 5.1 0.00%

X2_仕入価格 [建設/中小] 98.4 3.4 0.17% X2_金融態度 [紙パルプ/全企業] -136.2 -2.2 3.69%

補正R2：0.83473 有意F：0.00% 補正R2：0.83880 有意F：0.01%

係数 ｔ値 ｐ値 係数 ｔ値 ｐ値

切片（b0） 60,748.8 184.9 0.00% 切片（b0） 62,797.8 508.2 0.00%

X1_販売価格 [運輸郵便/全企業] 31.7 2.2 3.81% X1_販売価格 [ほか情報/全企業] 134.8 6.9 0.01%

X2_雇用人員 [卸小売/大企業] -57.8 -2.9 0.91%
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図－27　木材（製材）の予測モデル［全業種／販売価格 DI 優先］
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図－28　木材（製材）の予測モデル［全業種／仕入価格 DI 優先］
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図－29　木材（製材）の予測モデル［全業種／値上環境 DI 優先］
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3.8　評価・予測手法の決定
　異形棒鋼の予測モデル（図－12 ～ 20）ならびに
木材（製材）の予測モデル（図－21 ～ 29）について，
以下の基準で評価を行った。

・�予測モデルのデータの当てはまり具合（精度）を示す
「自由度調整済み決定係数（補正 R2）」を確認する。

　�本研究では，補正 R2 ≧ 0.7 に適合しないモデルは評
価しない。

・�説明変数の組み合わせの正否を示す「有意 F」を確認
する。本研究では，有意 F 値≦ 1.0％に適合しないモ
デルは評価しない。

・�目的変数に対する説明変数の関係性を表す「p 値」を
確認する。本研究では，p 値≦ 5.0％に適合しないモ
デルは評価しない。

・�目的変数に対する説明変数の影響度を示す「t 値」を
確認する。本研究では，t 値≧ | 2 | に適合しないモデ
ルは評価しない。

・�上記の基準に適合した予測モデルのうち，転換点以降
の目的変数（価格）の変動に対する反応性や追従性，
n＝40 ～ 10 の各モデルのベクトルの整合性等が最も優
れた予測モデルを特定し，その解析手法を「最新デー
タによる先行き予測」に採用する。

　まず，異形棒鋼を見ると，所属業種から説明変数
を求めた予測モデル（図－12 ～ 14）は，補正 R2 ≧
0.7に満たないモデルが多く，転換点以降の反応性・
追従性も確認できない結果となった。
　一方，関連業種（表－2 参照）の予測モデル（図－
15 ～ 17）は，補正 R2 がどれも高い数値を示し，
転換点以降の反応性・追従性も一定の精度を有する
ものとなっている。
　また，全業種の予測モデル（図－18 ～ 20 ）は，
補正 R2 がわずかに関連業種を上回り，更に精度が
増したモデルと言える。よって，今回の予測モデル
の有用性について，次のような評価もできる。

∴ 異形棒鋼は，価格変動期にも説明変数が変わらず，
予測モデルの構築によって，3ヵ月先の価格高騰（ア
イアンショック）を，ある程度察知可能であった。

　しかし，全業種の販売価格 DI（図－18），仕入価
格 DI（図－19），値上環境 DI（図－20）をそれぞれ
優先した 3 モデルは優劣が付けにくく，中には値上
環境 DI 優先の n＝20 モデルのように，価格との誤
差が非常に小さいモデルまで見られる。

　そこで，全業種の 3 モデルについて，それぞれの
n＝40 ～ 10 モデルの動きに着目すると，販売価格
DI や値上環境 DI を優先したモデルは，n＝20 や n
＝10 等のバラつきが大きいが，仕入価格 DI を優先
したモデルは比較的バラつきが少ないことが分かる。
これは，解析期間をどのように区切っても，仕入価
格 DI を優先した解析であれば結果のぶれが少ない
ことを示している。よって，異形棒鋼は，全業種／
仕入価格 DI を優先した解析手法を「最新データに
よる先行き予測」に採用する。

　次に，木材（製材）の結果を見てみると，所属業
種から説明変数を求めた予測モデル（図－21 ～ 23）
は補正 R2 ≧ 0.7 を満たさず，また，関連業種の予
測モデル（図－24 ～ 26）も，解析期間（n＝40 ～
10）によっては補正 R2 の基準に満たないなど，精
度に問題を抱えている。
　全業種から説明変数を求めた予測モデル（図－27
～ 29 ）は，概ね補正 R2 の基準を満たすものの，
転換点以降の反応性・追従性は確認できない。よっ
て，異形棒鋼に倣い今回の予測モデルの有用性を評
価すると，以下の表現となる。

∴ 木材（製材）は，価格変動期に必要となる説明変数
が異なるため，予測モデルを構築しても，3ヵ月先の
価格高騰（ウッドショック）は察知できなかった。

　木材（製材）の場合，大きな価格変動の際に初め
て影響度を強めるような，ステルス的な説明変数が
隠れているものと推測されるが，ここでは全業種の
3 モデルの中で，最も補正 R2 が高く，転換点以降
のベクトルが比較的優れている全業種／仕入価格
DI（図－28）を優先した解析手法を，「最新データ
による先行き予測」に採用する。
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素材業種の相関係数Ｒは，
概ね 0.8～1.0と高い水準に
あり，実績値と予測値のズ
レは少ない傾向

加工業種の相関係数Ｒは， 0.9～1.0

と非常に高い水準にあり，実績値と
予測値のズレは非常に少ない

非製造業の相関係数Ｒは，業
種によってバラつきが大きく，
予測モデルに説明変数を含む
場合は注意を要する

4．最新データによる先行き予測

　ここでは，最新データによる 3 ヵ月先の価格予測
を行う。
　前項で評価・決定した解析手法に基づき，現時点
で最新版となる 2022 年 6 月の DI（以下，DI 実績
値と呼称）までの解析期間を n ＝ 40,30,20,10 に
区分し，全業種／仕入価格 DI を優先した重回帰分
析，もしくは単回帰分析で最新予測モデルを作成す
る（図－30）。

　最終目的である 2022 年 9 月の価格予測は，この
予測モデルに 3 ヵ月先の DI の予測値（以下，DI 予
測値と呼称）を投入して求めるが，予測値が公表さ
れていない DI 種別（表－1 参照）が説明変数に含ま
れる場合は，2,624 個の DI の中から最も相関性の
高い DI を抽出し，単回帰分析にて予測値の補填を
行うこととした。
　ただし，DI 実績値で予測モデルを構築し，先行
きの価格予測には DI 予測値を利用するスタイルは，
DI 予測値が一定の精度を有していることが前提と
なる。そこで，予測モデルのキーとなる仕入価格
DI について，DI 実績値と DI 予測値の誤差を相関
係数 R で間接的に表現した（図－31）。
　これによると，解析期間が長くなるほど両者の相
関性は若干低下するが，製造業（素材業種，加工業
種）であれば概ね高い相関性を保持していることが
分かる。非製造業については，建設業や卸小売業等
の一部の業種を除くと相関性が低い傾向にあり，か
つ解析期間の長短による傾向が入れ替わる状況から，
市場環境が 3 ヵ月で著しく変化する鮮度が短い業種
が多いと言える。
　よって，主に加工業種から仕入価格 DI が引用さ
れる異形棒鋼（図－19 参照）と，建設業から引用さ
れる木材（図－28 参照）であれば，3 ヵ月先の DI
予測値と，3 ヵ月が経過した DI 実績値は比較的誤
差が少ないと言え，価格予測の精度も期待できる。

図－30　価格予測の進め方

解析期間を2022年6月までの
n=40,30,20,10に区分

説明変数の候補（16種類）を
全業種から解析期間ごとに抽出

価格との相関性がR≧|0.5|に
満たないDIを排除

仕入価格DI以外で，多重共線性
（R≧|0.9|）にあるDIを排除

重回帰分析・単回帰分析により
予測モデルを作成

説明変数に3ヵ月後の予測値投入
（2022年9月の価格を予測）

図－31　仕入価格 DI の DI 実績値と DI 予測値の相関係数 R（DI 予測値の精度）
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　このような前提で，図－30 に従って最新予測モデ
ルの作成を進めた結果，説明変数の候補（16 種別）
の抽出段階で，顕著な傾向が確認された。

　まず，異形棒鋼の場合は，試作モデル（図－19），
最新予測モデル共に，説明変数の候補において最も
高い相関性を示すのは仕入価格 DI であるが，アイ
アンショックを含む最新予測モデルの方が相関係数
は高い数値を示している（図－32）。また，仕入価
格DIに引用された業種は，アイアンショック以前・
以降に関わらず，鋼材を調達する側である製造業種
が主となっている。よって，異形棒鋼の価格予測に
欠かせない説明変数は購入者側の仕入価格感である
こと，また，アイアンショックと呼ばれる価格高騰
期は，購入者側の仕入価格感の強弱と密接に関係し
ていると言える。

　次に，木材（製材）の場合，試作モデル（図－
28）の段階では仕入価格 DI が最も高い相関性を示
していたが，ウッドショックを迎えると，n ＝ 10
モデル以外は在庫環境 DI に置き換えられているこ
とが確認できる（図－33）。この在庫環境 DI が，本
来はステルス的に存在し，大きく価格が変動する際

に初めて影響力を強める説明変数であると考えられ
る。実際の木材市場も，海外からの調達量が細り，

「無いもの高」で市場価格の高騰を招いたことが知
られている。
　こうしたことから，最新予測モデルの作成では，
常に仕入価格 DI を優先して解析するのではなく，
都度，価格に最も影響力を持つ説明変数を特定して
解析することが重要と考える。よって，木材（製材）
の最新予測モデルの作成では，在庫環境 DI を優先
して解析を進める。

　これらを踏まえて作成した，最新データによる予
測モデルが図－34，35 である。
　異形棒鋼の最新予測モデル（図－34）を見ると，
解析期間が異なる n ＝ 40 ～ 10 の全てのモデルが
高い補正 R2 を示している。2022 年 9 月の予測結果
は，n ＝ 40 ～ 10 の全てが同じベクトルを示し，か
つ価格水準もある程度収束している。
　木材（製材）の最新予測モデル（図－35）も，n
＝ 40 ～ 10 の全モデルが比較的高い補正 R2 を示し
ている。ただし，ウッドショック以前の動きに，試
作モデル（図－28）では見られなかった大きなバラ
つきが存在している。最新予測モデルと試作モデル

図－32　異形棒鋼の価格と説明変数の相関係数 R 図－33　木材（製材）の価格と説明変数の相関係数 R
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図－34　異形棒鋼の最新予測モデル［全業種／仕入価格 DI 優先］

図－35　木材（製材）の最新予測モデル［全業種／在庫環境 DI 優先］

の違いは，解析期間にウッドショックを含むか否か
であり，トレードオフ的に発生するものとすれば，

ウッドショックの以前と以降で，影響力を及ぼす説
明変数が異なるという説を補完している。
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5．先行き予測結果の精度の確認

　ここでは，前項で得られた予測結果と，実際の価
格の動き（月別）を取りまとめ，予測精度の確認を
行う。なお，2022 年 6 月の価格と，3 ヵ月先の予測
結果を結んだ範囲を「予測範囲」とした。
　まず，最新予測モデルによる 2022 年 9 月の予測
結果（図－36）を見ると，異形棒鋼は予測範囲の中
心付近に収まり，精度としては十分と言える。一方，
木材（製材）は，実際の価格の動きと予測範囲が大
きく異なる結果となった。
　次に，最新予測モデルの変化量（2022 年 6 月と
9 月の予測結果の差）を使った予測を行った（図－

37）。これによると，異形棒鋼と木材（製材）ともに，
実際の価格の動きが予測範囲からわずかに外れてい
るものの，価格の方向性（ベクトル）という点では

「下落」で一致していることが分かる。

　予測モデルによる予測結果は，資材によって精度
に問題を抱えている。他方，予測モデルの変化量を
利用した予測結果には，方向性という点で一定の精
度が確認できる。いずれにせよ今回の予測結果は，
説明変数の組み合わせ次第という偶然性も排除でき
ず，今後も検証を重ね信頼性を確保していく事が必
要である。

図－37　予測モデルの変化量を使った予測結果と各月の価格の動き

図－36　予測モデルによる予測結果と各月の価格の動き
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図－39　木材（製材）の価格の動きと在庫環境 DI

図－38　異形棒鋼の価格の動きと仕入価格 DI

6．おわりに

　本研究は，前項「5．先行き予測結果の精度の確認」
が最終成果であり，研究目的であった 3 ヵ月先の価
格予測については，条件付きながら一定の精度を有
していると言える。
　本研究では，日銀短観の DI をもとに価格予測を
行う場合には，異形棒鋼は仕入価格 DI が欠かせず，
木材（製材）の場合は価格の安定期と変動期で必要
とする DI が変わることを明らかにした。
　ただし，両資材ともに仕入価格 DI は，その資材
が所属している業種からのものではなく，他業種か
ら引用されており，自ずと本研究の成果は，偶然の
一致や「見かけ上の相関」を許容したものという問
題を抱えている。ウッドショック前の，比較的変動

の少ない期間を対象とした木材（製材）の予測モデ
ルでは，仕入価格 DI が建設業から引用されている
など，妥当な因果関係にあると言えるものも散見さ
れるが，この問題については更なる研究の深化が必
要と言えよう。

　本研究は，作業を単純化し，誰でも同じように価
格予測ができるよう，再現性・継続性を考慮した解
析手法を提案するものである。しかし，厳密な価格
予測を必要とせず，3 ヵ月毎に公表される日銀短観
から簡単に先行きを判断したいという方には，図－
38，39 が参考になると思われる。
　図－38 は，異形棒鋼の価格と，日銀短観の仕入価
格DIの中から適当な業種・事業所規模のものをピッ
クアップしたものである。これを見ると，価格の変
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化に対する DI の反応性・追従性が優れており，先
行きの価格動向（ベクトル）を把握するだけなら
DI の動きだけで十分と言える。この相似性の高さ
から，むしろ，異形棒鋼の毎月の価格動向から，加
工業種の調達価格の現状を推し量るといった逆の使
い方も可能と言える。
　一方，図－39 は，木材（製材）の価格と，在庫環
境 DI（在庫 DI と流通在庫 DI の計）の中から適当
な業種・事業所規模のものをピックアップしたもの
である。在庫環境 DI は，数値が上昇すると「在庫
過剰」側，数値が下降すると「在庫ひっ迫」側にあ
ることを意味する。グラフでは，価格と在庫環境
DI は普段あまり相関性を持たないが，大きく価格
が変動する時のみ両者が負の相関関係を持つことが
示されている。言い換えれば，両者の関係は，在庫
環境 DI が在庫過剰側のある閾値を超えると価格が
下がり，在庫ひっ迫側のある閾値を下回ると価格が
上昇するといった傾向と言える。
　これらは共に，本研究の過程で得られた知見を活
用したもので，回帰分析を行うことなく，簡単に先

行きを予想するには便利なツールと言える。

　日銀短観の DI とは，市場関係者の回答率をもと
に，市場の大勢が今どちらに何ポイント傾いている
かを示したものであり，一見すると単なる意識調査
結果と言える。それらが，資材の市場取引価格と相
関性を示し，価格予測に利用できる可能性があるこ
とに，不思議な印象を覚えつつ，その情報価値の高
さに驚かされるところである。
　価格とは，コストや需給動向，競合関係，顧客と
の関係性等，様々な要因で形作られるものであるが，
本研究を振り返ると，市場取引価格を最終的に決め
るのは，人の意思であると改めて感じるところである。
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｜
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19
73
年
、
第
4次

中
東
戦
争
が
勃
発
し
、
ア
ラ
ブ
石
油

輸
出
国
機
構
は
原
油
の
公
示
価
格
の
大
幅
引
き
上
げ
を

決
定
し
た
。
列
島
改
造
に
よ
る
積
極
財
政
で
顕
著
に

な
っ
て
い
た
イ
ン
フ
レ
は
、
オ
イ
ル
シ
ョ
ッ
ク
に
よ
り

更
に
加
速
し
た
。
わ
ず
か
数
カ
月
の
間
に
石
油
関
連
製

品
を
始
め
、
卸
売
物
価
・
小
売
物
価
は
急
騰
し
、
74
年

2月
に
は
卸
売
物
価
上
昇
率
が
前
年
度
比
37
％
と
い
う

異
常
事
態
を
迎
え
た
。

列
島
改
造
ブ
ー
ム
に
沸
い
た
好
景
気
か
ら
第
一
次
オ
イ

ル
シ
ョ
ッ
ク
へ
と
続
く
70
年
代
前
半
、
建
設
資
材
価
格

は
激
し
く
変
動
し
た
。
74
年
2月

号
の
『
建
設
物
価
』

は
、
「
月
を
追
う
石
油
事
情
の
悪
化
は
メ
ー
カ
ー
サ
イ

ド
に
あ
っ
て
先
行
き
不
安
定
要
因
大
と
し
て
過
去
に
類

を
見
な
い
ほ
ど
先
取
り
し
た
異
常
高
な
販
売
価
格
の
改

定
を
発
表
し
て
い
る
」
と
伝
え
て
い
る
。
ほ
と
ん
ど
の

資
材
が
売
り
手
市
場
と
な
り
価
格
は
急
騰
し
た
。
２
月

号
は
更
に
「
前
年
比
20
0％

台
の
資
材
が
急
増
し
て
い

る
反
面
、
メ
ー
カ
ー
の
減
産
、
操
短
強
化
が
実
施
さ
れ

“モ
ノ
不
足
”感
が
慢
性
化
」
し
、
「
年
度
末
公
共
工
事

需
要
か
ら
高
物
価
が
更
に
定
着
し
、
こ
れ
ら
は
相
乗
効

果
を
も
た
ら
し
危
険
な
状
態
に
あ
る
」
と
続
け
て
い
る
。

こ
の
時
期
に
特
に
大
き
く
変
動
し
た
の
は
、
原
油
高
の

影
響
を
受
け
や
す
い
ス
ト
レ
ー
ト
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
、
ア

ス
フ
ァ
ル
ト
混
合
物
の
ほ
か
、
60
0V
ビ
ニ
ル
絶
縁
電
線

Ⅳ
、
異
形
棒
鋼
、
硬
質
ポ
リ
塩
化
ビ
ニ
ル
管
な
ど
で

あ
っ
た
。

主
要
品
目
の
う
ち
、
小
形
丸
鋼
、
異
形
棒
鋼
、
せ
っ
こ

う
ボ
ー
ド
、
60
0V
ビ
ニ
ル
絶
縁
電
線
Ⅳ
、
鉄
く
ず
、

60
0V
架
橋
ポ
リ
エ
チ
レ
ン
絶
縁
ビ
ニ
ル
シ
ー
ス
ケ
ー
ブ

ル
CV

が
こ
の
時
期
に
最
高
値
を
記
録
し
た
。
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価
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19
78
年
、
イ
ラ
ン
革
命
に
よ
り
イ
ラ
ン
国
内
で
の
石
油

生
産
が
中
断
し
、
イ
ラ
ン
か
ら
大
量
の
原
油
を
購
入
し

て
い
た
日
本
の
需
給
は
ひ
っ
迫
し
た
。
年
末
に
は
石
油

輸
出
国
機
構
が
原
油
価
格
の
値
上
げ
を
決
定
し
、
原
油

価
格
は
第
一
次
オ
イ
ル
シ
ョ
ッ
ク
並
に
高
騰
し
た
。

日
本
経
済
は
、
第
一
次
オ
イ
ル
シ
ョ
ッ
ク
の
教
訓
か
ら

製
造
業
な
ど
で
の
構
造
転
換
が
進
み
、
体
質
が
強
化
さ

れ
て
い
た
た
め
、
第
一
次
オ
イ
ル
シ
ョ
ッ
ク
ほ
ど
の
混

乱
は
見
ら
れ
な
か
っ
た
。

景
気
は
思
わ
し
く
な
か
っ
た
が
、
こ
の
時
期
に
は
、
ね

じ
な
し
電
線
管
、
ビ
ル
用
ア
ル
ミ
サ
ッ
シ
、
米
つ
が
正

角
、
セ
メ
ン
ト
な
ど
の
価
格
上
昇
が
顕
著
だ
っ
た
。
セ

メ
ン
ト
を
例
に
と
る
と
、
73
年
あ
た
り
か
ら
上
昇
を
続

け
て
い
た
価
格
は
、
81
年
に
な
る
と
沖
縄
・
札
幌
で

17
,0
00
円
台
の
最
高
値
を
記
録
、
各
都
市
と
も
ト
ン
当

た
り
13
,0
00
円
か
ら
15
,0
00
円
台
の
高
水
準
を
維
持

し
た
。
ま
た
、
過
去
最
高
値
を
記
録
す
る
品
目
が
相
次

ぎ
、
東
京
地
区
で
80
年
に
最
高
値
を
記
録
し
た
品
目
は
、

Ｈ
形
鋼
、
軽
量
形
鋼
、
厚
板
、
生
コ
ン
、
矢
板
（
松
）
、

杉
正
角
、
コ
ン
ク
リ
ー
ト
型
枠
用
合
板
、
ラ
ワ
ン
合
板

な
ど
で
あ
る
。

翌
81
年
に
最
高
値
を
記
録
し
た
の
は
、
セ
メ
ン
ト
、
生

コ
ン
、
防
水
工
事
用
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
、
内
装
タ
イ
ル
な

ど
で
、
更
に
82
年
に
は
ガ
ス
管
な
ど
が
最
高
値
を
記
録

し
た
。
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バ
ブ
ル
崩
壊
後
の
長
い
景
気
低
迷
を
受
け
て
、
建
設
資

材
価
格
は
下
落
が
続
い
た
が
、
20
04
年
あ
た
り
か
ら
の

中
国
経
済
と
国
内
民
間
投
資
の
活
況
等
に
よ
り
、
持
ち

直
し
の
気
配
を
見
せ
た
。

建
設
資
材
価
格
の
動
向
を
見
る
と
、
最
も
特
筆
す
べ
き

こ
と
は
04
年
に
入
り
鋼
材
価
格
が
急
騰
し
た
こ
と
で
あ

る
。
中
国
経
済
の
活
況
か
ら
ス
ク
ラ
ッ
プ
や
鋼
材
価
格

等
が
急
騰
し
、
異
形
棒
鋼
や
Ｈ
形
鋼
は
ト
ン
当
た
り
月
1

万
円
を
超
え
る
上
昇
も
見
ら
れ
た
。
そ
の
後
、
原
油
価

格
も
高
騰
し
、
こ
れ
ら
を
原
材
料
と
す
る
製
品
価
格
に

も
値
上
が
り
が
波
及
し
、
更
に
コ
ン
ク
リ
ー
ト
型
枠
用

合
板
、
電
線
、
ス
テ
ン
レ
ス
等
の
価
格
も
上
昇
す
る
な

ど
、
数
多
く
の
建
設
資
材
の
価
格
が
上
昇
し
始
め
た
。

た
だ
し
、
骨
材
、
セ
メ
ン
ト
、
コ
ン
ク
リ
ー
ト
二
次
製

品
な
ど
の
よ
う
に
、
公
共
事
業
の
減
少
の
影
響
を
受
け

や
す
い
資
材
は
、
工
事
採
算
が
悪
化
し
て
い
る
需
要
家

の
抵
抗
も
あ
り
、
原
材
料
の
値
上
が
り
を
製
品
価
格
に

転
嫁
し
き
れ
な
い
も
の
も
あ
っ
た
。

こ
れ
ら
の
状
況
を
建
設
資
材
物
価
指
数
の
年
平
均
指
数

で
見
る
と
、
19
92
年
を
ピ
ー
ク
に
下
落
が
続
い
て
い
た

が
、
04
年
、
実
に
12
年
ぶ
り
に
上
昇
に
転
じ
、
そ
の
後

08
年
ま
で
上
昇
が
続
い
た
。

こ
れ
ら
の
要
因
は
、
中
東
情
勢
の
混
乱
に
よ
る
原
油
等

国
際
市
場
の
上
昇
、
中
国
を
中
心
と
す
る
ア
ジ
ア
経
済

の
成
長
、
東
南
ア
ジ
ア
諸
国
の
需
要
増
大
、
投
機
筋
の

動
向
等
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
わ
が
国
の
建
設
資
材
価

格
の
変
動
要
因
は
、
国
内
需
給
等
だ
け
で
な
く
、
よ
り

多
様
化
し
グ
ロ
ー
バ
ル
化
し
て
い
る
と
言
え
よ
う
。
こ

の
よ
う
な
傾
向
は
、
今
後
ま
す
ま
す
強
ま
っ
て
い
く
も

の
と
み
ら
れ
る
。
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建
設
資
材
の
価
格
動
向
は
、
「
建
設
資
材
物
価
指
数

20
11
年
平
均
=
10
0
」
で
見
る
と
、
建
設
総
合
（
全

国
平
均
）
の
20
21
年
10
月
で
12
2.
1と

、
前
年
同
月
比

12
.5
pt
の
増
加
。
20
年
8月

以
降
15
カ
月
連
続
で
前
月

を
上
回
り
、
特
に
6月

以
降
は
前
月
比
1.
0p
t以
上
の
大

幅
増
が
続
い
て
い
る
。
こ
れ
は
、
海
外
相
場
や
資
源
価

格
の
上
昇
を
背
景
と
す
る
木
材
や
鋼
材
な
ど
の
価
格
上

昇
が
主
因
。

地
区
別
で
見
る
と
、
東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン

ピ
ッ
ク
が
開
催
さ
れ
た
東
京
地
区
で
は
、
10
月
が

12
0.
7と

前
年
同
月
比
12
.6
pt
の
増
加
。
全
国
平
均
と

比
べ
若
干
高
い
伸
び
率
と
な
っ
て
い
る
。
東
日
本
大
震

災
か
ら
10
年
経
過
し
た
仙
台
地
区
で
は
、
10
月
が

12
3.
4と

同
10
.8
pt
の
増
加
。
災
害
復
旧
・
復
興
工
事

の
終
了
な
ど
も
あ
り
、
生
コ
ン
価
格
が
4月

に
下
落
す
る

な
ど
で
全
国
平
均
と
比
べ
低
い
伸
び
率
と
な
っ
て
い
る
。

資
材
別
で
見
る
と
、
世
界
的
な
経
済
活
動
再
開
に
よ
る

海
外
相
場
の
上
昇
な
ど
を
受
け
、
鋼
材
、
木
材
、
石
油

関
連
製
品
、
非
鉄
金
属
類
な
ど
が
上
昇
基
調
で
推
移
し

た
。

特
に
鋼
材
は
多
く
の
品
種
で
値
上
が
り
し
、
代
表
品
種

で
あ
る
Ｈ
形
鋼
（
店
売
り
）
が
08
年
以
来
の
10
万
円
超

を
記
録
し
、
木
材
は
米
国
、
中
国
の
需
要
増
か
ら
需
給

が
ひ
っ
迫
し
、
春
頃
か
ら
「
ウ
ッ
ド
シ
ョ
ッ
ク
」
と
称

さ
れ
る
大
幅
な
価
格
上
昇
が
続
い
て
い
る
。

一
方
、
主
に
国
内
事
情
で
市
況
が
形
成
さ
れ
る
製
品
は
、

昨
今
の
需
要
低
迷
に
よ
る
製
造
コ
ス
ト
の
増
加
や
、
運

転
手
不
足
に
よ
る
輸
送
コ
ス
ト
の
増
加
、
ま
た
、
一
部

で
は
働
き
方
改
革
へ
の
対
応
コ
ス
ト
増
な
ど
も
理
由
に
、

多
く
の
都
市
の
生
コ
ン
、
骨
材
・
砕
石
類
、
コ
ン
ク

リ
ー
ト
製
品
で
上
伸
が
見
ら
れ
た
。
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20
20
年
半
ば
頃
か
ら
鉄
鉱
石
、
銅
、
亜
鉛
な
ど
の
鉱
物

資
源
や
原
油
の
国
際
相
場
上
昇
に
と
も
な
い
、
上
昇
気

運
が
既
に
表
れ
て
い
た
。

ウ
ク
ラ
イ
ナ
を
巡
る
情
勢
の
悪
化
は
、
国
際
的
な
サ
プ

ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の
混
乱
、
輸
入
資
源
の
更
な
る
高
騰
を

引
き
起
こ
し
、
加
え
て
急
激
な
円
安
の
進
行
が
大
き
な

コ
ス
ト
ア
ッ
プ
要
因
と
な
り
、
建
設
資
材
価
格
の
上
伸

基
調
を
一
層
強
め
た
。

国
内
の
建
設
資
材
は
、
原
材
料
価
格
の
影
響
が
大
き
い

一
次
製
品
か
ら
二
次
製
品
に
値
上
げ
の
勢
い
を
移
し
な

が
ら
価
格
転
嫁
が
進
展
し
て
い
る
。
販
売
側
の
強
い
危

機
感
の
高
ま
り
に
加
え
、
適
切
な
価
格
転
嫁
を
求
め
る

行
政
、
需
要
家
の
意
識
変
化
が
重
な
っ
た
こ
と
で
交
渉

は
一
気
に
進
み
、
22
年
5月

以
降
、
多
く
の
資
材
で
最

高
値
を
更
新
し
た
。

建
設
資
材
物
価
指
数
（

月
）
は
、
建
設
資
材
価
格
の
上

昇
気
運
が
表
れ
は
じ
め
た
20
年
5月

（
東
京
）
時
点
と

比
較
す
る
と
、
鋼
材
、
木
材
、
石
油
関
連
製
品
で
大
幅

に
上
伸
し
た
ほ
か
、
ア
ル
ミ
サ
ッ
シ
、
ガ
ラ
ス
等
の
建

築
関
連
資
材
、
配
管
用
炭
素
鋼
鋼
管
、
硬
質
ポ
リ
塩
化

ビ
ニ
ル
管
等
の
設
備
関
連
資
材
な
ど
幅
広
く
値
上
げ
が

進
展
し
て
い
る
。

資
材
別
に
見
る
と
コ
ン
ク
リ
ー
ト
型
枠
用
合
板
は
、
現

地
の
原
木
不
足
等
に
よ
る
入
荷
減
の
影
響
で
依
然
と
し

て
市
中
の
品
薄
感
は
解
消
さ
れ
て
お
ら
ず
、
19
カ
月
連

続
で
上
伸
し
最
高
値
を
更
新
、
ビ
ル
用
ア
ル
ミ
サ
ッ
シ

は
、
約
15
年
ぶ
り
に
値
上
が
り
す
る
な
ど
、
各
種
資
材

メ
ー
カ
ー
の
価
格
改
定
が
急
速
に
浸
透
し
て
い
る
。

5月
以
降
、
目
立
っ
た
の
は
生
コ
ン
、
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
混

合
物
で
、
価
格
転
嫁
が
全
国
各
地
で
進
み
、
7月

に
は
多

く
の
都
市
で
上
伸
し
た
。
一
方
、
異
形
棒
鋼
、
電
線
は

鉄
ス
ク
ラ
ッ
プ
、
銅
等
の
原
料
価
格
が
弱
基
調
で
推
移

し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
最
高
値
か
ら
一
転
下
落
に
転
じ

る
資
材
も
あ
ら
わ
れ
て
い
る
。
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国土交通省公表資料

令和 4年度（2022 年度）建設投資見通し
 国土交通省 総合政策局 情報政策課 建設経済統計調査室

18　記事

建設物価／2022・12月号

PC name

はじめに

　我が国の建設投資は，社会経済活動・市場動向
等に与える影響が極めて大きい。
このため，国土交通省では，国内建設市場の規
模とその構造を明らかにすることを目的とし，
1960年度から毎年度，建設投資推計及び建設投資
見通しを作成し，「建設投資見通し」として公表
している。

■作成の方法と留意点

・ 「建設投資推計」とは，我が国の全建設活動の
実績を出来高ベースで把握したものであり，建
築着工統計調査，建設工事施工統計調査，建設

総合統計や建設事業費の実績値等を基に作成し
ている。今回は，2019年度分までを確定値とし，
2020年度及び2021年度分については見込み額と
して公表している。

・ 「建設投資見通し」とは，我が国の全建設活動
について出来高ベースの投資額を推計したもの
であり，政府経済見通し，内閣府年央試算，建
築着工統計調査や建設総合統計により推計して
いる。

・ 建築補修（改装・改修）は，2019年度から平成
27年（2015年）産業連関表に準じ，2015年度以
降を建設投資額として新たに計上している。

・ 建設工事施工統計調査は，2020年度分から新た
な推計方法※を用いている。

公共事業関係費予算
（地方単独を含む）

国民経済計算の
公的固定資本形成

機械費等用地費･補償費
調 査 費

政府
非住宅

機械費等

国の事業

政府
非住宅

地方単独（直轄・補助・独立行政法人・
特殊法人等）

建設投資（政府）※

（土木・住宅）
公共事業
以外土木

公共事業関係建設投資

公共事業
以外土木

公共事業関係建設投資
（土木・住宅）

※　建設工事施工統計調査の調査結果について，2020年度から調査票提出業者に加えて未提出業者の欠測を補完するため，
　建設業法に基づく経営事項審査や経済センサス活動調査の結果を用いて，完成工事高等を推計している。
※　建設投資（政府）には，公共事業関係費予算のうち用地費・補償費，調査費，機械費等は含まない。

■公共事業関係費予算，政府建設投資及び公的固定資本形成の関係

令和４年度（2022年度）建設投資見通し

国土交通省 総合政策局 情報政策課 建設経済統計調査室

令和4年度投資見通し.indd   18 2022/10/24   9:22:35
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ている。今回は，2019年度分までを確定値とし，
2020年度及び2021年度分については見込み額と
して公表している。

・ 「建設投資見通し」とは，我が国の全建設活動
について出来高ベースの投資額を推計したもの
であり，政府経済見通し，内閣府年央試算，建
築着工統計調査や建設総合統計により推計して
いる。

・ 建築補修（改装・改修）は，2019年度から平成
27年（2015年）産業連関表に準じ，2015年度以
降を建設投資額として新たに計上している。

・ 建設工事施工統計調査は，2020年度分から新た
な推計方法※を用いている。

公共事業関係費予算
（地方単独を含む）

国民経済計算の
公的固定資本形成

機械費等用地費･補償費
調 査 費

政府
非住宅

機械費等

国の事業

政府
非住宅

地方単独（直轄・補助・独立行政法人・
特殊法人等）

建設投資（政府）※

（土木・住宅）
公共事業
以外土木

公共事業関係建設投資

公共事業
以外土木

公共事業関係建設投資
（土木・住宅）

※　建設工事施工統計調査の調査結果について，2020年度から調査票提出業者に加えて未提出業者の欠測を補完するため，
　建設業法に基づく経営事項審査や経済センサス活動調査の結果を用いて，完成工事高等を推計している。
※　建設投資（政府）には，公共事業関係費予算のうち用地費・補償費，調査費，機械費等は含まない。

■公共事業関係費予算，政府建設投資及び公的固定資本形成の関係

令和４年度（2022年度）建設投資見通し

国土交通省 総合政策局 情報政策課 建設経済統計調査室
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建設物価／2022・12月号

PC name PC name

1．建設投資見通しの概要

2022年度の建設投資は，前年度比0.6％増の66
兆9,900億円となる見通しである。

2022年度の建設投資は，前年度比0.6％増の66
兆9,900億円となる見通しである。このうち，政
府投資が22兆5,300億円（前年度比3.7％減），民間
投資が44兆4,600億円（前年度比2.9％増）となる
見通しである。これを建築・土木別に見ると，建
築投資が43兆4,000億円（前年度比1.9％増），土木
投資が23兆5,900億円（前年度比1.8％減）となる
見通しである。

2021年度の建設投資は，前年度比1.9％増の66
兆6,000億円となる見込みである。このうち，政
府投資が23兆3,900億円（前年度比4.3％減），民間
投資が43兆2,100億円（前年度比5.6％増）と見込
まれる。これを建築・土木別に見ると，建築投資
が42兆5,800億円（前年度比5.1％増），土木投資が
24兆200億円（前年度比3.3％減）となる見込みで
ある。
　建設投資は，1992年度の84兆円をピークに減少
基調となり，2010年度には1992年度の半分程度に
まで減少した。その後，東日本大震災からの復興
等により回復傾向となっている。2022年度の建設
投資については，2021年度の補正予算等に係る政
府建設投資が見込まれること等から，総額として
66兆9,900億円となる見通しである。

住宅

建設
投資

建築

非住宅

建築補修（改装・改修）

公共事業

政府

土木
その他（地方公営関係事業等）

鉄道（鉄道・運輸機構，公営鉄道，JR北海道㈱，JR四国㈱，
JR貨物㈱，東京地下鉄㈱等），公営電力，公営ガス，
上水道，工業用水道，通信（日本電信電話㈱），
土地造成（都市再生機構，臨海土地造成等）

民間

鉄道（JR東日本㈱，JR東海㈱，JR西日本㈱，JR九州㈱，私鉄），
電力（北海道㈱，東北㈱，東京㈱，中部㈱，北陸㈱，関西㈱，
中国㈱，四国㈱，九州㈱，沖縄㈱，電源開発㈱），私営ガス，
その他土木（民間土地造成，民間構築物等）

治山，治水，海岸，道路（東日本高速㈱，中日本高速㈱，
西日本高速㈱，首都高速㈱，阪神高速㈱，
本州四国連絡高速㈱，地方道路公社等を含む），港湾，
漁港，空港，生活環境施設（公園，下水道，環境衛生），
その他公共事業（農業基盤，林道等），災害復旧関係

政府

民間

政府

民間
政府

民間

（区分変更の経緯）
・2001年度の建設投資から電源開発㈱を政府その他から民間に変更している。
・2005年10月より道路関係公団は民営化されて高速道路会社（東日本高速㈱，中日本高速㈱，西日本高速㈱，首都高速㈱，阪神高速
㈱，本州四国連絡高速㈱）になったが，政府公共事業として計上している。
・2010年度の建設投資からJR各社のうちJR北海道㈱，JR四国㈱，JR九州㈱，JR貨物㈱を民間から政府その他に変更している。
・2010年度の建設投資から東京地下鉄㈱を民間から政府その他に変更している。
・2010年度の建設投資から日本電信電話㈱を民間から政府その他に変更している。
・2016年度の建設投資からJR九州㈱を政府その他から民間に変更している。
・2019年度の建設投資から2015年度以降の建築補修（改装・改修）投資額を新たに計上している（2020年度より建築物リフォーム・
リニューアルから名称を改める）。

■建設投資の区分
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建設物価／2022・12月号

PC name

表１　2022年度建設投資額（名目値）
（単位：億円・％）

年　度

項　目

投　　　　　資　　　　　額 対  前  年  度  伸  び  率
2019年度
（実績）

2020年度
（見込み）

2021年度
（見込み）

2022年度
（見通し） 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

総　　　計 623,280
（666,408）

653,600 666,000 669,900 0.8 4.9
（▲ 1.9）

1.9 0.6

建　　　築 401,817
（430,624）

405,300 425,800 434,000 ▲ 0.8 0.9
（▲ 5.9）

5.1 1.9

住　　　宅 167,478 156,800 164,700 163,100 ▲ 3.0 ▲ 6.4 5.0 ▲ 1.0
　政　　府 4,358 4,200 3,600 3,400 ▲ 16.4 ▲ 3.6 ▲ 14.3 ▲ 5.6 注2
　民　　間 163,120 152,600 161,100 159,700 ▲ 2.5 ▲ 6.4 5.6 ▲ 0.9 注2
非　住　宅 155,383 145,300 148,200 157,600 0.9 ▲ 6.5 2.0 6.3
　政　　府 39,078 40,300 40,000 38,500 0.8 3.1 ▲ 0.7 ▲ 3.8 注2
　民　　間 116,305 105,000 108,200 119,100 0.9 ▲ 9.7 3.0 10.1
建 築 補 修

（改装・改修）
78,956

（107,763）
103,200 112,900 113,300 0.9 30.7

（▲ 4.2）
9.4 0.4

　政　　府 14,063
（18,988）

19,200 19,300 18,600 7.8 36.5
（1.1）

0.5 ▲ 3.6 注2

　民　　間 64,893
（88,775）

84,000 93,600 94,700 ▲ 0.5 29.4
（▲ 5.4）

11.4 1.2 注2

土　　　木 221,463
（235,784）

248,300 240,200 235,900 3.8 12.1
（5.3）

▲ 3.3 ▲ 1.8

政　　　府 167,303 180,600 171,000 164,800 5.3 7.9 ▲ 5.3 ▲ 3.6
　公共事業 141,949 155,400 150,000 144,500 4.8 9.5 ▲ 3.5 ▲ 3.7 注2
そ の 他 25,354 25,200 21,000 20,300 8.4 ▲ 0.6 ▲ 16.7 ▲ 3.3 注2
民　　　間 54,160

（68,481）
67,700 69,200 71,100 ▲ 0.7 25.0

（▲ 1.1）
2.2 2.7 注2

再
掲

　政　　　府 224,802
（229,727）

244,300 233,900 225,300 4.1 8.7
（6.3）

▲ 4.3 ▲ 3.7

　民　　　間 398,478
（436,681）

409,300 432,100 444,600 ▲ 1.0 2.7
（▲ 6.3）

5.6 2.9

　民　　　間注1

　非住宅建設
170,465

（184,786）
172,700 177,400 190,200 0.4 1.3

（▲ 6.5）
2.7 7.2

注１ ）　民間非住宅建設投資＝民間非住宅建築投資＋民間土木投資
注２ ） 2022年度の伸び率は，「令和４年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」（令和４年１月17日閣議決定）及び「令和４（2022）年度 内閣府年

央試算」（令和４年７月25日）の指標から算定している。
※　見込み・見通しの投資額は，四捨五入により100億円単位にしているため，対前年度伸び率と合わない場合がある。
※　表中括弧内の数値は，2020年度から始めた建設工事施工統計調査の推計方法を適用し，参考として2019年度の数値を推計したもの。

2003 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20
（見込み）

21
（見込み）

（年度）

23 21 19 18 17 17 18 18 16 16 18 19 19 20 20 20 21 23 21

8 7 8 8 8 10 11
18 18 18 19 17 16 13 13 14 15

17 15

16 16 17 17 16
15 16 

12 14 14 15
14 15

12 11 12 12
13 14

15 15 16 17 17 17 18 54 53 52 51
48 48

43 42 42 42
48 47

57 59 61 62 62 65 67

0

20

40

60

80
民間非住宅建設(非住宅建築及び土木）
民間住宅
建築補修（改装・改修）
政府（建築補修（改装・改修）は含めない）

（兆円）

22
（見通し）

21

11

16 

19 

67

図 1　建設投資額（名目値）の推移

※ 2015年度から建築補修（改装・改修）投資額を計上している。

民間非住宅建設（非住宅建築及び土木）寄与度
民間住宅寄与度
建築補修（改装・改修）寄与度
政府（建築補修（改装・改修）は含めない）寄与度
建設投資額伸率（前年度比）

22
（見通し）

－15.0%

－10.0%

－5.0%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%
（前年度比・寄与度）

2003 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20
（見込み）

21
（見込み）

（年度）

図 2　建設投資額（名目値）の伸び率と寄与度
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2．国内総生産と建設投資の関係

2022年度の建設投資が国内総生産に占める比
率は，11.9％となる見通しである。

　国内総生産に占める建設投資の比率は，1975年
頃は20％以上あったが，その後，減少傾向となっ
た。1986年度から1990年度にかけて一時増加した
ものの，その後再び減少基調となった。近年では，
約10％程度で推移している。

図 �　建設投資の国内総生産に占める比率

5

10

15

20

25

30

1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020
（年度）

％

※　図３，４の2020年度及び2021年度は見込み額，2022年度は見通し額から算出している。
※　図４の建設投資の水準は，2012年度の値を100としたときの推移である。

図 �　過去10年間の国内総生産と建設投資の水準の推移

80

100

120

140

160

180

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021
（年度）

国内総生産 建設投資

2022

表 2　2022年度の地域別・建設投資（見通し）
（単位：億円）

地　域 北海道 東北 関東 北陸 中部

建築計 16,100 30,500 174,700 19,000 50,500

土木計 16,200 31,400 68,700 15,400 28,600

合　計 32,300 61,900 243,400 34,400 79,100

地　域 近畿 中国 四国 九州 沖縄 合　計

建築計 62,000 22,900 10,900 39,600 7,700 433,900

土木計 25,600 14,800 8,400 23,900 2,900 235,900

合　計 87,600 37,700 19,300 63,500 10,600 669,800

表 � 2022年度の地域別・建設投資のシェア（見通し）

地　域 北海道 東北 関東 北陸 中部

建築計 4％ 7％ 40％ 4％ 12％

土木計 7％ 13％ 29％ 7％ 12％

合計 5％ 9％ 36％ 5％ 12％

地　域 近畿 中国 四国 九州 沖縄 合　計

建築計 14％ 5％ 3％ 9％ 2％ 100％

土木計 11％ 6％ 4％ 10％ 1％ 100％

合計 13％ 6％ 3％ 9％ 2％ 100％

※ 　地域別・建設投資は，建設投資推計を過年度の建設総合統計の地域別出来高及び建築物リフォーム・リニューアル調査の施工地域
別受注高の比率により配分し推計したものである。

※　各種類別計を四捨五入により100億円単位の値としているため，合計と必ずしも一致しない。
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建設物価／2022・12月号

PC name

図 �　国内総支出と建設投資の関係（2020年度）

※ 　国内総生産は「国民経済計算」及び「令和４年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」（令和４年１月17日閣議決定）による。
※ 　建設投資（名目値）の2020年度及び2021年度は見込み額，2022年度は見通し額である。
※ 　国内総生産の1960年度から1979年度までは「平成２年基準（1968SNA）」，1980年度から1993年度までは「平成12年基準（1993SNA）」，

1994年度以降は「2015年（平成27年）年基準（2008SNA）」による。
※　計数はそれぞれ四捨五入しているため合計と必ずしも一致しない。

GDE（＝GDP）535.5兆円

輸入（控除）
▲84.5兆円

（▲15.8%）

公的 在庫変動
30.9兆円 0.04兆円
（5.8%） （0.01%）

民間非住宅建設 民間土木
17.3兆円（3.2%）民間非住宅

民間建築補修（改装・改修）

： 建設投資

民間住宅
15.3兆円

機　　械　　等

在
庫

民間住宅
19.8兆円
（3.7%）

10.5兆円

総固定資本形成

消費

（2.8%）

民間消費
286.9兆円
（53.6%）

政府消費
113.7兆円
（21.2%）

135.3兆円
（25.3%）

輸出
84.1兆円

（15.7%）

6.8兆円

不動産仲介
手数料

（4.6%）

8.4兆円（1.6%）

機　　械　　等

政府建設
24.4兆円

民間企業設備
84.5兆円

（15.8%）

400.6兆円
（74.8%）

総資本形成

表 �　国内総生産及び建設投資の推移 （単位：億円・％）

項目

年度

国内総生産
（名 目 値）

（Ａ）

建設投資
（名 目 値）

（Ｂ）

国内総生産のうち，
建設投資が占める割合
（Ｂ）÷（Ａ）×100

1960 166,806 25,078 15.0
1961 201,708 33,418 16.6
1962 223,288 37,772 16.9
1963 262,286 44,979 17.1
1964 303,997 54,750 18.0
1965 337,653 59,531 17.6
1966 396,989 67,820 17.1
1967 464,454 84,928 18.3
1968 549,470 101,915 18.5
1969 650,614 125,251 19.3
1970 752,985 146,341 19.4
1971 828,993 166,768 20.1
1972 964,863 214,625 22.2
1973 1,167,150 286,673 24.6
1974 1,384,511 293,944 21.2
1975 1,523,616 316,241 20.8
1976 1,712,934 341,965 20.0
1977 1,900,945 387,986 20.4
1978 2,086,022 426,860 20.5
1979 2,252,372 479,219 21.3
1980 2,483,759 494,753 19.9
1981 2,646,417 502,198 19.0
1982 2,761,628 500,689 18.1
1983 2,887,727 475,988 16.5
1984 3,082,384 485,472 15.7
1985 3,303,968 499,645 15.1
1986 3,422,664 535,631 15.6
1987 3,622,967 615,257 17.0
1988 3,876,856 666,555 17.2
1989 4,158,852 731,146 17.6
1990 4,516,830 814,395 18.0
1991 4,736,076 824,036 17.4

項目

年度

国内総生産
（名 目 値）

（Ａ）

建設投資
（名 目 値）

（Ｂ）

国内総生産のうち，
建設投資が占める割合
（Ｂ）÷（Ａ）×100

1992 4,832,556 839,708 17.4
1993 4,826,076 816,933 16.9
1994 5,119,546 787,523 15.4
1995 5,253,045 790,169 15.0
1996 5,386,584 828,077 15.4
1997 5,425,005 751,906 13.9
1998 5,345,673 714,269 13.4
1999 5,302,975 685,039 12.9
2000 5,376,162 661,948 12.3
2001 5,274,084 612,875 11.6
2002 5,234,660 568,401 10.9
2003 5,262,226 536,880 10.2
2004 5,296,336 528,246 10.0
2005 5,341,097 515,676 9.7
2006 5,372,610 513,281 9.6
2007 5,384,840 476,961 8.9
2008 5,161,740 481,517 9.3
2009 4,973,668 429,649 8.6
2010 5,048,721 419,282 8.3
2011 5,000,405 421,139 8.4
2012 4,994,239 424,493 8.5
2013 5,126,856 482,997 9.4
2014 5,234,183 474,941 9.1
2015 5,407,394 566,468 10.5
2016 5,448,272 587,399 10.8
2017 5,557,219 613,251 11.0
2018 5,563,037 618,271 11.1
2019 5,573,065 623,280 11.2
2020 5,355,099 653,600 12.2
2021 5,449,000 666,000 12.2
2022 5,646,000 669,900 11.9
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３．建設投資の構成と推移

（1）建設投資の構成と推移

2022年度建設投資見通しにおける建設投資の
構成を見ると，政府土木投資と民間建築投資
の合計が全体の80％超を占めている。

2022年度の建設投資の構成を見ると，民間投資
が66％，政府投資が34％である。
　民間投資のうち住宅，非住宅及び建築補修（改
装・改修）投資を合わせた建築投資が全体の56％
を占めている。政府投資は土木投資が全体の25％
を占めており，この両者で建設投資全体の80％超
を占めている。

図 � 2022年度建設投資の構成（名目値）
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図 �　政府・民間別構成比の推移

※　計数はそれぞれ四捨五入しているため合計と必ずしも一致しない。
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（2）建築・土木別構成比の推移

2022年度の建設投資は，建築投資が65％で，
土木投資が35％となる見通しである。

　建築と土木との構成比については，1998年度以

降，建築投資が増加する一方で政府土木投資が減
少し，建築投資の占める比率が2006年度には60％
となった。
その後，一時的に土木投資が増加したが，近年
は建築投資の占める比率が高まる傾向にあり，建
築投資が60％台，土木投資が30％から40％で推移
している。

図 �　建築・土木別構成比の推移
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（3）政府建設投資の動向

2022年度の政府建設投資は，前年度比3.7％減
の22兆5,300億円となる見通しである。

2022年度は，前年度比3.7％減少し，22兆5,300
億円となる見通しである。

2021年度は，前年度比4.3％減少し，23兆3,900
億円となる見込みである。

（4）住宅投資の動向

2022年度の住宅投資は，前年度比1.0％減の16
兆3,100億円となる見通しである。

2022年度の民間住宅投資は，前年度比0.9％減
の15兆9,700億円となる見通しである。また，政
府住宅投資を合わせた2022年度の住宅投資全体で
は，前年度比1.0％減の16兆3,100億円となる見通
しである。

（参考）
2021年度の新設住宅着工戸数は，前年度比6.6％
増の86.6万戸であった。利用関係別に見ると，持
家は28.1万戸（前年度比6.9％増），貸家は33.1万
戸（前年度比9.2％増），給与住宅は0.5万戸（前年
度比20.5％減），分譲住宅は24.8万戸（前年度比
3.9％増）となっている。

（5）建築補修（改装・改修）投資の動向

2022年度の建築補修（改装・改修）投資は，
前年度比0.4％増の11兆3,300億円となる見通し
である。

2022年度の民間建築補修（改装・改修）投資は，
前年度比1.2％増の９兆4,700億円となる見通しで
ある。また，政府建築補修（改装・改修）投資を
合わせた2022年度の建築補修（改装・改修）投資
全体では，前年度比0.4％増の11兆3,300億円とな
る見通しである。
　建築補修（改装・改修）投資は，建築投資全体
に対し約30％を占めている。

表 �　新設住宅着工戸数と伸び率（前年度比）の推移
（単位：戸・％）

年　　度
総　　計 持　　家 貸　　家 給　　与 分　　譲

着工戸数 伸び率 着工戸数 伸び率 着工戸数 伸び率 着工戸数 伸び率 着工戸数 伸び率

2017年度 946,396 ▲ 2.8 282,111 ▲ 3.3 410,355 ▲ 4.0 5,435 ▲ 6.2 248,495 ▲ 0.3

2018年度 952,936 0.7 287,710 2.0 390,093 ▲ 4.9 7,958 46.4 267,175 7.5

2019年度 883,687 ▲ 7.3 283,338 ▲ 1.5 334,509 ▲ 14.2 6,108 ▲ 23.2 259,732 ▲ 2.8

2020年度 812,164 ▲ 8.1 263,097 ▲ 7.1 303,018 ▲ 9.4 6,908 13.1 239,141 ▲ 7.9

2021年度 865,909 6.6 281,279 6.9 330,752 9.2 5,494 ▲ 20.5 248,384 3.9

※ 2022年度の伸び率は，「令和４年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」（令和４年１月17日閣議決定）及び「令和４（2022）
年度内閣府年央試算」（令和４年７月25日）の指標から算定している。

※　表５は「住宅着工統計調査」（国土交通省）による。
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　建設投資見通しは，国土交通省のホームページで公表し
ているので参照されたい（https://www.mlit.go.jp/report/
press/joho04_hh_001106.html）。

（6）民間非住宅建設�
� （非住宅建築及び土木）投資の動向

2022年度の民間非住宅建設（非住宅建築及び
土木）投資は，前年度比7.2％増の19兆200億
円となる見通しである。

2022年度の民間非住宅建築投資は，前年度比
10.1％増の11兆9,100億円となる見通しである。ま
た，民間土木投資は，前年度比2.7％増の７兆1,100

億円となる見通しである。
これにより，2022年度の民間非住宅建設（非住
宅建築及び土木）投資は，前年度比7.2％増の19
兆200億円となる見通しである。

2021年度の民間非住宅建設（非住宅建築及び土
木）投資は，前年度比2.7％増の17兆7,400億円と
なる見込みである。
このうち，民間非住宅建築投資は10兆8,200億

円（前年度比3.0％増），民間土木投資は６兆9,200
億円（前年度比2.2％増）となる見込みである。

図 �　住宅・非住宅・建築補修（改装・改修）構成比の推移

※ 2019年度より平成27年（2015年）産業連関表の考え方に準じ，建築補修（改装・改修）投資額を建設投資額の内数として計上（2018
年度までは建築物リフォーム・リニューアル投資額として建設投資額に含めず別途公表）。

※　建築補修（改装・改修）は，建築補修工事のうち，改装・改修工事に該当するものを範囲としている。
※ 　平成27年（2015年）産業連関表の建設補修に係る産出額において，「建築物リフォーム・リニューアル調査」の結果を適用して，
「維持・修理」及び「改装・改修」に該当する金額を推計し，「改装・改修」については国内総固定資本形成に計上した。
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表 �　民間非住宅建設投資額（名目値）と伸び率（前年度比）の推移
（単位：億円・％）

年　　　度
民間非住宅建築投資 民間土木投資 合計

（民間非住宅建設投資）
投資額 伸び率 投資額 伸び率 投資額 伸び率

2018年度 115,216 0.6 54,546 12.2 169,762 4.1

2019年度 116,305 0.9 54,160
（68,481）

▲ 0.7 170,465
（184,786）

0.4

2020年度（見込み） 105,000 ▲ 9.7 67,700 25.0
（▲ 1.1）

172,700 1.3
（▲ 6.5）

2021年度（見込み） 108,200 3.0 69,200 2.2 177,400 2.7
2022年度（見通し） 119,100 10.1 71,100 2.7 190,200 7.2

※ 　表中括弧内の数値は，2020年度から始めた建設工事施工統計調査の推計方法を適用し，参考として2019年度の数
値を推計したもの。
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